
 1 

  電波法関係審査基準の一部を改正する訓令案新旧対照条文  

○電波法関係審査基準（平成１３年 1月６日総務省訓令第６７号） 下線部が改正部分 

改正案 現 行 

別紙２ (第５条関係)無線局の目的別審査基準 別紙２ (第５条関係)無線局の目的別審査基準 

第１ (略) 第１ (略) 

第 2 陸上関係 

１ 電気通信業務用 

 (1) (略) 

(2) 削除 

 

(3) (略) 

(4)から(6)まで 削除 

第 2 陸上関係 

１ 電気通信業務用 

(1) (略) 

(2) 孤立化防止用無線局及びこれに関連する固定局 

    （別紙２－１のとおり） 

(3) (略) 

(4) 4GHz帯、5GHz帯又は 6GHz帯の周波数の電波を使用する固定局（周波数分割多重周波数

変調方式のものに限る。） 

（別紙２－２のとおり） 

 

 

(5) 4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯の周波数の電波を使用する固定局(16QAM単一キャリア方式

（156M方式を除く。）のものに限る。) 

（別紙２－３のとおり） 

 (6) 4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯の周波数の電波を使用する固定局(16QAMマルチキャリア方

式のものに限る。) 

（別紙２－４のとおり） 

(7) 4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯の周波数の電波を使用する固定局 

 

 

ア～ウ （略） 

エ 送信空中線の等価等方輻射電力 

(ｱ) 正対方向以外への等価等方輻射電力 

正対方向以外（正対方向からの放射角度(θ)が４°以上)への等価等方輻射電力の

上限は次表のとおりとする。 

 

方式名 等価等方輻射電力の上限値（1キャリア当たり） 

256QAM 104M方式 

64QAM 156M方式 

72－40logθ(dBm) (4°≦θ＜40°) 

8(dBm) (40°≦θ) 

256QAM 52M方式 

64QAM 78M方式 

69－40logθ（dBm）(4°≦θ＜40°) 

5（dBm）(40°≦θ) 

(7) 4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯の周波数の電波を使用する固定局（256QAM 104M、256QAM 

52M、64QAM 156M、64QAM 78M、16QAM 156M、16QAM 52M、4PSK 52M及び 4PSK 6M

の各方式のものに限る。) 

ア～ウ （略） 

エ 送信空中線の等価等方輻射電力 

(ｱ) 正対方向以外への等価等方輻射電力 

 正対方向以外（正対方向からの放射角度(θ)が 4°以上)への等価等方輻射電力

の上限は次表のとおりとする。 

正対方向以外への等価等方輻射電力の上限値 

方式名 等価等方輻射電力の上限値（１キャリア当たり） 

256QAM 104M方式 

64QAM 156M方式 

72－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

8〔dBm〕(40°≦θ) 

256QAM 52M方式 

64QAM 78M方式 

69－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

5〔dBm〕(40°≦θ) 

別紙２ 
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16QAM 156M方式 

16QAM 52M方式 

66－40logθ（dBm）(4°≦θ＜40°) 

2（dBm）(40°≦θ) 

４PSK 52M方式 
63－40logθ（dBm）(4°≦θ＜40°) 

-1（dBm）(40°≦θ) 

４PSK ６M方式 
69－40logθ（dBm）(4°≦θ＜40°) 

5（dBm）(40°≦θ) 

 

 

16QAM 52M方式 
66－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

2〔dBm〕(40°≦θ) 

16QAM 52M方式 
66－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

2〔dBm〕(40°≦θ) 

4PSK 52M方式 
63－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

-1〔dBm〕(40°≦θ) 

4PSK 6M方式 
69－40logθ〔dBm〕(4°≦θ＜40°) 

5〔dBm〕(40°≦θ) 
 

(ｲ) （略） 

オ 伝送の質 

(ｱ) 瞬断率規格 

(ｲ) （略） 

オ 伝送の質 

(ｱ) 瞬断率規格 

回線瞬断率（符号誤り率が 10-4を超える時間率）は、次表に示す値を満足するも

のであること。 

 

方式名 回線瞬断率 

256QAM 104M方式 

256QAM 52M方式 

64QAM 156M方式 

64QAM 78M方式 

16QAM 156M方式 

16QAM 52M方式 

いかなる月においても 0.054%/2500km以下 

4PSK 52M方式 いかなる月においても 0.0075%/280km以下 

4PSK 6M方式 いかなる月においても 0.00004%/km以下 

 

(ｲ) 瞬断率規格の判定条件 

瞬断率規格の判定は、次表のＡ式又はＢ式を満足するか否かにより判定すること。

ただし、Ｂ式については、マージンがないので、干渉に弱い回線の新設を避けるため

回線品質改善の方法がない場合を除き、原則として既設回線についてのみ適用する。 

 

 

  方  式  名 条   件 規   格 

256QAM 104M方式 

256QAM  52M方式 
A 

1区間規格 

Pi≦Pio 

Pio＝ 

5.4×10-4×ｄ／2500 

回線瞬断率（符号誤り率が 10-4を超える時間率）は、次表に示す値を満足するも

のであること。 

回線瞬断率（符号誤り率が 10-4を超える時間率） 

方式名 回線瞬断率 

256QAM 104M方式 

256QAM 52M方式 

64QAM 156M方式 

64QAM 78M方式 

16QAM 156M方式 

16QAM 52M方式 

いかなる月においても 0.054%/2500km以下 

4PSK 52M方式 いかなる月においても 0.0075%/280km以下 

4PSK 6M方式 いかなる月においても 0.0004%/km以下 

 

(ｲ) 瞬断率規格の判定条件 

瞬断率規格の判定は、次表のＡ式又はＢ式を満足するか否かにより判定すること。

ただし、Ｂ式については、マージンがないので、干渉に弱い回線の新設を避けるため

回線品質改善の方法がない場合を除き、原則として既設回線についてのみ適用する。 

 

                瞬断率規格の判定条件 

  方  式  名 条   件 規   格 

２５６ＱＡＭ １０４Ｍ方式 

２５６ＱＡＭ  ５２Ｍ方式 
Ａ 

１区間規格 

Ｐｉ≦Ｐｉｏ 

Ｐｉｏ＝ 

5.4×10-4×ｄ／2500 
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64QAM 156M方式 

64QAM  78M方式 

16QAM 156M方式 

16QAM   52M方式 

B 

切替区間規格 

PM = � Pij ≦� Pioj

n

j=1

n

j=1

 

Pioj＝ 

5.4×10-4×ｄｊ／2500 

4PSK  52M方式 
A 

1区間規格 

Pi≦Pio 

Pio＝ 

7.5×10-5×ｄ／280 

B 切替区間規格 Pioj＝ 

 

 

 

7.5×10-5×ｄｊ／280 

4PSK   6M方式 A 
1区間規格 

Pi≦Pio 

Pio＝ 

4×10-7×ｄ 

 

B 

切替区間規格 

 

Pioj＝ 

4×10-7×ｄｊ 

 

 

 ｄ 、dj    :１区間距離及び切替区間中の第 j番目の対向区間距離（km） 

 Pi、Pij       :１区間断時間率及び切替区間中の第 j番目の対向区間断時間率 

 PM           :１切替区間断時間率 

 Pio、Pioj       :１区間許容断時間率及び切替区間中の第 j番目の対向区間許容断時

間率 

 n         :１切替区間の対向区間数 

非再生中継を行う区間については、連続するすべての区間をもって１の対向区間

とする。 

(ｳ) 区間断時間率Ｐｉ（Ｐｉｊ）の算出方法 

 区間断時間率Ｐｉは、次式により算出するものとする。この場合において、

計算結果は有効数字３けた目を切り上げることとする。 

（単一受信） ( ) FDNdRi KPPPP ⋅+⋅=  

（SD受信） ( ) 3SDFD
2

ndRi KKPPPP ⋅⋅+⋅=  

PR:レーレーフェージング発生確率。別紙(7)－1により求める。 

Pd:フェージング時の波形歪による断時間率。別紙(7)－2により求める。 

６４ＱＡＭ  １５６Ｍ方式 

６４ＱＡＭ   ７８Ｍ方式 

１６ＱＡＭ  １５６Ｍ方式 

１６ＱＡＭ    ５２Ｍ方式 

Ｂ 

切替区間規格 

 

Ｐｉｏｊ＝ 

5.4×10-4×ｄｊ／2500 

４ Ｐ Ｓ Ｋ  ５２Ｍ方式 
Ａ 

１区間規格 

Ｐｉ≦Ｐｉｏ 

Ｐｉｏ＝ 

7.5×10-5×ｄ／280 

Ｂ 切替区間規格 Ｐｉｏｊ＝ 

 

 
 

7.5×10-5×ｄｊ／280 

４ Ｐ Ｓ Ｋ  ６Ｍ方式 Ａ 
１区間規格 

Ｐｉ≦Ｐｉｏ 

Ｐｉｏ＝ 

4×10-7×ｄ 

 

Ｂ 

切替区間規格 

 

Ｐｉｏｊ＝ 

4×10-7×ｄｊ 

 

 

 ｄ 、dj    :１区間距離及び切替区間中の第 j番目の区間距離（km） 

 Ｐｉ、Ｐｉｊ  :１区間断時間率及び切替区間中の第 j番目の区間断時間率 

 ＰＭ          :１切替区間断時間率 

 Ｐｉｏ、Ｐｉｏｊ:１区間許容断時間率及び切替区間中の第 j番目の区間許容断時間率 

  

ｎ         :１切替区間の区間数 

なお、上記区間（Ａ式）は再生中継区間を示し、非再生中継方式においては、

１再生中継区間をもって再生区間と読み替える。 

(ｳ) 区間断時間率Ｐｉ（Ｐｉｊ）の算出方法 

 区間断時間率Ｐｉは、次式により算出するものとする。この場合において、

計算結果は有効数字３けた目を切り上げることとする。 

（単一受信） ( ) FDNdRi KPPPP ⋅+⋅=  

（SD受信） ( ) 35DFD
2

ndRi KKPPPP ⋅⋅+⋅=  

PR:レーレーフェージング発生確率。別紙(7)－1により求める。 

Pd:フェージング時の波形歪による断時間率。別紙(7)－2により求める。 
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KFD :キャリア切替効果による断時間率改善係数。別紙(7)－2により求める。 

K3SD：３面 SDによる改善係数。別紙(7)－2により求める。 

PN:フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率。 

（単一受信時） 

( ) Fdm/10

R

aaaRMAIN
N 10

P
PβPPαP −⋅

+−
=  

（SD受信時） 

( ) Fdm/5

R

aaaRSD
N 10

)ρ(1P
PβPPα

P
2

−⋅
−
+−

=  

Pa：減衰性フェージング発生確率。別紙(7)－１により求める。 

αMAIN：単一アンテナ受信時の長周期変動による増加係数。別紙(7)－3により求め

る。 

αSD ：SDアンテナ受信時の長周期変動による増加係数。別紙(7)－3により求める。 

βa：減衰性フェージング発生時の中央値低下。別紙(7)－3により求める。 

ρ：SDアンテナ空間相関係数。別紙(7)－4により求める。 

Fdm：広帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 

Fdm＝Fd＋η 

η：広帯域受信電力フェード量減少係数。別紙(7)－5により求める。 

Fd：狭帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 

  








+++−=

−−−−
10

C/Nsat
10

C/Nid
10
C/Nx

10
C/Nth

d 10101010log10F  

                A
NisCNconstCNoC

+




















−−−−

−−−
10
/

10
/

10
/

101010log10  

C/Nth：熱雑音による C/N(dB)  

C/Nth＝Pr－Prni 

Pr：平常時受信入力(dBm) 

Prni：受信機の熱雑音電力(dBm) 

C/Nx：交差偏波間干渉雑音による C/N(dB) 

C/Nsat：静止衛星からの干渉雑音による C/N(dB)。４GHz 帯についてのみ考

慮する。 

KFD :キャリア切替効果による断時間率改善係数。別紙(7)－2により求める。 

K35D：３面 SDによる改善係数。別紙(7)－2により求める。 

PN:フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率。 

（単一受信時） 

( ) Fdm/10

R

aaaRMAIN
N 10

P
PβPPαP −⋅

+−
=  

（SD受信時） 

( ) Fdm/5

R

aaaRSD
N 10

)ρ(1P
PβPPαP

2
−⋅

−
+−

=  

Pa：減衰性フェージング発生確率。別紙(7)－１により求める。 

αMAIN：単一アンテナ受信時の長周期変動による増加係数。別紙(7)－3により求め

る。 

αSD ：SDアンテナ受信時の長周期変動による増加係数。別紙(7)－3により求める。 

βa：減衰性フェージング発生時の中央値低下。別紙(7)－3により求める。 

ρ：SDアンテナ空間相関係数。別紙(7)－4により求める。 

Fdm：広帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 

Fdm＝Fd＋η 

η：広帯域受信電力フェード量減少係数。別紙(7)－5により求める。 

Fd：狭帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 







 −

+
−

+
−

+
−

−=
10

C/Nsat10
10

C/Nid10
10
C/Nx10

10
C/Nth10log10Fd

 

A101010log10 10
/

10
/

10
0/





















−−−−

−−− NisCNconstCNC
 

 

C/Nth：熱雑音による C/N(dB)  

C/Nth＝Pr－Prni 

Pr：（平常時受信入力(dBm) 

Prni：受信機の熱雑音電力(dBm) 

C/Nx：交差偏波間干渉雑音による C/N(dB) 

C/Nsat：静止衛星からの干渉雑音による C/N(dB)。4GHz帯についてのみ考慮

する。 
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C/Nsat＝Pr－Pu＋Dθ＋Lfr 

Pr：平常時受信入力(dBm) 

Pu：衛星からの干渉レベル(dBm) 

Pu＝PFD＋10log(Be/4KHz)＋10log(S×ξ) 

PFD:地表面での最大電力束密度 PFD＝-122(dBm/㎡･4kHz) 

Be:受信機の等価通過域帯幅(kHz) 

S:受信空中線の開口面積(㎡) 

ξ:受信空中線の開口効率。ξ＝0.8 

Dθ：受信空中線の静止衛星軌道方向に対する指向性減衰量(dB) 

Dθ＝1.706θ2        （0°≦θ＜4゚ ） 

Dθ＝47.3－（44－40logθ） （4°≦θ＜40°） 

Dθ＝67.3          （40°≦θ） 

Lfr：受信側給電線系損失(dB) 

C/Nconst：定常雑音による C/N(dB) 

C/No：符号誤り率＝10－4点における所要 C/N(dB) 

256QAM：33.4 

64QAM：26.0 

16QAM：21.0(156M方式) 

16QAM：21.5(52M方式) 

4PSK：14.8 

C/Nid：異経路干渉雑音による C/N(dB)。別紙(7)－6により求める。 

C/Nis：同経路干渉雑音による C/N(dB)。別紙(7)－6により求める。 

A：SD受信時改善量(dB)。A＝1 

 また、非再生中継方式区間断時間率は、非再生中継区間数を Nホップとする

場合、各非再生中継区間ごとにフェージングマージンを求め、上述の式を用い

断時間率を算出し、その総和を非再生中継方式区間の総断時間率として求める

こと。 

 

F d l ＝－10 log  10
－

( C／N t h ) l

10
＋10

－
( C／N x ) l

10
＋10

－
( C／N i d ) l

10
＋10

－
( C／N s a t ) l

10    

 

C/Nsat＝Pr－Pu＋Dθ＋Lfr 

Pr：平常時受信入力(dBm) 

Pu：衛星からの干渉レベル(dBm) 

Pu＝PFD＋10log(Be/4KHz)＋10log(S×ξ) 

PFD:地表面での最大電力束密度 PFD＝-122(dBm/㎡･4kHz) 

Be:受信機の等価通過域帯幅(kHz) 

S:受信空中線の開口面積(㎡) 

ξ:受信空中線の開口効率。ξ＝0.8 

Dθ：受信空中線の静止衛星軌道方向に対する指向性減衰量(dB) 

Dθ＝他 1.706θ2       （0°≦θ＜4゚ ） 

Dθ＝47.3－（44－40logθ） （4°≦θ＜40°） 

Dθ＝67.3          （40°≦θ） 

Lfr：受信側給電線系損失(dB) 

C/Nconst：定常雑音による C/N(dB) 

C/No：符号誤り率＝10－4点における所要 C/N(dB) 

256QAM：33.4 

64QAM：26.0 

16QAM：21.0(156M方式) 

16QAM：21.5(52M方式) 

4PSK：14.8 

C/Nid：異経路干渉雑音による C/N(dB)。別紙(7)－6により求める。 

C/Nis：同経路干渉雑音による C/N(dB)。別紙(7)－6により求める。 

Ａ：SD受信時改善量(dB)。Ａ＝1 

 また、非再生中継方式区間断時間率は、非再生中継区間教をＮホップとする

場合、各非再生中継区間ごとにフェージングマージンを求め、上述の式を用い

断時間率を算出し、その総和を非再生中継方式区間の総断時間率として求める

こと。 

 

F d l ＝－10 log  10
－

( C／N t h ) l

10
＋10

－
( C／N x ) l

10
＋10

－
( C／N i d ) l

10
＋10

－
( C／N s a t ) l

10    
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＋10 log  10
－

C／N o 

10
－10

－
( C／N c o n s t ) 1

10
－10

－
( C／N i s ) 1

10    
 

 

＋10
－

( C／N s a t ) k
10

＋10
－

( C／N c o n s t ) k
10

＋10
－

( C／N i s ) k
10   ＋A

 

Fdl：非再生中継方式の番目のホップのフェージングマージン 

 

カ 混信 

(ｱ) 被干渉の許容値 

Ａ 既設回線からの異経路干渉による搬送波電力対雑音電力比（Ｃ／Ｉ）は、平

常時においてできる限り次表を満足すること。 

なお、ここでの干渉雑音は、異なる周波数帯を使用するレーダーからの対域

外不要輻射による干渉雑音を含むものとする。 

 

 

方式名 被干渉の許容値(C/I) 

256QAM  104M方式 
57dB以上 

256QAM 52M方式 

64QAM 156M方式 
51dB以上 

64QAM 78M方式 

16QAM 156M方式 50dB以上 

16QAM 52M方式 45dB以上 

4PSK 52M方式 
38dB以上 

4PSK 6M方式 

 

Ｂ レーダーキャリアによる感度抑圧 

 異なる周波数帯を使用するレーダーからの干渉については、オ(ｳ)の異経路干渉

の項で検討した不要発射等による干渉のほかに、強勢なキャリアによる感度抑圧

の検討を行う。 

＋10 log  10
－

C／N o 

10
－10

－
( C／N c o n s t ) 1

10
－10

－
( C／N i s ) 1

10    

 

＋10
－

( C／N s a t ) k
10

＋10
－

( C／N c o n s t ) k
10

＋10
－

( C／N i s ) k
10   ＋A

 

Fdl：非再生中継方式の番目のホップのフェージングマージン 

 

カ 混信 

(ｱ) 被干渉の許容値 

Ａ 既設回線からの異経路干渉による搬送波電力対雑音電力比（Ｃ／Ｉ）は、平

常時においてできる限り次表を満足すること。 

  なお、ここでの干渉雑音は、異なる周波数帯を使用するレーダーからの対域

外不要輻射による干渉雑音を含むものとする。 

 

被干渉の許容値 

方式名 被干渉の許容値(C/I) 

256QAM  104M方式 57dB以上 

256QAM 52M方式 57dB以上 

64QAM 156M方式 51dB以上 

64QAM 78M方式 51dB以上 

16QAM 156M方式 50dB以上 

16QAM 52M方式 45dB以上 

4PSK 52M方式 38dB以上 

4PSK 6M方式 38dB以上 

 

Ｂ レーダーキャリアによる感度抑圧 

 異なる周波数帯を使用するレーダーからの干渉については、オの(ｳ)の異経路干

渉の項で検討した不要発射等による干渉のほかに、強勢なキャリアによる感度抑

圧の検討を行う。 
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 この場合、レーダー干渉波のキャリアの受信レベルＰｒｉが次の条件を満足す

ること。 

Pri＜Pr＋48＋LRF－Fdm (dBm) 

ここで、 Pr ：平常時受信入力(dBm) 

LRF：本方式の高周波（RF）フィルタによるレーダーキャリアの減衰量

(dBm) 別紙(7)－8のとおり。 

Fdm：広帯域受信電力フェージングマージン 

 本干渉については、無線局からの距離が１km以下又は伝搬路からの距離が 1km

以下の範囲にレーダーが存在する場合に限り検討を行う必要がある。 

 ただし、不要発射等の除去用フィルタが内蔵されていないレーダーについて上

記不要発射等による干渉が無視できる程度に弱い場合には、感度抑圧についての

検討を省略することができる。 

(ｲ) 与干渉の許容値 

Ａ デジタル方式 

 与干渉については、希望搬送波電力対干渉雑音電力（Ｃ／Ｉ）より判定を行う

こと。ただし、特に支障がないと認められる場合には、被干渉区間の瞬断率によ

る判定を行うことができるものとする。 

(A) （略） 

(B) 瞬断率による判定法 

 既設区間における全干渉波の総和に対するＣ／Ｉを用いて計算した回線不

稼働率がオ(ｱ)の表に示す回線品質規格を満たすこと。 

 なお、各方式の瞬断率の算出方法は、それぞれの方式の審査基準中の算出方

法によるものする。 

 

ａ 与干渉の許容値 

被干渉側の方式名 
干渉波一波当たりの 

許容 C/I値 
全干渉波に対する 
総合許容 C/I値 

256QAM 104M方式 
62dB 57dB 

256QAM 52M方式 

64QAM 156M方式 
56dB 51dB 

64QAM 78M方式 

16QAM 156M方式 55dB 50dB 

16QAM 52M方式 50dB 45dB 

 この場合、レーダー干渉波のキャリアの受信レベルＰｒｉが次の条件を満足す

ること。 

Pri＜Pr＋48＋LRF－Fdm (dBm) 

ここで、Pr：平常時受信入力(dBm) 

LRF：本方式の高周波（RF）フィルタによるレーダーキャリアの減衰量

(dBm) 別紙(7)－8のとおり。 

Fdm：広帯域受信電力フェージングマージン（オの(ｳ)のＥの(F)参照） 

 本干渉については、無線局からの距離が lkm以下又は伝搬路からの距離が１km

以下の範囲にレーダーが存在する場合に限り検討を行う必要がある。 

 ただし、不要発射等の除去用フィルタが内蔵されていないレーダーについて上

記不要発射等による干渉が無視できる程度に弱い場合には、感度抑圧についての

検討を省略することができる。 

(ｲ) 与干渉の許容値 

Ａ デジタル方式 

 与干渉については、原則として希望搬送波電力対干渉雑音電力（Ｃ／Ｉ）より

判定を行うこととするが、特に支障がないと認められる場合には、被干渉区間の

瞬断率による判定を行うことができるものとする。 

(A) （略） 

(B) 瞬断率による判定法 

 支障がないと認められる場合には、既設区間に対する全ての干渉波による総

合Ｃ／Ｉを用いて計算した瞬断率がオの(ｱ)の表に示す回線品質規格を満たす

こと。 

 なお、各方式の瞬断率の算出方法は、それぞれの方式の審査基準中の算出方

法によるものする。 

１  与干渉の許容値 

被干渉側の方式名 
干渉波一波当たりの 

許容 C/I値 
全干渉波に対する 
総合許容 C/I値 

256QAM 104M方式 62dB 57dB 

256QAM 52M方式 62dB 57dB 

64QAM 156M方式 56dB 51dB 

64QAM 78M方式 56dB 51dB 

16QAM 156M方式 55dB 50dB 

16QAM 52M方式 50dB 45dB 
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4PSK 52M方式 
43dB 38dB 

4PSK 6M方式 

 

 

注 C/I値の算出に際しての希望搬送波電力と干渉雑音電力の同一周波

数帯域幅への換算は、別紙(7)－7の 2に示す干渉軽減係数ＩＲＦに

て見込むこととする。 

4PSK 52M方式 43dB 38dB 

4PSK 6M方式 43dB 38dB 

4･5･6G-200M、 

4･5･6G-200ME方式 
50dB 45dB 

(注） C/I値の算出に際しての希望搬送波電力と干渉雑音電力の同一周波数帯

域幅への換算は、別紙(7)－7の(2)に示す干渉軽減係数ＩＲＦにて見込む

こととする。 

ｂ 干渉計算に用いる受信空中線の標準特性 

(a) 256ＱＡＭ 104Ｍ方式、256ＱＡＭ 52Ｍ方式、64ＱＡＭ 156

Ｍ方式、64ＱＡＭ 78Ｍ方式、16ＱＡＭ 156Ｍ方式、16ＱＡＭ 52

Ｍ方式及び４ＰＳＫ 52Ｍ方式のもの 

空中線の放射角度（θ） 受信空中線の標準特性 

0°≦θ＜4° 47.3－1.706θ2(dBi) 

4°≦θ＜40° 44－40logθ  (dBi) 

40 ﾟ≦θ -20        (dBi) 

 

(b) ４ＰＳＫ ６Ｍ方式のもの 

空中線の放射角度(θ) 受信空中線の標準特性 

0°≦θ＜4° 47.3－1.519θ2(dBi) 

4°≦θ＜40° 47－40logθ  (dBi) 

40 ﾟ≦θ -17        (dBi) 

 

Ｂ （略） 

２  干渉計算に用いる受信空中線の標準特性 

256QAM 104M 方式、256QAM 52M方式、64QAM 156M 方式、64QAM 78M方

式、16QAM 156M方式、16QAM 52M方式及び 4PSK 52M方式のもの 

 

空中線の放射角度（θ） 受信空中線の標準特性 

0°≦θ＜4° 47.3－1.706θ2〔dBi〕 

4°≦θ＜40° 44－40logθ   〔dBi〕 

40 ﾟ≦θ -20         〔dBi〕 

 

4PSK 6M方式のもの 

空中線の放射角度(θ) 受信空中線の標準特性 

0°≦θ＜4° 47.3－1.519θ2〔dBi〕 

4°≦θ＜40° 47－40logθ   〔dBi〕 

40 ﾟ≦θ -17         〔dBi〕 

 

Ｂ （略） 

別紙(7)－1 フェージング発生確率の算出方法 

１ レーレーフェージング発生確率ＰR 

PR＝Q・（f/4）1.2・d3.5 

d：伝搬路長（km） 

f：周波数（GHz） 

 4GHz帯 5GHz帯 6GHz帯 

F 3.9 4.7 6.175 

Q：伝搬路係数 

別紙(7)－1 フェージング発生確率の算出方法 

１ レーレーフェージング発生確率ＰR 

PR＝Q・（f/4）1.2・d3.5 

d：伝搬路長（km） 

f：周波数（GHz） 

 4GHz帯 5GHz帯 6GHz帯 

ｆ 3.9 4.7 6.175 

Q：伝搬路係数 
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伝搬路種別 平均伝搬路高 hav(m) Q 

平野 
≧100 5.1×10-9 

＜100 2.35×10-8×(1/hav)1/ 3 

山 － 2.1×10-9 

海 
≧100 3.7×10-7×(1/hav)1/2 

＜100 3.7×10-6×(1/hav) 

 

hav＝（h1＋h2）/2－hm 

h1、h2：両局の空中線の海抜高(m) 

hm：平均地表高(m)。ただし、伝搬路が海上の場合は 0とする。 

 

なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

分類記号 伝搬路 

山 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平野 

1 平野が大部分を占めている楊合 

2 山岳地帯であるが、湾や入江があって海岸（水際より 10km 程

度までを含む。）又は海上が含まれる場合 

海 
1 海上 

2 海岸（水際より 10km程度までを含む。）で平野 

注 平野であっても、水田等により海とすることもできる。 

２ （略） 

伝搬路種別 平均伝搬路高 hav例(m) Q 

平野 
≧100 5.1×10-9 

＜100 2.35×10-8×(1/hav)1/ 3 

山 
－ 2.1×10-9 

≧100 3.7×10-7×(1/hav)1/2 

海 ＜100 3.7×10-6×(1/hav) 

 

hav＝（h1＋h2）/2－hm 

h1、h2：両局の空中線の海抜高(m) 

hm：平均地表高(m)。ただし、伝搬路が海上の場合は０とする。 

 

なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

分類記号 伝搬路 

山 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平野 

１ 平野が大部分を占めている楊合 

２ 山岳地帯であるが、湾や入江があって海岸（水際より 10km

程度までを含む。）又は海上が含まれる場合 

海 
１ 海上 

２ 海岸（水際より 10km程度までを含む。）で平野 

（注）平野であっても、水田等により海岸に分類することもできる。 

２ （略） 

別紙(7)－2 波形歪による断時間率Ｐｄ、キャリア切替効果による断時間率改善係数ＫFD及び

３面ＳＤによる改善係数Ｋ3SDの算出方法 

１ 波形歪による断時間率 Ｐｄ 

（単一受信時） 

P d ＝
( PR－Pa ) u i ＋ Pa ua 

PR

× m  
 

（SD受信時） 

Pd ＝
( PR－Pa ) U i ＋Pa u a 

PR

× m  
 

 ここで 

u x ＝1+
{ ( 1＋z ) 2 －4・ρ⊿ f x・z } 

1 － z
  
 

別紙(7)－2 波形歪による断時間率 Pd、キャリア切替効果による断時間率改善係数 KFD、及び３

面ＳＤによる改善係数 K35Dの算出方法 

１ 波形歪による断時間率 Pd 

（単一受信時） 

P d ＝
( PR－Pa ) u i ＋ Pa ua 

PR

× m  
 

（SD受信時） 

Pd ＝
( PR－Pa ) U i ＋Pa u a 

PR

× m  
 

 ここで 
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U x ＝( 3／2 ) u x
2
－( 1／2 ) u x

3   
 ただし、添字 xは i又は aを指す。 

ρ⊿fi：通常フェージング(注)時のクロック周波数離れの周波数相関係数 

ρ⊿fa：減衰性フェージング(注)時のクロック周波数離れの周波数相関係数 

z：自動等化器によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

PR：レーレーフェージング発生確率。別紙(7)－1参照 

Pa：減衰性フェージング発生確率。 別紙(7)－1参照 

m：同一切替区間内での方式混在接続係数 

・同一切替区間内での方式混在がない場合：m＝1 

・同一切替区間内で 256QAM 104M方式と 256QAM 52M方式の混在がある場合 

256QAM 104M方式区間：m＝1 

256QAM 52M方式区間：m＝2 

・同一切替区間内で 64QAM 156M方式と 64QAM 78M方式の混在がある場合 

64QAM 156M方式区間 ：m＝1 

64QAM 78M方式区間：m＝2 

(注) 通常フェージングとは、伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベ

ルの変動（レーレーフェージング）のうち、以下の減衰性フェージング以外のも

のをいう。 

 減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波

か受信アンテナに到達しないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に

大幅に低下するフェージングのことをいう。別紙(7)－5において同じ。 

２ キャリア切替効果による断時間率改善係数 ＫFD 

K F D ＝
3PN ＋10Pd 

PN＋Pd

 
PN：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率。オ(ｳ)参照 

Pd：フェージング時の波形歪
ひずみ

による断時間率 

 ただし、４GHz帯、５GHz帯及び６GHz帯で予備システムを共用する場合及び 4PSK 6M

方式については次式により算出する。 

KFD＝１ 

３ ３面ＳＤによる改善係数 K3SD 

K3SD＝1/10 

U x ＝( 3／2 ) u x
2
－( 1／2 ) u x

3   
 ただし、添字 xは i又は aを指す。 

ρ⊿fi：通常フェージング(注)時のクロック周波数離れの周波数相関係数 

ρ⊿fa：減衰性フェージング(注)時のクロック周波数離れの周波数相関係数 

z：自動等化器によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

PR：レーレーフェージング発生確率。別紙(7)－1参照 

Pa：減衰性フェージング発生確率。 別紙(7)－1参照 

ｍ：同一切替区間内での方式混在接続係数 

・同一切替区間内での方式混在がない場合：m＝1 

・同一切替区間内で 256QAM 104M方式と 256QAM 52M方式の混在がある場合 

256QAM 104M方式区間：m＝1 

256QAM 52M方式区間：m＝2 

・同一切替区間内で 64QAM 156M方式と 64QAM 78M方式の混在がある場合 

64QAM 156M方式区間 ：m＝1 

64QAM 78M方式区間：m＝2 

(注) 通常フェージングとは、伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベ

ルの変動（レーレーフェージング）のうち、以下の減衰性フェージング以外のも

のをいう。 

 減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波

か受信アンテナに到達しないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に

大幅に低下するフェージングのことをいう。別紙(7)－5において同じ。 

２ キャリア切替効果による断時間率改善係数 KFD 

K F D ＝
3PN ＋10Pd 

PN＋Pd

 
PN：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率。オの(ｳ)のＥ参照 

Pd：フェージング時の波形歪
ひずみ

による断時間率 

 ただし、4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯で予備システムを共用する場合及び 4PSK 6M方

式については次式により算出する。 

KFD＝１ 

３ ３面ＳＤによる改善係数 K35D 

K35D＝1/10 

別紙(7)－3 レーレーフェージングの長周期変動による増加係数α及び減衰性フェージング発

生時の中央値低下βaの算出方法 

別紙(7)－3 レーレーフェージングの長周期変動による増加係数α及び減衰性フェージング発

生時の中央値低下βaの算出方法 
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１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数 α 

αM A I N 
＝10

(－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3 )

 

αS D 
＝10

(－0.105＋0.341σ0 －0.201σ0
2 ＋0.0648σ

0
3 )

 

ただし、α＞20の場合はα＝20とする。 

ここで、γ≧0.2の場合 σ0＝σ1 

γ＜0.2の場合 σ0＝σ 

σ
1 
＝10

{0.7457－0.7279 logσ2 +0.1956 ( logσ2)
 2 －0.06496 ( logσ2 )

 3 }
  
 

σ2 ＝10
{1.289－1.965 logσ＋0.1302 ( logσ) 2

＋0.2532( logσ) 3 }
   ・( 1＋γ2 ) 2

／( 1＋0.4γ 2 
＋γ

 4  )  
 

γ：実効反射係数 

γ＝10（－D/Uγ）/20 

 ここで、D/Uγ：実効反射減衰量(dB)。下記の反射減衰量にアンテナ指向性減衰

量及びリッジ損失を加えた値とする。 

 

反射面 水面 水田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

 

なお、実効反射減衰量の算出は、すべて伝搬路を平面大地として計算する。 

σ：中央値変動の標準偏差(dB) 

σ＝0.75・Q’・（f/4）0.3・d0.9 

f：周波数（GHz）。別紙(7)－1参照。 

d：伝搬路長（km） 

Q’：伝搬路係数 

伝搬路種別 
平均伝搬路高 

hav(m) 
Q’ 

平野 
≧1OO 0.0591 

＜100 0.087×（１/hav）0.085 

山 － 0.0471 

海 
≧1OO 0.177×（１/hav）0.13 

＜100 0.32×（１/hav）0.26 

（注）伝搬路種別及び havについては、別紙(7)－1参照。 

１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数 α 

σ
M A I N 

＝10
(－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3 )

 

σ
S D 
＝10

(－0.105＋0.341σ0 －0.201σ0
2 ＋0.0648σ

0
3 )

 

ただし、α＞20の場合はα＝20とする。 

ここで、γ≧0.2の場合 σ0＝σ1 

γ＜0.2の場合 σ0＝σ 

σ
1 
＝10

{0.7457－0.7279 logσ2 +0.1956 ( logσ2)
 2 －0.06496 ( logσ2 )

 3

  
 

σ2 ＝10
{1.289－1.965 logσ＋0.1302 ( logσ) 2

＋0.2532( logσ) 3 

   ・( 1＋γ ) 2
／( 1＋0.4γ 2 

＋γ
 4  )  

 

γ：実効反射係数 

γ＝10（－D/Uγ）/20 

 ここで、D/Uγ：実効反射減衰量(dB)。下記の反射減衰量にアンテナ指向性減衰

量及びリッジ損失を加えた値とする。 

 

反射面 水面 水面 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

 

なお、実効反射減衰量の算出は、すべて伝搬路を平面大地として計算する。 

σ：中央値変動の標準偏差(dB) 

σ＝0.75＋Q´＋（f/4）0.3＋d0.9 

f：周波数（GHz）。別紙(7)－1参照。 

d:伝搬路長(km) 

Q:伝搬路係数 

伝搬路種別 
平均伝搬路高 

hav(m) 
Q’ 

平野 
≧1OO 0.0591 

＜100 0.087×（１/hav）0.085 

山 － 0.0471 

海 
≧1OO 0.177×（１/hav）0.13 

＜100 0.32×（１/hav）0.26 

（注）伝搬路種別及び havについては、別紙(7)－1参照。 



 12 

 

２ (略) 

 

２ (略) 

別紙(7)－4 ＳＤアンテナ空間相関係数ρの算出方法 

（r≧0.5の場合） 

ρ＝ρ1 

（0.5＞r≧0.2の場合） 

ρ= 
r － 0.2

0.3
・ρ

1
＋

0.5 － r
0.3

・ρ
2   

 

（r＜0.2の場合） 

ρ＝ρ2 

ρ
1
 ＝

1＋Γ
2
＋Γ cos (

 4π⊿h･h 1 r 

1000λ･d
) exp {－

1
2

 (
 2π⊿h･d 1

2 ･σ⊿N

λ･d･ h0r
) 2 10－9 }

1＋Γ＋Γ2  

  Γ＝ r 2・10
σ／10

＋ 0.0172 r 0.804・10 0.0402σ　 

ρ
2
＝ exp{－0.0021⊿h・f 0.4 d＋s 2・r 2 10 4／( 1＋r 2 ) 2 } 

 

ここで ⊿h：アンテナ間隔（m） 

h0r：反射点から両空中線海抜高のうち高い方の値（m） 

h1r：送信空中線の反射点からの高さ（m） 

f：周波数。別紙(7)－1参照（GHz） 

λ：波長（m） 

d：伝搬路長（km） 

d1：送信点反射点間距離（km） 

γ：実効反射係数。別紙(7)－3参照 

s：直接波と反射波の路程差（m） 

s＝0.3・τ 

τ：直接波と反射波の伝搬時間差（ns） 

ただし、D/Ur≧30dBの場合はτ＝0とする。 

なお、伝搬時間差の算出は、伝搬路を平面大地として計算する。 

σ⊿N：大気屈折率傾斜度の標準偏差。別紙(7)－1参照 

σ：中央値変動の標準偏差。別紙(7)－3参照 

別紙(7)－4 ＳＤアンテナ空間相関係数ρの算出方法 

（r≧0.5の場合） 

ρ＝ρ1 

（0.5＞r≧0.2の場合） 

ρ= 
r － 0.2

0.3
・ρ

1
＋

0.5 － r
0.3

・ρ
2   

 

（r＜0.2の場合） 

ρ＝ρ2 

  Γ＝ r 2・10
σ／10

＋ 0.0172 r 0.804・10 0.0402σ　 

ρ
2
＝ exp{－0.0021⊿h・f 0.4 d＋s 2・r 2 10 4／( 1＋r 2 ) 2 } 

 

ここで ⊿h：アンテナ間隔（m） 

hlr：反射点から両空中線海抜高のうち高い方の値（m） 

h1r：送信空中線の反射点からの高さ（m） 

f：周波数。別紙(7)－1参照（GHz） 

λ：波長（m） 

d：伝搬路長（km） 

d1：送信点反射間距離（km） 

γ：実効反射係数。別紙(7)－3参照 

s：直接波と反射波の路程差（m） 

s＝0.3・τ 

τ：直接波と反射波の伝搬時間差（ns） 

ただし、D/Ur≧30dBの場合はτ＝0とする。 

なお、伝搬時間差の算出は、伝搬路を平面大地として計算する。 

σ⊿N：大気屈折率傾斜度の標準偏差。別紙(7)－1参照 

σ：中央値変動の標準偏差。別紙(7)－1参照 
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ただし、（4GHz帯及び 5GHz帯の場合）：ρ＜0.5のとき ρ＝0.5 

（6GHz帯の場合）：ρ＜0.4のとき ρ＝0.4 

とする。 

ただし、（4GHz帯及び 5GHz帯の場合）：ρ＜0.5のとき ρ＝0.5 

（6GHz帯の場合）：ρ＜0.4のとき ρ＝0.4 

とする。 

別紙(7)－5 (略) 

別紙(7)－6 Ｃ／Ｎｉｄ、Ｃ／Ｎｉｓの算出方法 

１ Ｃ／Ｎｉｄ 

 

min（ｘ，ｙ）：ｘ又はｙの小さいほうを採用する。 

m：異なる伝搬路となる干渉波の数 

C/Nidj：第ｊ番目の異経路干渉雑音による C/N(dB) 

C／N i d j ＝－10 log  10
－

( D／U 1 d j ＋IRFj )
10

＋10
－

( D／U 2 d j ＋IRF j )
10    

 

D/U1dj：第ｊ番目の同偏波異経路干渉雑音による D/U(dB) 

D/U2dj：第ｊ番目の異偏波異経路干渉雑音による D/U(dB)。ただし、干渉区間がコチャ

ネル以外の方式で、希望波がコチャネル方式の場合は見込まない。 

IRFj：第ｊ番目の干渉波に対する干渉軽減係数(dB) 

C/Nid(γ):レーダー波干渉雑音による C/N(dB) 

C/Nid(γ)＝D/U(γ)＋Ldf＋Lfilt(γ) 

D/U(γ)：レーダー干渉波干渉による D/U(dB) 

Ldf：レーダーと本方式との周波数差によるレーダー波スペクトルの減衰量(dB) 

Lfilt(γ)：レーダーの送信フィルタによる減衰量(dB) 

C/Nido：全干渉波に対する総合許容 C/I値(dB) 

下表により求める。 

方式名 C/Nido 

256QAM 104M方式 
57dB 

256QAM 52M方式 

64QAM 156M方式 
51dB 

64QAM 78M方式 

16QAM 156M方式 50dB 

16QAM 52M方式 45dB 

4PSK 52M方式 38dB 

別紙(7)－5 （略） 

別紙(7)－6 C/Nid、C/Nisの算出方法 

１ C/Nid 

 

min（ｘ，ｙ）：ｘ又はｙの小さいほうを採用する。 

m：異なる伝搬路となる干渉波の数 

C/Nidj：第ｊ番目の異経路干渉雑音による C/N(dB) 

C／N i d j ＝－10 log  10
－

( D／U 1 d j ＋IRFj )
10

＋10
－

( D／U 2 d j ＋IRF j )
10    

 

D/U1dj：第ｊ番目の同偏波異経路干渉雑音による D/U(dB) 

D/U2dj：第ｊ番目の異偏波異経路干渉雑音による D/U(dB)。ただし、干渉区間がコチャ

ネル以外の方式で、希望波かコチャネル方式の場合は見込まない。 

IRFj：第ｊ番目の干渉波に対する干渉軽減係数(dB) 

C/Nid(γ):レーダー波干渉雑音による C/N(dB) 

C/Nid(γ)＝D/U(γ)＋Ldf＋Lfilt(γ) 

D/U(γ)：レーダー干渉波干渉による D/U(dB) 

Ldf：レーダーと本方式との周波数差によるレーダー波スペクトルの減衰量(dB) 

Lfilt(γ)：レーダーの送信フィルタによる減衰量(dB) 

C/Nido：全干渉波に対する総合許容 C/I値(dB) 

下表により求める。 

方式名 C/Dido 

256QAM 104M方式 57dB 

256QAM 52M方式 57dB 

64QAM 156M方式 51dB 

64QAM 78M方式 51dB 

16QAM 156M方式 50dB 

16QAM 52M方式 45dB 

4PSK 52M方式 38dB 
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4PSK 6M方式 

M：標準空中線特性に対する実際の受信空中線特性の劣化の最悪値。ただし、全方位に

おいて、実際の受信空中線特性が標準特性を上回っている場合は 0とする。 

２ Ｃ／Ｎｉｓ 

 

ｍ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

C/Nisj：第ｊ番目の同経路干渉雑音による C/N(dB) 

C／N i s j ＝－10 log  10
－

( D／U 1 s j ＋IRF j )
10 ＋10

－
( D／U 2 s j ＋IRF j)

10   
 

D/U1sj：第ｊ番目の同偏波同経路干渉雑音による D/U(dB) 

D/U2sj：第ｊ番目の異偏波同経路干渉雑音による D/U(dB)。ただし、干渉区間がコチャ

ネル以外の方式で、希望波がコチャネル方式の場合は見込まない。 

IRFj:第ｊ番目の干渉波に対する干渉軽減係数(dB) 

３ （略） 

4PSK 6M方式 38dB 

M：標準空中線特性に対する実際の受信空中線特性の劣化の最悪値。ただし、全方位に

おいて、実際の受信空中線特性が標準特性を上回っている場合は 0とする。 

２ C/Nis 

 

ｍ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

C/Nisj：第ｊ番目の同経路干渉雑音による C/N(dB) 

C／N i s j ＝－10 log  10
－

( D／U 1 s j ＋IRF j )
10 ＋10

－
( D／U 2 s j ＋IRF j)

10   
 

D/N1sj：第ｊ番目の同偏波同経路干渉雑音による D/U(dB) 

D/N2sj：第ｊ番目の異偏波同経路干渉雑音による D/U(dB)。ただし、干渉区間がコチャ

ネル以外の方式で、希望波がコチャネル方式の場合は見込まない。 

IRFj:第ｊ番目の干渉波に対する干渉軽減係数(dB) 

３ （略） 

別紙(7)－7～別紙(7)－9 (略) 

 

別紙(7)－7～別紙(7)－9 (略)  

(8) 11GHz帯、15GHz帯又は 20GHz帯の周波数の電波を使用する固定局（４ＰＳＫ方式のもの

に限る（ただし、４ＰＳＫ 52Ｍ方式のものを除く。）。） 

10.7GHzから 11.7GHzまで（以下「11GHz帯」という。）、14.4GHzから 15.23GHzまで

（以下「15GHz帯」という。）及び 17.7GHzから 21.2GHzまで（以下「2OGHz帯」という。）

の周波数を使用し、別表(8)-1 の方式を用いる電気通信業務用無線局のうち時分割多重４

相位相変調方式を用いる固定局の審査は、次の基準により行う。 

   ア 無線設備の工事設計 

     (ｱ)～(ｵ)（略） 

     (ｶ) 送・受信空中線 

       無線局の集中する場所に設置する場合の送・受信空中線の開口面積は、原則として

2.5㎡以上とすること。ただし、11Ｓ－Ｄ３，20Ｌ－Ｐ１及び 20Ｇ－Ｄ２の各方式を

使用する場合にあっては、その開口面積を１㎡以上とすること。また、11Ｓ－24Ｍ方

式を使用する場合にあっては、その開口面積を 0.6㎡以上とする。 

11Ｇ－100Ｍ方式を使用する場合（アナログ方式に併設する場合を除く。)であって、

空中線電力が 1.0Wを超えるときは、低広角指向特性を有するものであること。 

(8) 11GHz帯、15GHz帯又は 20GHz帯の周波数の電波を使用する固定局（4PSK方式のものに

限る（ただし、4PSK52M方式のものを除く。）。） 

10.7GHzから 11.7GHzまで（以下「11GHz帯」という。）、14.4GHzから 15.23GHzまで

（以下「15GHz帯」という。）及び 17.7GHzから 21.2GHzまで（以下「2OGHz帯」という。）

の周波数を使用し、別表(8)-1 の方式を用いる電気通信業務用無線局のうち時分割多重４

相位相変調方式を用いる固定局の審査は、次の基準により行う。 

   ア 無線設備の工事設計 

     (ｱ)～(ｵ)（略） 

     (ｶ) 送・受信空中線 

       無線局の集中する場所に設置する場合の送・受信空中線の開口面積は、別紙 1の第

1 の 6 によること。ただし、11Ｓ－Ｄ3，20Ｌ－Ｐ１及び 20Ｇ－Ｄ2の各方式を使用

する場合にあっては、その開口面積を１㎡似上とすること。また、11Ｓ－24Ｍ方式を

使用する場合にあっては、その開口面積を 0.6㎡以上とする。 

11Ｇ－100Ｍ方式を使用する場合（アナログ方式に併設する場合を除く。)であって、

空中線電力が 1.0Ｗを超えるときは、低広角指向特性を有するものであること。 
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イ (略) イ (略) 

ウ 伝送の質 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 伝送の質の計算 

Ａ・Ｂ （略） 

Ｃ i 番目の区間の降雨減衰による年間回線断時間率は、区間ごとに次式により

降雨マージンＺｐを計算し、別紙(8)－1より求めること。 

Zp＝Pt－(Lp＋Lf)＋(GAt＋GAr)－C/Ntho＋Prni 

ただし、20G－D2にあっては、次式を満たす yiとする。 












+−=

−−
10

C/Ipy

10

C/Nthy

1010log1014.4    

C/Nthy:降雨確率 yi%に対応する降雨時の一区間当たりの搬送波熱雑音比

(dB)。次式により求める。 

C/Nthy＝Pt－(Lp＋Lf)＋(GAt＋GAr)－Prn－ΓRy 

ΓRy:降雨確率 yi%に対応する降雨減衰量(dB)。次式により求める。 

ΓRy＝γ・Ro・Γy・di・Xy’ 

γ:周波数に応じて定まる定数。7.2687とする。 

Ro:当該地域の 0.0075% 1分間降雨量であって、別紙 1別図第 35

号による。以下第２の１において同じ。 

Γy:ガンマ分布の累積分布の yi%値を 0.0075%値により正規化し

たもの。次式により求める。 

Γy＝－0.489－0.5107・(log yi)＋0.013・(log yi)2 

Ｘy:降雨の累積・空間分布を考慮した係数。次式により求める。 

)diexp(-fyXy'=  

fy＝0.04285－0.05689・log(4ｙ) 

－0.01258・(log(4・yi))2 

－0.001018・(log(4・yi))3 

C/Ipy:降雨確率 yi%に対応する降雨時の一区間当たりの搬送波対交差偏波間

干渉雑音比(dB）。次式により求める。 

C/Ipy＝C/Nvh＋1.4 （C/Nvh≦15の場合） 

＝0.1016・(C/Nvh)2－2.5・C/Nvh＋31.08 (15＜C/Nvh

≦20の場合) 

ウ 伝送の質 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 伝送の質の計算 

Ａ・Ｂ （略） 

Ｃ i 番目の区間の降雨減衰による年間回線断時間率は、区間ごとに次式により

降雨マージン Zpを計算し、別紙(8)－1より求めること。 

Zp＝Pt－(Lp＋Lf)＋(GAt＋GAr)－C/Ntho＋Prni 

ただし、20G－D2にあっては、次式を満たす yiとする。 












+−=

−−
10

C/Ipy

10

C/Nthy

1010log1014.4    

C/Nthy：降雨確率 yi%に対応する降雨時の一区間当たりの搬送波熱雑音比

(dB)。次式により求める。 

C/Nthy＝Pt－(Lp＋Lf)＋(GAt＋GAr)－Prn－ΓRy 

ΓRy：降雨確率 yi%に対応する降雨減衰量(dB)。次式により求める。 

ΓRy＝γ・Ro・Γy・di・Xy’ 

γ：周波数に応じて定まる定数。7.2687とする。 

Ro：当該地域の 0.0075% 1分間降雨量であって、別紙 1の第 1

別図第 35号による。以下第 6において同じ。 

Γy：ガンマ分布の累積分布の yi%値を 0.0075%値により正規化

したもの。次式により求める。 

Γy＝－0.489－0.5107・(log yi)＋0.013・(log yi)2 

Ｘy：降雨の累積・空間分布を考慮した係数。次式により求める。 

)diexp(-fyXy'=  

fy＝0.04285－0.05689・log(4ｙ) 

－0.01258・(log(4・yi))2 

－0.001018・(log(4・yi))3 

C/Ipy：降雨確率 yi%に対応する降雨時の一区間当たりの搬送波対交差偏

波間干渉雑音比(dB）。次式により求める。 

C/Ipy＝C/Nvh＋1.4 （C/Nvh≦15の場合） 

＝0.1016・(C/Nvh)2－2.5・C/Nvh＋31.08 （15＜C/Nvh

≦20の場合） 
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＝21.72 （20＜C/Nvh≦21.7の場合） 

＝C/Nvh （21.7＜C/Nvhの場合) 

C/Nvh:復調器入力における降雨時の搬送波対交

差偏波間干渉電力比（dB）。次式により求

める。 

C/Nvh＝XPD＋3 

                     XPD = −20 log �tan �tan−1 10− A
20 + 0.866° �� 

 

Ａ＝－0.513・exp(－10.28・⊿h/di)・Zp

＋26.7・exp(0.133・di) 

⊿h：伝搬路の高低差(ｍ)。次式により

求める。 

⊿h＝h1－h2 

hl、h2:送受信空中線の海抜高(m) 

エ 混信保護 

(ｱ)・(ｲ) （略） 

(ｳ) 与干渉の許容値 

Ａ 地上回線への与干渉 

(A) （略） 

(B) その他の方式への与干渉 

 当該回線が既設の地上回線に与える干渉量について次により判定を行う。 

ａ 干渉量の許容値 

 被干渉固定局の受信機入力端子における平常時の干渉波の最大電力密度

が、次式を満たすこと。 

Puf＜Pufo 

Puf：受信機入力端子における干渉波の最大電力密度(dBｍ/MHz) 

Pufo：固定局における干渉雑音電力密度の許容値(dBｍ/MHz)次表の

値とする。 

周波数帯 11GHz帯 15GHz帯 2OGHz帯 

デジタル方式 －100 －95 －90 

アナログ方式 －110 －110 ― 

 

これを満たさない場合は、次による。 

＝21.72 (20＜C/Nvh≦21.7の場合) 

＝C/Nvh (21.7＜C/Nvhの場合) 

C/Nvh：復調器入力における降雨時の搬送波対交

差偏波間干渉電力比（dB）。次式により求

める。 

C/Nvh＝XPD＋3 
























°+−=

−− 0.86610tantanlog 20 20

A
1XPD

Ａ＝－0.513・exp(－10.28・⊿h/di)・Zp＋

26.7・exp(0.133・di) 

⊿h：伝搬路の高低差(ｍ)。次式により

求める。 

⊿h＝h1－h2 

hl、h2：送受信空中線の海抜高(m) 

エ 混信保護 

(ｱ)・(ｲ) （略） 

(ｳ) 与干渉の許容値 

Ａ 地上回線への与干渉 

(A) （略） 

(B) その他の方式への与干渉 

 当該回線が既設の地上回線に与える干渉量について次により判定を行う。 

ａ 干渉量の許容値 

 被干渉固定局の受信機入力端子における平常時の干渉波の最大電力密度

が、次式を満たすこと。 

Puf＜Pufo 

Puf：受信機入力端子における干渉波の最大電力密度(dBｍ/MHz) 

Pufo：固定局における干渉雑音電力密度の許容値(dBｍ/MHz)次表の

値とする。 

周波数帯 11GHz帯 15GHz帯 2OGHz帯 

デジタル方式 －100 －95 －90 

アナログ方式 －110 －110 ― 

 

これを満たさない場合は、次による。 
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(a) （略） 

(b) アナログ方式の地上局の場合はさらに次式を満たすこと。 

Pu＜Pus 

Pu：干渉雑音電力(dBm)。b(a)により求める。 

Pus：当該回線のスケルチ許容レベル(dBm)フィルタによる改善量を

含む。別表(8)－7により求める。 

ｂ （略） 

Ｂ （略） 

オ 平常時における受信入力 

平常時における受信入力が、ウ及びエの基準を満足する範囲で、できる限り別表(8)

－2に示す標準受信入力Ｐｒ０に近くなるよう、適宜空中線の選定、固定減衰器の挿入等

が行われていること。 

(a) （略） 

(b) アナログ方式の地上局の場合はさらに次式を満たすこと。 

Pu＜Pus 

Pu：干渉雑音電力(dBm)。b(a)により求める。 

Pus：当該回線のスケルチ許容レベル(dBm)フィルタによる改善量を

含む。別表第(8)－7により求める。 

ｂ （略） 

Ｂ （略） 

オ 平常時における受信入力 

平常時における受信入力が、３及び４の基準を満足する範囲で、できる限り別表(8)

－6に示す標準受信入力 Proに近くなるよう、適宜空中線の選定、固定減衰器の挿入等が

行われていること。 

別紙(8)－1 (略) 

別表(8)－1～－8 (略) 

別図(8)－1～－3 (略) 

 

(9)～(20) (略) 

(21) 6.5GHz帯及び 7.5GHz帯の周波数の電波を使用する固定局 

6.5GHz帯（6.57GHzから 6.87GHzまで）又は 7.5GHz帯（7.425GHzから 7.750GHzまで）

の周波数の電波を使用し、多重通信方式により通信系を構成する固定局の審査は、別紙

２第２の４(4)により行う。 

別紙(8)－1 (略) 

別表(8)－1～－8 (略) 

別図(8)－1～－3 (略) 

 

(9)～(20) （略） 

 

２ 公共業務用 

(1)～(5) (略) 

２ 公共業務用無線局 

(1)～(5) (略) 

(6) 電気事業用 

    電気事業用の無線局の審査は、次の基準により行う。 

   ア (略) 

   イ 6.5GHz帯、7.5MHz帯又は 12GHz帯（12.2GHzから 12.44GHzまで）の周波数の電波を

使用し、多重通信方式により通信系を構成する固定局の審査は、別紙２第２の４(4)及び

別紙２第２の４(5)、次の基準により行う。 

     

(ｱ) (略) 

(ｲ)伝送回線の用途 

 情報の伝送を必要とする区間は、原則として、次に掲げる伝送回線ごとに定める用

途のものとする。 

(6) 電気事業用 

    電気事業用の無線局の審査は、次の基準により行う。 

   ア (略) 

  イ 6,570MHzから 6,870MHzまで（以下「6.5GHz帯」という。）、7,425MHzから 7,745MHz

まで（以下「7.5GHz帯」という。）又は 12.2GHzから 12.44GHzまで（以下「12GHz帯」

という。）の周波数の電波を使用し、多重通信方式により通信系を構成する固定局の審

査は、次の基準により行う。 

  (ｱ) (略) 

(ｲ) 通信路数 

情報の伝送を必要とする区間当たりの通信路数（電話換算値とする。以下この(6)

において同じ。）は、原則として、次に掲げる回線の区分ごとに定める通信路数（Ｃ



 18 

 

Ａ 電力系統運用用回線 

給電用電話、テレメータ・スーパービジョン用、給電用ファクシミリ、自動給電

用、電力系統運用自動化用及び電気所遠隔監視制御用のもの（これら幾つかの回線

をインターネットプロトコルを使用して統合した回線及び画像伝送用も含む） 

Ｂ 電力系統保護用回線 

マイクロキャリアリレー用、脱調分離リレー用、ループ再閉路用、系統安定化用

及び過負荷保護リレー用のもの 

 

 

Ｃ 電力設備管理用回線 

送電線故障点標定用、保安用ファクシミリ、通信回線自動監視用及び保安用電話

のもの（これら幾つかの回線をインターネットプロトコルを使用して統合した回線

及び画像伝送用も含む） 

 

Ｄ 広域運営用回線 

給電用電話、給電用ファクシミリ、自動給電用及びテレメータ・スーパービジョ

ン用のもの（これら幾つかの回線をインターネットプロトコルを使用して統合した

回線も含む） 

Ｅ その他の回線 

給電指令又は電気工作物の建設工事若しくは保安を確保することを目的とする業

務に密接に関連する業務用のもの及び非常災害時の情報伝達を目的とするもの（こ

れら幾つかの回線をインターネットプロトコルを使用して統合した回線も含む） 

(ｳ) 周波数帯の使用区分 

１無線区間の距離、周波数の有効利用及び既設無線局に混信を与えないこと等を

考慮して、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の周波数の電波を使用するものとする。ただし、

１無線区間の距離が、短距離の回線であり、既設無線局から分岐又は延長する場合

であって、6.5GHz帯又は7.5GHz帯の同一周波数の繰り返し利用が可能と認められな

いときは、12GHz帯の周波数の電波を使用するものとする。 

 

 

 

 

 

Ｈ）の範図内とする。 

Ａ 電力系統運用用回線 

給電用電話、テレメータ・スーパービジョン用、給電用ファクシミリ、自動

給電用、電力系統運用自動化用及び電気所遠隔監視制御用のもの 

それぞれ２ＣＨ 

Ｂ 電力系統保護用回線 

(A) マイクロキャリアリレー用のもの         送電線１回線当たり12ＣＨ 

(B) 脱調分離リレー用のもの                          12ＣＨ 

(C) ループ再閉路用及び系統安定化用のもの              それぞれ２ＣＨ

(D) 過負荷保護リレー用のもの                                 １ＣＨ 

Ｃ 電力設備管理用回線 

(A) 送電線故障点標定用のもの                                    12ＣＨ 

(B) 保安用ファクシミリ及び通信回線自動監視用のもの     それぞれ２ＣＨ 

(C) 保安用電話のもの                                           12ＣＨ 

(D) 静止画像伝送用のもの                                       12ＣＨ 

Ｄ 広域運営用回線 

(A) 給電用電話のもの                                           ５ＣＨ

(B) 給電用ファクシミリ及び自動給電用のもの             それぞれ２ＣＨ 

(C) テレメーター・スーパービジョン用のもの                     １ＣＨ 

Ｅ その他の回線 

給電指令又は電気工作物の建設工事若しくは保安を確保することを目的と

する業務に密接に関連する業務用のもの                           ６ＣＨ 

 

(ｳ) 周波数帯の使用区分 

Ａ 6.5GHz 

電力系統保護用、電力系統運用用、電力設備管理用及び広域運営用の回線であっ

て、原則として装置の伝送容量（ベースバンドの主信号）（電話換算値とする。

以下(6)において同じ｡）が60CH以上600CH以下のものであること。 

Ｂ 7.5GHz 

電力系統保護用、電力系統運用用、電力設備管理用及び広域運営用の回線であっ

て、原則として装置の伝送容量が600CHを超えるものであること。 

Ｃ 12GHz帯 

1無線区間の距離が、短距離の回線であること。ただし、既設無線局から分岐又

は延長する場合であって、6.5GHz帯又は7.5GHzの同一周波数の繰り返し利用が可
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(ｴ) 電気事業用固定局の多重無線設備と電力会社及び特高需要家等（特別高圧

(7,000V を超えるもの)の電気を受電している需要家及び地方公共団体の発電所を

いう。）が共同設置した有線電気通信設備との接続を行う場合の審査は、(ｱ)から

(ｳ)までの基準のほか、次の基準により行う。 

Ａ 多重無線設備と共同設置による有線電気通信設備との接続に当たっては、次

の条件を満足する場合に限り認める者とする。 

(A) 特高需要家等相互間において通信が行われないものであること。 

(B) 有線電気通信設備は、有線電気通信法第３条第２項第１号の規定に基づ

く届出が提出されているものであること。 

Ｂ 無線局の審査は次の基準により行う。 

(A)～(C) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能と認められるときは、原則として6.5GHz帯又は7.5GHz帯の周波数の電波を使用

するものとする。 

(ｴ) 電気事業用固定局の多重無線設備と電力会社及び特高需要家等（特別高圧（7,000

Ｖを超えるもの）の電気を受電している需要家及び地方公共団体の発電所をいう。）

が共同設置した有線電気通信設備との接続を行う場合の審査は、(ｱ)から(ｳ)までの

基準のほか、次の基準により行う。 

Ａ 多重無線設備と共同設置による有線電気通信設備との接続に当たっては、次

の条件を満足する場合に限り認める者とする。 

(A) 特高需要家等相互間において通信が行われないものであること。 

(B) 有線電気通信設備は、有線電気通信法第３条第２項第１号の規定に基づ

く届出が提出されているものであること。 

Ｂ 無線局の審査は次の基準により行う。 

(A)～(C) (略) 

(D) 通信路数については、原則として次表の基準によること。 

特高需要家等の数 通信路数（ＣＨ） 

 10    以下 ２  以下 

 20     〃 ４   〃 

 20を超えるもの ６   〃 

 

(ｵ) 無線設備の工事設計（アナログ方式のものに限る。） 

Ａ １無線区間のシステム数は、原則として１システムであること。 

Ｂ 変調の方式は、周波数変調方式であること。 

Ｃ １システム当たりの装置の伝送容量は、将来の通信需要を見込み、60ＣＨ、

120ＣＨ、300ＣＨ又は 600ＣＨのうちの必要最小限のものであること。ただし、

特に必要がある場合は、960ＣＨ容量の装置を使用することを認めることとす

る。 

Ｄ 中継の方式は、原則として検波中継方式であること。ただし、特に必要があ

る場合は、ヘテロダイン又は直接中継方式を使用することを認めることとする。 

Ｅ 最高変調周波数及びテスト・トーンレベルによる周波数偏移は、次表の伝送

容量の区別に従い、それぞれ同表に掲げるとおりとすること。 

伝送容量（ＣＨ） 
最高変調周波数

（㎑） 
周波数偏移（kHz rms） 

 60 又は  252以下 又は 100 
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  300 〃 200 

120   552 〃  200 

300  1,300 〃  200 

600  2,540 〃  200 

960  4,028 〃  200 

 

Ｆ 主信号から下部の帯域に監視制御信号、打合せ電話、移動用連絡回線等を挿

入する場合は、主信号の伝送を阻害しないものであること。 

Ｇ 空中線系を大都市その他無線局の集中する場所に設置する場合の空中線の開

口面積は、原則として、6.5㎓帯又は7.5㎓帯においては７㎡以上、12㎓帯にお

いては３㎡以上であり、かつ、原則として無給電中継装置を使用しないもので

あること。 

Ｈ 受信機の総合選択度特性は、別図(6)に示す基準を満足すること。 

Ｉ 受信装置の中間周波増幅部通過帯域幅は、原則として次表の伝送容量の区別

に従い、それぞれ同表に掲げるとおりであること。 

伝 送 容 量 

（ＣＨ） 

中間周波増幅部通過帯域幅 

6.5㎓帯又は7.5㎓帯 12㎓帯 

 60     6.0以下 7.7以下 

120     ７ 〃 8.7 〃 

300     12 〃 13.7 〃 

600     20 〃 20  〃 

960     27 〃 27  〃 

Ｊ 受信装置の雑音指数は、6.5㎓帯又は7.5㎓帯では７dB以下、12㎓帯では10ｄ

Ｂ以下であること。 

Ｋ 送信周波数及び受信局部発振周波数の変動は、6.5㎓帯又は7.5㎓帯では30×

10-6以下、12㎓帯では50×10-6以下に維持できるものであること。 

Ｌ 送信装置及び受信装置は、原則として予備の装置を有すること。 

(ｶ)  伝送の質（アナログ方式のものに限る。） 

Ａ 通信系の受信端における通信路の標準状態の総合S/Nは、原則として50ｄＢ

以上（評価雑音量10,000ｐＷ以下）であること。 

Ｂ 標準状態における１無線区間のS/Nは、通常59ｄＢ以上（無評価雑音量1,250

ｐＷ以下）であること。ただし、低速データ信号（通信速度が9.6ｋｂｉｔ／

秒以下のものをいう。）又は電話信号のみを伝送する回線にあっては、55ｄＢ
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以上（無評価雑音量3,000ｐＷ以下）とすることができる。 

(A) 標準状態における１無線区間のＳ／Ｎは、次により求めること。 

Ｎ

１
　ｌｏｇ　＝　

Ｎ

Ｓ 91010 × (dB) 

(B)  １無線区間の無評価雑音量(Ｎ)は、次により求めること。 

Ｎ＝Ｎｃｏｎｓｔ＋Ｎｔｈ＋Ｎｉ(ｐＷ) 

Ｎｃｏｎｓｔ: 無線装置の定常雑音（残留熱雑音、ひずみ雑音等の合計を 

いう。）通常150(ｐＷ)とする。 

Ｎｔｈ   : 変動熱雑音(ｐＷ） 

Ｎｉ    : 干渉雑音(ｐＷ) 

ａ 変動熱雑音Ｎｔｈは、次により求めること。
）

１０

ＮｔｈＳ
（９－

Ｎｔｈ＝１０
/

(ｐＷ) 

ｒｎｍｐＡｒｐ ＋Ｉ－Ｐ＋Ｅ＋Ｇ＋Ｇ－Ｌ－Ｌ＝　Ｐ
Ｎｔｈ

Ｓ
ｔ Atf (ｄＢ) 

Ｐｔ 

Ｌｐ 

Ｌf 

ＧAt 

ＧAr 

Ｅmp 

Ｉ 

：送信空中線電力(ｄＢｍ) 

：伝搬損失(ｄＢ) 

：給電線及び回路損失(ｄＢ) 

：送信空中線絶対利得(ｄＢ) 

：受信空中線絶対利得(ｄＢ) 

：最高変調周波数におけるエンファシス改善量(ｄＢ) 

：Ｓ／Ｎｔｈ改善係数(ｄＢ) 

S2

2do1og 
ff

f

×

×

ｍ

Ｂ

Ｉ＝１０  

fdo 

Ｂ 

fｍ 

fs 

：テストトーンによる周波数偏移の実効値(ｋＨｚ) 

：受信機等価雑音帯域幅(ｋＨｚ） 

：最高変調周波数(ｋＨｚ) 

：音声の最高周波数（通常３.１kHzとする。） 

Ｐrn ：受信機の熱雑音電力(dBm) 

Ｐrn＝１０logＢ＋Ｆ－１４４ 

Ｆ  ：受信機の熱雑音電力(dBm) 

ｂ 干渉雑音Ｎｉは、次により求めること。 
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Ｉsi ：希望波とｉ番目の干渉波が同じ伝搬路となる干渉雑音電力(ｐＷ) 

Ｉdj ：希望波とｊ番目の干渉波が異なる伝搬路となる干渉雑音電力(ｐＷ) 

ｍ ：同じ伝搬路となる干渉波の数 

ｎ ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

)
10

S/I9(

si

si

10
−

=Ｉ  ， 
)

10
S/Isi9(

10Idj
−

=  

 IRF
ui
D  

I
S

si
+=   MIRF

I
D

I
S

djdj
－+=  

Ｓ／Ｉsi ：希望波と同じ伝搬路となる干渉波の干渉雑音による 

信号電力対干渉雑音電力比(dB) 

Ｓ／Ｉdj ：希望波と異なる伝搬路となる干渉波の干渉雑音による 

信号電力対干渉雑音電力比(dB) 

Ｄ／ui ：希望波受信電力対ｉ番号目の妨害波受信電力比(dB) 

Ｄ／uj ：希望波受信電力対ｊ番号目の妨害波受信電力比(dB) 

ＩＲＦ ：干渉波が抑圧される度合いを示す係数（別表(6)による。）(dB) 

Ｍ    ：差動フェジングマージン（通常5ｄＢとする。） 

（6.5㎓帯又は7.5㎓帯の場合に適用する。） 

Ｄ ＝Ｐt －Ｌp －Lf ＋ＧAt ＋ＧArθ －Ｄｐ 

ui 

uj 
P’t ＝L’p －L’f ＋ＧAtθ ＋ＧArθ －Ｄｐ 

P’t  

L’p 

L’f 

ＧAtθ  

 

ＧArθ 

Ｄｐ 

：干渉波出力(dBm) 

：干渉波送信点と当該受信点間の伝搬損失(dB) 

：干渉波側及び当該受信側の給電線及び回路損失(dB) 

：干渉波送信空中線の当該受信点方向に対する絶対利得(dB) 

 

：当該受信空中線の干渉波送信点方向に対する絶対利得(dB) 

：交差偏波に対する改善量(dB) 

なお、妨害波受信電力（ui又はuj）は、いかなる場合でも次の 

基準を満足するものであること。 
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ui 

uj 
＜ＰｓＱ＋Ｌｓ 

ＰｓＱ：希望波回線のスケルチレベル帯(dBm) 

Ｌｓ ：受信機の総合選択度(dB)（高周波段及び中間周波段における選択度

の和であり、原則として別図(6)による。              

 

Ｃ 6.5GHz帯又は 7.5GHz帯の周波数の電波を使用するものは、通信系の伝搬路

における瞬断率(P)は、次に掲げる計算式に基づいて算出した結果、5×10－5以

下であること。ただし、低速データ信号又は電話のみを伝送する場合は、1×

10－4以下とする。 

         P = ∑ Pin
i=1  

Pi ：最悪月における一の無線区間の瞬断率 

n ：標準伝送距離における無線区間数 

Piは、次により求めること。 

               Pi = 5PR

10
ML
10
 

 

PR ：最悪月におけるレーレー形フェージングの発生確率 

別紙１第１の 23の(4)のカの(ｳ)により求める。 

ML ：信頼度限界レベルに対するマージン 

               注 反射波のある場合等上式の適用が不適当と認められる場合は、実測データ

等申請者提出の資料によるものとする。 

ML=Pr-PL 

Pr ：標準状態の受信入力(dBm) 

PL ：信頼度限界レベル(dBm)。信頼度限界レベルは、１無線区間における

5ms 積分評価雑音量が通常 105pW（S/N＝40dB）となる受信電力とす

る。ただし、低速データ信号又は電話のみを伝送する回線の場合は、

106pW（S/N＝30dB）となる受信電力とする。 

上記の計算の結果、所要の瞬断率を満足しない場合においてスペースダイ

バ－シチ（S/D）方式を採用した場合は、当該区間の瞬断率(PisD)は通常次に

掲げる計算式により求めること。 

                   PisD = 5×PR
A
2×10

ML
10
 

A：S/D方式による瞬断率の改善度であり、スペース相関係数ρ及び信頼
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  ウ～オ (略) 

 

 

度限界レベルに対するマージン MLにより、別紙１別図第 46号から求

める。 

                     ρ = exp (−0.0021 × Δh × f × √0.4d) 
f：周波数 (GHz) 

d：スパン距離 (km) 

Δh：アンテナ間隔（m） 

Ｄ 12GHz 帯の周波数の電波を使用する無線区間における降雨による回線断時間

率は、別紙１第１の 23の(2)のエにより求めた値とする。 

 (ｷ) 混信妨害（アナログ方式のものに限る。） 

被混信局における混信妨害の審査は、Ｄ／ｕ値と別表(6)により求められる干渉軽

減係数の和が次表の混信保護の標準値以上であること。 

 混信保護の標準値 (dB) 

妨害波と希望波の伝搬路が同じ場合 妨害波と希望波の伝搬路が異なる場合 

63（注２） 63（注２） ＋ Ｍ（注１） 

注１ Ｍは、差動フェージングマージン（通常5ｄＢとして、6.5㎓帯又は7.5㎓帯

の場合に適用する。）とする。 

２ 低速データ信号又は電話のみを伝送する回線の場合は、「63」を「58」に読

み替えることができるものとする。 

       ウ～オ (略) 

別表(6) 干渉軽減係数（ＩＲＦ）（ｄｍ） 

 (1) 搬送波の周波数差が０の場合 

  妨害波となる 

   装置の伝送 

    容量(ch) 

希望波    

となる装置の  

伝送容量(ch) 

60 

120 300 600 960 周波数偏移 

100kHzrms 

周波数偏移 

200kHzrms 

60 

周波数偏移

100kHz rms 
18 16 16 18 18 18 

周波数偏移

200kHz rms 
25 25 24 25 25 24 

120 21 22 22 23 20 21 

300 18 16 18 18 18 18 
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600 15 13 16 16 17 17 

960 15 15 14 14 14 16 

(2) 搬送波の周波数差が 10MHzの場合 

  妨害波となる 

希望  装置の伝

波とな  送容量

る装置の  (ch)

伝送容量(ch) 

60 

120 300 600 960 周波数偏移

100kHzrms 

周波数偏移 

200kHzrms 

60 

周波数偏移

100kHz rms 
      

周波数偏移

200kHz rms 
     75 

120      72 

300     75 55 

600 65 65 65 61 53 45 

960 38 38 38 37 36 32 
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(7)～(12) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)～(12) (略) 

(13)  18GHz帯の周波数の電波を使用する無線局 

ア (略) 

イ 18GHz帯公共業務用固定局（設備規則第５８条の２の９の２に規定する公共業務用固

定局のうち、17.82GHzを超え 17.85GHz以下及び 18.57GHzを超え 18.6GHz以下の周波

(13)  18GHz帯の周波数の電波を使用する無線局 

ア (略) 

イ 18GHz帯公共業務用固定局（設備規則第５８条の２の９の２に規定する公共業務用固

定局のうち、17.82GHzを超え 17.85GHz以下及び 18.57GHzを超え 18.6GHz以下の周波
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数の電波を使用するものに限る。）の審査は、次の基準により行う。 

(ｱ)・(ｲ)  (略) 

(ｳ) 伝送の質 

Ａ (略) 

Ｂ 伝送の質の計算 

(A) 年間回線断時間率は、次式により算出した降雨マージンＺｐを用い、別紙

１別図第 35号の２より求めること。ただし、必要に応じて別紙１別図第 35

号により求めることができる。 

(B) (略) 

数の電波を使用するものに限る。）の審査は、次の基準により行う。 

(ｱ)・(ｲ)  (略) 

(ｳ) 伝送の質 

Ａ (略) 

Ｂ 伝送の質の計算 

(A) 年間回線断時間率は、降雨マージン Zpから別紙(13)-3より求めること。 

 

 

(B) (略) 

(ｴ) 混信保護 

Ａ 地上回線との干渉 

(A) 他ル－ト、他方式等の既設回線から受ける干渉量の判定 

受信機入力端子における降雨時の干渉電力Ｉｉ（dBm）の電力和による総干

渉電力は、(ｳ)Ｂで規定する許容劣化量Ｉｄ（dB）に対して許容される総干渉

電力Ｉｔ(dBm)が次式を満足すること。 

It≧10log(∑10Ii/10) 

Ii＝Pti－（Lpi＋Lfi）＋（Gt(θt)＋Gr(θr)）－Lo－Df－Idr 

Pti：与干渉局空中線電力(dBm) 

送信電力制御（ATPC）機能を有する与干渉無線設備においては、

ATPC機能作動時における抑えられた空中線電力とする。 

Lpi：与干渉送信点と被干渉受信点間の伝搬損失(dB) 

Lfi：与干渉側及び被干渉側の給電線系損失の和(dB) 

Gt(θt)：与干渉側空中線の当該被干渉空中線方向(θt)の絶対利得

(dBi) 

Gr(θr)：当該被干渉空中線の与干渉空中線方向(θr）の絶対利得

(dBi) 

Gt(θt)及び Gr(θr)の値は、交差偏波に対する改善量を含む

ものとする。 

Lo：干渉ル－ト上の遮蔽物等による損失(dB) 

干渉ル－トが見通せない場合、遮蔽物による損失を見込むこと

ができる。 

Df：周波数差による改善量(dB) 

a～c (略)  

(B)  (略) 

(ｴ) 混信保護 

Ａ 地上回線との干渉 

(A) 他ル－ト、他方式等の既設回線から受ける干渉量の判定 

受信機入力端子における降雨時の干渉電力 Ii（dBm）の電力和による総干

渉電力は、(ｳ)Ｂで規定する許容劣化量 Id（dB）に対して許容される総干渉

電力 It(dBm)が次式を満足すること。 

It≧10log(∑10Ii/10) 

Ii＝Pti－（Lpi＋Lfi）＋（Gt(θt)＋Gr(θr)）－Lo－Df－Idr 

Pti：与干渉局空中線電力(dBm) 

送信電力制御（ATPC）機能を有する与干渉無線設備においては、

最大の空中線電力時とする。 

Lpi：与干渉送信点と被干渉受信点間の伝搬損失(dB) 

Lfi：与干渉側及び被干渉側の給電線系損失の和(dB) 

Gt(θt)：与干渉側空中線の当該被干渉空中線方向(θt)の絶対利得

(dBi) 

Gr(θr)：当該被干渉空中線の与干渉空中線方向(θr）の絶対利得

(dBi) 

Gt(θt)及び Gr(θr)の値は、交差偏波に対する改善量を含む

ものとする。 

Lo：干渉ル－ト上の遮蔽物等による損失(dB) 

干渉ル－トが見通せない場合、遮蔽物による損失を見込むこと

ができる。 

Df：周波数差による改善量(dB) 

a～c  (略) 

(B)  (略) 
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Ｂ (略) 

Ｃ 18GHz帯電気通信業務用陸上移動業務の無線局への与干渉 

18GHz帯電気通信業務用陸上移動業務の無線局との距離を別紙(13)－3の所要

分離距離以上確保して運用されるものであること。ただし、申請者と 18GHz帯

公共業務用固定局の免許人との間において混信等の問題がないことの確認がと

れている場合においては、この限りでない。 

別表(13)-1・-2  (略) 

別紙(13)-1・-2  (略) 

Ｂ (略) 

Ｃ 18GHz帯電気通信業務用陸上移動業務の無線局への与干渉 

18GHz帯電気通信業務用陸上移動業務の無線局との距離を別紙(13)－4の所

要分離距離以上確保して運用されるものであること。ただし、申請者と 18GHz

帯公共業務用固定局の免許人との間において混信等の問題がないことの確認

がとれている場合においては、この限りでない。 

別表(13)-1・-2  (略) 

別紙(13)-1・-2  (略) 

 別紙(13)－3 降雨減衰量と年間累積分布の関係式 

1 降雨マージン Zp（dB）から年間回線不稼動率 p%を求める方法 

Cp＝1、dは、0.1km≦d≦15kmの範囲内であり、次式により求められた p%は、0.0001%≦p≦0.04%

の範囲内であること。 
s10p =  

s = ld√d + md + n√d + q
 

 

 

0.1km≦d≦5kmのとき 

l  4.4041X10-3v3-6.6198X10-3v2

m  5.7597X10-3v3 -2.0721X10-2v2+2.875X10-3v -9.437X10-4

n  2.6621X10-2v3 -8.1649X10-2v2 -1.551X10-1v+5.839X10-3

q  -5.82X10-3v3+8.2624X10-2v2-1.8665v -9.3553X10-1

5km≦d≦15kmのとき 

l  1.136X10
-2

v
3
-1.3298X10

-2
v

2

m  -4.2382X10
-2

v
3
 +2.4881X10

-2
v

2
+1.077X10

-2
v -1.326X10

-3

n  1.4024X10
-1

v
3
 -1.8792X10

-1
v

2
 -1.909X10-1v+7.547X10

-3

q  -9.693X10
-2

v
3
+1.6693X10

-1
v

2
-1.8254v -9.3746X10

-1
 

v ＝Zp/(γ・R0.0075%
n)/d 

 

2 降雨減衰量分布の p%値における降雨減衰量 Zpの算出方法 

年間回線不稼動率 p%に対応した所要降雨マージン Zpは次式により求めるものとする。 

Zp＝(γ・R0.0075%
n )・d・Tp・Kp・Cp (dB) 

R0.0075%：各地点における 1分間雨量累積分布の 0.0075%値 (mm/min) 
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γ、n：降雨減衰係数（γ・R0.0075%
n ）を求めるパラメータ 

γ＝0.0422・ｆ1.676×1.1 

n＝1 

d：伝搬路の実距離（km） 

Tp：ガンマ分布の p%値を 0.0075%値で正規化した値 

Tp＝-0.489－0.5107s＋0.013s2 

s＝log(p)  0.00003%≦p≦0.04% 

p：当該区間の年間回線不稼動率（%） 

Kp：瞬間的にみた雨量が伝搬路上で一様でないための補正係数 

Kp＝exp(-ｆp√d) 

fp＝4.285×10-2－5.689×10-2u－1.258×10-2u2 －1.018×10-3u3 

u＝log(4p)  0.0003%≦p≦0.04% 

Cp：計算値の分布と実際の分布が一致しないための補正係数 

Cp＝1 

別紙(13)－3 (略) 

 (14)～(19) (略) 

別紙(13)－4 (略) 

(14)～(19) (略) 

３ (略) ３ (略) 

４ その他 ４ その他 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 6.5GHz帯及び7.5GHz帯の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用

固定局を除く。） 

(4)  6.5GHz帯（6.57GHzから 6.87GHzまで）及び 7.5GHz帯（7.425GHzから 7.75GHzまで）

の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。） 

（別紙２－５のとおり） （別紙２－６のとおり） 

(5) 12GHz帯（12.2GHzから 12.5GHzまで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定

局 

(5) 12GHz帯（12.2GHzから 12.5GHzまで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定

局 

（別紙２－７のとおり） （別紙２－８のとおり） 

(6) 40GHz帯(37.5GHzから 37.9GHzまで及び 38.5GHzから 38.9GHzまで)の周波数の電波

を使用して通信系を構成する固定局 

     ア・イ (略) 

   ウ 伝送の質 

    (ｱ)～(ｳ) (略) 

    (ｴ) デジタル信号伝送の場合において符号誤り率が 1×10-4を超える断時間率 Pは、

次式により算出すること。 

     Ａ (略) 

(6) 40GHz帯(37.5GHzから 37.9GHzまで及び 38.5GHzから 38.9GHzまで)の周波数の電波を使

用して通信系を構成する固定局 

     ア・イ (略) 

   ウ 伝送の質 

    (ｱ)～(ｳ) (略) 

    (ｴ) デジタル信号伝送の場合において符号誤り率が 1×10-4を超える断時間率 Pは、

次式により算出すること。 

     Ａ (略) 
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     Ｂ i番目の無線区間の断時間率Ｐｉは、0.0075%１分間降雨量、当該区間距離及び

次式により求める降雨減衰マージンΓRM(dB)から別紙1第1の４(6)エに基づき求

めること。 

       ΓRM = Pr − Prmin 

        Pr:標準受信入力(dB)。以下(6)において同じ。 

         注 Pr = Pt − Lp − Lf + Gat + Gar 

                Prmin:最低所要受信入力(dBm)。以下(6)において同じ。 

                  注 Prmin = Prni + [C/N]0 
       (ｵ) アナログ映像信号伝送の場合において、Ｓ／Ｎが 30dB(無評価値)以下となる断

時間率Ｐは、次により計算すること。 

     Ａ (略) 

     Ｂ ｉ番目の無線区間の断時間率Ｐiは 、0.0075%１分間降雨量、当該区間距離及

び次式により求める降雨減衰マージンΓRM(dB)から別紙1第1の４(6)エに基づき

求めること。 

ΓRM = Pr − Prmin 
 

                注 Prmin = [S/N]0 + F − 10 ∙ logΔ f2

fc3
− 118 .8 

   エ (略) 

別表(6)－1・－2 (略) 

 (7) (略) 

     Ｂ i 番目の無線区間の断時間率 Piは、0.0075%1 分間降雨量、当該区間距離及び

次式により求める降雨減衰マージンΓRM(dB)から別紙 1の第 1の 23の(4)のカの

(ｴ)に基づき求めること。 

       ΓRM = Pr − Prmin 

        Pr:標準受信入力(dB)。以下(6)において同じ。 

         注 Pr = Pt − Lp − Lf + Gat + Gar 

                Prmin:最低所要受信入力(dBm) 

                  注 Prmin = Prni + [C/N]0 
       (ｵ) アナログ映像信号伝送の場合において、S/Nが 30dB(無評価値)以下となる断時間

率 Pは、次により計算すること。 

     Ａ (略) 

     Ｂ i番目の無線区間の断時間率 Piは 、0.0075%1分間降雨量、当該区間距離及び

次式により求める降雨減衰マージンΓRM(dB)から別紙 1の第 1の 23の(4)のカの

(ｴ)に基づき求めること。 

ΓRM = Pr − Prmin 
Prmin:最低所要受信入力(dBm) 

                注 Prmin = [S/N]0 + F − 10 ∙ logΔ f2

fc3
− 118 .8 

   エ (略) 

別表(6)－1・－2 (略) 

 (7) (略) 

(8) 22GHz帯（22GHzを超え 22.4GMHz以下及び 22.6GHzを超え 23GHz以下）、26GHz帯（25.25GHz

を超え 27GHz以下）又は 38GHz帯（38.5MHzを超え 39.05GHz以下）の周波数の電波を使用

する陸上移動業務の無線局 

 22GHz 帯、26GHz帯又は 38GHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動業務の無線局の

審査は、次の要領により行う。 

ア (8)において使用する用語の意義は次のとおりとする。 

(ｱ) 「22GHz帯、26GHz帯又は 38GHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動業務の無

線局」とは、設備規則第 49条の 19に規定するものをいう。 

(ｲ)～(ｵ) （略） 

イ～ク （略） 

別紙(8)－1・－2 （略） 

 

(8) 22GHz帯（22GHzを超え 22.4GMHz以下及び 22.6GHzを超え 23GHz以下）、26GHz帯（25.25GHz

を超え 27GHz以下）又は 38GHz帯（38.5MHzを超え 39.05GHz以下）の周波数の電波を使用

する陸上移動業務の無線局 

22GHz 帯、26GHz帯又は 38GHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動業務の無線局の

審査は、次の要領により行う。 

ア (8)において使用する用語の意義は次のとおりとする。 

(ｱ) 「22GHz帯、26GHz帯又は 38GHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動業務の無

線局」とは、設備規則第 24条第 10項に規定するものをいう。 

(ｲ)～(ｵ) （略） 

イ～ク （略） 

別紙(8)－1・－2 （略） 

 

(9)～(11) (略) (9)～(11) (略) 
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(12) アナログ方式を使用する固定局 

（別紙２－９のとおり） 

(13) 狭帯域デジタル方式を使用する固定局 

（別紙２－１０のとおり） 

 

第３・第４ (略) 第３・第４ (略) 

第５ 放送関係 第５ 放送関係 

１ 放送事業用 

(1) (略) 

(2) (略) 

(2)の２ 6.700375GHzを超え 6.719875GHz以下、6.860375GHzを超え 6.867875GHz以下、

7.571375GHzを超え 7.584875GHz以下又は 7.731375GHzを超え 7.742375GHz以下の周

波数の電波を使用するデジタル変調方式の放送番組中継を行う固定局（演奏所で作成

したステレオコンポジット信号を伝送するものを含む。）又は番組素材の中継を行う

固定局（音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ） 

ア～カ (略) 

別紙(2)の 2－1～-3 (略) 

別紙(2)の 2－4 全干渉波の総和に対する混信保護値 

(略) 

別表 

表１～３ (略) 

表４ 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

（別紙２－１１のとおり） 

表５・６ (略) 

表７ 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

（別紙２－１３のとおり） 

表８～１０ (略) 

１ 放送事業用 

(1) (略) 

(2) (略) 

(2)の２ 6.700375GHzを超え 6.719875GHz以下、6.860375GHzを超え 6.867875GHz以下、

7.571375GHzを超え 7.584875GHz以下又は 7.731375GHzを超え 7.742375GHz以下の周

波数の電波を使用するデジタル変調方式の放送番組中継を行う固定局（演奏所で作成

したステレオコンポジット信号を伝送するものを含む。）又は番組素材の中継を行う

固定局（音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ） 

ア～カ (略) 

別紙(2)の 2－1～-3 (略) 

別紙(2)の 2－4 全干渉波の総和に対する混信保護値 

(略) 

別表 

表１～３ (略) 

表４ 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

（別紙２－１２のとおり） 

表５・６ (略) 

表７ 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

（別紙２－１４のとおり） 

表８～１０ (略) 

(2)の３ (略) 

(3) 3.5GHz帯(3,456MHzを超え 3,600MHz以下)、6GHz帯(5,850MHzを超え 5,925MHz以下)、

6.4GHz帯(6,425MHzを超え 6,570MHz以下)、6.5GHz帯(6,570MHzを超え 6,870MHz以下)、

7GHz帯(6,870MHzを超え 7,125MHz以下)、7.5GHz帯(7,425MHzを超え 7,750MHz以下)、10GHz

帯(10.25GHzを超え 10.45GHz以下)、10.5GHz帯(10.55GHzを超え 10.68GHz以下)及び 13GHz

帯(12.95GHz を超え 13.25GHz以下)の周波数の電波を使用する放送番組中継を行う固定局

（デジタル変調方式のものに限る。） 

(略) 

(2)の３ (略) 

(3) 3.5GHz帯(3,456MHzを超え 3,600MHz以下)、6GHz帯(5,850MHzを超え 5,925MHz以下)、

6.4GHz帯(6,425MHzを超え 6,570MHz以下)、6.5GHz帯(6,570MHzを超え 6,870MHz以下)、

7GHz帯(6,870MHzを超え 7,125MHz以下)、7.5GHz帯(7,425MHzを超え 7,750MHz以下)、10GHz

帯(10.25GHzを超え 10.45GHz以下)、10.5GHz帯(10.55GHzを超え 10.68GHz以下)及び 13GHz

帯(12.95GHz を超え 13.25GHz以下)の周波数の電波を使用する放送番組中継を行う固定局

（デジタル変調方式のものに限る。） 

(略) 
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別紙(3)－1～－10 (略) 

別紙(3)－11 干渉軽減係数（ＩＲＦ）（ＴＳ伝送方式） 

(略) 

表１・２ (略) 

表３ Ｍ、Ｎバンド及びチャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１※を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－１５のとおり） 

表４ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＭバンド各方式とのＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備しない場合） 

（別紙２－１７のとおり） 

表５・６ (略) 

別紙(3)－12 (略) 

別紙(3)－13 干渉軽減係数（ＩＲＦ）（ＩＦ伝送方式） 

(略) 

表１・２ (略) 

表３ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＭバンド各方式とのＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－１９のとおり） 

表４～６ (略) 

表７ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調方式のＳＴＬ回線又

はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備し、表 5を満足する場合） 

（別紙２－２１のとおり） 

表８ (略) 

別紙(3)－14～－20 (略) 

(3)の２ (略) 

(4)  3.5GHz帯（3,456MHzを超え 3,600MHz以下）、6GHz帯（5,850MHzを超え 5,925MHz以下）、

6.4GHz帯（6,425MHzを超え 6,570MHz以下）、6.5GHz帯（6,570MHzを超え 6,870MHz以下）、

7GHz帯（6,870MHzを超え 7,125MHz以下）、7.5GHz帯（7,425MHzを超え 7,750MHz以下）、10GHz

帯（10.25GHzを超え 10.45GHz以下）、10.5GHz帯（10.55GHzを超え 10.68GHz以下）及び 13GHz

帯（12.95GHzを超え 13.25GHz以下）の周波数の電波を使用する番組素材の中継を行う固定局

（デジタル変調方式のものに限る。） (略) 

別紙(4)－1～－4 (略) 

別紙(4)－5 干渉軽減係数（ＩＲＦ） 

干渉軽減係数（ＩＲＦ）は、下表に示すとおりとする。 

別紙(3)－1～－10 (略) 

別紙(3)－11 干渉軽減係数（ＩＲＦ）（ＴＳ伝送方式） 

(略) 

表１・２ (略) 

表３ Ｍ、Ｎバンド及びチャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１※を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－１６のとおり） 

表４ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合の Mバンド各方式とのＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備しない場合） 

（別紙２－１８のとおり） 

表５・６ (略) 

別紙(3)－12 (略) 

別紙(3)－13 干渉軽減係数（ＩＲＦ）（ＩＦ伝送方式） 

(略) 

表１・２ (略) 

表３ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＭバンド各方式とのＩＲＦ（デジタル変調

方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－２０のとおり） 

表４～６ (略) 

表７ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調方式のＳＴＬ回線又

はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備し、表 5を満足する場合） 

（別紙２－２２のとおり） 

表８ (略) 

別紙(3)－14～－20 (略) 

(3)の２ (略) 

(4) 3.5GHz帯（3,456MHzを超え 3,600MHz以下）、6GHz帯（5,850MHzを超え 5,925MHz以下）、

6.4GHz帯（6,425MHzを超え 6,570MHz以下）、6.5GHz帯（6,570MHzを超え 6,870MHz以下）、

7GHz帯（6,870MHzを超え 7,125MHz以下）、7.5GHz帯（7,425MHzを超え 7,750MHz以下）、

10GHz帯（10.25GHzを超え 10.45GHz以下）、10.5GHz帯（10.55GHzを超え 10.68GHz以下）

及び 13GHz帯（12.95GHzを超え 13.25GHz以下）の周波数の電波を使用する番組素材の中

継を行う固定局（デジタル変調方式のものに限る。） (略) 

別紙(4)－1～－4 (略) 

別紙(4)－5 干渉軽減係数（ＩＲＦ） 

干渉軽減係数（ＩＲＦ）は、下表に示すとおりとする。 
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(1) Ｍバンド及びＮバンド以外のバンドの場合 

表１～３ (略) 

表４ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調方式のＴＳＬ回線の

送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－２３のとおり） 

 (2) Ｍバンド及びＮバンドの場合 

表５ (略) 

表６ Ｍバンド及びＮバンドにおけるＩＲＦ(2/3) 

（別紙２－２５のとおり） 

表７・８ (略) 

別紙(4)－6・－7 (略) 

(1) Ｍバンド及びＮバンド以外のバンドの場合 

表１～３ (略) 

表４ チャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１を使用する場合のＩＲＦ（デジタル変調方式のＴＳＬ回線の

送信機にろ波器を装備する場合） 

（別紙２－２４のとおり） 

 (2) Ｍバンド及びＮバンドの場合 

表５ (略) 

表６ Ｍバンド及びＮバンドにおけるＩＲＦ(2/3) 

（別紙２－２６のとおり） 

表７・８ (略) 

別紙(4)－6・－7 (略) 

 (5)  移動業務の局（実数零点単側波帯変調方式（以下「ＲＺ－ＳＳＢ変調方式」という。）、

四値周波数偏位変調方式（以下「４ＦＳＫ変調方式」という。）その他のデジタル変調

方式のものを除く。） 

     審査は、次の基準並びに別紙１第３の１から３までの基準により行う。ただし、特定

ラジオマイクの陸上移動局については、次のア、イ及び別紙２第２の３(5)の基準により

行う。 

   ア～エ (略) 

   オ 工事設計書の審査は、別紙１第 3 の４(1)から(6)まで（(6)のウを除く。）、(10)

から(13)まで、 (16)及び(17)、５(1)から(13)まで、６（(16)を除く。）から１２ま

で並びに別紙２第２の４（12）ウ(ｲ)Ｃ並びに次の基準による。 

     ただし、この基準によることが不適当と認められる場合は、この限りでない。 

    (ｱ)～(ｹ) (略) 

   カ 電波の型式の選定は、オ及び別紙１第１の２(2)の基準によること。 

   キ 占有周波数帯幅の許容値の選定は、別紙２第２の４(12)イ(ｲ)の基準によること。た

だし、800MHz帯、42GHz 帯（41.5GHzを超え 42GHz をいう。以下同じ。）及び 55GHz

帯の周波数の電波を使用する場合の占有周波数帯幅の許容値の選定は、次の基準によ

り行う。 

周波数帯 占有周波数帯幅の許容値 

 800MHz帯 9MHz以内とする。 

 42GHz帯 

(ｱ) 高精細度テレビジョン画像を伝送する広帯域用のものは
80MHz以内とする。 

(ｲ) 標準テレビジョン画像を伝送する狭帯域用のものは 27MHz 以
内とする。 

 (5) 移動業務の局（実数零点単側波帯変調方式（以下「RZ-SSB変調方式」という。）、四

値周波数偏位変調方式（以下「4FSK変調方式」という。）その他のデジタル変調方式の

ものを除く。） 

     審査は、次の基準並びに別紙１第３の１から３までの基準により行う。ただし、特定

ラジオマイクの陸上移動局については、次のア、イ及び別紙２第２の３(5)の基準により

行う。 

   ア～エ (略) 

   オ 工事設計書の審査は、次の基準並びに別紙１第１の７の(18)並びに同第 3の４の(1)

から(6)まで（(6)のウを除く。）、(10)から(13)まで、(16)及び(17)、５の(1)から(13)

まで、６（(16)を除く。）並びに８から１２までの基準による。 

     ただし、この基準によることが不適当と認められる場合は、この限りでない。 

    (ｱ)～(ｹ) (略) 

   カ 電波の型式の選定は、オ及び別紙１第１の１９の基準によりること。 

   キ 占有周波数帯幅の許容値の選定は、別紙１第１の 21(5)の基準によること。ただし、

800MHz 帯、42GHz帯(41.5GHzを超え 42GHzをいう。以下同じ。)及び 55GHz帯の周波

数の電波を使用する場合の占有周波数帯幅の許容値の選定は、次の基準により行う。 

 

周波数帯 占有周波数帯幅の許容値 

 800MHz帯 9MHz以内とする。 

 42GHz帯 

(ｱ) 高精細度テレビジョン画像を伝送する広帯域用のものは
80MHz以内とする。 

(ｲ) 標準テレビジョン画像を伝送する狭帯域用のものは 27MHz 以
内とする。 
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 55GHz帯 1,000MHz以内とする。 

     ク (略) 

   ケ 空中線電力の選定は、エ、オ、コ及びサ並びに別紙１第１の２(4)及び同第３の 14

の(4)の基準によること。ただし、770MHzを超え 1,000MHz以下の電波を使用する無線

局の空中線電力は５W以下、42GHz帯の周波数の電波を使用する無線局の空中線電力は

0.1W以下とする。 

   コ 伝送の質の審査は、陸上移動局等の通信地点のうち標準的なものについて、次の基

準によること。 

    (ｱ) 音声放送番組素材の中継を主として行う無線局については、別紙１第 3の 16(2)

ア及びウの計算方法により算出された受信電界強度により別紙２第２の４(12)エ

(ｱ)に規定するＳ／Ｎが得られること。 

    (ｲ)  770MHz 以上の電波を使用するものの伝送の質の審査は、通常使用する電波伝搬

路のうち、標準と認められる伝搬路について、別紙２第２の４(12)エの 1,000MHz

以上の電波を使用する放送事業者無線局に係る規定を準用すること。 

     サ～ソ (略) 

別紙(5) (略) 

 (6) 移動業務の局（ＲＺ－ＳＳＢ変調方式又は４ＦＳＫ（ＳＣＰＣ）変調方式（４ＦＳＫ

変調方式であって、チャネル間隔が 6.25kHzであり、かつ、一の搬送波当たりのチャ

ネル数が一のものをいう。以下同じ。）のものに限る。) 

    審査は、次の基準によるほか別紙１第３の１及び３の基準により行う。 

   ア～ウ (略) 

   エ 周波数等 

     周波数等の指定は、下記によるものとする。 

    (ｱ) 電波の型式の選定は、別紙 1第 1の２(2)の基準によること。 

    (ｲ)～(ｴ) (略)  

   オ・カ (略) 

 55GHz帯 1,000MHz以内とする。 

     ク (略) 

   ケ 空中線電力の選定は、エ、オ、コ及びサ並びに別紙１第１の 22 の５及び同第３の

14の(4)の基準によること。ただし、770MHzを超え 1,000MHz以下の電波を使用する無

線局の空中線電力は 5W以下、42GHz帯の周波数の電波を使用する無線局の空中線電力

は 0.1W以下とする。 

   コ 伝送の質の審査は、陸上移動局等の通信地点のうち標準的なものについて、次の基

準によること。 

    (ｱ) 音声放送番組素材の中継を主として行う無線局については、別紙１第 3の 16(2)

ア及びウの計算方法により算出された受信電界強度により別紙１第１の 23(1)に

規定する S/Nが得られること。 

    (ｲ)  770MHz 以上の電波を使用するものの伝送の質の審査は、通常使用する電波伝搬

路のうち、標準と認められる伝搬路について、別紙１第１の 23の 1,000MHz以上の

電波を使用する放送事業者無線局に係る規定を準用すること。 

     サ～ソ (略) 

別紙(5) (略) 

 (6) 移動業務の局(RZ-SSB変調方式又は 4FSK(SCPC)変調方式（4FSK変調方式であって、チャ

ネル間隔が 6.25kHzであり、かつ、一の搬送波当たりのチャネル数が一のものをいう。

以下同じ。）のものに限る。) 

    審査は、次の基準によるほか別紙１第３の１及び３の基準により行う。 

   ア～ウ (略) 

   エ 周波数等 

     周波数等の指定は、下記によるものとする。 

    (ｱ) 電波の型式の選定は、別紙 1第 1の 19(1)の基準によること。 

    (ｲ)～(ｴ) (略)  

   オ・カ (略) 

 (7)～(9) (略) 

別表 1～10 (略) 

２～７ (略) 

(7)～(9) (略) 

別表 1～10 (略) 

２～７ (略) 

８ 有線テレビジョン放送事業用 

(1) 放送中継用（固定局に限る。） 

放送中継用無線局（固定局に限る。）の審査は、次の基準による。 

ア～エ (略) 

オ 空中線電力 

８ 有線テレビジョン放送事業用 

(1) 放送中継用（固定局に限る。） 

放送中継用無線局（固定局に限る。）の審査は、次の基準による。 

ア～エ (略) 

オ 空中線電力 
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(ｱ)～(ｳ) (略) 

(ｴ) 空中線電力の選定値は、「別紙 1 無線局の局種別審査基準」第 1の２(4)イに掲げ    

る基準により整理すること。 

カ～ケ (略) 

コ 無線設備の設置場所 

無線設備の設置場所の審査は、次の基準によるほか、「別紙 1 無線局の局種別審査基

準」第 1の１(3)イ、同１(4)イ及びウに掲げる基準により行う。 

 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

サ 無線設備の工事設計 

    無線設備の工事設計は、次の基準によるほか、「別紙 1 無線局の局種別審査基準」第

1の１(3)、３(1)ア、ウ、エ、３(2)ア、イ、３(3)ア(ｱ)及び(ｵ)、３(3)イ(ｱ)、３(4)イ

及びウの基準により行う。 

 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

シ・ス (略) 

セ その他 

無線設備の総合的性能、工事設計書の添付図面の審査は、「別紙 1 無線局の局種別審

査基準」第 1の１(4)オからキまでに掲げる基準により行う。 

(2)・(3) (略) 

(ｱ)～(ｳ) (略) 

(ｴ) 空中線電力の選定値は、「別紙 1 無線局の局種別審査基準」第 1の 22の(1)に掲げ    

る基準により整理すること。 

カ～ケ (略) 

コ 無線設備の設置場所 

無線設備の設置場所の審査は、次の基準によるほか、「別紙 1 無線局の局種別審査基

準」第 1の 3の(2)から(4)まで、(7)、(9)、(10)、(12)及び(13)に掲げる基準により行

う。 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

サ 無線設備の工事設計 

    無線設備の工事設計は、次の基準によるほか、「別紙 1 無線局の局種別審査基準」第

1の 5の(1)から(4)まで、(8)、(13)及び(18)から(20)まで、６の(1)、(3)(ア、ウ及びエ

を除く。)、(5)及び(9)から(12)まで、7の(1)から(9)まで及び(11)から(13)まで、8、10、

12、15並びに 16に掲げる基準により行う。 

(ｱ)～(ｴ) (略) 

シ・ス (略) 

セ その他 

無線設備の総合的性能、工事設計書の添付図面の審査は、「別紙 1 無線局の局種別審

査基準」第 1の 25及び 26に掲げる基準により行う。 

(2)・(3) (略) 

９ (略) ９ (略) 

  

附則（平成２２年 月 日 総務省訓令第  号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成２２年 月 日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行前に免許又は予備免許を受けていた固定局に係る審査基準については、改正

後の審査基準の規定にかかわらず、なお従前の例によることができるものとする。 

３ 前項の規定は、この訓令の施行前に免許を受けた固定局を廃止し、当該固定局の無線設備の

全部又は一部をそのまま継続使用して開設する場合及び承継に係る無線局が当該固定局の場

合についても適用する。 
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 (2) 孤立化防止用無線局及びこれに関連する固定局 

東・西日本電信電話株式会社が開設する孤立化防止用無線局(災害時において必要最低限の

電気通信業務の通信を確保し通信の途絶による孤立化を防止するため、主として市町村内の公

共機関等に公衆電話として配備する陸上移動局及びこれと無線回線を設定する基地局をいう。

以下この(2)において同じ。)及びこれに関連する自動中継回線用固定局並びに連絡線(孤立化

防止用の電話交換台を配置する電話取扱局と基地局との間を結ぶ回線をいう。以下この(2)に

おいて同じ。)を収容する固定局の審査は、次の基準により行う。 

  ア 孤立化防止用無線局 

   (ｱ) 基地局の設置 

        Ａ 基地局は、孤立化防止用無線局の陸上移動局の配備が計画された地域において、電波

伝搬上、これらの陸上移動局との通信回線の設定に適し、かつ、連絡線の設定に適した

位置に設けられるものであること。 

        Ｂ 当該地域において、電波伝搬上一の基地局で必要とするサービスエリアを確保するこ

とが困難と認められる場合は、複数の基地局(このうち中心となる一の基地局を「中心

基地局」という。以下この(2)において同じ。)を設けるものであること。 

   (ｲ) 通信路の構成は、単一通信路であること。 

   (ｳ) 通信方式は、複信方式であること。 

     (ｴ) 電波の型式は、Ｆ３Ｅであること。 

    （ｵ） 周波数は、別表 1 に定める周波数のうち別表(2)-1 の中から周辺のテレビジョン放送及

び超短波放送の受信に支障のないものを選定して指定する。 

     (ｶ) 空中線電力は、次のとおりであること。 

        Ａ 基地局については、1OＷ以下であること。ただし、中心基地局以外の基地局について

は、１Ｗ以下であること。 

        Ｂ 陸上移動局については、１Ｗ以下であること。 

     (ｷ) 基地局の一の周波数を共用する陸上移動局の数は、次のとおりであること。 

        Ａ 原則として 20 局以下であること。 

        Ｂ 過去における当該地域の災害の発生状況等を考慮して、必要と認められるときは、10

局以下とすることができること。 

    Ｃ 一の通信系において複数の基地局が設けられる場合のＡ又はＢの適用に当たっては、

中心基地局との間に回線を構成する陸上移動局及び中心基地局以外の基地局との間に

回線を構成する陸上移動局は一の周波数を共用するものとみなす。 

  イ 自動中継回線用固定局 

   (ｱ) 回線構成等 

    Ａ 自動中継回線用固定局は、複数の基地局が設けられる場合において、中心基地局以外

の基地局と陸上移動局との間に行われる通信を自動中継するため、各々の基地局の設置

場所と同一の場所に設けられるものであること。 

    Ｂ 通信回線は、中心固定局(中心基地局の設備の全部又は一部を共通に使用して開設す

る固定局をいう。以下この(2)において同じ。)と中心固定局以外の固定局との間に直接
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構成するものであること。ただし、固定局が３以上の場合であって、電波伝搬等の事情

のため、中心固定局と中心固定局以外のすべての固定局との間に直接の通信回線を構成

することができないときは、中心固定局以外の固定局相互間に直接の通信回線を構成す

ることができる。 

   (ｲ) 設備の共用 

自動中継回線用固定局は、当該固定局と同一の場所に設置される基地局の無線設備の全

部又は一部を共通に使用するものとすること。 

   (ｳ) 通信路の構成は、単一通信路であること。 

   (ｴ) 通信方式は、複信方式であること。 

   (ｵ) 電波の型式は、Ｆ３Ｅであること。 

   (ｶ)  周波数は、別表 1に定める周波数のうち別表(2)-2の中から次により選定して指定する。 

    Ａ 中心固定局及び中心固定局の通信の相手方となる固定局 

     （A）中心固定局の周波数は、中心基地局の使用する周波数と同一のものを指定する。 

      (B) 中心固定局の通信の相手方とある固定局の周波数は、中心基地局の通信の相手方と

なる陸上移動局の使用する周波数と同一のものを指定する。また、当該固定局から更

に自動中継用の通信回線を設定する場合には、当該固定局が設備を共用する基地局の

使用する周波数と同一のものを併せて指定する。 

    Ｂ Ａ以外の固定局 

      Ａの(B)に準じて、それぞれ該当する周波数を指定すること。 

   (ｷ) 空中線電力は、設備を共通に使用する基地局の空中線電力と同一のものとすること。 

  ウ 連絡線 

   (ｱ) 回線構成等 

    Ａ 連絡線は、基地局(基地局が複数の場合には中心基地局)の送信設備の設置場所とその

基地局の通信所となる電話取扱局との間に設けられるものであること。 

    Ｂ 回線数は必要最少のものとし、その最大値は次表に示すとおりであること。 

 

連絡線の 

使用区分 
周 波 数 帯 

連絡線回線

数の最大値 

(ｱ)のＣの

(A)の回線 

10.7GHz を超え 11.7GHz以下 3 

14.4GHz を超え 15.35GHz以下 1 

(ｱ)のＣの

(B)の回線 

3,600MHz を超え 4,200MHz 以下 5 

4,400MHz を超え 5,000MHz 以下 3 

5,925MHz を超え 6,425MHz 以下 1 

10.7GHz を超え 11.7GHz以下 3 

14.4GHz を超え 15.35GHz以下 1 

 

    Ｃ 回線の設定に当たっては、次の既設の電気通信業務用の固定回線をできる限り利用す

るものとする。ただし、電気通信業務の通信の用に供されている電話回線を、全部又は

一部の区間に使用することは、差し支えないものとする。 

      (A)  10.7GHz を超え 11.7GHz 以下及び 14.4GHz を超え 15.35GHz 以下の電波を使用する
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電気通信業務用の周波数分割多重無線回線で、遠隔制御等に使用する回線を伝送路

のべースバンドの下部帯域に収容している方式にあっては、下部帯域に収容する電

話回線 

      (B)  3,600MHz を超え 4,200MHz 以下、4,400MHzを超え 5,000MHz 以下、5,925MHzを超え

6,425MHz 以下、10.7GHz を超え 11.7GHz以下及び 14.4GHz を超え 15.35GHz 以下の電

波を使用する電気通信業務用の周波数分割多重無線回線で監視制御回線（電気通信

業務用の電話等を伝送するための回線とは別に、固定局間の遠隔制御等に使用する

ための無線回線をいう。)を有する方式にあっては、当該監視制御回線に収容する電

話回線。 

   (ｲ) 別紙 1 の第１の 21 の(2)のウに掲げる計算方法に準じて計算した占有周波数帯幅の許容

値は、(5)に規定する値（14.4GHz を超え 15.35GHz 以下の電波を使用する固定局について

は、現に指定を受けている値）以内であること。ただし、(ｱ)のＣの(B)により連絡線を設

定する場合は、この限りでない。 

 

別表(2)-1 

基 地 局 陸上移動局 基 地 局 陸上移動局 

（MHz） （MHz） （MHz） （MHz） 

56.765 62.000 59.075 62.480 

56.780 62.015 59.090 62.495 

56.795 62.030 59.105 62.510 

56.810 62.045 59.120 62.525 

56.825 62.060 59.135 54.695 

56.840 61.940 59.150 54.710 

56.855 61.955 59.165 54.725 

56.870 61.970 59.180 54.740 

56.885 61.985 59.195 54.635 

56.915 62.615 59.210 54.650 

56.930 62.630 59.225 54.665 

56.945 62.645 59.240 54.680 

56.960 62.660 64.355 54.695 

58.460 54.020 64.370 54.710 

58.475 54.035 64.385 54.725 

58.490 54.050 64.400 54.740 

58.505 54.065 64.415 54.635 

58.520 62.540 64.430 54.650 

58.535 62.555 64.445 54.665 

58.550 62.570 64.460 54.680 

58.565 62.585 64.940 61.940 

58.580 54.575 64.955 61.955 

58.595 54.590 64.970 61.970 

58.610 54.605 64.985 61.985 

58.625 54.620  

     注 この周波数は自動中継回線用固定局にも使用することができる。 
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  別表(2)-2 

基 地 局 陸上移動局 基 地 局 陸上移動局 

（MHz） （MHz） （MHz） （MHz） 

56.900 54.755 64.475 61.925 

56.975 59.990 64.490 62.600 

58.445 60.005 64.910 62.675 

59.255 60.020 64.925  

64.325 60.035 65.000  

64.340 60.050 65.015  

     注１ 別表(2)-1によることが困難な場合に限り指定することができる。 

      ２ この周波数は自動中継回線用固定局にも使用することができる。 
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 (4) ４GHz 帯、５GHz帯又は６GHz 帯の周波数の電波を使用する固定局(周波数分割多重周波数変

調方式のものに限る。) 

  ア 回線設定基準 

       4GHz 帯等の周波数の電波を使用し、周波数分割多重周波数変調方式を採用する回線を新た

に設定する場合(既設の回線に、同回線の周波数帯と異なる４GHz帯等の周波数の電波を使用

する回線を新たに設定する場合を含む。)は、大容量方式に限るものとする。ただし、次に

掲げる場合は、大容量方式によらないことができるものとする。 

    (ｱ)  テレビジョン放送番組中継用回線又はテレビジョン放送番組中継用回線と電話回線等

が同一周波数帯の中で混在する回線の新設又は増設を行う場合。  

    (ｲ) 大容量方式以外の電話回線のシステム増設を行う場合。 

    (ｳ) 沖縄県内の回線、沖縄県内の回線に接続される回線及び離島回線の場合。 

    (ｴ) その他通信需要等からみて、特に必要がないと認められる場合。 

  イ 使用周波数帯の順位 

       一の変復調区間(別図(4)-1による。以下この(4)において同じ。)における周波数の使用は、

同一周波数帯によるものとし、周波数帯の使用順位は、原則として６GHz 帯、５GHz 帯、４

GHz 帯の順とする。 

       なお、分岐方向の分岐回線(別図(4)-1 による。以下この(4)において同じ。)であって、区

間距離、干渉条件等からみて 11GHz帯又は 15GHz 帯の周波数の電波の使用が適当と認められ

るものについては、これらの周波数帯を使用するものであること。この場合の周波数帯の使

用順位は、原則として 11GHz 帯、15GHz 帯の順とする。 

  ウ 無線設備の工事設計(大容量方式のものに限る。) 

    (ｱ) 電話中継回線 

         Ａ 変調の方式は、周波数分割多重周波数変調方式であって、ベースバンドの周波数配

列は別図(4)-2のとおりであること。 

Ｂ テスト・トーン・レベルによる周波数変偏移は、４GHz 帯又は５GHz 帯の周波数の電

波を使用するものにあっては 100kHz r.m.s.、６GHz 帯の周波数の電波を使用するもの

にあっては 140kHz r.m.s.であること。 

Ｃ ベースバンドの下部帯域、２超群帯域又は１主群帯域を使用してデジタル信号を伝

送する場合は、別に定める基準を満足するものであること。 

Ｄ 空中線の指向特性は、直径４ｍのパラボラ型空中線の指向特性と同等以上であるこ

と。 

Ｅ 偏波面は、直線偏波であること。 

Ｆ 空中線系の交差偏波識別度(xpd(dB 値))は、一の変復調区間（分断回線（別図(4)-1 

による。以下この(4)において同じ。）にあっては当該区間）において、最大輻射の方

向でその真数値（10xpd/10）の平均値が対数値にして 38dB以上であること。
 

Ｇ 無給電中継装置は使用しないものであること。 

Ｈ 受信装置の中間周波通過帯域幅及び雑音指数は、4GHz 帯又は 5GHz 帯の周波数の電

波を使用するものにあってはそれぞれ 78MHz 及び 6dB 以下、6GHz 帯の周波数の電波を

別紙２－２ 



2 

 

使用するものにあってはそれぞれ 58MHz 及び 8.5dB以下であること。 

Ｉ 標準状態の受信入力は、次の値を標準とすること。 

４GHz 帯又は５GHz 帯:-17.2 dBm 

６GHz        :-16.8 dBm 

 

(ｲ) 監視制御用回線 

Ａ 変調の方式は、周波数分割多重周波数変調方式であってべースバンドの周波数配列

は別図(4)-2 のとおりであること。 

また、電話換算で 60 回線の通信路（60kHz から 10kHz の周波数を使用するもの）に

ついては、孤立化防止用無線局の連絡回線（４GHz 帯で４回線、５GHz 帯で２回線）に

使用するほか、電気通信業務の円滑な遂行を図るため、必要に応じて使用できるもの

とする。 

Ｂ 受信装置の中間周波通過帯域幅は、４MHz以下であること。 

Ｃ 受信装置の雑音指数は、10dB 以下であること。 

  エ 周波数等（大容量方式のものに限る。） 

   (ｱ) 電波の型式及び占有周波数帯幅の許容値は、別表１に定める電波の型式及び占有周波

数帯幅の許容値のうち別表(4)-1に掲げるものの中から選定して指定する。 

   (ｲ) 各周波数帯の割当周波数の配列及び組合せは、別表 1に定める周波数のうち別表(4)-2

に掲げる周波数の中から選定する。 

   (ｳ) 空中線電力 

Ａ 電話中継回線 

空中線電力は、４GHz帯において 32Ｗ以下、５GHz 帯においては 29Ｗ以下、６GHz帯

においては 16Ｗ以下とし、伝送の質及び混信妨害の基準を満足するものであること。 

なお、空中線電力の指定に当たっては、受信入力ができる限り標準受信入力に近くな

るように、適宜スバン等化を行うものとすること。この場合においてスバン等化は、原

則として送信側に固定減衰器を挿入するものとする。ただし、受信側に挿入して妨害波

を軽減し、周波数の有効利用となる場合はこの限りでない。 

Ｂ 監視制御用回線 

空中線電力は、４GHz 帯又は５GHz 帯においては 0.04Ｗ以下、６GHz 帯においては 0.01

Ｗ以下とし、スバン等化量については電話中継回線と同一であること。 

  オ 伝送の質(大容量方式のものに限る。) 

    電話中継回線の伝送の質は、次の基準を満足するものであること。 

   (ｱ) 一の変復調区間又は分断回線にあっては当該区間の受信端における通信路の標準状態

のＳ/Ｎは、65-10 log10Ｎ(dB)以上であること。ただし、Ｎは一の変復調区間又は分断回

線にあっては当該区間の中継区間数を示す。 

   (ｲ) 一の変復調区間又は分断回線にあっては当該区間の瞬断率(Ｐ)は、次に掲げる算出式に

基づいた結果が４Ｌ×１０-9以下の値であること。ただし、Ｌ(km)は一の変復調区間又は

分断回線にあっては当該区間の伝送距離を示す。 
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   ＜Ｐの算出式＞     

 

        
∑
=

N

1i
iP

５

１

   ：４GHz帯又は５GHz 帯 

    Ｐ＝     

        
∑
=

N

1i
iP

3
１

   ：６GHz帯 

 

     Ｐi : 最悪月における一無線区間の瞬断率 

 

    Ｐi ＝ 　

Ｐ

10
mF

10

R

 

     ＰＲ : 最悪月におけるレーレーフェージングの発生確率 

注 算出方法は別紙 1 の第１の 23 の(4)のカの(ｳ)による。ただし、反射波のある場合等上

記の算出方法の適用が認められる場合は、実測データ等、申請者が提出した資料によるも

のとする。 

     Ｆｍ : フェージングマージン 

         Ｐｒ＋63.8 ： ４GHz 帯 

     Ｆｍ＝  Ｐｒ＋62.8 ： ５GHz帯 

         Ｐｒ＋65.9 ： ６GHz 帯 

 

     Ｐr : 標準状態の受信入力(dBm) 

  カ 混信妨害 

     他の無線局に対し当該無線局の与える混信妨害又は当該無線局が他の無線局から受ける

混信妨害については、同一周波数についてＤ/Ｕが 51ｄB以上であるものとする。 
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別表(4)-1 電波の型式及び占有周波数帯幅の許容値 

電波の型式 
占有周波数帯幅の

許容値（kHz） 
備     考 

Ｆ３Ｆ 17,000 
テレビジョン放送の放送番組の伝送を行う

無線局のうち、映像のみを伝送する無線設備 

Ｆ８Ｗ 

Ｆ９Ｗ 

 1,500 

４GHz 帯又は６GHz 帯の周波数の電波を使用

する無線局の無線設備であって固定局の遠

隔制御等に使用するもの 

 2,000 

５GHz 帯の周波数の電波を使用する無線局の

無線設備であって固定局の遠隔制御等に使

用するもの 

 7,000 

テレビジョン放送の放送番組の伝送を行う

無線設備及び固定局の遠隔制御等に使用す

る無線設備以外の無線設備 

17,000 
テレビジョン放送の放送番組の伝送を行う

無線局のうち、映音同時に伝送する無線設備 
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別表(4)-2 割当周波数の配列及び組合せ 

 (1) ４GHz帯 

    

   チャネル番号   周波数(MHz) 

     1        3603                      

2        3630                      

3        3670                      

4        3710                      

5        3750                      

6        3790                      

7        3830                      

8        3870                      

9        3897                      

 

1′       3903                      

2′       3930                      

3′       3970                      

4′       4010                      

5′       4050                      

6′       4090                      

7′       4130                      

8′       4170                      

9′       4197                      

 

 注 チャネル番号 1、1′、9、及び 9′の周波数は、監視制御回線用に 

  使用する。 
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 (2) ５GHz 帯 

    

   チャネル番号   周波数(MHz) 

     1        4403                      

2        4430                      

3        4470                      

4        4510                      

5        4550                      

6        4590                      

7        4630                      

8        4670                      

9        4697                      

 

1′       4703                      

2′       4730                      

3′       4770                      

4′       4810                      

5′       4850                      

6′       4890                      

7′       4930                      

8′       4970                      

9′       4997                      

 

 注 チャネル番号 1、1′、9、及び 9′の周波数は、監視制御回線用に 

  使用する。 
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 (3) ６GHz帯 

    

   チャネル番号   周波数(MHz) 

     1       5926.10                      

2       5945.20                      

3       5974.85                      

4       6004.50                      

5       6034.15                      

6       6063.80                      

7       6093.45                      

8       6123.10                      

9       6152.75                      

10       6171.90                      

 

1′      6178.10                      

2′      6197.24                      

3′      6226.89                      

4′      6256.54                      

5′      6286.19                      

6′      6315.84                      

7′      6345.49                      

8′      6375.14                      

9′      6404.79                      

10′      6423.90                     

 

 注 チャネル番号 1、1′、10、及び 10′の周波数は、監視制御回線用に 

  使用する。 
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注１ 「無線端局」とは、同一周波数帯のすべての電話中継回線システムの入出力情報がべースバ

ンド周波数帯で取り扱われ、通常、予備回線システムを除く全システムが搬送端局装置と接続

されることとなる無線局をいう。 

 ２ 「分断局」とは、同一周波数の電話中継回線システムのうち、予備回線システムを含む最大

4 回線システムの入出力情報がベースバンド周波数帯で取り扱われ、通常、予備回線システム

を除く最大３回線システムのが搬送端局装置と接続されており、残りの電話中継回線システム

はヘテロダイン中継で取り扱われることとなる無線局をいう。 

 ３ 「分岐局」とは、同一周波数帯の電話中継回線システムのうち、予備回線システムを含む最

大４回線システムが分岐方向へ延長される場合の主方向と分岐方向との節点に当たる無線局

をいう。 

 ４ 「一の変復調区間」とは、無線端局と他の無線端局との間の区間であって、その途中に無線

端局を含まない区間をいう。 

 ５ 「直通回線」とは、一の変復調区間の両端で入出力情報がべースバンド周波数帯で取り扱わ

れ、途中の区間では、すべてヘテロダイン中継で伝送される回線であって分岐回線を除く回線

をいう。 

 ６ 「分断回線」とは、一の変復調区間の途中に分断局がある場合に、分断局で搬送端局装置と

接続されることとなる回線をいう。 

 ７ 「分岐回線」とは、一の変復調区間の途中に分岐局がある場合に、分岐方向の回線及び分岐

局から分岐方向に延長されることとなる主方向の回線をいう。 
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 (2) 監視制御用回線 

 

チャネル

番  号 使用分類 使用周波数又は周波数帯域 
周 波 数 偏 移(kHz r.m.s) 

4GHz帯 5GHz帯 6GHz帯 

１ 
監視制御信

号 

412.5Hz から 862.5Hz まで

の 15Hz 間隔の 31 周波数、

1.5kHz から 2.3kHz までの

0.2kHz間隔の 5周波数のう

ち 2 周波数の組合せ(1)又

は 800Hzから 2800Hzまでの

400Hz 間隔の 6 周波数を使

用し、1 周波数当たり 200

ビット/秒のパルス列を用

いた±100Hzの FS信号及び

3200Hzの連続パイロット信

号(2) 

(1)3.5 ／ 周 波

数 

3.5／周波数 3.5／周波

数 

   

(2)10.5／CH 21／CH 10.5／CH 

２ 
無人局打合

せ電話 

4kHzから 8kHzまで 
25／CH 25／CH 25／CH 

３ 

孤立化防止

用無線局の

連絡回線 

8kHzから 12kHzまで 

50／CH 100／CH 50／CH 

４，５ 
端局打合せ

電話 

12kHzから 20kHzまで 
50／CH 100／CH 50／CH 

６～９ 

打合せ電話

又は監視制

御信号 

20kHzから 36kHzまで(打合

せ電話の場合は CH4,5 と同

様な使用法、監視制御信号

の場合は CH1 の(2)と同様

な使用法とする。) 

打合せ電話 

    50／CH 
100／CH 50／CH 

監視制卸信号 

    10.5／CH 

 

21／CH 10.5／CH 

10～14 
回線切替信

号 

37kHz から 55kHz までの

2kHz間隔の 10周波数 
28／周波数 56／周波数 28／周波数 

2´～5´ 

孤立化防止

用無線局の

連絡回線 

72kHz から 88kHz まで 4GHz

帯においては 2´～5´が、

5GHz 帯においては 2´及び

3´が使用できるものとす

る。 

50／CH 100／CH  

 

チャネル

番  号 使用分類 使用周波数又は周波数帯域 
周 波 数 偏 移(kHz r.m.s) 

4GHz帯 5GHz帯 6GHz帯 

 電気通信業

務の円滑な

遂行を図る

ために特に

必要と認め

られる回線 

60kHzから 300kHzまで 50／CH 100／CH 50／CH 
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 (5) 4GHz帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯の周波数の電波を使用する固定局(16ＱＡＭ単一キャリア方式

（156Ｍ方式を除く。）のものに限る。) 

ア 適用範囲 

この審査基準は、4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯の周波数帯において、16 値直交振幅変調方

式を使用し、単一搬送波により、200Mb/s の伝送容量を有する電気通信業務に供する固定局

の開設等の審査に関して適用する。
 

イ 無線設備の工事設計 

(ｱ) 中継方式 

中継方式は、検波再生中継方式であること。 

(ｲ) 送信装置 

Ａ 主信号の変調方式は、16 値直交振幅変調であること。 

Ｂ 監視制御信号、打合せ電話等 

（A）デジタル制御線は、時分割により主信号に内挿して伝送するものであること。 

（B）アナログ制御線は、主信号に周波数変調で複合変調をかけることにより伝送する

ものであること。この場合においては、占有帯域幅を規定値内に抑えるもので、

かつ、搬送波再生回路の動作において疑似引込みの現象を生じないものであるこ

と。 

Ｃ 主信号の伝送容量(打合せ電話及び監視制御の伝送容量に係るものを除く。)及びク

ロック周波数は、次表に示すとおりであること。 

 

                伝送容量及びクロック周波数 

使用周波数帯 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz帯 

主信号の伝送容量 

(システム当たり) 

198.584Mb/s 

(電話換算 2880ch) 

クロック周波数 50.0432MHz以下 

 

Ｄ 送受信装置の総合伝送特性は、ロールオフ率 50％のナイキストロールオフ系となる

こと。 

(ｳ) 空中線系 

Ａ 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯においては、原則として、実効開口面積 9.1 ㎡以上の

ホーンリフレクタアンテナ又は 3 mφの三枚反射鏡オフセットアンテナと同等以上の

性能を有するものであること。ただし、4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯のいずれか 1 周

波数のみを使用する区間に設置されるアンテナ、スペースダイバーシチ(以下「ＳＤ」

という。)及び 3 面アンテナスペースダイバーシチ(受信アンテナを 3面設置し、この

うちの 2 面で構成したＳＤ出力ともう 1 面での受信電力とを合成して使用する方式。

以下「３ＳＤ」という。)の場合におけるＳＤ用又は３ＳＤ用アンテナにおいては、4 

mφのパラボラアンテナを使用することができる。 

Ｂ 偏波面は、直線偏波であること。この場合において、干渉が著しい区間においては、

別紙２－３ 
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干渉を与える区間との偏波関係について、干渉が最小となるよう偏波面を選定するこ

と(6GHz 帯を除く。)。 

(ｴ) 受信装置 

Ａ 復調方式は、同期検波方式であること。 

Ｂ 中間周波増幅部通過帯域幅及び雑音指数については、次表の条件を満足するもので

あること。 

            中間周波増幅部通過帯及び雑音指数 

使用周波数帯 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz帯 

中間周波増幅部通過帯域幅 

(３dB 低下点) 
±37.5MHz以下 

雑音指数 

5dB 以下(単一受信) 

5.5dB 以下(ＳＤ受信) 

6dB 以下(３ＳＤ受信) 

注 ＲＦ帯レベル調整器(以下「ＲＦ－ＡＬＣ」という。)を適用する場合には 6.5dB

以下とする。 

 

Ｃ 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯においては、特に距離が短く問題のない区間を除きフ

ェージングによる波形歪を補償する 5 タップのトランスバーサル形自動等化器(以下

「Ｔr－ＥＱＬ」という。)、又はこれと同等以上の性能を有する補償装置を使用する

ものであること。 

Ｄ 長距離伝搬区間、海上伝搬区間等の伝搬条件の厳しい区間や干渉の厳しい区間にお

いては、原則として次表の装置を用い、エ及びオの基準に満足するよう対策したもの

であること。 

             回線品質改善のための装置 

7 タップのトランスバーサル型自動等化器 

スペースダイバーシチ(ＳＤ) 

可変共振型自動等化器(以下「ＦＤ-ＥＱＬ」という。) 

帯域阻止フィルタ 

ＦＭ干渉抑圧回路(以下「ＦＭＩＣ」という。) 

交差偏波干渉補償器(以下「ＸＰＩＣ」という。) 

(ｵ) ＳＤ 

ＳＤ叉は３ＳＤは、原則として受信側で行うものとする。 

(ｶ) 回線切替 

4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz帯においては、フェージングによる回線断を救済するため、

現用回線と予備回線は同期を保ったまま無瞬断で切替えを行うものであること。 

ウ 周波数等 

(ｱ) 周波数 

Ａ 各周波数帯における割当周波数の配列及び使用順位は、別紙(5)‐1のとおりとする。 
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Ｂ 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯は、原則として、デジタル伝送方式専用とするが、特

に必要と認められるときは、同一周波数帯においてアナログ伝送方式と併設すること

ができるものとする。 

(ｲ) 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式、空中線電力等 

占有周波数帯幅の許容値､電波の型式、空中線電力及び標準受信入力については、次

表のとおりとする。 

 

                  周 波 数 等 

使 用 周 波 数 帯           4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz帯 

占有周波数帯幅許容値 60MHz 

電 波 の 型 式           Ｄ７Ｗ 

空 中 線 電 力           
0.4 ワット以下(注１、３) 

(1.6 ワット以下(注２、３) 

標 準 受 信 入 力           
(単一受信)－32dBm  ＋1.5dB 

(ＳＤ受信)－40dBm  －  3dB 

 

注１  空中線電力は、原則として、受信電力の計算値が標準受信入力の範囲内 

となるよう決定するものとする。ただし、長距離区間でこれを満足するこ 

とが困難な場合並びにエ及びオの基準が満足できない場合は、この限りで 

ない。 

 ２  この値は、フェージングによる熱雑音の影響が大きい場合又は干渉区間 

と異なる偏波を使用してもエ及びオの基準を満足することができない場合 

若しくは既設アナログ伝送方式との干渉が著しい場合に適用することがで 

きる。 

 ３  送信ＳＤの場合の空中線電力については、２個のアンテナに対応する空 

中線電力の和を指定することとなるため、0.8ワット以下(注２の場合は、 

3.2 ワット以下)とする。 

エ 伝送の質 

(ｱ) 瞬断率規格 

伝送の質は、次表の基準を満足するものであること。 

 

               伝 送 の 質 

使用周波数帯 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz帯 

瞬断率規格 

(符号誤り率が 10‐4 を超

える時間率) 

いかなる月においても 0.01％

／2500㎞以下 
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(ｲ) 瞬断率規格の判定条件 

瞬断率規格の判定は、次表の条件(1 区間における条件(Ａ式)又は切替区間における

条件(Ｂ式))を満足するか否かにより判定すること。ただし、Ｂ式については、マージ

ンがないので、干渉に弱い回線の新設を避けるため、回線品質改善の方法がない場合

を除き原則として既設回線についてのみ適用する。 

 

               瞬断率規格の判定条件 

条     件 4GHz 帯、5GHz 帯及び 6GHz帯 

Ａ 
１区間規格 

Pi≦Pio 
Pio＝４×10‐8×ｄ 

 

Ｂ 

切替区間規格 

PM＝∑
=

n

j
pij

1

≦∑
=

n

j
pij

1

 
Pioj＝４×10‐8×ｄj 

 

ｄ,ｄj :1区間距離及び切替区間中の第 j 番目の区間距離(km) 

Pi,Pij :1区間断時間率及び切替区間中の第ｊ番目の区間断時間率 

PM   :1切替区間断時間率 

Pio,Pioj:1区間許容断時間率及び切替区間中の第ｊ番目の区間許容断時間率 

ｎ   :1切替区間の区間数 

(ｳ) 区間断時間率 Pi(Pij)の算出方法 

区間瞬断率 Pi は、次式により算出するものとする。この場合において、計算結果

は有効数字３けた目を切り上げることとする。 

(単一受信時) ＦＤＮｄＲｉ ）・Ｋ＋Ｐ・（Ｐ＝ＰＰ  

(ＳＤ受信時) ＳＤＦＤ
２

ＮｄＲｉ ・Ｋ・Ｋ）Ｐ＋Ｐ・（＝ＰＰ  

Ａ ＰＲ：レーレーフェージング発生確率 

     別紙(5)-2 により求める。 

 

Ｂ  Ｐｄ :フェージング時の波形歪による断時間率 

      別紙(5)-3により求める。 

Ｃ  ＫＦＤ:システム切替効果による断時間率改善係数 

Ｄ  ＫＳＤ：ＳＤ又は３ＳＤに対する断時間率改善係数 

       ＳＤの場合   １ 

       ３ＳＤの場合  0.1 

           ＫＦＤ＝１ 

          ただし、４ＧＨz 帯及び５ＧＨz 帯のＳＤ区間において、将来に

おいても単一周波数帯のみを使用する場合又は伝搬条件からして

予備共用が困難な場合には、別紙(5)-４により求めるものとする。 
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Ｅ  ＰＮ :フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率 

 (単一受信時) ）Ｆｄｍ（

Ｒ

Ｒ
Ｎ ・１０

Ｐ

Ｐａ）βａＰａαＭＡＩＮ・（Ｐ
＝Ｐ /10−−

 

 (ＳＤ受信時) ５）Ｆｄｍ（

Ｒ

Ｒ
Ｎ ・

ρ）・（１Ｐ

ＰａＰａ）βａαＳＤ・（Ｐ
＝Ｐ

２

/10
-

−−
 

 

 (A） Ｐａ    :減衰性フェージングの発生確認 

            別紙(5)-2により求める。 

 (B） αΜΑΙΝ ：単一アンテナ受信時の長期周期変動による増加係数 

          別紙(5)-5により求める。 

 (C） αＳＤ   ：ＳＤ受信時の長周期変動による増加係数 

         別紙(5)-5 により求める。 

 (D)  βａ    : 減衰性フェージング発生時の中央値低下 

         別紙(5)-5 により求める。 

 (E）  ρ    : ＳＤアンテナ空間相関係数 

         別紙(5)-6 により求める。 

 (F） Ｆdm     : 広帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 

         Ｆdm＝Ｆd＋η 

ａ    η    : 広帯域受信電力フェード量減少係数 (dB) 

          別紙(5)-7 により求める。 

ｂ    Fd   : 狭帯域の受信電力限界フェージングマージン(dB) 

   

{ }〕＋Ａ）＋（〔　　　　

＋＋＋（Ｆｄ＝
ＮＣＮＣ

ＮＣＮＣＮＣＮＣ

10
is/

10
const/

10
21.5

10
sat/

10
id/

10
x/

10
th/

1010-10log  10--

10101010log  10
−−−

−−−−
−

 

(a)  Ｃ/Ｎth ： 熱雑音によるＣ/Ｎ    (dB) 

          別紙(5)-8 により求める。 

(b)  Ｃ/Ｎｘ  : 交差偏波間干渉雑音によるＣ/Ｎ   (dB) 

         別紙(5)-8 により求める。 

(c)  Ｃ/Ｎcoｎst:定常雑音によるＣ/Ｎ        (dB) 

         別紙(5)-8 により求める。 

(d)   Ｃ/Ｎid :異経路干渉雑音によるＣ/Ｎ     (dB) 

         別紙(5)-9 により求める。 

(e)   Ｃ/Ｎis :同経路干渉雑音によるＣ/Ｎ     (dB) 

         別紙(5)-9 により求める。 

(f)   Ｃ/Ｎsat :静止衛星からの干渉雑音によるＣ/Ｎ (dBｍ) 

 Ｃ/Ｎsat＝Pr‐Pu＋Ｄθ＋Ｌfr 

◯1    Pr   :平常時受信入力           (dBｍ) 

◯2    Pu :衛星からの干渉レベル          (dBｍ) 
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        次表より求める。 

             

 ４ＧＨｚ帯 

空中線種別 Pu(dBｍ) 

４ｍφパラボラ ‐71.3 

３ｍφオフセット ‐73.4 

3.6ｍφオフセット ‐71.6 

ホーン ‐71.3 

 

  ◯3    Ｄθ:空中線の静止衛星軌道方向に対する指向性減衰量 

                            (dB) 

  ◯4    Ｌfr:受信側給電線系損失          (dB) 

(g)  Ａ  :ＳＤ受信時改善量            (dB) 

  Ａ＝１ 

オ 混信保護 

(ｱ) 被干渉 

Ａ 既設回線からの干渉波(被干渉)による搬送波電力対雑音電力比(Ｃ/Ｎid 及びＣ/Ｎ

is :異なる周波数帯を使用するレーダーからの不要発射等による干渉雑音を含む。)

は、平常時においてできる限り次式を満足すること。
 

Ｃ/Ｎid＞45dB
 

Ｃ/Ｎis＞45dB(４ＧＨｚ帯、５ＧＨｚ帯及び６ＧＨｚ帯の場合)
 

Ｂ レーダーキャリアによる感度抑圧
 

異なる周波数帯を使用するレーダーからの干渉については、エの(ｳ)の異経路干渉

の項で検討した不要発射等による干渉波のキャリアの受信レベル Pri が次の条件を

満足すること。
 

Pri<Pr＋４２＋ＬＲＦ－Ｆdｍ   (dBｍ)
 

ここで、Pr  :平常時受信入力   ( de )
 

  
ＬＲＦ :本方式の高周波(ＲＦ)フィルターによるレーダーキャリアの減衰量 

(dB)
 

       
別紙(5)-10 のとおり。

 

  
Ｆdｍ  :広帯域受信電力フェージングマージン(エの(ｳ)のＤの(A)参照)

 

本干渉については、無線局からの距離が１㎞以下又は伝搬路からの距離が１㎞以下

の範囲にレーダーが存在する場合に限り検討を行う必要がある。
 

ただし、不要発射等の除去用フィルタが内蔵されていないレーダーについて上記不

要発射等による干渉が無視できる程度に弱い場合には、感度抑圧についての検討を省

略することができる。
 

(ｲ) 与干渉 

既設回線への干渉については、次の基準により判定を行うこと。 

Ａ ＦＭ方式への干渉 
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本方式の各区間からの干渉によるＳ/Ｉが、各々73dB 以上であること。 

Ｂ デジタル方式への与干渉 

原則として希望搬送波電力対干渉雑音電力(Ｃ/Ｉ)により判定を行うこととするが、

特に支障がないと認められる場合には、被干渉区間の瞬断率による判定を行うこと

ができるものとする。 

(A) Ｃ/Ｉによる判定 

平常時において次表に示す干渉一波当たりのＣ/Ｉ、又は被干渉側における全

干渉波の総和に対するＣ/Ｉの許容値を満足するものであること。 

 

                  与 干 渉 の 許 容 値 

被干渉側の方式名 
干渉波一波当たり

の 許 容 Ｃ / Ｉ 値         

全干渉波に対する総

合許容Ｃ/Ｉ値 

２５６ＱＡＭ １０４Ｍ 方式 ６２dB ５７dB 

２５６ＱＡＭ  ５２Ｍ 方式 ６２dB ５７dB 

 １６ＱＡＭ  ５２Ｍ 方式 ５０dB ４５dB 

  ４ＰＳＫ  ５２Ｍ 方式 ４３dB ３８dB 

４ /５ /６Ｇ－２００Ｍ  方式 

４ /５ /６Ｇ－２００ＭＥ方式 
５０dB ４５dB 

  ４ＰＳＫ   ６Ｍ 方式 ４３dB ３８dB 

 

(B) 瞬断率による判定 

支障がないと認められる場合には、既設区間に対するすべての干渉波による総

合Ｃ/Ｉを用いて計算した瞬断率が表５に示す回線品質規格を満たすこと。 

なお、各方式の瞬断率の算出方法は、それぞれの方式の技術審査基準中の算出

方法によるものとする。 

カ 等価等方輻射電力(e.ｉ.ｒ.p．)の制限 

６ＧＨｚ帯の方式の e.ｉ.ｒ.p．については、以下の条件を満足すること。 

e.ｉ.ｒ.p．>35dBＷの場合には、送信空中線の最大輻射方向が静止衛星軌道から２度以

上離れていること。 

 



8 

 

 

別紙(5)-1  周波数配置及び使用順位 

 

１ ４ＧＨｚ帯割当周波数配列 

周波数     偏 波           偏 波       周波数 

(MHz)    Ｖ(H) Ｈ(V）  チャネル   Ｖ(H)  Ｈ(V）   (MHz)     使用 

3600             番  号                 3900   順位 
 
3630            １    (1)             3930  ↑   １ 
                                    40MHz 
3670            ２    (2)             3970  ↓    ５ 
 
3710            ３    (3)             4010     ２ 
 
3750           ４４    (4)             4050      ６ 
 
3790            ５    (5)             4090     ３ 
 
3830           ６６    (6)             4130      ７ 
 
3870            ７    (7)             4170     ４ 
 
3900            送受信間隔                 4200 
 
(中心周波数)        300 ＭＨｚ 

 

２ ５ＧＨｚ帯割当周波数配列 

周波数     偏 波            偏 波      周波数 

(MHz)    Ｖ(H) Ｈ(V）  チャネル    Ｖ(H)  Ｈ(V）   (MHz)    使用 

4400             番  号                 4700  順位 
 
4430            １    (1)             4730 ↑   １ 
                                    40MHz 
4470            ２    (2)             4770 ↓    ５ 
  
4510            ３    (3)             4810     ２ 
 
4550           ４４    (4)             4850      ６ 
 
4590            ５    (5)             4890     ３ 
 
4630           ６６    (6)             4930      ７ 
 
4670            ７    (7)             4970     ４ 
 
4700            送受信間隔                 5000 
 
(中心周波数)        300 ＭＨｚ 
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３ ６GHz帯割当周波数配列
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙(5)-2  フェージング発生確率の算出方法 

 

１ レーレーフェージング発生確率ＰＲ 

ＰＲ＝Ｑ・(ｆ／４)１.２・ｄ３.５ 

ｄ:伝搬路長(㎞) 

ｆ:周波数(GHz) 

 

 4GHz 帯 5GHz 帯 6GHz 帯 

F 3.9 4.7 6.175 

 

Ｑ：伝搬路係数 

伝搬路種別 平均伝搬路高 hav(ｍ) Ｑ 

平野 
≧100 5.1×10‐9 

＜100 2.35×10-8×(1/hav)(1/3) 

山  2.1×10-9 

海 
≧100 3.7×10-7／ hav  

＜100 3.7×10-6／hav 

 

hav＝(h1＋h2)／2―hm 

ｈ1, h2 :両局の空中線の海抜高(m) 

 hm  :平均地表高(m)。 ただし、伝搬路が海上の場合は０とする。 

なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

 

分類 伝  搬  路 

平野 

１ 平野が大部分を占めている場合 

２ 山岳地帯であるか、湾や入江があって海岸(水際よ            

 り 10 ㎞程度までを含む。)又は海上が含まれる場合 

山 山岳地帯が大部分を占めている場合 

海 
１ 海上 

２ 海岸(水際より 10㎞程度までを含む。)で平野 

6175 

(中心周波数) 

送受信間隔 

260MHz 

チャネル 

番号 

 

5925 

5965 

6045 

周波数 
(MHz) 

偏 波 

Ｖ(H)
 
Ｈ(V）

 

6125 

１
 

５ ６ 

使用 

順位 Ｖ(H)
 

Ｈ(V）
 6175

 

6305 

6225
 

6425
 

6385
 

周波数 
(MHz) 

２ 

３ 

(1) 

(2) 

(3) 

偏 波 

２ ４ 

１ ３ 

↑
 

↓ 

80MHz
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２ 減衰性フェージンク発生確認 Pa 

〕
σΔＮ

＋ΔＮ＋ｄΔ・
〔・

２

Ｑ
＝

15
)157H/(200032-

exptPa
2

 

ΔＨ    :送受信高高低差  (m) 

      ΔＨ＝│ｈ1-ｈ2│ 

ΔＮ, σΔＮ：大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

 

区域 北海道 東北 本州(除東北) 四国・九州 沖縄 

ΔＮ -44.2 -52.5 -53.5 -53.5 -49.4 

σΔＮ 12.8 13.0 13.5 13.9 14.5 

 

Ｑｔ    :伝搬路係数 

 

伝搬路種別 平野 山岳 海上 

Ｑｔ 0.4 0.16 １ 

 

なお、伝搬路種別については別紙(5)-2 参照。 

ただし、Pa＞0.6ＰＲのとき、Ｐa＝0.6ＰＲとする。 

 

 

別紙(5)-3  波形歪による断時間率 Pd の算出方法 

 

(単一受信時) 
Ｒ

Ｒ

Ｐ

ｕｕｉ＋ｐＰＰ
＝

ａａａ    )-(Pd  

(ＳＤ受信時) 
Ｒ

ａａａＲ

Ｐ

　Ｕ＋ＰＵＰＰ i)-(Pd =  

ここで、
－４・ρΔｆｘ・ｚ１＋

１－ｚ
＝１＋

２z)(
ux  

Ｕx＝(３／２)ux２－(１／２)ux３ 

ただし 添字ｘは i 又は aを指す。 

ρΔｆｉ:通常フェージング(注)時のΔf(MHz)離れの周波数相関係数 

ρΔｆa :減衰性フェージング(注)時のΔf(MHz)離れの周波数相関係数 

     (4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz 帯の場合) Δｆ＝50MHz 

ｚ   :自動等化器によって定まる許容帯域内振幅偏差(真数) 

     (4GHz帯、5GHz帯及び 6GHz 帯の場合) : 

      (τ≦１０ns)   (τ＞１０ns) 
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      ｚ＝(１＋１／５k)２   ｚ＝(１＋２／kτ)２ 

τ   :直接波と反射波の伝搬時間差(ns)。 

     ただし、実効反射減衰量Ｄ／Ｕr≧30dBの場合は、τ＝０とする。 

        なお、伝搬路時間差の算出は、伝搬路を平面大地として計算する。 

ｋ   ：自動等化器等によって定まる定数 

      (4GHz帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯の場合) : 

等化器  

 等 

5 タップＴr ＳＤ＋ 

5 タップＴr 

ＳＤ＋ 

7 タップＴr 

ＳＤ＋ 7 タップＴr

＋ＦＤ－ＥＱＬ 

ｋ 0.08 0.1 0.07 0.06 

 

注: 通常フフェージングとは、伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベルの

変動(レーレーフェージング)のうち、以下の減衰性フェージング以外のものをいう。 

減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層(ダクト)の発生により直接波が受信ア

ンテナに到達しないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に大幅に低下す

るフェージングのことをいう。 

以下別紙(5)-4及び別紙(5)-7において同じ。 

 

 

別紙(5)-4  システム切替効果による断時間率改善係数ＫＦＤの算出方法 

 

(５タップＴr－ＥＱＬ)：ＫＦＤ＝

ρΔｆ１・－

３
１－

・ρΔｆ２　‐
１－

  36100

 208.7834  2829.8054
51.1950

 

(７タップＴr－ＥＱＬ)：ＫＦＤ＝

ρΔｆ１・－
１－

ρΔｆ２・－
１－

  59.56  252.4921
13.89

  516.738  16848.004
128.1845

 

(７タップＴr－ＥＱＬ 

 及びＦＤ－ＥＱＬ) 
:ＫＦＤ＝  

ρΔｆ１・－
１－

ρΔｆ２・－
１－

  75.16  391.6441
17.79

  785.4676  38953.8932
195.3669

 

ρΔｆ１：通常フェージング時の 50MHz 離れの周波数相関係数 

ρΔｆ２：通常フェージング時の 90MHz 離れの周波数相関係数 
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別紙(5)-5   レーレーフェージングの長周期変動による増加係数α及び減衰性フェージング発

生時の中央値低下βa の算出方法 

 

１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数 α 

  ）３００４６７σ＋０２００１８１σ０４２７σ－００２２８＋０（－０αＭＡＩＮ＝１０ ....  

）３０６４８σ０＋０２２０１σ３４１σ０－０１０５＋０（－０αＭＡＩＮ＝１０ ....  

ただし、α＞２０の場合は、α＝２０とする。 

ここで、r ≧０.２の場合σ０＝σ１ 

    r ＜０.２の場合σ０=σ 

〕３σ２）０６４９６（－０２σ２）１９５６（σ２＋０７２７９　７４５７－０〔０
σ１＝１０

log. log.log ..
 

〕３σ）２５３２（－０２σ）１３０２（σ＋０９６５　２８９－１〔１σ２＝１０ log. log.log ..  

                ）＋ｒ４ｒ／（１＋０）・（１＋ｒ ４２２２ .  

  r : 実効反射係数 

  r＝10(‐Ｄ/Ｕr)/20 

ここで、Ｄ/Ｕr : 実効反射減衰量(dB) 

         下記の反射減衰量にアンテナ指向性減衰量及びリッジ損失を加えた値

とする。 

反 射 面 水 面 水 田 畑、乾田 
都市、森林、

山岳 

４GHz、５GHz及び 6GHz 帯 ０ ２ ６ １４ 

 

なお、実効反射減衰量の算出は、すべて伝搬路を平面大地として計算する。 

σ:中央値変動の標準偏差(dB) 

σ=0.75・Ｑ'・(f/4)0.3・ｄ0.9 

 f:周波数 (GHz)  別紙(5)-2参照 

 d:伝搬路長 （㎞） 

Ｑ': 伝搬路係数 

伝搬路種別 平均伝搬路高 hav(ｍ) Ｑ' 

平 野 
≧100 0.0591 

＜100 0.087×(1/hav)0.085 

山  0.0471 

海 
≧100 0.177×(1/hav)0.13 

＜100 0.32×(1/hav)0.26 
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  伝搬路種別及び hav については、別紙(5)-2 参照 

 

２ 減衰性フェージング発生時の中央値低下 βa 

( 4 σ＞Ｄ/Ｕr の場合) : βa＝1／r2 

( 4 σ≦Ｄ/Ｕr の場合) : βa＝１０２σ/５ 

ただし、βa＜αＭＡＩＮの場合、βa ＝αＭＡＩＮ 

βa２＜αＳＤの場合、βa２＝αＳＤ 

とする。 

 

別紙(5)-6  ＳＤアンテナ空間相関係数ρの算出方法 

 

( r ≧0.5の場合)    :ρ＝ρ1 

( 0.5＞ r ≧0.2 の場合)：ρ＝ ・ρ２
‐

・ρ１＋
ｒ‐

0.3
r  0.5

0.3
0.2 

 

(ｒ＜0.2 の場合)    :ρ=ρ２ 

ここで、 

２

‐２
２

１
２

２

１＋Γ＋Γ

〕・
λ・ｄ・

σΔ・・πΔ
〔‐

λ・・

ｒ・πΔ
＋Γ１＋Γ

ρ１＝

910)
h0r

N  d1h2()exp
d  1000

h1h4cos(
 

Γ＝Γ２・10σ/10＋0.0172r0.804・100.0402σ 

ρ2＝exp ｝　）ｒ（１・ｒ・＋・・ｆ・Δ・｛‐ ２２２４２  /10sd  0.4h  0.0021 +  

ここで、Δh  :アンテナ間隔            (ｍ) 

ｈ0  :両局の空中線海抜高のうち高い方の値 (ｍ) 

ｈ1r  :送信空中線の反射点からの高さ    (ｍ) 

 f   :周波数 (GHz)            別紙(5)-2 参照 

λ   :波 長               (ｍ) 

 d   :伝搬路長              (km) 

dl   :送信点反射点間距離         (km) 

σΔＮ :大気屈折率傾斜度の標準偏差     別紙(5)-2 参照 

σ   :中央値変動の標準偏差        (dB) 

                      別紙(5)-5 参照 

 r   :実効反射係数            別紙(5)-5 参照 

 s   :直接波と反射波の路程差       (ｍ) 

     s＝0.3×τ 

 τ  :直接波と反射波の伝搬時間差     (ns) 

                      別紙(5)-3 参照 

ただし、 
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   (4GHz 帯及び 5GHz帯の場合): ρ＜0.5 のとき ρ＝0.5 

   (6GHz 帯の場合)      : ρ＜0.4 のとき ρ＝0.4 

とする。 

 

別紙(5)-7  広帯域受信電力フェード量減少係数ηの算出方法 

 

η＝Ａ０(ν)＋Ａ１(ν)・logＰs＋Ａ2(ν)・(logＰs)２ 

  Ａ０(ν)＝‐48.17＋160.48ν‐185.5ν２＋88.1ν３‐14.92ν４ 

  Ａ１(ν)＝‐53.22＋166.8ν‐186.54ν２＋87.85ν３‐14.92ν４ 

  Ａ２(ν)＝‐17.95＋49.06ν‐49.84ν２＋22.45ν３‐3.73ν４ 

     ν＝1.76＋0.239・log(１‐ρΔf)＋0.012・｛10g(１‐ρΔf)}２ 

    ρΔf：通常フェージング時の周波数相関係数 

       周波数相関係数の算出については別途資料の提出による。以下同じ。 

(４GHz帯、5GHz 帯及び 6GHz 帯の場合)： 

         50MHz 離れの周波数相関係数 

Ps  ：(単一受信時) Ps＝ρ0 

    (ＳＤ受信時) Ps＝ ／αＳＤρ・１－ρ 0   )(  

αＳＤ：長周期変動による増加係数 別紙(5)-5 参照 

ρ  ：ＳＤアンテナ相関係数 別紙(5)-6 参照 

ρ0  ：(4GHz帯、５GHz帯及び６GHz 帯の場合)： 

             ρ0＝４×10-8・ｄ／PR 

ｄ  ：伝搬路長 (㎞) 

ＰＲ ：レーレーフェージンク゛発生確率 別紙(5)-2参照 

ただし、(ＳＤ受信時)  η＞２のとき η＝２ 

    (単一受信時)  η＞５のとき η＝５ 

とする。 

 

別紙(5)-8  Ｃ／Ｎth、Ｃ／Ｎconst、Ｃ／Ｎx の算出方法 

 

１ Ｃ／Ｎth：Ｃ／Ｎth＝Ｐr－Ｐrni  (dB) 

  Ｐr   ：平常時受信電力     (dBｍ) 

  Ｐrni  ：受信時の熱雑音電力   (dBｍ) 

   (4GHz 帯、５GHz 帯及び     ：(単一受信時)  Ｐrni＝－90.1 

    ６GHz帯の場合)         (〃RF‐ALC 有) Ｐrni＝－88.6 

                    (ＳＤ受信時)  Ｐrni＝－89.6 

                    (３ＳＤ受信時) Ｐrni＝－89.1 

２ Ｃ／Ｎconst(4GHz 帯、５GHz 帯及び６GHz帯の場合): 
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                Ｃ／Ｎconst＝40 (dB) 

３ Ｃ／Ｎx： 

4GHz 帯及び５GHz帯 ６GHz 帯 

Ｃ／Ｎ tr

≧51 
４８ 

４７ 

(53(注)) Ｃ／Ｎ tr

＜51 )10Iog(10 10 5.110
tr/  

－
ＮＣ

‐

＋−  

 

注 ＸＰＩＣを挿入した場合。ただし、ＸＰＩＣの効果が６dB を超えるものについ

ては別途提出の値によることができる。 

ここで、Ｃ／Ｎtr：送受間干渉雑音 (dB) 

         (４GHz 帯、５GHz 帯及び６GHz 帯の場合)： 

          Ｃ／Ｎtr＝Ｐr－Ｐt＋Ｌftr＋105.6 

     Ｐr  ：平常時受信入力     (dBｍ) 

     Ｐt  ：送信電力        (dBｍ) 

     Ｌftr ：送信及び受信空中線系損失(dB) 

 

別紙(5)-9  Ｃ／Ｎid、Ｃ／Ｎis の算出方法 

１ Ｃ／Ｎid：Ｃ／Ｎid＝－10 log( ∑
j

10
id(r)

10
idj

10 10
ｍ

＝１

Ｃ／Ｎ
－

‐Ｃ／Ｎ
－ ＋ ) 

   ｍ   ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

   Ｃ／Ｎidj：第 j番目の異経路干渉雑音によるＣ／Ｎ  (dB) 

        (４GHz帯及び５GHz 帯)： 

         干渉、被干渉区間が同一偏波の場合：①式 

         干渉、被干渉区間が異偏波の場合 ：②式 

        (６GHz帯)： 

         ６GHz 帯は垂直及び水平の両偏波を使用しているため、区間ごとに最悪条件と

なる偏波について干渉検討を行う。すなわち、①式と②式の最悪値をＣ／Ｎidj

とする。 

(1) Ｃ／Ｎidj＝－10 log( 10
idj 2

10
idj 1

1010
Ｃ／Ｎ

－
Ｃ／Ｎ

＋− ) 

      Ｃ／Ｎ１idj ：同一偏波同一 ch との干渉雑音によるＣ／Ｎ    (dB) 

             Ｃ／Ｎ１idj＝Ｄ／Ｕ１dj＋ＩＲＦ１j 

      Ｃ／Ｎ２idj ：異偏波隣接 chとの干渉雑音によるＣ／Ｎ     (dB) 

             Ｃ／Ｎ２idj＝Ｄ／Ｕ２dj＋ＩＲＦ２j 

(2) Ｃ／Ｎidj＝ )10log(10 10 10
 idj 

10
 idj ’Ｃ／Ｎ２

－
’Ｃ／Ｎ１

－

＋－  

      Ｃ／Ｎ１idj’:同一偏波隣接 ch との干渉雑音によるＣ／Ｎ    (dB) 
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             Ｃ／Ｎ１idj’＝Ｄ／Ｕ１dj＋ＩＲＦ２j 

      Ｃ／Ｎ２idj’:異偏波同一 chとの干渉雑音によるＣ／Ｎ     (dB) 

             Ｃ／Ｎ２idj’＝Ｄ／Ｕ２dj＋ＩＲＦ１j 

      Ｄ／Ｕ１dj ：第ｊ番目の同偏波異経路干渉雑音によるＤ／Ｕ   (dB) 

      ＩＲＦ１j  ：第 j 番目の干渉波(同一周波数)に対する干渉軽減係数 

                等価ＩＲＦ（４ＧＨｚ帯、５ＧＨｚ帯及び６ＧＨｚ帯） 

                          により求める                                   (dB) 

      Ｄ／Ｕ２dj ：第 j 番目の異偏波異経路干渉雑音によるＤ／Ｕ   (dB) 

      ＩＲＦ２j  ：第 j 番目の干渉波(隣接周波数)に対する干渉軽減係数 

             等価ＩＲＦ（４ＧＨｚ帯、５ＧＨｚ帯及び６ＧＨｚ帯） 

                          により求める                                   (dB) 

      Ｃ／Ｎid(r) ：レーダー波干渉雑音によるＣ／Ｎ         (dB) 

             Ｃ／Ｎid(r)＝Ｄ／Ｕ(r)＋Ｌdf＋Ｌfilt(r) 

      Ｄ／Ｕ(r)  ：レーダー波干渉によるＤ／Ｕ           (dB) 

       Ｌdf    ：レーダーと本方式との周波数差によるレーダー波スペクトル 

              の減衰量                    (dB) 

     Ｌfilt(r) ：レーダーの送信フィルターによる減衰量       (dB) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 

 

等価ＩＲＦ(４ＧＨz帯、５ＧＨz帯及び６ＧＨz帯) 

 (1) 被干渉(単位：ｄB) 

干渉波   

ＦＭ- 

 ＴＶ 

ＦＤＭ－ＦＭ方式 16ＱＡＭ方式 4.5ＧＨz帯 ６ＧＨz帯 ４ＧＨz帯 

希望波 

  

960ch 

 

1200ch 

 

1800ch 

2700ch 

 

3600ch 

5400ch 

単一 

ｷｬﾘｱ 

本方式 

 

4 ﾏﾙﾁ 

ｷｬﾘｱ 

400M 

 

方 式 

256QAM 

104M 

方 式 

256QAM 

52M 

方 式 

16QAM 

52M 

方 式 

256QAM 

104M 

方 式 

256QAM 

52M 

方 式 

16QAM 

52M 

方 式 

4PSK 

52M 

方式 

4PSK 

6M 

方式 

4.5 ＧＨ z

帯 

16ＱＡＭ本

方式 

同一ch干渉 

(ＩＲＦ1) 
0  (注2) 

   0 

(注2) 

  1 

(注2) 
  0 -5.4 

-5.4 -4.9 -7.8 -4.9 

   

0.8 

(注6) 

0.2 

(注6) 隣接ch干渉 

(ＩＲＦ2) 

 4.5  5 

6.5(注1) 

   5.5 

9.5(注1) 

  5.5 

12(注1) 
  1 

 

6ＧＨz帯 

16ＱＡＭ本

方式 

同一ch干渉 

(ＩＲＦ1) 

 
0 

  0 

(注2，3) 

  3.5 

(注2，3) 
  0 -5.4 

    

-4.9 -7.8 -4.9 

  

隣接ch干渉 

(ＩＲＦ2) 

 
   -2(注4) 

  1.9 

(注4) 

      

 (2) 与干渉(単位：dB) 

希望波   

ＦＭ- 

 ＴＶ 

ＦＤＭ－ＦＭ方式 16QAM 4.5ＧＨz帯 ６ＧＨz帯 ４ＧＨz帯 

干渉波 

  

960ch 

 

1200ch 

 

1800ch 2700ch 

 

3600ch 

5400ch 

ﾏﾙﾁ 

ｷｬﾘｱ 

400M 

 

方式 

256QAM 

104M 

方 式 

256QAM 

52M 

方 式 

16QAM 

52M 

方 式 

256QAM 

104M 

方 式 

256QAM 

52M 

方 式 

16QAM 

52M 

方 式 

4PSK 

52M 

方式 

4PSK 

6M 

方式 

4.5 ＧＨ z

帯 

16ＱＡＭ本

方式 

同一ch干渉 

(ＩＲＦ1) 
注7 16 

 
14 10.5 6.5 4.3 

4.3 5.0 7.9 5.0 

   

4.3 

(注6) 

16.7 

(注6) 隣接ch干渉 

(ＩＲＦ2) 
注7 42 

 
30 19 9.5 

 

6ＧＨｚ帯16ＱＡＭ本方式  0 10 8 13.9 4.3     5.0 7.9 5.0   

注 １ 帯域阻止フィルター使用の場合。ただし、その効果が表８の値を超えるものについては別途資料による。 

  ２ ＦＭＩＣ使用の場合、その改善比は別に見込む。 

  ３ 1.9ＭＨz差のＩＲＦ 

  ４ 27.8ＭＨz差及び31.5ＭＨz差のＩＲＦの合成。 

  ５ 隣接ch干渉のＩＲＦ(ＩＲＦ２)については、上下両隣接周波数からの干渉を考慮して、ＩＲＦ－３(dB)の値を示した。 

  ６ 希望波が４ＧＨzの場合の値である。 

  ７ 希望波がＦＭ－ＴＶの場合には、干渉波は、当面、ＦＤＭ(980ch)として扱う。 

  ８ 干渉波が4ＧＨzの場合の値である。 
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(6) ４GHz帯、５GHz帯及び６GHz帯の周波数の電波を使用する固定局 

(16QAM4マルチキャリア方式のものに限る。) 

ア 適用範囲 

この審査基準は、４GHz 帯、５GHz 帯及び６GHz 帯の周波数帯において、16 値直交振幅変調方式を使

用した、４マルチキャリア方式(フェージングによる波形
ひずみ

歪を軽減するため符号速度を 1/4に低減して、

４つのキャリアにより伝送する方式をいう。以下同じ。)で 200Mb/s の伝送容量を有する電気通信業務

に供する固定局の開設等の処理に関して適用する。 

イ 無線設備の工事設計 

(ｱ) 中継方式 

中継方式は、検波再生中継方式であること。 

(ｲ) 送信装置 

Ａ 主信号の変調方式は、16値直交振幅変調であること。 

Ｂ 主信号の伝送容量及びクロック周波数は、次表に示すとおりであること。 

              伝送容量及びクロック周波数 

主信号の伝送容量 

(システム当たり) 

198.584 Mb/s 

(電話換算 2880 ch) 

クロック周波数 13.3MHz以下 

Ｃ 送受信装置の総合の伝送特性は、ロールオフ率 50%のナイキストロールオフ系となること。 

Ｄ 監視制御信号、打合せ電話等 

  監視制御信号、打合せ電話等の補助信号については、時分割により主信号に内挿して伝送する

もの又は主信号に周波数変調で複合変調をかけることにより伝送するものであること。 

(ｳ) 空中線系 

Ａ 原則として、実効開口面積 9.l㎡以上のホーンリフレクタアンテナ、３ｍφの三枚反射鏡オフ

セットアンテナ又は４ｍφのパラボラアンテナと同等以上の性能を有するものであること。 

Ｂ 偏波面は、直線偏波であること。 

(ｴ) 受信装置 

Ａ 復調方式は、同期検波方式であること。 

Ｂ 中間周波増幅部通過帯域幅及び雑音指数については、次表の条件を満足するものであること。 

中間周波増幅部通過帯域幅及び雑音指数 

中間周波増幅部通過帯域幅 

( ３dB低下点 ) 
±8.7 MHz以下 

雑音指数 

単一受信 3.2 dB以下 

SD受信 3.5 dB以下 ( 4.2 dB以下 ) ( 注 ) 

３SD受信 

(中間周波合成形) 
4.8 dB以下 ( 5.9 dB以下 ) ( 注 ) 

注 RE帯レベル調整器（以下「 RF-ALC 」という。）を適用する場合には（ ）内の値以下と

する。 

Ｃ フェージングによる波形歪を補償するトランスバーサル型自動等化器(以下「Tr-EQL」という。)

を使用するものであること。 

別紙２－４ 
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また、伝搬条件の厳しい区間等においては、原則として次表の装置を用い、エ及びオの基準に

満足するよう対策したものであること。 

フェージング補償装置等の種類 

スペースダイバーシチ ( 以下「 SD 」という。) （注） 

FM干渉抑圧回路 ( 以下「 FMIC 」という。) 

交差偏波間干渉補償器 ( 以下「 XPIC 」という。) 

注 海面反射波等による回線規格を満足できない場合には、受信アンテナを３面使用した３面

アンテナ SD（受信空中線を３面設置し、このうち２面を使用して通常の SDを２組構成し、

両組の出力を選択して使用する方式（以下「 ベースバンド切替型３SD方式」という。）、又

は受信空中線を３面設置し、このうちの２面で構成した SD の出力と残りの１面の出力で、

再度 SDを構成する方式（以下「中間周波合成型 SD方式」という。）を使用することができ

る。 

(ｵ) SD 

SD又は３SDは、原則として受信側で行うものとする。 

(ｶ) 回線切替 

フェージングによる回線断を救済するため、現用回線を構成する４キャリアのうちの１キャリア

と予備回線の対応する１キャリアは同期を保ったまま無瞬断で切替えを行うものであること。ただ

し、切替区間内を単一搬送波方式と４キャリア方式の双方で構成する場合（以下「複合キャリア方

式」という。)においては、現用回線と予備回線は同期を保ったまま無瞬断で切替えを行うものであ

ること。 

ウ 周波数等 

(ｱ) 周波数 

Ａ 各周波数帯における割当周波数の配列及び使用順位は、別紙(6)－9によるものとする。 

Ｂ 原則として、デジタル伝送方式専用とするが、特に必要と認められるときは、同一周波数帯に

おいてアナログ伝送方式と併設することができるものとする。 

(ｲ) 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式、空中線電力等 

占有周波数帯幅の許容値、電波の型式、空中線電力及び標準受信入力については、次表のとおり

とする。 

 周  波  数  等 

占有周波数帯幅許容値 18 MHz 

電波の型式 D7W 

空中線電力 
 0.08ワット以下 ( 注１、３ ) 

 ( 0.32ワット以下 ( 注２、３ )) 

標準受信入力 

 １波当たり-41dBm   +1.5dB   (単一受信区間) 

 １波当たり-46dBm        (SD受信区間) 

 １波当たり-42dBm    -3dB  (海上区間) 

注１ 空中線電力は、原則として、受信電力の計算値が標準受信入力の範囲内となるよう決定

するものとする。ただし、これが困難な場合又は下記エ及びオの基準が満足できない場合

には、この限りではない。 
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２ フェージングによる熱雑音の影響が大きい場合又は既設回線との干渉が厳しい場合は

0.32ワット以下とすることができる。 

３ 送信 SD の場合の空中線電力については、２個のアンテナに対応する空中線電力の和を

指定することとなるため、0.16 ワット以下（ 注２の場合は 0.64ワット以下 ）とする。 

エ 伝送の質 

(ｱ) 瞬断率規格 

回線瞬断率（ 符号誤り率が 10－４を超える時間率 ）は、いかなる月においても 0.01%／2500km

以下であること。 

(ｲ) 瞬断率規格の判定条件 

瞬断率規格の判定は、次表の A式又は B式を満足するか否かにより判定すること。ただし、B式

についてはマージンがないので、干渉に弱い回線の新設を避けるため回線品質改善の方法がない場

合を除き、原則として既設回線についてのみ適用する。 

瞬断率規格の判定条件 

条     件 規     格 

A 
 １区間規格 

 Pｉ≦Pｉｏ 
 Pｉｏ＝４×10-8×d 

B  切替区間規格 

PM＝

n

j = 1

 P i j ≦

n

j = 1

 P i o  j   
 

 

 

 Pｉｏｊ＝４×10-8×dｊ 

       d，dｊ ：１区間距離及び切替区間中の第 j番目の区間距離（ km ） 

       Pｉ，Pｉｊ ：１区間断時間率及び切替区間中の第 j番目の区間断時間率 

       PM ：１切替区間断時間率 

       Pio，Pioj ：１区間許容断時間率及び切替区間中の第 j番目の区間許容断時間率 

       n     ：１切替区間の区間数 

(ｳ) 区間断時間率 Pｉ(Pｉｊ)の算出方法 

区間断時間率 Pｉは、次式により算出するものとする。この場合において、計算結果は有効数字

３けた目を切り上げることとする。 

    （ 単一受信 ）Pi＝２PR・（ Pd＋PN ）・KFD 

    （ SD受信 ） ( ) KFDKSDPP2PP
2

NdRi ⋅⋅+⋅=   

ただし、複合キャリア方式における区間瞬断率 Pi’は次式により算出する。 

      Pi’＝1.2Pi 

     PＲ ：レーレーフェージング発生確率 

    別紙(6)-1により求める。 

     Pｄ ：フェージング時の波形歪による断時間率 

    別紙(6)-2により求める。 
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     KSD ：２面アンテナ SDに対する断時間率改善係数 

    ２面アンテナ SDの場合  １ 

    ３面アンテナ SDの場合  0.1 

     KFD  ：キャリア切替効果による断時間率改善係数 

  別紙(6)-2により求める。 

     PN ：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率 

    (単一受信時) 

              
PN ＝

αM A I N  ( PR－Pa ) ＋βa  Pa

PR

・10－Fd m ／10
  

 

    ( SD受信時)    

            
PN=

αS D ( PR－Pa ) ＋βa2
  Pa

PR ( 1－ρ)
・10

－Fd m ／5
  
 

     Pａ ：減衰性フェージング発生確率 

  別紙(6)-1により求める。 

    αMAIN ：単一アンテナ受信時の長周期変動による増加係数 

  別紙(6)-3により求める。 

    αSD ：SDアンテナ受信時の長周期変動による増加係数 

  別紙(6)-3により求める。 

    βa ：減衰性フェージング発生時の中央値低下 

  別紙(6)-3により求める。 

    ρ ：SDアンテナ空間相関係数 

  別紙(6)-4により求める。 

  Fdm ：広帯域の受信電力限界フェージングマージン  (dB) 

  Fdm＝Fd ＋η 

  η ：広帯域受信電力フェード量減少係数 

  別紙(6)-5により求める。 

   Fd ：狭帯域の受信電力限界フェージングマージン  (dB) 

        Fd ＝－10 log (10
－C／N t h

10 ＋10
－C／N x

10 ＋10
－C/N i d

10
＋10

－C/N s a t
10 )    

            －[－10 log {10
－21.5

10 － ( 10
－C／N c o n s t

10 ＋10
－C／N i s

10 )}]＋Ａ   

 

    C/Nth ：熱雑音による C/N(dB) 

    別紙(6)-6により求める。 

    C/Nx ：交差偏波間干渉雑音による C/N(dB) 

    別紙(6)-6により求める。 

    C/Nconst ：定常雑音による C/N(dB) 

    別紙(6)-6により求める。 
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     C/Nid ：異経路干渉雑音による C/N(dB) 

    別紙(6)-7により求める。 

     C/Nis ：同経路干渉雑音による C/N(dB) 

    別紙(6)-７により求める。 

     C/Nsat ：静止衛星からの干渉雑音による C/N  (dB) 

    C／Nsat＝Pr－Pu＋Dθ＋Lfr 

   Pr   ：平常時受信入力 (dBm) 

    Pu  ：衛星からの干渉レベル  (dBm) 

          次表より求める。 

 ４ GHz帯 

 空中線種別 Pu(dBm) 

 ４mφパラボラ -71.3 

 ３mφオフセット -73.4 

 3.6mφオフセット -71.6 

 ホーン -71.3 

     Dθ ：空中線の静止衛星軌道方向に対する 

 指向性減衰量 (dB) 

     Lfr ：受信側給電線系損失 (dB) 

    A  ：SD受信時改善量 (dB) 

  A＝1 

オ 混信保護 

(ｱ) 被干渉 

Ａ 既設回線からの干渉波（被干渉）による搬送波電力対雑音電力比（C/Nid及び C/Nis：異なる周

波数帯を使用するレーダーからの不要発射等による干渉雑音を含む。）は、平常時においてでき

る限り次式を満足すること。 

      C/Nid>45dB 

      C/Nis>45dB 

Ｂ レーダーキャリアによる感度抑圧 

異なる周波数帯を使用するレーダーからの干渉については、エの(ｳ)の異経路干渉の項で検討

した不要発射等による干渉のほかに、強勢なキャリアによる感度抑圧の検討を行う。 

この場合、レーダー干渉波のキャリアの受信レベル Priが次の条件を満足すること。 

      Pri＜Pr＋48＋LRF－Fdm (dBm) 

ここで、Pr ：平常時受信入力 (dB) 

LRF ：本方式の高周波（RF）フィルタによるレーダーキャリアの減衰量（dB） 

別紙(6)-8のとおり。 

Fdm ：広帯域受信電力フェージングマージン（エの(ｳ)のＥの(F)参照) 

本干渉については、無線局からの距離が１km 以下又は伝搬路からの距離が１km 以下の範囲に

レーダーが存在する場合に限り検討を行う必要がある。ただし、不要発射等の除去用フィルタが

内蔵されていないレーダーについて上記不要発射等による干渉が無視できる程度に弱い場合に
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は、感度抑圧についての検討を省略することができる。 

(ｲ) 与干渉 

既設回線への干渉については、次の基準により判定を行うこと。 

Ａ FM方式への干渉 

本方式の各区間からの干渉による S/Iが、各々73dB以上であること。 

Ｂ デジタル方式への与干渉 

原則として希望搬送波電力対干渉雑音電力比（ C/I ）により判定を行うこととするが、特に

支障がないと認められる場合には、被干渉区間の瞬断率による判定を行うことができるものとす

る。 

(A) C/Iによる判定 

平常時において次表に示す干渉一波当たりの C/I、又は被干渉側における全干渉波の総和に

対する C/Iの許容値を満足するものであること。 

与干渉の許容値 

被干渉側の方式名 
干渉波一波当たりの

許容 C/I値 

全干渉波に対する総

合許容 C/I値 

 256QAM 104M 方式 62 dB 57 dB 

 256QAM 52M 方式 62 dB 57 dB 

  16QAM 52M 方式 50 dB 45 dB 

  4PSK 52M 方式 43 dB 38 dB 

 4/5/6G-200M 方式 

 4/5/6G-200ME方式 

50 dB 45 dB 

 4PSK  6M  方式 43 dB 38 dB 

 

(B) 瞬断率による判定 

支障がないと認められる場合には、既設区間に対するすべての干渉波による場合 C/Iを用

いて計算した瞬断率が次表に示す回線品質規格を満たすこと。 

なお、各方式の瞬断率の算出方法は、それぞれの方式の技術審査基準中の算出方法による

ものとする。 

カ 等価等方輻射電力（ e.i.r.p. ）の制限 

６GHz帯の方式の e.i.r.p.については、以下の条件を満足すること。 

e.i.r.p.＞35dBWの場合には、送信空中線の最大輻射方向が静止衛星軌道から２度以上離れているこ

と。 
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別紙(6)-1  フｪージング発生確率の算出方法 

１ レーレーフｪージング発生確率 PR 

  PR＝Q・(ｆ／4 )1.2・d3.5 

d：伝搬路長（ km ） 

f：周波数（ GHz ） 

 ４GHz帯 ５GHz帯 ６GHz帯 

f 3.9 4.7 6.175 

Q：伝搬路係数 

伝搬路種別 平均伝搬路高 hav(m) Q 

平  野 
≧100  5.1×10-9 

＜100  2.35×10-8×(1/hav)
1/3 

山 －  2.1×10-9 

海 
≧100  3.7×10-7×(1/hav)

1/2 

＜100  3.7×10-6×(1/hav) 

hav ＝ (h1＋h2)／2－hm 

h1，h2 ：両局の空中線の海抜高(m) 

   hm：平均地表高(m)。ただし、伝搬路が海上の場合は０とする。 

なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

分類 伝       搬       路 

 

平野 

１ 平野が大部分を占めている場合 

２ 山岳地帯であるが、湾や入江があって海岸(水際より 10 

 km程度までを含む。)又は海上が含まれる場合 

山 山岳地帯が大部分を占めている場合 

海 
１ 海 上 

２ 海岸(水際より 10km程度までを含む。)で平野 

 

２ 減衰性フェージング発生確率 Pa   

       

Pa ＝
Q 1

2
 exp {－2 3・( 2000⊿H／d 2＋157＋⊿N )

15σ⊿N
}   

 

 

⊿H   ：送受信高高低差     （ m ） 

    ⊿H＝｜h1－h2｜ 

d    ：伝搬路長      (km) 

⊿N，σ⊿N：大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

区 域 北海道 東 北 本州(除東北) 四国九州 沖縄 

⊿N -44.2 -52.5   -53.5  -53.5 -49.4 

σ⊿N  12.8  13.0   13.5  13.9  14.5 

    Q1       ：伝搬路係数 

伝搬路種

別 

平 野 山 岳 海 上 

Q1 0.4 0.16 1 

ただし、Pa＞0.6PRのとき、Pa＝0.6PRとする。 



8 
 

別紙(6)-2  波形歪による断時間率 Pd及び、キャリア切替効果による断時間率改善係数 KFDの算出方法 

 １ 波形歪による断時間率 Pd 

(単一受信時) 

        
Pd ＝

( PR－Pa ) u i＋Pa u a

PR

  
 

(SD受信時) 

        
Pd ＝

( PR－Pa ) U 1＋Pa U a

PR

  
 

ここで 

         

        U x ＝( 3／2 ) u  2
 x－( 1／2 ) u  3

 x   

ただし、xは i又は aを指す。 

 ρ⊿fi ：通常フェージング(注)時の 13.3MHz離れの周波数相関係数 

 ρ⊿fa ：減衰性フェージング(注)時の 13.3MHz離れの周波数相関係数 

  z ：自動等化器によって定まる許容帯域内振幅偏差(真数) 

 z＝(1＋1／5k)2 

 ここで、k＝0.067 

  PR ：レーレーフェージング発生確率 別紙(6)-1参照 

  Pa ：減衰性フェージング発生確率 別紙(6)-1参照 

注： 通常フェージングとは、伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベルの変動（レ

ーレーフェージング）のうち、以下の減衰性フェージング以外のものをいう。 

減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波が受信アンテ

ナに到達しないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に大幅に低下するフェージン

グのことをいう。 

別紙(6)-5において同じ。 

 

 ２ キャリア切替効果による断時間率改善係数 KFD 

 

    
KFD ＝

3 PN＋10 Pd

PN＋Pd
   

 

ただし、複合キャリア方式の場合は、次式により算出するものとする。 

    
KFD ＝

1
3

   
 

 PN ：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率 

   エの(ｳ)のＥ参照 

 Pd ：フェージング時の波形歪による断時間率 
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別紙(6)-3  レーレーフェージングの長周期変動による増加係数α及び減衰性フェージング発生時の中央値

低下βaの算出方法 

 １ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数 α 

 

   
α

M A I N ＝10
(－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3 )

   
 

   
αS D ＝10(－0.105＋0.341σ0－0.201σ0

2＋0.0548σ0
3 )   

 

ただし、α＞20の場合はα=20とする。 

ここで、r≧0.2の場合   σ0＝σl 

r＜0.2の場合   σ0＝σ 

   
σ1 ＝10{ 0.7457－0.7279 logσ

2
＋0.1956 ( logσ2 )

 2
－0.06496 ( logσ

2
) 3 }   

 

   
σ2 ＝10

{1.289－1.965 logσ＋0.1302 ( logσ) 2＋0.2532( logσ) 3 }
   
 

          ・( 1＋r 2 ) 2 ／(1＋0.4 r 2＋r 4 )    
r ：実効反射係数 

      r ＝10(－D／U r )／20   
ここで、D／Ur  ：実効反射減衰量    （dB） 

下記の反射減衰量にアンテナ指向性減衰量及びリッジ損失を加えた値と

する。 

反 射 面 水 面 水 田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

なお、実効反射減衰量の算出は、すべて伝搬路を平面大地として計算する。 

σ ：中央値変動の標準偏差   （dB） 

σ＝0.75・Q’・(f／4)0.3・d0.9 

f ：周波数  （GHz） 別紙(6)-1参照 

d ：伝搬路長 （km） 

Q’ ：伝搬路係数 

 
伝搬路種別 平均伝搬路高 hav(m) Q’ 

平 野 
≧ 100 0.0591 

＜ 100 0.087×(1/hav)
0.085 

山 － 0.0471 

海 
≧ 100 0.177×(1/hav)

0.13 

＜ 100 0.32×(1/hav)
0.26 

伝搬路種別及び havについては、別紙(6)-1参照 

 ２ 減衰性フェージング発生時の中央値低下   βa 

（ 4σ＞D/Urの場合） 
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βa＝

１

r 2
  
 

（ 4σ≦D/Urの場合）   βa ＝102σ/5 

ただし、βa＜αMAINの場合、βa ＝αMAIN 

βa
2＜αSDの場合、βa

2＝αSD 

とする。 

 

別紙(6)-4  SDアンテナ空間相関係数ρの算出方法 

 

（r≧0.5の場合）  ：ρ＝ρ1 

（0.5＞r≧0.2の場合）： 

           

ρ= 
r － 0.2

0.3
・ρ

1
＋

0.5 － r
0.3

・ρ
2   

 

（r＜0.2の場合）  ：ρ＝ρ2 

  

 Γ＝ r 2・10
σ／10

＋ 0.0172 r 0.804・10 0.0402σ　 

 
ρ

2
＝ exp{－0.0021⊿h・f 0.4 d＋s 2・r 2 10 4／( 1＋r 2 ) 2 } 

 

ここで ⊿h ：アンテナ間隔  （ m ） 

 h0r ：反射点から両空中線海抜高のうち高い方の値  （ m ） 

 h1r ：送信空中線の反射点からの高さ  （ m ） 

 f ：周波数。別紙(6)-1参照            （ GHz ） 

 λ ：波長  （ m ） 

 d ：伝搬路長  （ km ） 

 d1 ：送信点反射点間距離  （ km ） 

 r ：実効反射係数。別紙(6)-3参照 

 s ：直接波と反射波の路程差  （ m ） 

s＝0.3・τ 

τ：直接波と反射波の伝搬時間差  （ ns ） 

ただし、D／Ur≧30dBの場合はτ＝0とする。 

なお、伝搬時間差の算出は、伝搬路を平面大地として計算する。 

 σ⊿N ：大気屈折率傾斜度の標準偏差  別紙(6)-1参照 

 σ ：中央値変動の標準偏差  別紙(6)-1参照 

ただし、（４GHz帯及び５GHz帯の場合） ：ρ＜0.5のとき ρ＝0.5 

（６GHz帯の場合） ：ρ＜0.4のとき ρ＝0.4 

とする。 
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別紙(6)-5  広帯域受信電力フェード量減少係数ηの算出方法 

 

η＝A0(ν)+A1(ν)・log Ps+A2(ν)・（log Ps)
2 

A0(ν)＝－48.17＋160.48ν－185.5 ν2＋88.1 ν3－14.92ν4 

A1(ν)＝－53.22＋166.8ν －186.54ν2＋87.85ν3－14.92ν4 

A2(ν)＝－17.95＋ 49.06ν－ 49.84ν2＋22.45ν3－ 3.73ν4 

   
ν＝

ρ⊿f／3
1.3

 
 

 ρ⊿f/3 ：通常フェージング時の 13.3/3MHz離れの周波数相関係数 

  Ps ：（単一受信時） Ps＝ρ0 

(SD受信時）  PS ＝ ( 1－ρ)･ρ0 ／αS D   
  αSD ：レーレーフェージングの長周期変動による増加係数 

別紙３参照 

  ρ ：SDアンテナ空間相関係数 別紙(6)-4参照 

  ρ0 ：ρ0＝４×10-8・d/PR 

d ：伝搬路長  （ km ） 

PR：レーレーフェージング発生確率 別紙(6)-1参照 

ただし、（単一受信時） η＞５のときη＝５ 

（SD受信時） η＞２のときη＝２ 

とする。 

 

 

別紙(6)-6 C/Nth、C/Nconst、C/Nxの算出方法 

 

 １ C/Nth ：C/Nth＝Pr－Prni  （ dB ） 

Pr ：平常時受信電力 （ dBm ） 

Prni ：受信機の熱雑音電力 （ dBm ） 

（単一受信時） －99.6（ dBm ） 

（SD受信時） 

RF-ALC 無しの時 －99.3（ dBm ） 

RF-ALC 有りの時 －98.6（ dBm ） 

（３SD受信時） 

RF-ALC 無しの時 －98.0（ dBm ） 

RF-ALC 有りの時 －96.9（ dBm ） 

 ２ C/Nconst：C/Nconst＝∞ （ dB ） 

本方式では、４､５､６GHz帯単一キャリア 16QAM方式よりも固定劣化が約 0.5dB改善されるため、所要

C/N 21.5dBの中に C/Nconstを含める。 

 ３ C/Nx： 
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XPIC なし 47dB 

XPIC あり 53dB(注) 

注 XPICの効果が 6dBを超えるものについては、別途資料の提出による。 

 

別紙(6)-7  C/Nid、C/Nisの算出方法 

 

１ C/Nid： 

         

  m ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

C/Nidj ：第 j番目の異経路干渉雑音による C/N （ dB ） 

干渉区間が異方式の場合 ：(1)式 

干渉区間が本方式又は、本方式が与干渉の場合 ：(2)式 

(1) C/Nidj＝D/U1dj＋IRFj 

 (2) C／N i d j ＝－10 log (10
－( D／U 1 d  j＋IRF j )

10
＋10

－( D／U 2 d  j＋IRF j )
10 )    

 D/U1dj ：第 j番目の同偏波異経路干渉雑音による D/U（ dB ） 

 D/U2dj ：第 j番目の異偏波異経路干渉雑音による D/U（ dB ） 

 IRFj ：第 j番目の干渉波に対する干渉軽減係数 （ dB ） 

表(6)-1により求める。 

  C/Nid(r)：レーダー波干渉雑音による C/N（ dB ） 

         C／Nid(r)＝D／U(r)＋Ldf＋Lfilt(r) 

 D/U(r)  ：レーダー干渉波干渉による D/U（ dB ） 

 Ldf ：レーダーと本方式との周波数差によるレーダー波スペクトルの減衰量（ dB ） 

 Lfilt(r) ：レーダーの送信フィルタによる減衰量 （ dB ） 

 

 ２ C/Nis ：C/Nidと同様にして求める。 
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表(6)-1 等価 IRF 

 ア 被干渉（ 単位：dB ） 

  干渉波 
 
 
希望波 

FM- 
 TV 

FDM-FM 方式 4,5,6GHz 
帯単一 
キャリア 
16QAM 

本方式 
(4,5GH
z帯) 

本方式 
(6GHz帯) 

4GHz帯 
4PSK- 
52H 

5GHz帯
400M 
256QAM 
104M 
16QAM 
52M 

4,5GHz帯 
256QAM 
52M 

4GHz帯 
4PSK 
6M 

6GHz帯 
256QAM 
104M 
16QAM 
52M 

6GHz帯 
256QAM 
52M 

  
 
 960ch 
1800ch 

 
 
2700ch 

 
 
3600ch 
5400ch 

本 方 式 
(4,5GHz帯) 

16 
 

15.3 
(注 1) 

16.5 
(注 1) 

19.0 
(注 1) 

4.3 
 

0 
 

- - 
 

4.5 
 

0 
 

－1.7 
 

55.0 
 

- - 
 

- - 
 

本 方 式 
(6GHz帯) 

- - 
 

0.8 
(注 1) 

0.9 
(注 1) 

3.5 
(注 1) 

4.3 
 

- - 
 

0 
 

- - 
 

- - 
 

- - 
 

- - 
 

0 
 

－1.7 
 

 

 イ 与干渉（ 単位：dB ） 

  希望波 
 
 
干渉波 

FM- 
 TV 

FDM-FM 方式 4,5,6GHz 
帯単一 
キャリア 
16QAM 

本方式 
(4,5GHz
帯) 

本方式 
(6GHz帯) 

4GHz 
帯 
4PSK- 
52H 

4,5GHz 
帯 400M 
256QAM 
104M 
16QAM 
52M 

4,5GHz 
帯 
256QAM 
52M 

4GHz 
帯 
4PSK 
6M 

6GHz帯 
256QAM 
104M 
16QAM 
52M 

6GHz帯 
256QAM 
52M 

 
 
 960ch 
1800ch 

 
 
2700ch 

 
 
3600ch 
5400ch 

本 方 式 
(4,5GHz帯) 

(注2) 
 

15.9 
 

0.3 
 

0.6 
 

 

－5.4 

0 
 

- - 
 

－2.1 
 

0 
 

4.2 
 

60.8 
 

- - 
 

- - 
 

本 方 式 
(6GHz帯) 

- - 
 

4.6 
 

0.6 
 

10.9 
 

- - 
 

0 
 

- - 
 

- - 
 

- - 
 

- - 
 

0 
 

4.2 
 

 

注１ FMIC 使用の場合、その改善量は別途に見込む。 

注２ 希望波がFM-TV の場合には、干渉検討は、当面、FDM-FM（ 960ch ）として扱う。 

 





  
 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙(6)-9 割当周波数の配列、組合せ及び使用順位 

１ 4GHz帯 

低群

(MHz) 
高群

(MHZ) 

チャネル番号 
チャネル番号 

(複合 4マルチキャリア方式の場合) 

偏波(A) 偏波(B) 偏波(A) 偏波(B) 

Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ 

3620 3960 

1A① 1A④ 1B① 1B④ 

1A①(注 5) 1B①(注 5) 
3640 3980 

3660 4000 
2A②(注 5) 2B②(注 5) 

3680 4020 

3700 4040 

2A② 2A⑤ 2B② 2B⑤ 

3A③(注 5) 3B③(注 5) 
3720 4060 

3740 4080 
4A④(注 5) 4B④(注 5) 

3760 4100 

3780 4120 

3A③ 3A⑥ 3B③ 3B⑥ 

5A⑤(注 5) 5B⑤(注 5) 
3800 4140 

3820 4160 
6A⑥(注 5) 6B⑥(注 5) 

3840 4180 

3860 3920 
4A⑦(注 4) 4B⑦(注 4) 7A⑦(注 5) 7B⑦(注 5) 

3880 3940 

注 1 複合 4マルチキャリア方式は、伝送ルートの一部区間に 4マルチキャリア方式 16値直交振幅変調

方式を導入する場合に用いる。 

注 2 一の回線では、偏波(A)又は偏波(B)のいずれかを選択する。 

注 3 ○内数字は、使用順位を示す。 

注 4 チャネル番号 4A又は 4Bは、V及び H偏波を組み合わせたものを一のチャネルとする。 



  
 

注 5 チャネル番号 1Aから 7A又は 1Bから 7Bは、V及び H偏波を組み合わせたものを一のチャネルとす

る。 

２ 5GHz帯 

低群

(MHz) 
高群

(MHZ) 

チャネル番号 
チャネル番号 

(複合 4マルチキャリア方式の場合) 

偏波(A) 偏波(B) 偏波(A) 偏波(B) 

Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ 

4420 4760 

1A① 1A④ 1B① 1B④ 

1A①(注 5) 1B①(注 5) 
4440 4780 

4460 4800 
2A②(注 5) 2B②(注 5) 

4480 4820 

4500 4840 

2A② 2A⑤ 2B② 2B⑤ 

3A③(注 5) 3B③(注 5) 
4520 4860 

4540 4880 
4A④(注 5) 4B④(注 5) 

4560 4900 

4580 4920 

3A③ 3A⑥ 3B③ 3B⑥ 

5A⑤(注 5) 5B⑤(注 5) 
4600 4940 

4620 4960 
6A⑥(注 5) 6B⑥(注 5) 

4640 4980 

4660 4720 
4A⑦(注 4) 4B⑦(注 4) 7A⑦(注 5) 7B⑦(注 5) 

4680 4740 

 

注 1 複合 4マルチキャリア方式は、伝送ルートの一部区間に 4マルチキャリア方式 16値直交振幅変調

方式を導入する場合に用いる。 

注 2 一の回線では、偏波(A)又は偏波(B)のいずれかを選択する。 

注 3 ○内数字は、使用順位を示す。 

注 4 チャネル番号 4A又は 4Bは、V及び H偏波を組み合わせたものを一のチャネルとする。 

注 5  チャネル番号 1Aから 7A又は 1Bから 7Bは、V及び H偏波を組み合わせたものを一のチャネルとす

る。 

 

 

３ ６GHz帯 

低群 

（MHz） 

高群 

（MHz） 

チャネル番号 
チャネル番号 

(複合４マルチキャリア方式の場合) 

偏波（Ａ） 偏波（Ｂ） 偏波（Ａ） 偏波（Ｂ） 

Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ Ｖ Ｈ Ｈ Ｖ 

5935 6195 

１Ａ⑤ １Ａ⑥ １Ｂ⑤ １Ｂ⑥ 

１Ａ⑥(注４) １Ｂ⑥(注４) 
5955 6215 

5975 6235 
２Ａ⑤(注４) ２Ｂ⑤(注４) 

5995 6255 

6015 6275 

２Ａ② ２Ａ④ ２Ｂ② ２Ｂ④ 
３Ａ④(注４) ３Ｂ④(注４) 

6035 6295 

6055 6315 ４Ａ③(注４) ４Ｂ③(注４) 



  
 

6075 6335 

6095 6355 

３Ａ① ３Ａ③ ３Ｂ① ３Ｂ③ 

５Ａ②(注４) ５Ｂ②(注４) 
6115 6375 

6135 6395 
６Ａ①(注４) ６Ｂ①(注４) 

6155 6415 

注１ 複合４マルチキャリア方式は、伝送ルートの一部区間に４マルチキャリア方式 16値直交振幅

変調方式を導入する場合に用いる。 

注２ 一の回線では、偏波（Ａ）又は偏波（Ｂ）のいずれかを選択する。 

注３ ○内数字は、使用順位を示す。 

注４ チャネル番号１Ａから６Ａまで又は１Ｂから６Ｂまでは、Ｖ及びＨ偏波を組み合わせたものを

一のチャネルとする。 
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別紙２ （第５条関係）無線局の目的別審査基準 

第２ 陸上関係 

４ その他 

(4) 6.5GHz帯（6.57GHzから6.87GHzまで）及び7.5GHz帯（7.425GHzから7.75GHzまで）の周波数の電波を

使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。） 

ア 基本的事項 

(ｱ) 適用 

本審査基準は、6.5GHz 及び 7.5GHz 帯の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放

送事業用固定局を除く。）であって、無線設備規則第５８条の２の４又は同第５８条の２の８の規

定に合致する無線設備を使用するものに適用する。なお、本基準によるほかその他特別の定めの

ある場合にはそれによる。 

(ｲ) 通信方式 

１対１の対向方式であって、デジタル通信による送受対称の複信方式であること。 

(ｳ) 中継方式 

Ａ 回線の中継方式は、検波再生中継方式であること。ただし、検波再生中継方式によることが

置局条件等により困難と認められる場合には、中継装置を挟む両無線局が回線設計及び回線品

質の条件を満足する範囲において、非再生中継方式を用いることができるものとする。この場

合において、周波数変換を行わない直接中継を行うときには、中継局における希望波受信電力

と自局内回込みによる干渉電力の比が 40dB以上確保できることとする。 

Ｂ 無給電中継方式については、回線設計及び回線品質を満足する範囲において使用することが

できる。ただし、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場合には、この限りでな

い。 

(ｴ) スペースダイバーシチ等 

各伝送方式において、スペースダイバーシチ（以下「ＳＤ」という。）を用いるほか、当該地域

における周波数共用等に支障のない範囲で単一方式を適用することができる。ただし、海上を伝

搬条件とする区間においては、原則としてＳＤを用いるものであること。 

また、無給電中継方式を使用する区間においてのみ、周波数共用等に支障のない範囲で偏波ダ

イバーシチを使用することができる。 

(ｵ) その他 

電気通信業務用固定局への割当てについては、原則として、4GHz帯及び 5GHz帯から移行して

くるものを対象とすること。ただし、周波数の有効利用に影響を及ぼさない場合は、この限りで

ない。 

イ 指定事項 

(ｱ) 指定する周波数は、希望する周波数の範囲から別紙(4)-12により、通信の相手方の局との組み

合わせの周波数であるものを指定する。なお、１パルス再生区間における周波数の使用は、原則

として同一周波数帯によるものとすること。 

(ｲ) 指定する電力は希望する空中線電力の範囲であって２W以下であり、エの受信入力及び伝送の

質に基づく適正な値であること。 

別紙２－５ 
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(ｳ) 電波の型式は、次のいずれかであること。 

 Ｄ７Ｗ、Ｇ７Ｗ 

(ｴ) 占有周波数帯幅の許容値は、次のいずれかであること。 

 2.5MHz、5MHz、9.5MHz、19MHz、28.5MHz、36.5MHz   

ウ 無線設備の工事設計 

(ｱ) 送信装置 

Ａ 発射可能な周波数の範囲は、無線局事項書に記載された周波数等の事項を包含するものであ

ること。 

Ｂ 定格出力は２W以下であり、無線局事項書に記載された希望する電力を包含するものである

こと。 

Ｃ 変調方式は、表１のいずれかの方式又はこれらの方式を自動若しくは手動で切り替えるもの

であること。また、クロック周波数は、いずれも表 1の値以下であって当該値の 50%を超える

ものであること。 

表１  伝送方式 

伝送方式 周波数

間隔 

クロック周

波数 

占有周波数帯幅

の許容値 変調方式 電波型式 標準伝送容量 

4PSK G7W 

3Mbps 2.5MHz 1.8MHz 2.5MHz

6Mbps 

注３ 

5MHz 4.5MHz 5.0MHz 

13Mbps 

10MHz 9.0MHz 9.5MHz 16QAM 

D7W 

26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

104Mbps 

注 1 

20MHz 注1 18.0MHz 19.0MHz 

156Mbps 30MHz 注1 26.0MHz 28.5MHz 

64QAM 156Mbps 40MHz 注1 32.0MHz 36.5MHz

注１ コチャネル方式（垂直偏波、水平偏波を併用する方法）を使用して伝送容量を２

倍と出来る。 

注２ 

注２ 電気通信業務用固定局に限る 

注３ 7.5GHz帯に限る 

Ｄ 変調方式の切替を行う場合、表２に掲載されたところにより同一の占有周波数帯幅の許容値

のものであること。この場合において切替を予定しているすべての変調方式を工事設計書に記

載することとし、エの回線品質の判定を行うこととする変調方式として表 1の伝送方式のいず

れかに該当するものが明記されていること。 
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表２  変調方式と周波数間隔及び標準伝送容量の組合せ 

変調方式 

占有 

周波数 

帯幅の許容値 

4PSK 16QAM 32QAM 64QAM 128QAM 

5MHz 6Mbps 13Mbps - - - 

9.5MHz 13Mbps 26Mbps 32Mbps 39Mbps 52Mbps 

19.0MHz 26Mbps 52Mbps 64Mbps 78Mbps 104Mbps 

28.5MHz 39Mbps 78Mbps 104Mbps 117Mbps 156Mbps 

Ｅ 送信電波の電力スペクトルは、占有周波数帯幅の許容値ごとに別紙(4)－10に示す側帯波分

布を超えないものであること。 

Ｆ なるべく予備の送信機を有すること。 

(ｲ) 受信装置 

Ａ 受信する周波数は別紙(4)-12に従い、送信する周波数と対となっているものであること。 

Ｂ 等価雑音帯域幅、及び雑音指数は、いずれも表 3の値以下のものであること。 

表３ 等価雑音帯域幅、及び雑音指数 

占有周波数帯

幅の許容値 

伝送方式 
等価雑音帯域幅 雑音指数 

変調方式 伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 2.5MHz 

4dB 

5.0MHz 6Mbps 5.0MHz 

9.5MHz 

13Mbps 

9.5MHz 16QAM 26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

19.0MHz 104Mbps 19.0MHz 

28.5MHz 156Mbps 28.5MHz 

36.5MHz 64QAM 156Mbps 36.5MHz 5dB 

Ｃ 受信装置に関するその他の機能については、特に考慮の必要がある場合を除き、エの回線品

質等の検討に当たって下記の性能を前提として行う。 

(A) 受信機において使用するろ波器は、別紙(4)－11に示す特性を有する。  

(B) 復調方式は、同期検波方式である。 

(C) 受信波が希望波であるか、干渉波であるかを識別するためのルート識別機能を有する。 

(D) 補助信号は、時分割により主信号に内挿して伝送又は主信号により変調された信号に周波

数変調若しくは振幅変調で複合変調をかけることにより伝送するものである。 

(E) 16ＱＡＭ、64ＱＡＭ又は 128ＱＡＭを用いた方式にあっては、自動等化器による波形歪補

償を行うものである。 

(F) コチャネル配置を行う場合、送受信装置には交差偏波干渉補償器（以下「ＸＰＩＣ」とい

う。）を用いることとする。なお、ＸＰＩＣによる改善効果は 18dB以上とする。 
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(G) 64ＱＡＭ又は 128ＱＡＭを用いた方式については、誤り訂正を行うものである。 

Ｄ なるべく予備の受信機を有すること。 

(ｳ) 空中線 

Ａ 送受信共通 

(A) 偏波は直線偏波（原則として垂直偏波）であること。なお、水平偏波を用いることにより

周波数の有効利用を図ることができる場合は、水平偏波を使用することができる。 

(B) コチャネル配置を適用する場合の空中線における交差偏波識別度（ＸＰＤ）は、38dB以上

となるものであること。 

Ｂ 送信空中線 

(A) 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限 

表４に示す正対方向以外への等価等方輻射電力（１キャリア当たり）の制限値を満足する

こと。 

表４ 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限値 

正対方向からの放射角度(θ) 等価等方輻射電力の制限値(dBm)

4°≦ θ ＜  40° 

注 

73－27.5 logθ（72－40 logθ） 

40°≦ θ＜  90° 29（8） 

90°≦ θ ＜  110° 96.5－0.75θ（8） 

110°≦ θ 14（8） 

注 64ＱＡＭを用いた方式の場合は、括弧内の値とする。 

(B) 静止衛星軌道方向への等価等方輻射電力の制限 

6.5GHz 帯の周波数帯において、送信空中線の最大輻射方向と対地静止衛星軌道との離角

が２度以内の場合には、等価等方輻射電力（１キャリア当たり）が 35dBW以下であること。 

Ｃ 受信空中線 

(A) 希望波方向の絶対利得 

希望波方向の絶対利得は、原則として 24dBi以上であること。なお、24dBiに満たない場

合には、回線品質の審査に当たって 24dBiとすることとし、これを承知している旨が工事設

計書に記載されていること。 

(B) 希望波方向以外の絶対利得 

希望波方向以外の方向の絶対利得は、原則として表５に示す値以下のものであること。な

お、被干渉の審査に当たり使用する妨害波方向の絶対利得は、使用する空中線の実際の値（製

品ごとの規格値等）又は表５に示す標準空中線特性のいずれか小さい値とすることとし、実

際の値の一部又は全部が表５の値を超える場合にはこれを承知している旨が工事設計書に

記載されていること。 

表５  標準受信空中線特性 

空中線の放射角度（θ） 受信空中線特性(dBi)注 

0°≦ θ ＜4° 48－1.28θ2（47.3－1.706θ2） 

4°≦ θ ＜40° 44－27.5 logθ（44－40 logθ） 

40°≦ θ＜90° 0（－20） 
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90°≦ θ ＜110° 67.5－0.75θ（－20） 

110°≦ θ －15（－20） 

注１ 64ＱＡＭを用いた方式の場合は、括弧内の値とする。 

注２ 128ＱＡＭを用いる場合にあっては、110°≦θ≦ 170°においては、希望波方

向の絶対利得－65dBの値とする。 

(C) 静止衛星軌道との離角 

7.5GHz帯の周波数においては、静止衛星軌道方向と受信空中線の正対方向との離角がで

きるだけ３度以上確保できるものであること。 

エ 回線品質 

回線品質は、占有周波数帯幅の許容値ごとに表 1に記載された伝送方式を前提とし、希望する空中

線電力等をもとに算出した受信入力電力及び伝送の質により審査する。 

この場合において、受信空中線は通信の相手方となる無線局の工事設計に基づくほか、特に機能等

が明らかでない場合にはウ(ｳ)Ｃ(A)の特性を持つものとして審査する。 

また、変調方式を自動又は手動で切り替える場合には、ウ(ｱ)Ｄにより回線品質の判定を行う変調

方式として明記された方式を前提として審査する。 

(ｱ) 受信入力電力 

伝送方式ごとの標準受信電力及び最大受信入力電力は、表６のとおりとする。 

受信入力（設計値）は、希望する空中線電力および通信の相手方となる無線局の工事設計によ

り算出し、原則として、表６に示す標準受信入力の±３dBの範囲内とする。受信入力は１キャリ

ア当たりとする。ただし、海上伝搬等の場合には、最大受信入力の範囲まで設定することができ

る。 

表６ 電波の型式及び受信電力 

占有周波数帯

幅の許容値 

伝送方式 

電波の型式 
標準受信入力 注1 

(dBm) 

最大受信

入力

(dBm) 
変調方式 伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 

G7W 

-67.5+Fmr/2 -45.0 

5.0MHz 6Mbps -64.5+Fmr/2 -43.9 

9.5MHz 

13Mbps -59.5+Fmr/2 -39.3 

16QAM 26Mbps 

D7W 

-57.5+Fmr/2 -38.0 

128QAM 

52Mbps 注2 
-54.5+Fmr/2 

(-51.5+Fmr/2) 注 3  
-36.0 注4 19.0MHz 104Mbps 注2 

28.5MHz 156Mbps 注2 

36.5MHz 
64QAM 156Mbps 注2 

-55.5+Fmr/2 

(-52.5+Fmr/2) 注 3 
-37.0 

注１ Ｆｍｒは、目標回線品質に対応した所要フェージングマージンであり、別

紙(4)－１により求める。 

注２ コチャネル配置による大容量方式を含む。 

注３ コチャネル配置の場合は、括弧内の値とする。 
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注４ 単一方式の場合は、－44dBmとする。 

(ｲ) 伝送の質 

Ａ 回線瞬断率規格 

伝送の質は、いかなる月においても表 7に示す回線瞬断率規格（Ｐｉｓ）を満足するもので

あること。ただし、次のＢ(B)に定める簡易判定の条件を満たす場合には、当該規格を満たすも

のとみなす。 

表７ 回線瞬断率規格 

占有周波数帯幅の

許容値 

伝送方式 
回線瞬断率規格（Pis）

変調方式 
注 

伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 1×10－6 

5.0MHz 

/km以下 

6Mbps 

4×10－7 /km以下 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 

36.5MHz 64QAM 156Mbps 

注 符号誤り率が 10－4を超える時間率。ただし、電力系統保護用信号を含む場合には、符

号誤り率が 10－7を超える時間率。 

Ｂ 伝送の質の判定法 

(A) 伝送の質の判定は、原則として次の(B)に示す簡易判定法によること。ただし、次の場合

には(C)の詳細判定法によることができる。 

ａ 回線構成上及び無線局置局上等から(B)によることが困難な場合であって、特にその必

要性が認められ、かつ、将来的な電波利用計画を勘案した上で特段支障がないと認められ

るとき  

ｂ 7.5GHz帯の周波数において、静止衛星軌道方向と受信空中線の正対方向との離角が３

度以上確保できないとき 

(B) 簡易判定法 

次のａ（搬送波電力対熱雑音電力比）及びｂ（混信保護）の条件を満足すること。 

ａ 搬送波電力対熱雑音電力比 

フェージング時の一区間の搬送波電力対熱雑音電力比Ｃ／Ｎｔｈｉが、表８に示すＣ／

Ｎｔｈｏ（瞬断率規格を満足するための所要Ｃ／Ｎ比）の値以上であること。フェージン

グ時のＣ／Ｎｔｈｉは、次式により求める。 

C/Nthi＝－10 log（10－C/Nth’/10＋10－C/Nxpd’/10＋10－C/Ncr/10）＞C/Ntho 

C/Nth’：熱雑音に対する C/N値。表８に示す C/Nth’の値以上とする。 

C/Nth’＝ Pr－Prni（KTBF）－Fms (dB) 

Pr：平常時受信入力 (dBm) 
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Pr＝Pt－（Lft＋Lfr）－（Lcct＋Lccr）＋（Gat+Gar）－ Lp 

Pt：送信出力(dBm) 

Lft、Lfr：送信フィーダ損失(dB)、受信フィーダ損失(dB) 

Lcct、Lccr：送信共用回路損失(dB)、受信共用回路損失(dB) 

Gat、Gar：送信空中線利得(dBi)、受信空中線利得(dBi) 

Lp：自由空間伝搬損失(dB) 

Lp＝20 log（4000･π･d/λ） 

d：実伝送距離(km) 

λ：波長 

λ＝c/f (m) 

c ：電波の速度（3×108 

f ：周波数 

(m/s)） 

6.5GHz帯：6.7×109 

7.5GHz帯：7.6×10

(Hz) 

9 

Prni（KTBF）：受信機の熱雑音電力(dBm) 

(Hz) 

Prni＝10 logB＋F－144 

B：受信機の等価雑音帯域幅(kHz) 

F：受信機の雑音指数(dB) 

Fms：瞬断率規格を満足するための所要フェージングマージンで別紙(4)－１

により求める。(dB) 

C/Nxpd' ：交差偏波識別度（XPD）に対する C/N値(dB) 

［通常の場合］ 

10－C/Nxpd’/10＝0 

［コチャネル配置の場合］ 

C/Nxpd'＝XPDo－Fmr＋XPIC0 

XPDo：空中線の XPDで平常時は 38dBとする。 

Fmr：目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン(dB) 

XPIC0：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。 

C/Ncr：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比(dB) 

［通常の場合］ 

10－C/Ncr/10＝0 

［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

C/Ncr＝37.5(dB) 

 ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

 表８ 熱雑音に対する所要 C/N比（別紙(4)－13「雑音配分」参照） 
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占有周波

数帯幅の

許容値 

伝送方式 
熱雑音に対する

所要 C/Ntho 

(dB)注1 

XPD、隣接キャリアに

対する配分を除いた

熱雑音に対する所要 

C/Nth’(dB)変調方式 注1 伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 22.2（26.6） 22.2（26.6） 

5.0MHz 6Mbps 
23.2（26.4） 23.2（26.4） 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 25.3（29.8） 25.3（29.8） 

128QAM 

52Mbps 

29.3（31.8） 
29.3（31.8） 

33.3（35.8）
19.0MHz 

注2 
104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 

36.5MHz 
64QAM 156Mbps 27.9 

27.9 

30.3

注 1 かっこ内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

 注 2 

注 2 コチャネル配置により２つのキャリアを伝送する場合は下段の値とする 

ｂ 混信保護 

表 9の左欄に掲げる伝送方式に対し、地上波から受ける干渉として、同表の右欄に掲げ

る混信保護の許容値（１波当たりの干渉波電力又は全干渉波電力の総和に対する値のいず

れか）を満足すること。 

全干渉波電力の総和に対する［Ｃ/Ｉ］ａは、次式により求める。 

［C/I］a＝－10 log∑
n

ｉ＝１

10

n：妨害波の数 

－C/Ii/10 

C/Ii：i番目の干渉波による搬送波電力対干渉波受信電力比(dB) 

C/Ii=D/Ui+IRFi 

D/Ui： i番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力比(dB)。なお、

妨害波の回折損失が見込める場合には、別紙１別図第 23号及び別紙１

別図第 24号により求め加算する。 

IRFi：希望波と i番目の妨害波間の干渉軽減係数(dB) 

       表９ 混信保護値 

占有周波

数帯幅の

許容値 

伝送方式 

混信保護値(dB)

干渉波一波当たりの値 

注１、注２ 

（平常時） 

全干渉波の総

和に対する値

（ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ時） 変調方式 伝送容量 同一経路 異経路 

2.5MHz 
4PSK 3Mbps 

26.0 

(30.0) 

21.0＋Fmr 

(25.0＋Fmr) 

16.0 

(20.0) 
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5.0MHz 6Mbps 26.0 

(26.1) 

21.0＋Fmr 

(25.1＋Fmr) 

16.8 

(19.6) 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 
37.0 

(42.0) 

27.5+Fmr 

(32.5+Fmr) 

24.0 

(29.0) 

128QAM 

52Mbps 
50.5 

(53.0) 

37.5+Fmr 

(40.0+Fmr) 

34.3 

(36.8) 
19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 

36.5MHz 64QAM 156Mbps 45.0 35.0+Fmr 31.5 

注１ 時分割変調方式については搬送波電力対干渉波受信電力比（Ｃ／Ｉ）の値であ

り、被干渉、与干渉ともに表中の値を超えないこと。 

ここで、 

IRFUDIC += //  

とする。 

D/U : 希望波受信電力対妨害波受信電力比(dB) 

IRF: 干渉軽減係数(dB)。別紙(4)-14による。 

注２ 括弧内は、電力系統保護用信号を含む回線に対する混信保護値を示す。 

 (C) 詳細判定法 

次により算出した 1パルス再生区間の回線瞬断率（Ｐｉ）が表 7に示した回線瞬断率規

格（Ｐｉｓ）を満足すること。 

Pi ＜ Pis・d 

d：実伝送距離(km) 

回線瞬断率（Pi）の算出方法は次のとおりとする。 

［4PSK方式の場合］ 

Pi＝k・PR・10－Fm/10

［16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合］ 

/A 

［単一受信時］ 

Pi＝PR・（Pd＋PN） 

［SD受信時］ 

Pi＝PR・（√Pd＋√PN ）

ここで、 

2 

k：年変動による増加係数 2。ただし、電気事業において電力系統保護

用信号を含む回線については、5とする。 

PR：レーレーフェージング（伝搬路上の大気条件の変動等により発生す

る受信レベル変動をいう。以下同じ。）発生確率であり、別紙(4)

－2 により求める。 

Fm：総合雑音を考慮した詳細判定法におけるフェージングマージンであ

り、別紙(4)－7により求める。 
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A：SD による改善率であり、別紙(4)－1により求める。ただし、単一方

式の場合は、A＝１とする。 

Pd：波形歪による瞬断率。別紙(4)－3 により求める。 

PN：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率で、別紙(4)

－9 により求める。 

オ 他の回線に対する混信の防止 

他の回線に対する与干渉については、当該被干渉回線において占有周波数帯幅の許容値ごとに表 1

に記載された伝送方式を前提とし、被干渉回線の伝送の質をエ(ｲ)に基づき算出した結果において伝

送の質が定められた規格を満たす範囲のものであること。ただし、現に開設されている被干渉回線の

伝送の質等の審査が上記の方法以外の方法によるものである場合にはその方法により判定を行い、支

障のないものであること。 
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別紙(4)－1 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン（Ｆｍｒ）及び回線瞬断率規格を満

足するための所要フェージングマージン(Ｆｍｓ)の算出方法 

１ 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン(Ｆｍｒ)及び回線瞬断率規格を満足するため

の所要フェージングマージン(Ｆｍｓ)（無給電中継方式を使用する区間を除く）の算出方法 

(1) ４ＰＳＫ方式の場合  

ア 単一受信時 

    






=






=

dPis
PRklog10Fms

dPir
PRklogFmr

・

・
　　、　

・

・10
 

イ SD受信時 

    






=






=

AdPis
PRklog10Fms

AdPir
PRklogFmr

・・

・
　　、　

・・

・10
 

ただし、Fmr（又は Fms）＜5dBの場合は, Fmr（又は Fms）＝5dBとする。 

ここで、 

k：年変動による増加係数で 2とする。 

ただし、電力系統保護用信号を含む回線については k＝5とする。 

PR：レーレーフェージング発生確率であり別紙(4)－２により求める。 

Pir：目標回線瞬断率で、次式により求める。 

/D5Pir 5―

10×=
 

D：全伝送区間の距離(km) 

Pis：回線瞬断率規格。表７により求める。 

d：実伝送距離(km) 

A：SD による改善率であり、次式に示したフェージングマージン（Fm）及びスペース相

関係数（ρ）により、別紙１別図第 42 号から求める。以下２(1)イ(ｱ)、２(1)ウ(ｱ)、

２(2)イ(ｱ)及び２(2)ウ(ｱ)において同じ。 

Fm＝Pr－Prni－C/Ntho 

Pr：平常時受信入力(dBm) 

Prni：受信機の熱雑音電力(dBm) 

C/Ntho：熱雑音に対する C/N値(dB) 

( )






 +⋅⋅+⋅⋅⋅∆⋅−=

22242 1104000210 γγρ /..exp sdfh  

ただし、ρ＜0.5の場合には、ρ＝0.5とする。 

Δh：空中線間隔(m) 

ｆ：周波数(GHz)（別紙(4)－２参照） 

γ：実効反射係数 

γ＝10-D/Ur/20 

ｓ：直接波と反射波の路程差(m) 

ただし、単一方式で D/Ur（実効減衰量で、表 1に掲げる反射点における反射減衰量に送

受空中線の指向減衰量及びリッジ損を加えたもの。）が 20dB以下のときには、PR及び D/Ur
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η
・-・

・β-・α

η　
・-・

・β・α -

−






 +
=

−






 +
=

PRPddPis
PaaPa)(PRNMAIlog10Fms

PRPddPir
PaaPa)(PRNMAIlog10Fmr

により別紙１別図第 45号から求める等価レーレーフェージング発生確率（Pre）を用いるこ

と。 

表 1 反射点における反射減衰量 

反射面 水 面 水 田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

 

(2) 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

ア 単一受信時 

 

    

   

 

 

イ SD受信時 

 

 

 

 

 

 

 

Pir・d（又は Pis・d）＞Pd・PRであること。 

ただし、Fmr（又は Fms）＜5.6dBの場合は、Fmr（又は Fms）＝5.6dB（電力系統保護用信号を含む

回線においては、Fmr（又は Fms）＜0.8dBの場合は、Fmr（又は Fms)＝0.8dBとする。 

ここで、 

Pa     ：減衰性フェージング発生確率。 

別紙(4)－２により求める。 

Pd     ：波形歪みによる瞬断率。 

別紙(4)－３により求める。 

αMAIN   ：単一受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－４により求める。 

αSD   ：SD受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－４により求める。 

βａ  ：減衰性フェージング発生時の中央値低下。 

別紙(4)－４により求める。 

ρ    ：SD空中線空間相関係数。 

別紙(4)－５により求める。 

η   ：広帯域受信電力フェード量減少係数。 

( ) ( )

( ) ( )
A

1PRPddPis

PaaPa)(PRSlog5Fms

A
1PRPddPir

PaaPa)(PRSlog5Fmr

2

2

2

2

η－
－－

・β-・α

η　
－－

・β・α -

−













ρ⋅⋅⋅

+
=

−−













ρ⋅⋅⋅

+
=

D

D
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別紙(4)－６により求める。 

A   ：SD受信時改善量 (dB) 

A＝１とする。以下２(1)イ(ｲ)、２(1)ウ(ｲ)、２(2)イ(ｲ)及び２(2)ウ(ｲ)において同じ。 

２ 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン(Ｆｍｒ)及び回線瞬断率規格を満足するた

めの所要フェージングマージン(Ｆｍｓ)（無給電中継方式を使用する区間に限る。）の算出方法 

(1) １箇所反射板を用いる中継方式の場合 

ア 単一受信時 

反射板 

      ｄ1        ｄ2 

 

      A局         B局 

 

ｄ1 ： A局及び反射板間の距離 

ｄ2 ： 反射板及びＢ局間の距離 

 

（ｱ） ４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝
( )









⋅
+

dPir
PRPRk 21log10   Fms＝

( )








⋅
+

dPis
PRPRk 21log10  

（ｲ） 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式 

Fmr＝ 



⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
10/1

11

11111

10)(
)(log10 η

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
 

      ＋ 



⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
10/2

22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
 

Fms＝10log 



⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
10/1

11

11111

10)(
)(

η

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
 

      ＋ 



⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
10/2

22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
 

 ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉ であること（i＝１～２）。 
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イ ３空中線ＳＤ 

 

受信時（単一偏波４空中線ＳＤの場合を含む。） 

    反射板 

           ｄ1        ｄ2 

 

 

      A局              B局 

          

 

（ｱ） ４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝ 







⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

dPir
PRk

AdPir
PRk 2

1

1log10  

Fms＝ 







⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

dPis
PRk

AdPis
PRk 2

1

1log10  

 

（ｲ） 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

   Fmr＝ 





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+ 5/)1(2

11

1
2

1111

10)1()(
)(log5

APRPddPir
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

         














⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+

2

10/2
22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
 

   Fms＝ 





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+ 5/)1(2

11

1
2

1111

10)1()(
)(log5

APRPddPis
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

           














⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+

2

10/2
22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
 

 

 ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉであること（i＝１～２）。 
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ウ ４空中線 

 

ＳＤ受信時（単一偏波４空中線ＳＤの場合を除く。） 

          反射板 

           ｄ1        ｄ2 

                       

                 

      A局                B局 

 

（ｱ） ４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝ 







⋅⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

2

2

1

1log10
AdPir

PRk
AdPir

PRk
 

Fms＝ 







⋅⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

2

2

1

1log10
AdPis

PRk
AdPis

PRk
 

 

（ｲ） 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

   Fmr＝ 





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+ 5/)1(2

11

1
2

1111

10)1()(
)(log5

APRPddPir
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

          





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+

+ 5/)2(2
22

2
2

2222

10)1()(
)(

APRPddPir
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

   Fms＝ 





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+ 5/)1(2

11

1
2

1111

10)1()(
)(log5

APRPddPis
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

 

              





−⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+

+ 5/)2(2
22

2
2

2222

10)1()(
)(

APRPddPis
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

 

 ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉであること（i＝１～２）。 
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(2) ２箇所反射板を用いる中継方式の場合 

  ア 単一受信時 

反射板     ｄ3     反射板       

        ｄ1                   ｄ2 

 

            A局                    B局 

 

    ｄ3 ：反射板相互間の距離 

(ｱ) ４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝
( )









⋅
++

dPir
PRPRPRk 231log10  

Fms＝
( )









⋅
++

dPis
PRPRPRk 231log10  

(ｲ) 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

Fmr＝
10/3

33

33333
10/1

11

11111

10)(
)(

10)(
)(

log10
ηη

βαβα
⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+





⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

PRPddPir
PaaPaPRMAIN

PRPddPir
PaaPaPRMAIN

 






⋅−⋅
⋅+−⋅

+
10/2

22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
 

 

Fms＝
10/3

33

33333
10/1

11

11111

10)(
)(

10)(
)(

log10
ηη

βαβα
⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+





⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

PRPddPis
PaaPaPRMAIN

PRPddPis
PaaPaPRMAIN

 






⋅−⋅
⋅+−⋅

+
10/2

22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
 

 

ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉであること（i＝１～３）。 
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イ ３空中線ＳＤ受信時（単一偏波４空中線ＳＤの場合を含む。） 

 

反射板     ｄ3     反射板 

       ｄ1                  ｄ2 

                                 

 

A局      B局 

                   

（ｱ）４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝ 







⋅

⋅
+

⋅
⋅

+
⋅⋅

⋅
dPir

PRk
dPir

PRk
AdPir

PRk 23

1

1log10  

Fms＝ 







⋅

⋅
+

⋅
⋅

+
⋅⋅

⋅
dPis

PRk
dPis

PRk
AdPis

PRk 23

1

1log10  

（ｲ）16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

Fmr＝

2

10/3
33

33333
5/)1(2

11

1
2

1111

10)(
)(

10)1()(
)(log5 








⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+






⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+ ηη

βα
ρ

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
PRPddPir

PaaPaPRSD
A

 















⋅−⋅

⋅+−⋅
+

2

10/2
22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN  

       

Fms＝

2

10/3
33

33333
5/)1(2

11

1
2

1111

10)(
)(

10)1()(
)(log5 








⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+






⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+ ηη

βα
ρ

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
PRPddPis

PaaPaPRSD
A

 
















⋅−⋅
⋅+−⋅

+
2

10/2
22

22222

10)(
)(

η

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
 

 

ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉであること（i＝１～３）。 
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ウ ４空中線ＳＤ受信時（単一偏波４空中線ＳＤの場合を除く。） 

 

反射板      ｄ3      反射板 

          ｄ1                     ｄ2   

 

       A局                        B局 

 

 

（ｱ）４ＰＳＫ方式の場合 

Fmr＝ 







⋅⋅

⋅
+

⋅
⋅

+
⋅⋅

⋅

2

23

1

1log10
AdPir

PRk
dPir

PRk
AdPir

PRk
 

Fms＝ 







⋅⋅

⋅
+

⋅
⋅

+
⋅⋅

⋅

2

23

1

1log10
AdPis

PRk
dPis

PRk
AdPis

PRk
 

（ｲ）16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式の場合 

Fmr＝
2

10/3
33

33333
5/)1(2

11

1
2

1111

10)(
)(

10)1()(
)(log5 








⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+






⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+ ηη

βα
ρ

βα
PRPddPir

PaaPaPRMAIN
PRPddPir

PaaPaPRSD
A

 







⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+
+ 5/)2(2

22

2
2

2222

10)1()(
)(

APRPddPid
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

Fms＝
2

10/3
33

33333
5/)1(2

11

1
2

1111

10)(
)(

10)1()(
)(log5 








⋅⋅−⋅

⋅+−⋅
+






⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+ ηη

βα
ρ

βα
PRPddPis

PaaPaPRMAIN
PRPddPis

PaaPaPRSD
A

 







⋅−⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+
+ 5/)2(2

22

2
2

2222

10)1()(
)(

APRPddPis
PaaPaPRSD

ηρ
βα

 

 

ただし、Pir・d（又は Pis・d）＞Pdｉ・PRｉであること（i＝１～３）。 

 

なお、３箇所反射板以上を用いる中継方式の場合は、必要に応じ(2)に準じて Fmr 又は Fms を求めること

ができる。 
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別紙(4)－2 フェージング発生確率の算出方法 

 

１ レーレーフェージング発生確率（ＰＲ）の算出方法 

PR＝Q・（f/4）1.2・d

 d：実伝送距離 (km) 

3.5 

 f：周波数 (GHz) 

周波数帯(GHz) 6.57～6.87 7.425～7.75 

F 6.7 7.6 

 

 Q：伝搬路係数 

伝搬路 

種 別 

平均伝搬路高 

h(m) 
Q 

平 野 
h ≧ 100 5.1×10－9 

h ＜ 100 2.35×10－8×（1/h）（1/3） 

山 岳 － 2.1×10－9 

海 
h ≧ 100 3.7×10－7/ h  

h ＜ 100 3.7×10－6/h 

 

  h＝（h1＋h2）/2－hm 

   h1、h2 ：両局の空中線の海抜高(m) 

   hm ：平均地表高(m)。ただし、伝搬路が海上の場合は０とする。 

   なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

分  類 伝   搬   路 

山 岳 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平 野 

1 平野が大部分を占めている場合 

2 山岳地帯であるが、湾や入り江があって海岸（水際より 10km 程度までを含

む。）又は海上が含まれる場合 

海 
1 海上 

2 海岸（水際より 10km程度までを含む。）で平野 

注 平野であっても、水田等により海とすることもできる。 
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２ 減衰性フェージング発生確率（Ｐａ）の算出方法 

( )











∆
++∆⋅⋅−

⋅=
N15σ

ΔN157H/d200032
exp

2
QtPa

2

 

ΔＨ  ：送受信空中線高の高低差 

h2h1ΔH −=  

 ΔN、σΔN ：大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

区 域 北海道 東  北 
本  州 

（東北を除く。） 
四国・九州 沖  縄 

ΔN －44.2 －52.5 －53.5 －53.5 －49.4 

σΔN 12.8 13.0 13.5 13.9 14.5 

 Qt ：伝搬路係数 

伝搬路種別 平  野 山  岳 海  上 

Qt 0.4 0.16 1 

ただし、Pa＞0.6・PRのとき、Pa＝0.6・PRとする。 
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別紙(4)－3 波形歪による瞬断率（Ｐｄ）の算出方法 

 

（単一受信時） 
( )

PR
PauauiPaPRPd +−

=  

（SD受信時）  
PR

PaUaPa)Ui(PRPd +−
=  

     PR：レーレーフェージング発生確率であり別紙(4)－2により求める。 

     Pa：減衰性フェージング発生確率であり別紙(4)－2により求める。 

ここで、 

 

    Ux＝（3/2）ux2－（1/2）ux3 

    ただし、添字 xは i又 aを指す。 

ρΔfi：通常フェージング時のクロック周波数(MHz)離れの周波数相関係数。 

別紙１別添１により求める。 

ρΔfa：減衰性フェージング時のクロック周波数(MHz)離れの周波数相関係数。 

別紙１別添１により求める。 

z：自動等化器等によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

符号誤り率 自動等化器なし 自動等化器付き 

1×10－4 2.75 5.37 (31.6)注2 

1×10－7
注1 1.78 3.47 

注１ 電力系統保護用信号を含む場合 

注２ 括弧内は、64ＱＡＭを用いた方式の場合の値 

 ただし、表に掲げるもの以外の場合は別途資料の提出による。 

 

  なお、通常フェージングとは、レーレーフェージングのうち、以下の減衰性フェージング以外のものを

いう。 

  減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波が受信空中線に到達しな

いような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に大幅に低下するフェージングをいう。 
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別紙(4)－4 レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）及び減衰性フェージング発生時の中

央値低下（βa）の算出方法 

 

１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）の算出方法 

（単一受信時）   αMAIN＝10

（SD受信時）   αSD   ＝10

（－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3） 

ただし、α＞20の場合はα＝20、α＜1の場合α＝1とする。 

（－0.105＋0.341σ0－0.201σ02＋0.0648σ03） 

ここで、γ≧0.2の場合 σ0＝σ1 

    γ＜0.2の場合 σ0＝σ 

 σ1＝10

 σ2＝10

［0.7457－0.7279 logσ2＋0.1956（logσ2）2－0.06496（logσ2）3］ 

［1.289－1.965 logσ＋0.1302（logσ）2＋0.2532（logσ）3］・（1＋γ2）2/（1＋0.4γ2＋γ4

  γ：実効反射係数 

） 

  γ＝10

  ここで、D/Ur：実効反射減衰量 (dB) 

下記の反射減衰量に空中線指向減衰量及びリッジ損失を加えた値とする。 

－D/Ur/20 

反 射 面 水  面 水  田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

     なお、実効反射減衰量の算出は、すべて平面大地として計算する。 

   σ ： 中央値変動の標準偏差 (dB) 

σ＝0.75・Q'・（f/4）0.3・d0.9 

      f ：周波数 (GHz)（別紙(4)－2参照） 

       d ：実伝送距離(km) 

       Q'：伝搬路係数 

伝搬路種別注 平均伝搬路高 h（m）注 Q' 

平  野 
≧ 100 0.0591 

＜ 100 0.087×（1/h）0.085 

山  岳 ― 0.0471 

海 
≧ 100 0.177×（1/h）0.13 

＜ 100 0.32×（1/h）0.26 

   注  伝搬路種別及び hについては、別紙(4)－2参照。 

２ 減衰性フェージング発生時の中央値低下（βa）の算出方法 

（4σ＞D/Urの場合）：βa＝1/γ

（4σ≦D/Urの場合）：βa＝10 

2 

ただし、βa＜αMAINの場合、βa＝αMAIN 

2σ/5 

    βa2＜αSD  の場合、βa2＝αSD 

とする。 
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別紙(4)－5 ＳＤ空中線空間相関係数（ρ）の算出方法 

 

（γ≧0.5の場合）  ：ρ＝ρ1 

（0.5＞γ≧0.2の場合） ： 2
3.0

5.01
3.0

2.0
ρ

γ
ρ

γ
ρ ・・

−
+

−
=  

（γ＜0.2の場合）  ：ρ＝ρ2 

 

 

 

σσ γγ 04022 .00.804/10 100.017210 ･･ +=Γ  

( )






 +⋅⋅+⋅⋅∆

22242 1/104.0h0.0021-exp2 γγρ sdf･･＝  

ここで、 

 Δh ： 空中線間隔 （m） 

 h0γ ： 反射点からの両空中線高のうち高い方の値 （m） 

 h1γ ： 送信空中線の反射点からの高さ （m） 

 f ： 周 波 数 （GHz） 別紙(4)－2参照 

 λ ： 波  長 （m） 

 d ： 伝送路長 （km）  

 d1 ： 送信点反射点間距離 （km） 

 σΔN ： 大気屈折率傾斜度の標準偏差  別紙(4)－2参照 

 σ ： 中央値変動の標準偏差 （dB） 別紙(4)－4参照 

 γ ： 実効反射係数  別紙(4)－4参照 

 s ： 直接波と反射波の路程差 （m） 

s＝0.3×τ 

 τ ： 直接波と反射波の伝搬時間差 （ns） 

ただし、実効反射減衰量 D/Ur≧30dBの場合は、τ＝0とする。 

D/Urの算出については、別紙(4)－4参照。 

なお、伝搬路時間差の算出についても、平面大地により行う。 

ただし、ρ＜0.4のときρ＝0.4とする。 
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別紙(4)－6 広帯域受信電力フェード量減少係数（η）の算出方法 

 

η＝A0（ν）＋A1（ν）・log Ps＋A2（ν）・（log Ps）2 

 A0（ν）＝－48.17＋160.48ν－185.5ν2＋88.1ν3－14.92ν4 

 A1（ν）＝－53.22＋166.8ν－186.54ν2＋87.85ν3－14.92ν4 

 A2（ν）＝－17.95＋49.06ν－49.84ν2＋22.45ν3－3.73ν4 

  ν＝1.76＋0.239・log（1－ρΔfi）＋0.012・｛log（1－ρΔfi）｝2 

ρΔfi ： 通常フェージング時のクロック周波数(MHz)離れの周波数相関係数。 

別紙１別添１により求める。 

 ただし、64QAMを用いた方式の場合は 

 

ν＝ 

 

ρΔf/3：通常フェージング時の[クロック周波数(MHz)/3]離れの周波数相関係数。 

別紙１別添１により求める。 

Ps  ：（単一受信時） Ps＝ρ0 

     （SD受信時） Ps＝ SD0)1( αρρ ／⋅−  

    ρ0 ：ρ0＝5×10－5・（ d/D ）/PR 

    d  ：実伝送距離(km) 

   D  ：全伝送区間の距離(km) 

    PR ：レーレーフェージング発生確率。別紙(4)－2参照 

   αSD ：長周期変動による増加係数。別紙(4)－4参照 

    ρ  ：SD空中線相関係数。別紙(4)－5参照 

ただし、（単一受信時） η＞5のとき  η＝5 

     （SD受信時） η＞2のとき  η＝2 

  また、   η＜0のとき  η＝0 

とする。 

 

 

2.1+0.62log（1－ρΔｆ/3）+0.086｛log（1－ρΔｆ/3）｝2 

ρΔｆ/3 
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別紙(4)－7 総合雑音を考慮した４ＰＳＫ方式の詳細判定法におけるフェージングマージン(Ｆｍ)の算出方

法 

 

Fm＝C/N1－ C/N2 

ここで、 

 C/N1＝－10 log（10－C/Nth/10＋10－C/Nid/10＋10－C/Nsat/10 ） 

 

 C/N2＝－10 log（10－C/No/10－10－C/Nconst/10－10－C/Nis/10 ） 

 

  C/Nth ： 平常時における搬送波電力対熱雑音電力比(dB) 

C/Nth＝Pr－Prni 

          Pr ：平常時受信入力(dBm) 

         Prni ：受信機の熱雑音電力(dBm) 

  C/Nid ： 平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比(dB) 

別紙(4)－8により求める。 

  C/Nis ： 搬送波電力対同経路干渉雑音電力比(dB) 

別紙(4)－8により求める。 

  C/Nsat ： 平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比(dB) 

ただし、7.5GHz帯のみ考慮し、別紙(4)－8により求める。 

  C/No ： 符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場合は 10－7）を確保するために必要な

総合の搬送波電力対雑音電力比(dB) 

伝送容量が 6Mbps以上は 15.8dB（電力系統保護用信号を含む場合は 18.6dB）、3Mbps

以下は 14.8dB（電力系統保護用信号を含む場合は 18.6dB） 

  C/Nconst ： 搬送波電力対歪雑音電力比(dB) 

伝送容量が 6Mbps 以上は 32.8dB（電力系統保護用信号を含む場合も同じ）、3Mbps

以下は 27.1dB（電力系統保護用信号を含む場合は 27.9dB） 
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別紙(4)－8 Ｃ／Ｎｉｄ、Ｃ／Ｎｉｓ及びＣ／Ｎｓａｔの算出方法 

 

１ C/Nid ：平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比 （dB） 

 C/Nid＝ 







− ∑

=

−
m

1j

C/Nidj/101010log  

 

  m  ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

  C/Nidj ：第 j番目の異経路干渉波による搬送波電力対干渉電力比 （dB） 

   C/Nidj＝D/Uj＋IRFj 

    D/Uj ：第 j番目の異経路干渉波による D/U （dB） 

     D/U＝D－U＋Dp 

      D ：希望波受信電力 （dBm） 

      U ：妨害波受信電力 （dBm） 

      Dp ：交差偏波識別度に対する改善量 （dB） 

 水平、垂直偏波の場合、主輻射方向との角度θにより、次表のとおりとする。 

θ Dp （dB） 

θ≦10゚  15 

10゜＜θ≦30゚  10 

30゜＜θ≦90゚  5 

θ＞90゚  0又は別途資料の提出による。 

      IRFj ：第 j番目の異経路干渉波による IRF （dB） 

２ C/Nis ：搬送波電力対同経路干渉雑音電力比 （dB） 

  C/Nidの算出方法と同じ。 

３ C/Nsat：平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比 

           （dB） 

  C/Nsat＝Pr－Wse－10 logAe－10 logB＋Lfr＋Dθ 

  Pr ：平常時における希望波受信電力 （dBm） 

  Wse ：静止衛星からの地表面電力束密度 （dBm/m2/kHz） 

   Wse＝－128 

  Ae ：受信空中線の実効開口面積（開口面積×効率） （m2） 

   Ae＝G・ 

    G ：利得（真数） 

    λ ：波長 （m） 

      B ：受信機の等価雑音帯域幅 （kHz） 

  Lfr ：希望波受信給電線系損失（共用器等の損失を含む） （dB） 

Dθ   ：受信空中線指向性減衰量 （dB） 

λ2 

4π 
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別紙(4)－9 16ＱＡＭ方式、64ＱＡＭ方式及び 128ＱＡＭ方式のフェージング時の熱雑音及び干渉雑音によ

る断時間率(ＰＮ)の算出方法 

 

PNは、次式により求める。 

（単一受信時） 
( ) Fdm/1010

PR
aPaβPaPRαMAINPN −⋅

+−⋅
=  

 

（SD受信時） 
( )

( )
Fdm/5

2

10
 -1PR

PaaβPaPRαSDPN −⋅
⋅

+−⋅
=

ρ
 

 

  Pa ：減衰性フェージング発生確率。 

別紙(4)－2により求める。 

  αMAIN ：単一受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－4により求める。 

  αSD ：SD受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－4により求める。 

  βa ：減衰性フェージング発生時の中央値低下。 

別紙(4)－4により求める。 

  ρ ：SD空中線空間相関係数。 

別紙(4)－5により求める。 

    Fdm ：総合雑音を考慮した 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の詳細判定法における

限界フェージングマージン（dB） 

 Fdm＝Fd＋η 

          Fd ：狭帯域の受信電力限界フェージングマージン（dB） 

            η ：広帯域受信電力フェード量減少係数 

別紙(4)－6により求める。 

  ここで、 

Fd＝－10 log（10－C/Nth/10＋10－C/Nxpd/10＋10－C/Nid/10＋10－C/Nsat/10 ） 

 －{－10 log［10－C/No/10－（10－C/Nconst/10＋10－C/Nis/10 ＋10－C/Ncr）］}＋A 

 

    C/Nth ：平常時における搬送波電力対熱雑音電力比（dB） 

         C/Nth＝Pr－Prni 

            Pr ：平常時受信入力（dBm） 

            Prni ：受信機の熱雑音電力（dBm） 

 

    C/Nxpd ：平常時における交差偏波識別度（XPD）に対する C/N値（dB） 

          ［通常の場合］ 

           10－C/Nxpd/10＝0 
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          ［コチャネル配置の場合］ 

           C/Nxpd＝XPDo＋XPIC0 

           XPDo ：空中線の XPDで平常時は 38dBとする。 

           XPIC0 ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。 

    C/Ncr ：搬送波電力対隣接チャンネル漏えい電力比（dB） 

          ［通常の場合］ 

           10－C/Ncr/10＝0 

          ［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

           C/Ncr= 37.5（dB） 

                      ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

    C/Nid ：平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比 （dB） 

         別紙(4)－8により求める。 

    C/Nis ：搬送波電力対同経路干渉雑音電力比（dB） 

         別紙(4)－8により求める。 

    C/Nsat ：平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比 （dB）た

だし、7.5GHz帯のみ考慮し、別紙(4)－8により求める。 

    C/Nconst ：搬送波電力対歪雑音電力比（dB）。次表による。 

    C/No ：符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場合は 10－7）を確保するために必要な

総合の搬送波電力対雑音電力比（dB）。次表による。 

 

使用周波数帯 変調方式 
搬送波電力対歪雑音電力比 

(C/Nconst) （dB）注１ 

総合の搬送波電力対雑音電力比 

(C/No) （dB）注１ 

6.5GHz帯 

7.5GHz帯 

16QAM 38.5(43.3) 21.5(26.3) 

128QAM 45.0（47.5） 28.0（30.5） 

64QAM 37.0 26.0 

注１ 括弧内は、電力系統保護用信号を含む場合の値。 
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別紙(4)－10 

送信電力スペクトル側帯波分布 

 

送信スペクトルマスクは下記の通りとする。 

  各基準点の値は下記の表を参照のこと。 

 

周波数偏差(MHz)

a2
a1

a5, a6

a3, a4

a7

-f7 -f6 -f5 -f4
-f2

-f3 -f1 fc f1 f3
f2

f4 f5 f6 f7

相
対
電
力

(dB)

 

 

スペクトルマスク基準値 

 マスク 

基準点 

占有 

周波数帯 

幅の許容値 

周波数偏差(MHz) ・ 減衰量(dB) 注 

f1 

MHz 

a1 

dB 

f2 

MHz 

a2 

dB 

f3 

MHz 

a3 

dB 

f4 

MHz 

a4 

dB 

f5 

MHz 

a5 

dB 

f6 

MHz 

a6 

dB 

f7 

MHz 

a7 

dB 

2.5MHz 1.25 0 1.25 -6 1.9 -27 2.5 -27 4.25 -45 6.25 -45 20 -60 

5MHz 2.5 0 2.5 -6 3.75 -27 5.1 -27 8.5 -45 12.5 -45 20 -65 

9.5MHz 5 0 5 -6 7.5 -33 12.3 -33 20.5 -48 25 -48 40 -50 

19MHz 10 0 10 -6 15 -33 24.6 -33 41 -48 50 -48 60 -65 

28.5MHz 15 0 15 -6 22.5 -33 36.9 -33 61.5 -48 75 -48 90 -50 

36.5MHz 20 0 20 -6 30 -36 42.9 -45 71.5 -48 100 -48 120 -60 

注 減衰量は、送信ろ波器特性を含めることも可とする 
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別紙(4)－11 等価受信ろ波器特性 

 

 使用するろ波器は、次の値以上減衰するものとする。 

 

等価受信ろ波器特性 

   周波数偏差 

占有 

周波数帯幅 

2.5 

MHz 

5  

MHz 

10  

MHz 

20  

MHz 

30  

MHz 

40  

MHz 

60  

MHz 

80  

MHz 

2.5MHz 30 - - 65 - - - - 

5MHz - 30 - 80 - - - - 

9.5MHz - - 40 - - 80 - - 

19MHz - - - 40 - - 80 - 

28.5MHz - - - - 40 - - 80 

36.5MHz - - - - 40 - 80 - 

 

注 等価ろ波特性とは、高周波ろ波器の特性に、中間周波数帯（デジタル部を含む）のろ波特性を

加えたもの。 
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別紙(4)－12    周波数配置 

１ 6.5GHz帯 

 (1) 占有周波数帯幅が５MHzのもの 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

12 6695MHz 6855MHz 

13 6700MHz 6860MHz 

14 6705MHz 6865MHz 

    

 (2) 占有周波数帯幅が 9.5MHzのもの注 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

31 6575MHz 6735MHz 

32 6585MHz 6745MHz 

33 6595MHz 6755MHz 

34 6605MHz 6765MHz 

35 6615MHz 6775MHz 

36 6625MHz 6785MHz 

37 6635MHz 6795MHz 

38 6645MHz 6805MHz 

39 6655MHz 6815MHz 

40 6665MHz 6825MHz 

41 6675MHz 6835MHz 

42 6685MHz 6845MHz 

  注  コチャネル配置により、伝送容量 104Mbpsの場合を含む。 

 

(3) 占有周波数帯幅が 19MHzのもの注１ 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

1 6580MHz 6740MHz 

3 6600MHz 6760MHz 

5 6620MHz 6780MHz 

7 6640MHz 6800MHz 

9 6660MHz 6820MHz 

11 6680MHz 6840MHz 

 注１  コチャネル配置により、伝送容量 208Mbpsの場合を含む。 
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(4)  占有周波数帯幅が 36.5MHzのもの注 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

51 6670MHz 6830MHz 

注 64ＱＡＭ方式を用いた方式の場合 

 

(5)  占有周波数帯幅が 28.5MHzのもの注１ 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

61 6585MHz 6745MHz 

62 6615MHz 6775MHz 

63 6645MHz 6805MHz 

64 6675MHz 6835MHz 

  注１  コチャネル配置により、伝送容量 312Mbpsの場合を含む 

 

２  7.5GHz帯 

 (1) 占有周波数帯幅が 2.5MHzのもの 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

14 7543.75MHz 7703.75MHz 

15 7546.25MHz 7706.25MHz 

16 7548.75MHz 7708.75MHz 

17 7551.25MHz 7711.25MHz 

18 7553.75MHz 7713.75MHz 

19 7556.25MHz 7716.25MHz 

20 7558.75MHz 7718.75MHz 

21 7561.25MHz 7721.25MHz 

    

 

(2)  占有周波数帯幅が５MHzのもの 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

7 7565MHz 7725MHz 

8 7570MHz 7730MHz 

9 7575MHz 7735MHz 

10 7580MHz 7740MHz 
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(3)  占有周波数帯幅が 9.5MHzのもの注 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

31 7440MHz 7600MHz 

32 7450MHz 7610MHz 

33 7460MHz  7620MHz 

34 7470MHz 7630MHz 

35 7480MHz 7640MHz 

36 7490MHz 7650MHz 

37 7500MHz 7660MHz 

38 7510MHz 7670MHz 

39 7520MHz 7680MHz 

40 7530MHz 7690MHz 

41 7540MHz 7700MHz 

42 7550MHz 7710MHz 

注 コチャネル配置により、伝送容量 104Mbpsの場合を含む 

 

(4)  占有周波数帯幅が 19MHzのもの注 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

1 7445MHz 7605MHz 

2 7465MHz 7625MHz 

3 7485MHz 7645MHz 

4 7505MHz 7665MHz 

5 7525MHz 7685MHz 

6 7545MHz 7705MHz 

注 コチャネル配置により、伝送容量 208Mbpsの場合を含む 

 

 (5)  占有周波数帯幅が 36.5MHzのもの注 

CH番号 周波数 
低群 高群 

51 7535MHz 7695MHz 

注  64ＱＡＭを用いた方式の場合。 
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(6)  占有周波数帯幅が 28.5MHzのもの注 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

61 7450MHz 7610MHz 

62 7480MHz 7640MHz 

63 7510MHz 7670MHz 

64 7540MHz 7700MHz 

注  コチャネル配置により、伝送容量 312Mbpsの場合を含む 
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別紙(4)－13     雑音配分 

 

１ ４ＰＳＫ方式で占有周波数帯幅の許容値が 2.5MHzのもの（３Mbps） 

 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

        理論 C/N     所要 C/N  

    11.8dB       14.8dB               熱 雑 音     22.2dB  

                          歪 雑 音     27.1dB 

      固定劣化 3dB             干渉雑音 16.0dB 

                                                          

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C/N     所要 C/N 

    14.6dB       18.6dB               熱 雑 音     26.6dB  

                         歪 雑 音     27.9dB 

       固定劣化 4dB            干渉雑音 20.0dB 

                                                          

 

２  ４ＰＳＫ方式で占有周波数帯幅の許容値が５MHzのもの（６Mbps）及び占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHz

のもの（13Mbps） 

 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

        理論 C/N     所要 C/N  

    11.8dB        15.8dB               熱 雑 音     23.2dB  

                         歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB            干渉雑音 16.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 26.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 21.0dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C/N     所要 C/N  

    14.6dB       18.6dB               熱 雑 音     26.4dB  

                         歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB            干渉雑音 19.6dB 

                           同一伝搬路（2波） 26.1dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 25.1dB 
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３  16ＱＡＭ方式で占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHzのもの(26Mbps） 

 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

        理論 C/N     所要 C/N  

    18.5dB       21.5dB               熱 雑 音     25.3dB  

                         歪 雑 音     38.5dB 

       固定劣化 3dB            干渉雑音 24.0dB 

                           同一伝搬路（2波） 37.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 27.5dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C/N     所要 C/N  

    21.3dB       26.3dB               熱 雑 音     29.8dB  

                         歪 雑 音     43.3dB 

       固定劣化 5dB            干渉雑音 29.0dB 

                           同一伝搬路（2波） 42.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 32.5dB 

 

４  128ＱＡＭ［片偏波のみ使用］方式で占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHzのもの（52Mbps）、占有周波数帯

幅の許容値が 19MHzのもの（104Mbps）、及び占有周波数帯幅の許容値が 28.5MHzのもの（156Mbps） 

 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

    理論 C/N    所要 C/N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 29.3dB 

                            隣接キャリア間 － 

                            XPD  － 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB 

                           同一伝搬路（2波） 50.5dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 37.5dB 
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 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C/N    所要 C/N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                            熱雑音 31.8dB 

                       隣接キャリア間 － 

                            XPD  － 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 53.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 40.0dB 

 

５ 128ＱＡＭ［コチャネル配置］方式で占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHzのもの（104Mbps）、占有周波数帯

幅の許容値が 19MHzのもの（208Mbps）、及び占有周波数帯幅の許容値が 28.5MHzのもの（312Mbps） 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

    理論 C/N     所要 C/N  

    28.0dB       28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 33.3dB 

                            隣接キャリア間 － 

                          XPD  31.5dB 

                          歪 雑 音     45.0dB 

                     干渉雑音 34.3dB 

                           同一伝搬路（2波） 50.5dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 37.5dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C/N     所要 C/N  

    30.5dB       30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 35.8dB 

                           隣接キャリア間 － 

                            XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音      47.5dB 

                        干渉雑音  36.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 53.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 40.0dB 
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６    64ＱＡＭ方式で占有周波数帯幅の許容値が 36.5MHzのもの(156Mbps） 

 (1) ＢＥＲ＝10－４ （1つのキャリアのみを使用して伝送する場合） 

    理論 C/N      所要 C/N  

    24.5dB 26.0dB 熱 雑 音     27.9dB 

 熱雑音  27.9dB 

       固定劣化 1.5dB 隣接キャリア間 ― 

 XPD ― 

 歪 雑 音      37.0dB 

 干渉雑音  31.5dB 

 同一伝搬路（2波） 45.0dB 

 異 伝搬 路     （2波） 35.0dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝10－４ （コチャネル配置の 2つのキャリアを使用して伝送する場合） 

    理論 C/N      所要 C/N  

    24.5dB 26.0dB  熱 雑 音     27.9dB 

  熱雑音  30.3dB 

       固定劣化 1.5dB  隣接キャリア間  － 

  XPD  31.5dB 

  歪 雑 音      37.0dB 

  干渉雑音  31.5dB 

  同一伝搬路（2波） 45.0dB 

  異 伝搬 路     （2波） 35.0dB 
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別紙(4)－14  等価ＩＲＦ 

等価ＩＲＦの値は次の表のとおりとする。 

なお、次の事項を以下の表に適用する。 

①  ＩＲＦの設定は１キャリア当たりの数値とする。 

②  妨害波がコチャネルの場合、異偏波分については考慮しない。 

③  希望波がコチャネルの場合には、妨害波との組合せで最悪となる１キャリアで選定する。 

④ 妨害波について他にＩＲＦの値が定められている組み合わせのある場合にはそれによる。 

⑤ 占有周波数帯幅 7.6MHz は放送用デジタル方式ＴＳ番組中継用（ＴＳ伝送方式）でかつ送信機にろ波器を装備

するもの、16.2MHzは放送用デジタル方式映像ＴＳＬのものであり、ＩＲＦ値が不連続となる場合があること

に注意する。 

 

１．ＩＲＦの値（希望波又は妨害波のどちらの占有周波数帯幅の許容値とも 2.5MHz以外の場合） 

(1) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が５MHzの場合 

妨害波の 

帯域幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 50MHz 

5MHz 0 20 55 80 - - - - - - - 

7.6MHz注 1 0 5 51 76 80 80 - - - - - 

9.5MHz - - 36 68 80 80 - - - - - 

16.2MHz - - - 45 60 65 80 80 80 - - 

19MHz - - - 50 60 80 - - - - - 

28.5MHz - - - - 48 52 58 62 - - - 

36.5MHz - - - - - 47 49 56 60 69 - 

注１；12.5MHzにおいて 65、17.5MHzにおいて 78とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、３に示す。 

 (2)  希望波の占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHzの場合 

妨害波の 

帯域幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 50MHz 

5MHz - - 28 43 65 80 - - - - - 

7.6MHz注 1 0 - 39 - 74 - - - - - - 

9.5MHz 0 - 27 - 59 - 80 - - - - 

16.2NHz - 0 - 30 - 60 - 80 - 80 - 

19MHz - 0 - 29 - 63 - 74 - - - 

28.5MHz 0 - 0 - 42 - 58 - 68 - - 

36.5MHz - 4 - 9 - 40 - 52 - 62 - 

注１；9.5MHzにおいて 38、18.5MHzにおいて 70、19.5MHzにおいて 73とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、周波数差 15MHz以上において 80とする。 
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(3)  希望波の占有周波数帯幅の許容値が 19MHzの場合 

妨害波の 

帯域幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 50MHz 

5MHz - - - 33 54 73 - - - - - 

7.6MHz注 1 - 0 - 37 - 68 - - - - - 

9.5MHz - 0 - 31 - 69 - - - - - 

16.2MHz 0 - - - 43 - - - 65 - - 

19MHz 0 - - - 36 - - - 68 - - 

28.5MHz - 0 - 2 - 32 - 58 - 68 - 

36.5MHz - - 3 - - - 40 - - - 60 

注１；14.5MHzにおいて 36、23.5MHzにおいて 68とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、周波数差 20MHz以上において 80とする。 

 

(4)  希望波の占有周波数帯幅の許容値が 28.5MHzの場合 

妨害波の 

帯域幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 50MHz 

5MHz - - - - 32 42 52 62 - - - 

7.6MHz注 1 0 - 0 - 32 - 52 - 70 - 80 

9.5MHz 0 - 0 - 32 - 52 - 62 - - 

16.2MHz - 0 - 0 - 35 - 55 - 70 - 

19MHz - 0 - 2 - 32 - 62 - - - 

28.5MHz 0 - - - - - 32 - - - - 

36.5MHz - 0 - - - 8 - - - - - 

注１；19.5MHzにおいて 31、28.5MHzにおいて 50とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、周波数差 25MHz以上において 80とする。 

 

(5)  希望波の占有周波数帯幅の許容値が 36.5MHzの場合 

妨害波の 

帯域幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 50MHz 

5MHz - - - - - 39 40 46 53 59 - 

7.6MHz注 1 - 0 - 1 - 33 - 42 - 59 - 

9.5MHz - 0 - 1 - 29 - 43 - 58 - 

16.2MHz - - 0 - - - 40 - - - 60 

19MHz - - 0 - - - 34 - - - 62 

28.5MHz - 0 - - - 6 - - - - - 
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注１；47.5MHzにおいて 62とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、周波数差 30～40MHzにおいて 50、40MHz

以上において 80とする。 

 

２．ＩＲＦの値（希望波又は妨害波のいずれかの占有周波数帯幅の許容値が 2.5MHzの場合） 

(1) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 2.5MHzの場合 

妨害波の

帯域幅 

IRF(dB) 

0 

MHz 

1.25 

MHz 

2.5 

MHz 

3.75 

MHz 

5 

MHz 

6.25 

MHz 

7.5 

MHz 

8.75 

MHz 

10 

MHz 

11.25 

MHz 

12.5 

MHz 

13.75 

MHz 

15 

MHz 

16.25 

MHz 

17.5 

MHz 

18.75 

MHz 

20 

MHz 

2.5MHz 0 - 19 - 46 - 55 - 67 - 75 - 80 - 80 - 80 

5MHz - - - 20 - 35 - 54 - 68 - 75 - 80 - 80 - 

7.6MHz - 0 - 5 - 15 - 27 - 36 - 51 - 65 - 78 - 

9.5MHz - 0 - 5 - 15 - 27 - 32 - 40 - 50 - 62 - 

16.2MHz注 1 5 5 - 5 - 5 - 15 - 43 - 50 - 57 - 62 - 

19MHz - 0 - 0 - 0 - 5 - 20 - 31 - 40 - 50 - 

28.5MHz - - - 0 - 0 - 0 - 0 - 6 - 33 - 37 - 

36.5MHz - - - - - - - 8 - 12 - 14 - 18 - 24 - 

注１；21.25MHzにおいて 69、23.75MHz以上において 80とする。 

注２；放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の妨害波とのＩＲＦは、周波数差 10MHz以上において 80とする。 

 

(2）占有周波数帯幅の許容値が 2.5MHzの電波が妨害波となる場合 

希望波

の帯域

幅 

妨害波

の帯域

幅 

IRF(dB) 

0 

MHz 

1.25 

MHz 

2.5 

MHz 

3.75 

MHz 

5 

MHz 

6.25 

MHz 

7.5 

MHz 

8.75 

MHz 

10 

MHz 

11.25 

MHz 

12.5 

MHz 

13.75 

MHz 

15 

MHz 

16.25 

MHz 

17.5 

MHz 

18.75 

MHz 

20 

MHz 

5MHz 2.5MHz - - - 14 - 41 - 55 - 64 - 74 - 80 - 80 - 

9.5MHz - 0 - 2 - 11 - 30 - 52 - 65 - 74 - 80 - 

19MHz - 0 - 0 - 1 - 3 - 8 - 17 - 29 - 40 - 

28.5MHz - - - 0 - 0 - 0 - 0 - 6 - 34 - 36 - 

36.5MHz - - - - - - - 0 - 0 - 0 - 2 - 6 - 
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３．ＩＲＦの値（希望波の占有周波数帯幅が５MHz、妨害波が放送用で占有周波数帯幅 500kHz以下の場合） 

(1) 妨害波がデジタル方式音声ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬの場合 

妨害波

の帯域

幅 

IRF(dB) 

0.125 

MHz 

0.625 

MHz 

1.125 

MHz 

1.625 

MHz 

2.125 

MHz 

2.625 

MHz 

3.125 

MHz 

3.625 

MHz 

4.125 

MHz 

4.625 

MHz 

5.125 

MHz 

5.625 

MHz 

6.125 

MHz 

6.625 

MHz 

203kHz 

(64QAM) 
-3 -3 -3 -2 50 72 80 80 80 - - - - - 

203kHz 

(4PSK) 
-2 -2 -2 0 5 34 49 53 58 58 59 59 60 60 

 

(2) 妨害波がデジタル方式監視・制御用固定回線の場合 

妨害波

の帯域

幅 

IRF(dB) 

0 

MHz 

1 

MHz 

1.5 

MHz 

2 

MHz 

2.25 

MHz 

2.5 

MHz 

2.75 

MHz 

3 

MHz 

3.25 

MHz 

3.5 

MHz 

405kHz -4 -4 -2 40 48 65 80 80 80 80 

 

４．ＩＲＦの値（妨害波が放送用デジタル方式ＴＳ番組中継用でＴＳ伝送方式かつ送信機にろ波器を装備しないも

の、またはＩＦ伝送方式の場合） 

(1) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が５MHzの場合 

妨害波の 

同期方式 

IRF(dB) 

11 

MHz 

12.5 

MHz 

16 

MHz 

17 

MHz 

17.5 

MHz 

21 

MHz 

21.5 

MHz 

22 

MHz 

22.5 

MHz 

23 

MHz 

26.5 

MHz 

27 

MHz 

28 

MHz 

29 

MHz 

TS伝送 - 53 - - 60 - 60 - 60 - - - - - 

IF 
伝送 

独立同期 52 - 80 80 - 80 - 80 - 80 - 80 80 80 

従属同期
標準 

- 65 - - 80 - 80 - 80 - 80 - - - 

従属同期
低雑音 

- 65 - - 80 - 80 - 80 - 80 - - - 

 

(2) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHzの場合 

妨害波の 

同期方式 

IRF(dB) 

8 

MHz 

9.5 

MHz 

14 

MHz 

18 

MHz 

18.5 

MHz 

19.5 

MHz 

20 

MHz 

24 

MHz 

26 

MHz 

27.5 

MHz 

28 

MHz 

28.5 

MHz 

29.5 

MHz 

30 

MHz 

TS伝送 - 38 - - 60 60 - - - - - - - - 

IF 

伝送 

独立同期 32 - 59 70 - - 75 80 80 - 80 - - 80 

従属同期

標準 
- 32 - - 72 74 - - - 80 - 80 80 - 

従属同期

低雑音 
- 32 - - 72 74 - - - 80 - 80 80 - 

 



 

43 

 (3) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 19MHzの場合 

妨害波の 

同期方式 

IRF(dB) 

13 

MHz 

14.5 

MHz 

19 

MHz 

23.5 

MHz 

25 

MHz 

TS伝送 - 36 - 60 - 

IF 

伝送 

独立同期 21 - 46 - 69 

従属同期
標準 

- 28 - 66 - 

従属同期

低雑音 
- 28 - 66 - 

 

(4) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 28.5MHzの場合 

妨害波の 

同期方式 

IRF(dB) 

18 

MHz 

19.5 

MHz 

24 

MHz 

28.5 

MHz 

30 

MHz 

TS伝送 - 31 - 50 - 

IF 
伝送 

独立同期 25 - 40 - 50 

従属同期

標準 
- 30 - 50 - 

従属同期

低雑音 
- 30 - 50 - 

 

(5) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 36.5MHzの場合 

妨害波の 

同期方式 

IRF(dB) 

46 

MHz 

47.5 

MHz 

TS伝送 - 40 

IF 

伝送 

独立同期 60 61 

従属同期
標準 

- 61 

従属同期
低雑音 

- 61 
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(4) 6.5GHz帯（6.57GHzから6.87GHzまで）及び7.5GHz帯（7.425GHzから7.75GHzまで）の周波数の電波を使

用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。） 

 ア 無線設備の工事設計 

   (ｱ) 送受信装置等 

      Ａ  伝送方式は、原則として、表１のとおりであること。ただし、表１によることができない場合は、

表２の伝送方式（「旧伝送方式」という。以下同じ。）を用いることができる。 

表１  伝送方式 

周波数帯 方 式 
主信号の伝送容量 

（キャリア数） 
変調方式 

周波数間

隔 

6.5GHz帯 

小容量方式 6Mb/s 
4PSK 

5MHz 

中容量方式 

13Mb/s 

10MHz 26Mb/s 16QAM 

52Mb/s 

128QAM 

大容量方式 

104Mb／s 20MHz 

104Mb／s(52Mb／s×2) 10MHz 

156Mb／s 64QAM 40MHz 

156Mb／s(52Mb／s×4)注 

128QAM 20MHz 208Mb／s(52Mb／s×4) 

208Mb／s(104Mb／s×2) 

7.5GHz帯 

小容量方式 
3Mb/s 

4PSK 

2.5MHz 

6Mb/s 5MHz 

中容量方式 

13Mb/s 

10MHz 26Mb/s 16QAM 

52Mb/s 

128QAM 

大容量方式 

104Mb／s 20MHz 

104Mb／s(52Mb／s×2) 10MHz 

156Mb／s 64QAM 40MHz 

156Mb／s(52Mb／s×4)注 

128QAM 20MHz 208Mb／s(52Mb／s×4) 

208Mb／s(104Mb／s×2) 

注 キャリアの一つを、他のキャリアの予備として使用できる。 

表２ 旧伝送方式 

周波数帯 方 式 
キャリア単位の

伝送容量 
変調方式 周波数間隔 

6.5GHz帯 中容量方式 

13Mb／s 
4PSK 

20MHz 

19Mb／s 

32Mb／s 

16QAM 39Mb／s 

52Mb／s 

7.5GHz帯 

小容量方式 1.5Mb／s 

4PSK 

2.5MHz 

中容量方式 

13Mb／s 

20MHz 

19Mb／s 

32Mb／s 

16QAM 39Mb／s 

52Mb／s 

別紙２－６ 
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    Ｂ クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数は表３及び表４に示す値以下であること。 

     表３ クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数 

周波数帯 方  式 
キャリア単位

の伝送容量 
変調方式 

クロック周

波数 

等価雑音

帯域幅 

雑音

指数 

6.5GHz帯 小容量方

式 
6Mb/s 

4PSK 

3.4MHz 4.5MHz 4dB 

中容量 

方式 

13Mb/s 
6.8MHz 8.5MHz 

26Mbps 16QAM 

52Mb/s 128QAM 
8.2MHz 9.5MHz 

大容量 

方式 

52Mb／s 注 

104Mb／s 16.4MHz 19.0MHz 

156Mb／s 64QAM 28.6MHz 34.5MHz 5dB 

 小容量 

方式 

3Mb/s 4PSK 1.8MHz 2.5MHz 4dB 

6Mb/s 3.4MHz 4.5MHz 

中容量 

方式 

13Mb/s 
6.8MHz 8.5MHz 

26Mb/s 16QAM 

52Mb/s 128QAM 
8.2MHz 9.5MHz 

大容量 

方式 

52Mb／s 注 

104Mb／s 16.4MHz 19.0MHz 

156Mb／s 64QAM 28.6MHz 34.5MHz 5dB 

注  コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 

 

         表４ クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数（旧伝送方式に限る。） 

周波数帯 方  式 
キャリア単位の

伝送容量 
変調方式 

クロック周

波数 

等価雑音帯

域幅 

雑音指

数 

6.5GHz帯 

小容量方 

式 
6Mb／s 

4PSK 

3.4MHz 4.5MHz 

5dB 
中容量方 

式 

13Mb／s 6.8MHz 8.5MHz 

19Mb／s 10.2MHz 12.5MHz 

32Mb／s 

16QAM 

8.9MHz 11.0MHz 

39Mb／s 10.7MHz 13.0MHz 

52Mb／s 14.3MHz 17.5MHz 

7.5GHz帯 

小容量方 

式 

1.5Mb／s 

4PSK 

0.89MHz 1.5MHz 

5dB 

3Mb／s 1.8MHz 2.5MHz 

6Mb／s 3.4MHz 4.5MHz 

中容量方 

式 

13Mb／s 6.8MHz 8.5MHz 

19Mb／s 10.2MHz 12.5MHz 

32Mb／s 

16QAM 

8.9MHz 11.0MHz 

39Mb／s 10.7MHz 13.0MHz 

52Mb／s 14.3MHz 17.5MHz 

 

   Ｃ 送信出力の電力スペクトルは、別図(4)－1に示す側帯波分布を超えないものであること。 

 Ｄ 送受信機において使用するろ波器は、別図(4)－2に示す特性を有するものであること。 

 Ｅ 送受信装置の総合の伝送特性は、ロールオフ係数は 0.5以下とする。ただし、128QAMの方式を使

用する場合は、0.25以下とする。 



 

 

3 

 

 Ｆ 復調方式は、同期検波方式であること。 

 Ｇ 受信波が希望波であるか、干渉波であるかを識別するためのルート識別機能を有するものである

こと。 

 Ｈ 補助信号は、時分割により主信号に内挿して伝送又は主信号により変調された信号に周波数変調

若しくは振幅変調で複合変調をかけることにより伝送するものであること。 

 Ｉ なるべく予備の送受信機を有するものであること。 

Ｊ 16QAM、64QAM 又は 128QAMを用いた方式にあっては、原則として、自動等化器による波形歪補償

を行うものであること。 

 Ｋ コチャネル配置を行う場合、送受信装置には交差偏波干渉補償器（以下「XPIC」という。）を用

いることとする。なお、XPICによる改善効果は 18dB以上とする。 

Ｌ 64QAM又は 128QAMを用いた方式については、誤り訂正を行うものであること。 

  (ｲ) 中継方式等 

   Ａ 回線の中継方式は、検波再生中継方式であること。ただし、検波再生中継方式によることが置局

条件等により困難と認められる場合には、中継装置を挟む両無線局が回線設計及び回線品質の条件

を満足する範囲において、非再生中継方式を用いることができるものとする。この場合において、

周波数変換を行わない直接中継を行うときには、中継局における希望波受信電力と自局内回込みに

よる干渉電力の比が 40dB以上確保できることとする。 

   Ｂ 無給電中継方式については、回線設計及び回線品質を満足する範囲において使用することができ

る。ただし、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場合には、この限りでない。 

  (ｳ) スペースダイバーシチ等 

     各伝送方式において、スペースダイバーシチ（以下「SD」という。）を用いるほか、当該地域にお

ける周波数共用等に支障のない範囲で単一方式を適用することができる。ただし、海上を伝搬条件

とする区間においては、原則として SDを用いるものであること。 

    また、無給電中継方式を使用する区間においてのみ、周波数共用等に支障のない範囲で偏波ダイバ

ーシチを使用することができる。 

  (ｴ) 受信空中線特性 

   Ａ 受信空中線特性 

     受信空中線については、表５に示す特性を満足するものであること。 

表５ 標準受信空中線特性 

使用周波数帯 空中線の放射角度（θ） 受信空中線特性［dBi］注 

6.5／7.5GHz帯 

0°≦ θ ＜4° 48－1.28θ2（47.3－1.706θ2） 

4°≦ θ ＜40° 44－27.5 logθ（44－40 logθ） 

40°≦ θ＜90° 0（－20） 

90°≦ θ ＜110° 67.5－0.75θ（－20） 

110°≦ θ －15（－20） 

注 64QAMを用いた方式の場合は、括弧内の値とする。 

また、128QAMを用いた方式については、表 5に加え 110°≦ θ(絶対値)≦ 170°のＦ／Ｂ特性(空

中線の主ビームに対する背面の指向減衰比)を 65dB以上とする。 
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   Ｂ 交差偏波識別度 

 コチャネル配置を適用する場合の空中線における交差偏波識別度（XPD）は、38dB以上とする。 

 

 イ 周波数等 

(ｱ) １パルス再生区間における周波数の使用は、同一周波数帯によるものとし、割当周波数の配置は

別表１に定める周波数により、別図(4)－3のとおりとする。 

 偏波は直線偏波（原則として垂直偏波）であること。なお、水平偏波を用いることにより周波数の有

効利用を図ることができる場合は、同偏波を選定することができる。 

(ｲ) 電気通信業務用固定局への割当てについては、原則として、４ＧＨｚ帯及び５ＧＨｚ帯から移行

してくるものを対象とすること。ただし、周波数の有効利用に影響を及ぼさない場合は、この限りで

ない。 

(ｳ) 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式及び受信電力は、表６のとおりとする。 

受信入力（設計値）は、原則として、表６に示す標準受信入力の±3dB の範囲内とする。受信入

力は１キャリア当たりとする。ただし、海上伝搬等の場合には、最大受信入力の範囲まで設定するこ

とができる。 

 

表６ 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式及び受信電力 

使用周 

波数帯 
方式 

キャリア 

単位の伝送

容量[Mb/s] 

電波の 

型式 

占有周 

波数帯幅の

許 容 値

[MHz] 

最大 

空中線

電力

[W] 

受信入力[dBm] 

標準受信入力注１ 
最大受信

入力 

6.5/ 

7.5GHz 

帯 

小容量 

方式 

1.5 

G7W 

1.5 

 

-67.5+Fmr/2 -45.0 
3 2.5 

6 5.0 -64.5+Fmr/2 -43.9 

中容量 

方式 

13 9.0 
-59.5+Fmr/2 -39.3 

19 13.5 

26 

D7W 

9.0 -57.5+Fmr/2 -38.0 

32 11.5   

39 14.0 -54.5+Fmr/2 -36.0 

52 18.5   

52 
9.5 

  

大容量 

方式 

52 注２ -54.5+Fmr/2  

104 19.0 (-51.5+Fmr/2)注３ -36.0注４ 

156 36.5 -55.5+Fmr/2  

  (-52.5+Fmr/2)注３ -37.0 

注１ Fmrは、目標回線品質に対応した所要フェージングマージンであり、別紙(4)－１により求める。 

注２  コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 

注３ コチャネル配置の場合は、括弧内の値とする。 

注４ 単一方式の場合は、－44dBmとする。 

 ウ 等価等方輻射電力の制限 

  (ｱ) 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限 

表７に示す正対方向以外への等価等方輻射電力（１キャリア当たり）の制限値を満足すること。 
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表７ 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限値 

使用周波数帯 正対方向からの放射角度（θ） 等価等方輻射電力の制限値［dBm］

6.5／7.5GHz帯 

 
4°≦ θ ＜  40° 72－27.5 logθ（72－40 logθ） 

40°≦ θ＜  90° 29（8） 

90°≦ θ ＜  110° 96.5－0.75θ（8） 

110°≦ θ 14（8） 

 

  (ｲ) 静止衛星軌道方向への等価等方輻射電力の制限 

    6.5GHz帯の周波数帯において、送信空中線の最大輻射方向と対地静止衛星軌道との離角が 2度以内

の場合には、等価等方輻射電力（１キャリア当たり）が 35dBW以下であること。 

 

 エ 伝送の質 

   表８に示す回線瞬断率規格（Pis）を満足すること。 

 

表８ 回線瞬断率規格 

使用 

周波数帯 
方  式 伝送容量 回線瞬断率規格（Pis）注 

6.5／ 

7.5GHz帯 

小容量方式 
1.5,3Mb／s 

いかなる月においても、回線瞬断

率が 1×10－6 ／km以下 

6Mb／s 
いかなる月においても、回線瞬断

率が 4×10－7 ／km以下 
中容量方式 13,19,26,32,39,52Mb／s 

大容量方式 104,156,208Mb／s 

 注 符号誤り率が 10－4を超える時間率。ただし、電力系統保護用信号を含む場合には、符号誤り率が 

10－7を超える時間率。 

 

 オ 回線瞬断率規格の判定法 

   回線瞬断率の判定は、次の(ｱ)に示す簡易判定法によること。ただし、回線構成上及び無線局置局上等

から(ｱ)によることが困難な場合であって、特にその必要性が認められ、かつ、将来的な電波利用計画

を勘案した上で特段支障がないと認められるときには、(ｲ)の詳細判定法によることができる。 

(ｱ) 簡易判定法 

    次のＡ及びＢの条件を満足すること。 

Ａ 搬送波電力対熱雑音電力比 

 フェージング時の一区間の搬送波電力対熱雑音電力比 C／Nthiが、表９－１又は表９－２に示す

C／Ntho（瞬断率規格を満足するための所要 C／N比）の値以上であること。 

 フェージング時の C／Nthiは、次式により求める。 

C／Nthi＝－10 log（10－C／Nth’／10＋10－C／Nxpd’／10＋10－C／Ncr／10

ここで、C／Nth’：熱雑音に対する C／N値 

）＞C／Ntho 

表９－１又は表９－２に示す C／Nth’の値以上とする。 
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C／Nth’＝ Pr－Prni（KTBF）－Fms ［dB］ 

            Pr    ：平常時受信入力［dBm］ 

           Pr＝Pt－（Lft＋Lfr）－（Lcct＋Lccr）＋（Gat+Gar）－ Lp 

            Pt    ：送信出力［dBm］ 

            Lft、Lfr ：送信フィーダ損失［dB］、受信フィーダ損失［dB］ 

            Lcct、Lccr：送信共用回路損失［dB］、受信共用回路損失［dB］ 

            Gat、Gar ：送信アンテナ利得［dB］、受信アンテナ利得［dB］ 

            Lp ：自由空間伝搬損失［dB］ 

             Lp＝20 log（4000･π･d／λ） 

            d ：実伝送距離［km］ 

            λ  ：波長 

             λ＝c／f ［m］ 

              c ：電波の速度（3×108 ［m／s］） 

              f ：周波数 

                6.5GHz帯：6.7×109 ［Hz］ 

                7.5GHz帯：7.6×109 

             Prni（KTBF）：受信機の熱雑音電力［dBm］ 

［Hz］ 

             Prni＝10 logB＋F－144 

              B  ：受信機の等価雑音帯域幅［kHz］ 

              F  ：受信機の雑音指数［dB］ 

               Fms ：瞬断率規格を満足するための所要フェージングマージンで別紙(4)－１によ

り求める。［dB］ 

           C／Nxpd' ：交差偏波識別度（XPD）に対する C／N値［dB］ 

        ［通常の場合］ 

         10－C／Nxpd’／10＝0 

        ［コチャネル配置の場合］ 

         C／Nxpd'＝XPDo－Fmr＋XPIC0 

           XPDo ：アンテナの XPDで平常時は 38dBとする。 

           Fmr ：目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン［dB］ 

           XPIC0 ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。 

              C／Ncr ：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比［dB］ 

        ［通常の場合］ 

         10－C／Ncr／10＝0 

        ［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

        C／Ncr＝37.5［dB］     ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 
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 表９－１ 熱雑音に対する所要 C／N比（64QAMを用いた方式を除く、別図(4)－4「雑音配分」参照） 

使用 

周波数帯 
方  式 

主信号の 

伝送容量 

（キャリア数） 

変調方式 

熱雑音に対

する所要 

C／Ntho  

［dB］注 

XPD、隣接キャリアに

対する配分を除いた

熱雑音に対する所要 

C／Nth’［dB］注 

6.5／7.5GHz

帯 

小容量方式 
1.5,3Mb／s 

4PSK 

22.2 

（26.6） 
22.2（26.6） 

6Mb／s 23.2 

（26.4） 
23.2（26.4） 

中容量方式 

13,19Mb／s 

26Mb／s 

16QAM 

25.3 

（29.8） 
25.3（29.8） 

32,39,52Mb／s 
28.9 

（34.7） 
28.9（34.7） 

52Mb／s 

128QAM 
29.3 

(31.8) 

29.3（31.8） 

大容量方式 

104Mb／s 

104Mb／s 

(52Mb／s×2) 
33.3（35.8） 

156,208Mb／s 

(52Mb／s×4) 
35.4（37.9） 

208Mb／s 

(104Mb／s×2) 
33.3（35.8） 

注 かっこ内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

 

表９－２ 熱雑音に対する所要 C／N比（64QAMを用いた方式に限る、別図(4)－4「雑音配分」参照）  

使用周波数帯 方  式 
主信号の 

伝送容量 
変調方式 

熱雑音に対す

る所要 C／

Ntho［dB］ 

XPD、隣接キャリアに

対する配分を除いた

熱雑音に対する所要

C／Nth’［dB］ 

6.5／ 

7.5GHz帯 
大容量方式 156Mb／s 64QAM 27.9 

27.9 

（30.3）注 

注 コチャネル配置により 2つのキャリアを伝送する場合 

 

 

  

  Ｂ 混信保護 

(A) 地上波に対する干渉 

       表１０の左欄に掲げる伝送方式に対し、同表の右欄に掲げる混信保護の許容値（１波当たりの

干渉波電力又は全干渉波電力の総和に対する値のいずれか）を満足すること。 

       全干渉波電力の総和に対する［C／I］aは、次式により求める。 

       ［C／I］a＝－10 log∑
n

ｉ＝１

10－C／Ii／10 

         n ：妨害波の数 

            C／Ii ：i番目の干渉波による搬送波電力対干渉波受信電力比［dB］ 

             C／ Ii=D／ Ui+IRFi 
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              D／Ui     ： i番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力比［dB］。な

お、妨害波の回折損失が見込める場合には、別図第 23号及び第 24号

により求め加算する。 

              IRFi       ：希望波と i番目の妨害波間の干渉軽減係数［dB］ 

 

表１０ 混信保護値 

使用 

周波数帯 

被干渉局側 

の伝送方式 

混信保護値[dB]注１、注２ 

干渉波一波当たりの値（平常時） 全干渉波の総和に対

する値（ﾌｪｰｼﾞﾝｸﾞ時） 同一経路 異経路 

6.5/ 

7.5GHz帯 

周波数変調方式注３ 65 70 - 

小 

容 

量 

方 

式 

4PSK 

1.5,3Mb/s 

26.0 

(30.0) 

21.0＋Fmr 

(25.0＋Fmr) 

16.0 

(20.0) 

4PSK 

6Mb/s 26.0 

(26.1) 

21.0＋Fmr 

(25.1＋Fmr) 

16.8 

(19.6) 

中 

容 

量 

方 

式 

4PSK 

13,19Mb/s 

16QAM 

26Mb/s 

37.0 

(42.0) 

27.5＋Fmr 

(32.5＋Fmr) 24.0 

(29.0) 16QAM 

32,39,52Mb/s 

34.0 

(39.0) 

29.0＋Fmr 

(34.0＋Fmr) 

 128QAM 50.5 37.5＋Fmr 34.3 

大 

容 

量 

方 

式 

64QAM 

156Mb/s 
45.0 35+Fmr 31.5 

128QAM 

104Mb/s 

50.5 

(53.0) 

37.5+Fmr 

(40.0+Fmr) 

34.3 

(36.8) 

 

注１ 周波数変調方式においては復調後の信号電力対干渉波受信電力比（S/I）、時分割変調方

式については搬送波電力対干渉波電力比（C/I）の値であり、被干渉、与干渉ともに表中の

値を超えないこととする。 

ここで、 

IRFUDIS += //  

 

とする。 

Ｄ/Ｕ : 希望波受信電力対妨害波受信電力比 [dB] 

ＩＲＦ: 干渉軽減係数 [dB]。別図(4)-5及び別紙２第５の１(3)別紙(3)-11による。 

注２ 括弧内は、電力系統保護用信号を含む回線に対する混信保護値を示す。 

注３ 被干渉局の伝送方式が周波数変調方式の場合にあっては、当該被干渉局における一波当

たりの干渉波の受信電力がスケルチレベルから 3dBを減じた値以下であることとする。 
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  (B) 静止衛星軌道との離角 

7.5GHz 帯の周波数においては、静止衛星軌道方向と受信空中線の正対方向との離角が 3 度以

上確保できるものであること。これを満足しない場合には、(ｲ)の詳細判定法によるものとする。 

 (ｲ) 詳細判定法 

1パルス再生区間の回線瞬断率（Pi）が表８に示した回線瞬断率規格（Pis）を満足すること。 

Pi ＜ Pis・d 

 d ：実伝送距離［km］ 

 回線瞬断率（Pi）の算出方法は次のとおりとする。 

［4PSK方式の場合］ 

Pi＝k・PR・10－Fm／10

［16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合］ 

／A 

［単一受信時］ 

Pi＝PR・（Pd＋PN） 

［SD受信時］ 

Pi＝PR・（√Pd＋√PN ）

ここで、 

2 

Ｋ ：年変動による増加係数２。ただし、電気事業において電力系統保護用信号

を含む回線については、５とする。 

ＰＲ：レーレーフェージング（伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベル

変動をいう。以下同じ。）発生確率であり、別紙(4)－2により求める。 

Ｆｍ：総合雑音を考慮した詳細判定法におけるフェージングマージンであり、別紙(4)

－7により求める。 

Ａ ：ＳＤによる改善率であり、別紙(4)－1により求める。ただし、単一方式の場合は、

Ａ＝１とする。 

Ｐｄ：波型歪による瞬断率。別紙(4)－3により求める。 

ＰＮ：フェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間率で、別紙(4)－9 により求め

る。 
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別紙(4)－1 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン（Fmr）及び回線瞬断率規格を満足す

るための所要フェージングマージン（Fms）の算出方法 

１ 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン（Fmr）及び回線瞬断率規格を満足するための

所要フェージングマージン（Fms）（無給電中継方式を使用する区間を除く。）の算出方法 

(1) 4PSK方式の場合  

  ア 単一受信時 

    






=






=

dPis
PRklog10Fms

dPir
PRklogFmr

・

・
　　、　

・

・10
 

  イ SD受信時 

    






=






=

AdPis
PRklog10Fms

AdPir
PRklogFmr

・・

・
　　、　

・・

・10
 

   ただし、Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＜５ｄＢの場合は,Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＝５ｄＢとする。 

   ここで、 

 ｋ ：年変動による増加係数で２とする。ただし、電力系統保護用信号を含む回線についてはｋ＝

５とする。 

 ＰＲ：レーレーフェージング発生確率であり別紙(4)－２により求める。 

 Ｐir：目標回線瞬断率で、次式により求める。 

      
/D5Pir 5―

10×=
 

Ｄ：全伝送区間の距離[km] 

Ｐis：回線瞬断率規格。表８により求める。 

ｄ：実伝送距離[km] 

Ａ：SDによる改善率であり、次式に示したフェージングマージン（Fm）及びスペース相関係数（ρ）

により、別図第 42 号から求める。以下２(1)イ(ｱ)、２(1)ウ(ｱ)、２(2)イ(ｱ)及び２(2)ウ(ｱ)に

おいて同じ。 

Ｆｍ＝Ｐｒ－Ｐｒｎｉ－Ｃ／Ｎｔｈｏ 

Ｐｒ：平常時受信入力[dBm] 

Prni：受信機の熱雑音電力[dBm] 

Ｃ／Ｎtho：熱雑音に対するＣ／Ｎ値[dB] 

( )






 +⋅⋅+⋅⋅⋅∆⋅−=

22242 1104000210 γγρ /..exp sdfh  

ただし、ρ＜0.5の場合には、ρ＝0.5とする。 

Δh：アンテナ間隔[m] 

ｆ ：周波数[GHz]（別紙(4)－２参照） 

γ ：実効反射係数 

  γ＝10-D/Ur/20 

ｓ ：直接波と反射波の路程差[m] 

ただし、単一方式で D/Ur（実効減衰量で、表１１に掲げる反射点における反射減衰量に送受アンテ

ナの指向減衰量及びリッジ損を加えたもの。）が 20dB以下のときには、PR及び D/Urにより別図第 45
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号から求める等価レーレーフェージング発生確率（Pre）を用いること。 

表１１ 反射点における反射減衰量 

反射面 水 面 水 田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 ０ ２ ６ １４ 

 

 (2) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

  ア 単一受信時 

 

 

 

 

 

 

イ SD受信時 

 

 

 

 

 

 

 

 ただし、Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＜5.6ｄＢの場合は、Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＝5.6ｄＢ(電力系統保護用

信号を含む回線においては、Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＜０．８ｄＢの場合は、Ｆｍｒ(又はＦｍｓ)＝0.8

ｄＢとする。 

ここで、 

Ｐａ  ：減衰性フェージング発生確率。 

別紙(4)－２により求める。 

Ｐｄ  ：波形歪みによる瞬断率。 

別紙(4)－３により求める。 

αＭＡＩＮ：単一受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－４により求める。 

αＳＤ ：ＳＤ受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－４により求める。 

βａ  ：減衰性フェージング発生時の中央値低下。 

別紙(4)－４により求める。 

ρ    ：ＳＤアンテナ空間相関係数。 

別紙(4)－５により求める。 

η   ：広帯域受信電力フェード量減少係数。 

η
・-・

・β-・α

η　
・-・

・β・α -

−






 +
=

−






 +
=

PRPddPis
PaaPa)(PRNMAIlog10Fms

PRPddPir
PaaPa)(PRNMAIlog10Fmr

( ) ( )

( ) ( )
A

1PRPddPis

PaaPa)(PRSlog5Fms

A
1PRPddPir

PaaPa)(PRSlog5Fmr

2

2

2

2

η－
－－

・β-・α

η　
－－

・β・α -

−













ρ⋅⋅⋅

+
=

−−













ρ⋅⋅⋅

+
=

D

D
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別紙(4)－６により求める。 

Ａ   ：ＳＤ受信時改善量  〔ｄＢ〕 

Ａ＝１とする。以下２(1)イ(ｲ)、２(1)ウ(ｲ)、２(2)イ(ｲ)及び２(2)ウ(ｲ)において同

じ。 

２ 目標回線品質を満足するための所要フェージングマージン（Fmr）及び回線瞬断率規格を満足するため

の所要フェージングマージン（Fms）（無給電中継方式を使用する区間に限る。）の算出方法 

(1) １箇所反射板を用いる中継方式の場合 

ア 単一受信時 

反射板 

      ｄ1       ｄ2 

 

      Ａ局         Ｂ局 

 

ｄ1 ： Ａ局及び反射板間の距離 

ｄ2 ： 反射板及びＢ局間の距離 

(ｱ) 4PSK方式の場合  

 

 

 

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ３アンテナＳＤ 

 








⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α









η⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

η 102
22

22222

10

1011011

1111110

/)PRPddPir(

Paa)PaPR(MAIN

/)PRPddPir(

Paa)PaPR(MAIN
logFmr

＋






⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

+






⋅⋅−⋅
⋅+−⋅

=

102
22

22222

101
11

11111

10

10
10

/

/

)(
)(

)(
)(log

η

η

βα

βα

PRPddPis
PaaPaPRMAIN

PRPddPis
PaaPaPRMAINFms









⋅
+

=
dPir
PRPRkFmr )(log10 21 








⋅
+

=
dPis

)PRPR(klogFms 2110
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受信時（単一偏波４アンテナＳＤの場合を含む。） 

反射板 

 

           ｄ1        ｄ2 

 

      Ａ局              Ｂ局 

          

 

(ｱ) 4PSK方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ ４アンテナ 

 

ＳＤ受信時（単一偏波４アンテナＳＤの場合を除く。） 

 

 









⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
dPir

PRk
AdPir

PRk
logFmr 2

1

110









⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
dPis

PRk
AdPis

PRk
logFms 2

1

110

( )






ρ−⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

=
+η /5

2

Ａ12
11

11111

101
5

)()PRPddPir(
Paa)PaPR(SDlogFmr








ρ−⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

=
+η 512

11

11111

101
5

2

/)A()()PRPddPis(
Paa)PaPR(SDlogFms




















⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+ η

2

2/10
22

22222

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN















⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
+ η

2

102
22

22222

10 /)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN
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反射板 

 

           ｄ1        ｄ2 

                       

                 

      Ａ局                Ｂ局 

 

(ｱ) 4PSK方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 2箇所反射板を用いる中継方式の場合 

  ア 単一受信時 

反射板    ｄ3     反射板       

        ｄ1                   ｄ2 

 

            Ａ局                    Ｂ局 

 

 









⋅⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
2

2

1

110
AdPir

PRk
AdPir

PRk
logFmr









⋅⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
2

2

1

110
AdPis

PRk
AdPis

PRklogFms








ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α








ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

+η

+η

522
22

22222

512
11

11111

101

101
5

2

2

/)A(

/)A(

)()PRPddPir(

Paa)PaPR(SD

)()PRPddPir(

Paa)PaPR(SD
logFmr

＋








ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

+η 512
11

11111

101
5

2

/)A()()PRPddPis(

Paa)PaPR(SD
logFms








ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
+

+η 522
22

22222

101

2

/)A()()PRPddPis(
Paa)PaPR(SD
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    ｄ3 ：反射板相互間の距離 

(ｱ) 4PSK方式の場合 

 

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ３アンテナＳＤ受信時（単一偏波４アンテナＳＤの場合を含む。） 

 

反射板     ｄ3     反射板 

       ｄ1                  ｄ2 

                                 

 

Ａ局  

                  Ｂ局 

  (ｱ) 4PSK方式の場合 

 

 

 

 

  

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 






⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+

⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+




⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

=

η

ηη

10/2
22

22222

10/3
33

33333
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11

11111

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN
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Paa)PaPR(MAIN

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN

log10Fmr






⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+

⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+




⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

=

η

ηη

10/2
22

22222

10/3
33

33333
10/1

11

11111

10)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN

10)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN

10)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN

log10Fms










⋅
⋅

+
⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
dPir

PRk
dPir

PRk
AdPir

PRk
log10Fmr 23

1

1










⋅
⋅

+
⋅

⋅
+

⋅⋅
⋅

=
dPis

PRk
dPis

PRk
AdPis

PRk
log10Fms 23

1

1
















⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+










⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+






ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

η

η+η

2

10/2
22

22222

2

10/3
33

33333

5/)A1(2
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1
2

1111

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN

10)1()PRPddPir(

Paa)PaPR(SD
log5Fmr









⋅
++

=
dPir

)PRPRPR(k
log10Fmr 231 








⋅
++

=
dPis

)PRPRPR(k
log10Fms 231
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ウ ４アンテナＳＤ受信時（単一偏波４アンテナＳＤの場合を除く。） 

 

反射板      ｄ3      反射板 

          ｄ1                     ｄ2   

 

       Ａ局                        Ｂ局 

 

 

 (ｱ) 4PSK方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、３箇所反射板以上を用いる中継方式の場合は、必要に応じ(2)に準じて Fmr 又は Fms を求めること

ができる。 
















⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+










⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+






ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

η

η+η

2

10/2
22

22222

2

10/3
33

33333

5/)A1(2
11

1
2

1111

10)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN

10)PRPddPis(
Paa)PaPR(MAIN

10)1()PRPddPis(

Paa)PaPR(SD
log5Fms








ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
+










⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+






ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

+η

η+η

5/)A2(2
22

2
2

2222

2

10/3
33

33333

5/)A1(2
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1
2

1111

10)1()PRPddPir(

Paa)PaPR(SD

10)PRPddPir(
Paa)PaPR(MAIN

10)1()PRPddPir(

Paa)PaPR(SD
log5Fmr








ρ−⋅⋅−⋅
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+










⋅⋅−⋅
⋅β+−⋅α

+






ρ−⋅⋅−⋅

⋅β+−⋅α
=

+η

η+η
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22

2
2
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2
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5/)A1(2
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1
2
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Paa)PaPR(SD
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




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⋅
+

⋅⋅
⋅

=
2
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1

1
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

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+
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1
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別紙(4)－2 フェージング発生確率の算出方法 

 

１ レーレーフェージング発生確率（PR）の算出方法 

PR＝Q・（f／4）1.2・d

 d：実伝送距離 ［km］ 

3.5 

 f：周波数 ［GHz］ 

周波数帯［GHz］ 6.57～6.87 7.425～7.75 

f 6.7 7.6 

 

 Q：伝搬路係数 

伝搬路 

種 別 

平均伝搬路高 

h［m］ 
Q 

平 野 
h ≧ 100 5.1×10－9 

h ＜ 100 2.35×10－8×（1／h）（1／3） 

山 岳 － 2.1×10－9 

海 
h ≧ 100 3.7×10－7／ h  

h ＜ 100 3.7×10－6／h 

 

  h＝（h1＋h2）／2－hm 

   h1、h2 ：両局の空中線の海抜高［m］ 

   hm ：平均地表高［m］。ただし、伝搬路が海上の場合は 0とする。 

   なお、上表の伝搬路種別の分類は次のとおり。 

分  類 伝   搬   路 

山 岳 山岳地帯が大部分を占めている場合 

平 野 

1 平野が大部分を占めている場合 

2 山岳地帯であるが、湾や入り江があって海岸（水際より 10km 程度までを含

む。）又は海上が含まれる場合 

海 
1 海 上 

2 海岸（水際より 10km程度までを含む。）で平野 

 

２ 減衰性フェージング発生確率（Pa）の算出方法 

( )












 ++∆⋅−
⋅=

15σ5σ
ΔN157H/dΔ200032

exp
2

QtPa
2

 

ΔＨ  ：送受信空中線高の高低差 

h2h1ΔH −=  

 ΔN、σΔN ：大気屈折率傾斜度の平均値及び標準偏差 

区 域 北海道 東  北 
本  州 

（東北を除く。） 
四国・九州 沖  縄 

ΔN －44.2 －52.5 －53.5 －53.5 －49.4 

σΔN 12.8 13.0 13.5 13.9 14.5 
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 Qt ：伝搬路係数 

伝搬路種別 平  野 山  岳 海  上 

Qt 0.4 0.16 1 

ただし、Pa＞0.6・PRのとき、Pa＝0.6・PRとする。 
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別紙(4)－3 波形歪による瞬断率（Pd）の算出方法 

 

（単一受信時） 
( )

PR
PauauiPaPR

Pd
+−

=  

（SD受信時）  
PE

PaUaPa)Ui(PRPd +−
=  

     PR：レーレーフェージング発生確率であり別紙(4)－2により求める。 

     Pa：減衰性フェージング発生確率であり別紙(4)－2により求める。 

 

ここで、
( ) ･ｚxfΔ4･･z1

z1ux
2−+

−
=  

    Ux＝（3／2）ux2－（1／2）ux3 

    ただし、添字 xは i又 aを指す。 

  ρΔfi： 通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

  ρΔfa： 減衰性フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

  z ： 自動等化器等によって定まる許容帯域内振幅偏差（真数） 

符号誤り率 自動等化器なし 自動等化器付き 

1×10－4 2.75 5.37 (31.6)注2 

1×10－7
注1 1.78 3.47 

注１ 電力系統保護用信号を含む場合 

注２ 括弧内は、64QAMを用いた方式の場合の値 

 ただし、表に掲げるもの以外の場合は別途資料の提出による。 

 

  なお、通常フェージングとは、レーレーフェージングのうち、以下の減衰性フェージング以外のものを

いう。 

  減衰性フェージングとは、大気屈折率の逆転層（ダクト）の発生により直接波が受信アンテナに到達し

ないような屈折率分布となって、受信レベルが連続的に大幅に低下するフェージングをいう。 
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別紙(4)－4 レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）及び減衰性フェージング発生時の中

央値低下（βa）の算出方法 

 

１ レーレーフェージングの長周期変動による増加係数（α）の算出方法 

（単一受信時）   αMAIN＝10

（ＳＤ受信時）   αSD   ＝10

（－0.0228＋0.0427σ－0.00181σ2＋0.00467σ3） 

ただし、α＞20の場合はα＝20、α＜1の場合α＝1とする。 

（－0.105＋0.341σ0－0.201σ02＋0.0648σ03） 

ここで、γ≧0.2の場合 σ0＝σ1 

    γ＜0.2の場合 σ0＝σ 

 σ1＝10

 σ2＝10

［0.7457－0.7279 logσ2＋0.1956（logσ2）2－0.06496（logσ2）3］ 

［1.289－1.965 logσ＋0.1302（logσ）2＋0.2532（logσ）3］・（1＋γ2）2／（1＋0.4γ2＋γ4

  γ：実効反射係数 

） 

  γ＝10

  ここで、D／Ur：実効反射減衰量 ［dB］ 

下記の反射減衰量にアンテナ指向減衰量及びリッジ損失を加えた値とする。 

－D／Ur／20 

反 射 面 水  面 水  田 畑、乾田 都市、森林、山岳 

反射減衰量 0 2 6 14 

     なお、実効反射減衰量の算出は、すべて平面大地として計算する。 

   σ ： 中央値変動の標準偏差 ［dB］ 

σ＝0.75・Q'・（f／4）0.3・d0.9 

      f ：周波数 ［GHz］（別紙(4)－2参照） 

       d ：実伝送距離［km］ 

       Q'：伝搬路係数 

伝搬路種別注 平均伝搬路高 h［m］注 Q' 

平  野 
≧ 100 0.0591 

＜ 100 0.087×（1／h）0.085 

山  岳 ― 0.0471 

海 
≧ 100 0.177×（1／h）0.13 

＜ 100 0.32×（1×h）0.26 

   注  伝搬路種別及び hについては、別紙(4)－2参照。 

２ 減衰性フェージング発生時の中央値低下（βa）の算出方法 

（4σ＞D／Urの場合）：βa＝1／γ

（4σ≦D／Urの場合）：βa＝10 

2 

ただし、βa＜αMAINの場合、βa＝αMAIN 

2σ／5 

    βa2＜αSD  の場合、βa2＝αSD 

とする。 
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別紙(4)－5 SDアンテナ空間相関係数（ρ）の算出方法 

 

（γ≧0.5の場合）  ：ρ＝ρ1 

（0.5＞γ≧0.2の場合） ： 2
3.0

5.01
3.0

2.0
ρ

γ
ρ

γ
ρ ・・

−
+

−
=  

（γ＜0.2の場合）  ：ρ＝ρ2 

 

 

 

σσ γγ 04022 .00.804/10 100.017210 ･･ +=Γ  

( )






 +⋅⋅+⋅⋅∆

22242 1/104.0h0.0021-exp2 γγρ sdf･･＝  

ここで、 

 Δh ： アンテナ間隔 ［m］ 

 h0γ ： 反射点からの両空中線高のうち高い方の値 ［m］ 

 h1γ ： 送信空中線の反射点からの高さ ［m］ 

 f ： 周 波 数 ［GHz］ 別紙(4)－2参照 

 λ ： 波  長 ［m］ 

 d ： 伝送路長 ［km］  

 d1 ： 送信点反射点間距離 ［km］ 

 σΔN ： 大気屈折率傾斜度の標準偏差  別紙(4)－2参照 

 σ ： 中央値変動の標準偏差 ［dB］ 別紙(4)－4参照 

 γ ： 実効反射係数  別紙(4)－4参照 

 s ： 直接波と反射波の路程差 ［m］ 

s＝0.3×τ 

 τ ： 直接波と反射波の伝搬時間差 ［ns］ 

ただし、実効反射減衰量 D／Ur≧30dBの場合は、τ＝0とする。 

D／Urの算出については、別紙(4)－4参照。 

なお、伝搬路時間差の算出についても、平面大地により行う。 

ただし、ρ＜0.4のときρ＝0.4とする。 
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別紙(4)－6 広帯域受信電力フェード量減少係数（η）の算出方法 

 

η＝A0（ν）＋A1（ν）・log Ps＋A2（ν）・（log Ps）2 

 A0（ν）＝－48.17＋160.48ν－185.5ν2＋88.1ν3－14.92ν4 

 A1（ν）＝－53.22＋166.8ν－186.54ν2＋87.85ν3－14.92ν4 

 A2（ν）＝－17.95＋49.06ν－49.84ν2＋22.45ν3－3.73ν4 

  ν＝1.76＋0.239・log（1－ρΔfi）＋0.012・｛log（1－ρΔfi）｝2 

ρΔfi ： 通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

ρΔfi ： 通常フェージング時のクロック周波数［MHz］離れの周波数相関係数 

 ただし、64QAMを用いた方式の場合は 

 

ν＝ 

 

ρΔf/3：通常フェージング時の[クロック周波数［MHz］/3]離れの周波数相関係数 

Ps  ：（単一受信時） Ps＝ρ0 

     （SD受信時） Ps＝√（1－ρ）・ρ0／αSD 

    ρ0 ：ρ0＝5×10－5・（ d／D）／PR 

    d  ：実伝送距離［km］ 

   D  ：全伝送区間の距離［km］ 

    PR ：レーレーフェージング発生確率。別紙(4)－2参照 

   αSD ：長周期変動による増加係数。別紙(4)－4参照 

    ρ  ：SDアンテナ相関係数。別紙(4)－5参照 

ただし、（単一受信時） η＞5のとき  η＝5 

     （SD受信時） η＞2のとき  η＝2 

  また、   η＜0のとき  η＝0 

とする。 

 

 

2.1+0.62log（1－ρΔｆ/3）+0.086｛log（1－ρΔｆ/3）｝2 

ρΔｆ/3 
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別紙(4)－7 総合雑音を考慮した 4PSK方式の詳細判定法におけるフェージングマージン（Fm）の算出方法 

 

Fm＝C／N1－ C／N2 

ここで、 

 C／N1＝－10 log（10－C／Nth／10＋10－C／Nid／10＋10－C／Nsat／10 ） 

 

 C／N2＝－10 log（10－C／No／10－10－C／Nconst／10－10－C／Nis／10 ） 

 

  C／Nth ： 平常時における搬送波電力対熱雑音電力比［dB］ 

C／Nth＝Pr－Prni 

          Pr ：平常時受信入力［dBm］ 

         Prni ：受信機の熱雑音電力［dBm］ 

  C／Nid ： 平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比［dB］ 

別紙(4)－8により求める。 

  C／Nis ： 搬送波電力対同経路干渉雑音電力比［dB］ 

別紙(4)－8により求める。 

  C／Nsat ： 平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比［dB］ 

ただし、7.5GHz帯のみ考慮し、別紙(4)－8により求める。 

  C／No ： 符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場合は 10－7）を確保するために必要な

総合の搬送波電力対雑音電力比［dB］ 

伝送容量が 6Mb／s以上は 15.8dB（電力系統保護用信号を含む場合は 18.6dB）、3Mb

／s以下は 14.8dB（電力系統保護用信号を含む場合は 18.6dB） 

  C／Nconst ： 搬送波電力対歪雑音電力比［dB］ 

伝送容量が 6Mb／s以上は 32.8dB（電力系統保護用信号を含む場合も同じ）、3Mb／s

以下は 27.1dB（電力系統保護用信号を含む場合は 27.9dB） 
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別紙(4)－8 C／Nid、C／Nis及び C／Nsatの算出方法 

 

１ C／Nid ：平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比 ［dB］ 

 C／Nid＝ 







− ∑

=

−
m

1j

C/Nidj/101010log  

 

  m  ：異なる伝搬路となる干渉波の数 

  C／Nidj：第 j番目の異経路干渉波による搬送波電力対干渉電力比 ［dB］ 

   C／Nidj＝D／Uj＋IRFj 

    D／Uj ：第 j番目の異経路干渉波による D／U ［dB］ 

     D／U＝D－U＋Dp 

      D ：D：希望波受信電力 ［dBm］ 

      U ：妨害波受信電力 ［dBm］ 

      Dp ：交差偏波識別度に対する改善量 ［dB］ 

 水平、垂直偏波の場合、主輻射方向との角度θにより、次表のとおりとする。 

θ Dp ［dB］ 

θ≦10゚  15 

10゜＜θ≦30゚  10 

30゜＜θ≦90゚  5 

θ＞90゚  0又は別途資料の提出による。 

    IRFj ：第 j番目の異経路干渉波による IRF ［dB］ 

２ C／Nis ：搬送波電力対同経路干渉雑音電力比 ［dB］ 

  C／Nidの算出方法と同じ。 

３ C／Nsat：平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比 

           ［dB］ 

  C／Nsat＝Pr－Wse－10 logAe－10 logB＋Lfr＋Dθ 

  Pr ：平常時における希望波受信電力 ［dBm］ 

  Wse ：静止衛星からの地表面電力束密度 ［dBm／m2／kHz］ 

   Wse＝－128 

  Ae ：受信アンテナの実効開口面積（開口面積×効率） ［m2］ 

   Ae＝G・ 

    G ：利得（真数） 

    λ ：波長 ［m］ 

      B ：受信機の等価雑音帯域幅 ［kHz］ 

  Lfr ：希望波受信給電線系損失（共用器等の損失を含む） ［dB］ 

Dθ   ：受信アンテナ指向性減衰量 ［dB］ 

λ2 

4π 
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別紙(4)－9 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式のフェージング時の熱雑音及び干渉雑音による断時間

率（PN）の算出方法 

 

PNは、次式により求める。 

（単一受信時） 
( ) Fdm/1010

PR
aPaβPaPRαMAINPN −⋅

+−⋅
=  

 

（SD受信時） 
( )

( )
Fdm/5

2

10
 -1PR

PaaβPaPRαSDPN −⋅
⋅

+−⋅
=

ρ
 

 

  Pa ：減衰性フェージング発生確率。 

別紙(4)－2により求める。 

  αMAIN ：単一受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－4により求める。 

  αSD ：SD受信時のフェージングの長周期変動による増加係数。 

別紙(4)－4により求める。 

  βa ：減衰性フェージング発生時の中央値低下。 

別紙(4)－4により求める。 

  ρ ：SDアンテナ空間相関係数。 

別紙(4)－5により求める。 

    Fdm ：総合雑音を考慮した 16QAM方式、64QAM方式及び 128QAM方式の詳細判定法における

限界フェージングマージン［dB］ 

 Fdm＝Fd＋η 

          Fd ：狭帯域の受信電力限界フェージングマージン［dB］ 

            η ：広帯域受信電力フェード量減少係数 

別紙(4)－6により求める。 

  ここで、 

Fd＝－10 log（10－C／Nth／10＋10－C／Nxpd／10＋10－C／Nid／10＋10－C／Nsat／10 ） 

 －{－10 log［10－C／No／10－（10－C／Nconst／10＋10－C／Nis／10 ＋10－C／Ncr）］}＋A 

 

    C／Nth ：平常時における搬送波電力対熱雑音電力比［dB］ 

         C／Nth＝Pr－Prni 

            Pr ：平常時受信入力［dBm］ 

            Prni ：受信機の熱雑音電力［dBm］ 

 

    C／Nxpd ：平常時における交差偏波識別度（XPD）に対する C／N値［dB］ 

          ［通常の場合］ 

           10－C／Nxpd／10＝0 
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          ［コチャネル配置の場合］ 

           C／Nxpd＝XPDo＋XPIC0 

           XPDo ：アンテナの XPDで平常時は 38dBとする。 

           XPIC0 ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。 

    C／Ncr ：搬送波電力対隣接チャンネル漏えい電力比［dB］ 

          ［通常の場合］ 

           10－C／Ncr／10＝0 

          ［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

           C／Ncr= 37.5［dB］ 

                      ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

    C／Nid ：平常時における搬送波電力対異経路干渉雑音電力比 ［dB］ 

         別紙(4)－8により求める。 

    C／Nis ：搬送波電力対同経路干渉雑音電力比［dB］ 

         別紙(4)－8により求める。 

    C／Nsat ：平常時における静止衛星からの干渉波による搬送波電力対干渉雑音電力比 ［dB］た

だし、7.5GHz帯のみ考慮し、別紙(4)－8により求める。 

    C／Nconst ：搬送波電力対歪雑音電力比［dB］。次表による。 

    C／No ：符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場合は 10－7）を確保するために必要な

総合の搬送波電力対雑音電力比［dB］。次表による。 

 

使用 

周波数帯 
方式 

キャリア単位の 

伝送容量 
変調方式 

搬送波電力対歪雑

音電力比 

(C／Nconst) ［dB］

注１ 

総合の搬送波電力対雑

音電力比 

(C／No) ［dB］注１ 

6.5／ 

7.5GHz帯 

中容量 

方式 

26Mb/s 
16QAM 

38.5(43.3) 21.5(26.3) 

32,39,52Mb/s 27.4(31.3) 21.5(26.3) 

52Mb/s 

128QAM 45.0（47.5） 28.0（30.5） 

大容量 

方式 

52Mb／s 注２ 

104Mb／s 

156Mb／s 64QAM 37.0 26.0 

 

注１ 括弧内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

注２ コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 
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別図(4)－1 

送信電力スペクトル側帯波分布 

 

 

 送信電力スペクトルの側帯波分布は次の値以下とする。 

  なお、旧伝送方式を含むものとする。 

 

  １  4PSK方式 

   (1)  伝送容量 3Mb／s以下 

基準化周波数    Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －25dB －35dB 

               

  (2) 伝送容量 6Mb／s以上 

基準化周波数    Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －27dB －45dB 

 

２ 16QAM方式及び 128QAM方式 

基準化周波数 Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －33dB －48dB 

 

３ 64QAM方式 

基準化周波数 Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －45dB －48dB 

             

               凡例 Δf／fc：基準化周波数 

                   Δf ：周波数差 

                    fc ：クロック周波数 
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別図(4)－2 

送受信ろ波器特性 

 

 使用するろ波器は、次の値以上減衰するものとする。 

 

１ 4PSK方式 

(1)  伝送容量 3Mb／s以下（旧伝送方式を含む。） 

周波数間隔 2.5MHz 20MHz 

等価送信ろ波特性 30dB 60dB 

等価受信ろ波特性 30dB 65dB 

                

(2)  伝送容量 6Mb／s 

周波数間隔 5MHz 20MHz 

等価送信ろ波特性 30dB 65dB 

等価受信ろ波特性 30dB 80dB 

              

(3)  伝送容量 13Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 40MHz 

送信ろ波特性 － 30dB 50dB 

等価受信ろ波特性 40dB － 80dB 

            

 (4)  伝送容量 13Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 10MHz 20MHz 40MHz 60MHz 

送信ろ波特性 － 30dB － 65dB 

等価受信ろ波特性 40dB － 80dB － 

 

 (5)  伝送容量 19Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 30dB 65dB 

等価受信ろ波特性 65dB 80dB 

 

 

 

２  16QAM方式 

(1)  伝送容量 26Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 40MHz 

送信ろ波特性 － 30dB 50dB 

等価受信ろ波特性 40dB － 80dB 

          

 (2)  伝送容量 32Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 35dB 65dB 
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等価受信ろ波特性 65dB 80dB 

          

 (3)  伝送容量 39Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 30dB 65dB 

等価受信ろ波特性 65dB 80dB 

 

 (4)  伝送容量 52Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 15dB 65dB 

等価受信ろ波特性 40dB 80dB 

 

  ３  128QAM方式 

   (1)  伝送容量 52Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 40MHz 

送信ろ波特性 － 30dB 50dB 

等価受信ろ波特性 40dB － 80dB 

          

(2)  伝送容量 104Mb／s 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 15dB 65dB 

等価受信ろ波特性 40dB 80dB 

 

４ 64QAM方式 

周波数間隔 30MHz 60MHz 80MHz 120MHz 

送信ろ波特性 5dB － 45dB 60dB 

等価受信ろ波特性 40dB 80dB － － 

 

   注  等価ろ波特性とは、高周波ろ波器の特性に、中間周波数帯（デジタル部を含む）のろ波器特性を加え

たもの。 
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別図(4)－3    周波数配置 

１ 6.5GHz帯 

 (1) 小容量方式  6Mb／s 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

１２ 6695MHz 6855MHz 

１３ 6700MHz 6860MHz 

１４ 6705MHz 6865MHz 

    

 (2) 中容量方式  13，26，52Mb／s 注 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

３１ 6575MHz 6735MHz 

３２ 6585MHz 6745MHz 

３３ 6595MHz 6755MHz 

３４ 6605MHz 6765MHz 

３５ 6615MHz 6775MHz 

３６ 6625MHz 6785MHz 

３７ 6635MHz 6795MHz 

３８ 6645MHz 6805MHz 

３９ 6655MHz 6815MHz 

４０ 6665MHz 6825MHz 

４１ 6675MHz 6835MHz 

４２ 6685MHz 6845MHz 

  注  コチャネル配置により、伝送容量 104Mb／sの場合を含む。 

 

(3)  大容量方式  104Mb／s 注１，注２ 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

１ 6580MHz 6740MHz 

３ 6600MHz 6760MHz 

５ 6620MHz 6780MHz 

７ 6640MHz 6800MHz 

９ 6660MHz 6820MHz 

１１ 6680MHz 6840MHz 

 注１  コチャネル配置により、伝送容量 208Mb／sの場合を含む。 

   注２  旧伝送方式（13，19，32，39，52Mb／s）を含む。 

 

(4) 大容量方式  156Mb／s 注 

CH番号 
周波数 

低群 高群 

５１ 6670MHz 6830MHz 

注 64QAM方式を用いた方式の場合 

 

２  7.5GHz帯 
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 (1) 小容量方式  3Mb／s 注 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

１４ 7543.75MHz 7703.75MHz 

１５ 7546.25MHz 7706.25MHz 

１６ 7548.75MHz 7708.75MHz 

１７ 7551.25MHz 7711.25MHz 

１８ 7553.75MHz 7713.75MHz 

１９ 7556.25MHz 7716.25MHz 

２０ 7558.75MHz 7718.75MHz 

２１ 7561.25MHz 7721.25MHz 

   注  旧伝送方式（1.5Mb／s）を含む。 

(2) 小容量方式  6Mb／s 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

７ 7565MHz 7725MHz 

８ 7570MHz 7730MHz 

９ 7575MHz 7735MHz 

１０ 7580MHz 7740MHz 

(3) 中容量方式  13，26，52Mb／s 注 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

３１ 7440MHz 7600MHz 

３２ 7450MHz 7610MHz 

３５ 7480MHz 7640MHz 

３６ 7490MHz 7650MHz 

３７ 7500MHz 7660MHz 

３８ 7510MHz 7670MHz 

３９ 7520MHz 7680MHz 

４０ 7530MHz 7690MHz 

４１ 7540MHz 7700MHz 

４２ 7550MHz 7710MHz 

  注  コチャネル配置により、伝送容量 104Mb／sの場合を含む。 

(4) 大容量方式  104Mb／s 注１，注２ 

CH番号 
周波数 

低  群 高  群 

１ 7445MHz 7605MHz 

３ 7485MHz 7645MHz 

４ 7505MHz 7665MHz 

５ 7525MHz 7685MHz 

６ 7545MHz 7705MHz 

   注１  コチャネル配置により、伝送容量 208Mb／sの場合を含む。 

   注２  旧伝送方式（13，19，32，39，52Mb／s）を含む。 

(5)  大容量方式  156Mb／s 注 

CH番号 周波数 
低群 高群 

５１ 7535MHz 7695MHz 

注  64QAMを用いた方式の場合。 
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別図(4)－4     雑音配分 

 

１  小容量方式（4PSK：1.5，3Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    11.8dB       14.8dB               熱 雑 音     22.2dB  

                           歪 雑 音     27.1dB 

      固定劣化 3dB             干渉雑音 16.0dB 

                                                          

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N 

    14.6dB       18.6dB               熱 雑 音     26.6dB  

                          歪 雑 音     27.9dB 

       固定劣化 4dB             干渉雑音 20.0dB 

                                                          

 

２  小中容量方式（4PSK：6，13，19Mb／s） 

   

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    11.8dB        15.8dB               熱 雑 音     23.2dB  

                          歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB            干渉雑音 16.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 26.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 21.0dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    14.6dB        18.6dB               熱 雑 音     26.4dB  

                          歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB            干渉雑音 19.6dB 

                           同一伝搬路（2波） 26.1dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 25.1dB 
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３  中容量方式（16QAM：26Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    18.5dB        21.5dB               熱 雑 音     25.3dB  

                          歪 雑 音     38.5dB 

       固定劣化 3dB             干渉雑音 24.0dB 

                           同一伝搬路（2波） 37.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 27.5dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    21.3dB        26.3dB               熱 雑 音     29.8dB  

                          歪 雑 音     43.3dB 

       固定劣化 5dB            干渉雑音 29.0dB 

                           同一伝搬路（2波） 42.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 32.5dB 

 

４   中容量方式（16QAM：32，39，52Mb／s） 

 

  (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    18.5dB       21.5dB               熱 雑 音     28.9dB  

                          歪 雑 音     27.4dB 

       固定劣化 3dB            干渉雑音 24.0dB 

                            

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    21.3dB      26.3dB               熱 雑 音     34.7dB  

                          歪 雑 音     31.3dB 

       固定劣化 5dB            干渉雑音 29.0dB 
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５  中大容量方式（128QAM［片偏波のみ使用］：52，104Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB       28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 29.3dB 

                            隣接キャリア間 － 

                            XPD  － 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB 

                           同一伝搬路（2波） 50.5dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 37.5dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB       30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                            熱雑音 31.8dB 

                            隣接キャリア間 － 

                            XPD  － 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 53.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 40.0dB 

 

 

６  大容量方式（128QAM［コチャネル配置］：104，208Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB        28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                            熱雑音 33.3dB 

                            隣接キャリア間 － 

                            XPD  31.5dB 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB 

                           同一伝搬路（2波） 50.5dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 37.5dB 
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 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB        30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                            熱雑音 35.8dB 

                            隣接キャリア間 － 

                            XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 53.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 40.0dB 

 

７  大容量方式（128QAM［４キャリア配置］：156，208Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB        28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                             熱雑音 35.4dB 

                            隣接キャリア間 37.5dB 

                            XPD  31.5dB 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB 

                           同一伝搬路（2波） 50.5dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 37.5dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB        30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                            熱雑音 37.9dB 

                            隣接キャリア間 40.0dB 

                            XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB 

                           同一伝搬路（2波） 53.0dB 

                           異 伝搬 路     （2波） 40.0dB 
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８  大容量方式（64QAM：156Mb／s） 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４ （1つのキャリアのみを使用して伝送する場合） 

    理論 C／N      所要 C／N  

    24.5dB 26.0dB 熱 雑 音     27.9dB 

 熱雑音 27.9dB 

       固定劣化 1.5dB 隣接キャリア間― 

 XPD― 

 歪 雑 音     37.0dB 

 干渉雑音 31.5dB 

 同一伝搬路（2波）45.0dB 

 異 伝搬 路     （2波）35.0dB 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－４ （コチャネル配置の 2つのキャリアを使用して伝送する場合） 

    理論 C／N      所要 C／N  

    24.5dB 26.0dB 熱 雑 音     27.9dB 

 熱雑音 30.3dB 

       固定劣化 1.5dB 隣接キャリア間 － 

 XPD 31.5dB 

 歪 雑 音     37.0dB 

 干渉雑音 31.5dB 

 同一伝搬路（2波）45.0dB 

 異 伝搬 路     （2波）35.0dB 
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別図(4)－5  4PSK／16QAM／128QAM方式 等価ＩＲＦ 

次の事項を以下の表に適用する。 

①  ＩＲＦの設定は１キャリア当たりの数値とする。 

②  妨害波がコチャネルの場合、異偏波分については考慮しない。 

③  希望波がコチャネルの場合には、妨害波との組合せで最悪となる１キャリアで選定する。 

④ 同一周波数帯域に 128QAM52Mb／s×４キャリアで構成する伝送方式が妨害波となる場合において、ＩＲＦは、

妨害波 128QAM52Mb／sに対し、周波数差 5MHzの値を 3dB劣化させた値を用いる。 

 

１．4PSK方式 

(1) 4PSK相互間のＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 96ch 4PSK   96ch 0 20 55 80 80 80 

      192ch 2 10 36 68 80 80 

      288ch 3 6 36 53 80 80 

  192ch     96ch 0 5 35 66 80 80 

      192ch 0 4 29 43 78 80 

      288ch 0 2 16 39 67 80 

  288ch     96ch 0 1 17 46 72 80 

      192ch 0 2 15 39 63 80 

      288ch 0 - - - 54 - 

(2) 4PSKと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 96ch 16QAM 384ch 0 8 43 80 80 80 

      480ch 3 8 48 65 76 80 

      576ch 4 7 37 60 75 80 

      768ch 5 6 19 50 60 80 

  192ch   384ch 0 4 27 39 59 80 

      480ch 0 3 22 36 76 80 

      576ch 0 2 15 34 69 80 

      768ch 2 1 9 31 55 80 

  288ch   384ch - 2 - 39 - 80 

      480ch 0 - - - 54 - 

      576ch 0 - - - 51 - 

      768ch 0 - - - 46 - 

 

(3) 4PSKと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 
96ch 

(6Mbps) 
64QAM 

2016ch 
(156Mbps) 

7 7 9 13 25 47 

  192ch    4 5 6 10 19 41 
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(13Mbps) 

  
288ch 

(19Mbps) 
   3 3 4 8 14 29 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

49 56 60 69 73 

46 52 57 63 70 

43 49 55 60 67 

 

(4) 4PSKと 128QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 96ch 128QAM   768ch 0 5 41 76 80 80 

      1536ch 0 0 13 50 80 80 

  192ch     768ch 0 3 27 38 58 80 

      1536ch 0 0 6 29 42 63 

  288ch     768ch - 2 - 38 - 80 

      1536ch 0 - - - 43 - 

          
 

(5) 4PSKと FMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 96ch FM     24ch 0 48 80 80 80 80 

          60ch 0 43 73 80 80 80 

        120ch 0 42 72 80 80 80 

        180ch 0 27 72 80 80 80 

        240ch 0 27 72 80 80 80 

        300ch 0 27 72 80 80 80 

        480ch 0 20 56 80 80 80 

        600ch 0 20 56 80 80 80 

        960ch 0 13 37 66 80 80 

      1260ch 0 13 32 54 70 80 

  192ch       24ch 0 6 26 53 80 80 

          60ch 0 6 26 53 80 80 

        120ch 0 6 26 53 80 80 

        180ch 0 6 26 53 80 80 

        240ch 0 6 26 53 80 80 

        300ch 0 6 26 53 80 80 

        480ch 0 6 26 53 80 80 

        600ch 0 6 26 53 80 80 

        960ch 0 6 26 53 80 80 

      1260ch 0 6 26 53 64 80 

  288ch       24ch 0 - - - 80 - 
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          60ch 0 - - - 80 - 

        120ch 0 - - - 80 - 

        180ch 0 - - - 80 - 

        240ch 0 - - - 80 - 

        300ch 0 - - - 80 - 

        480ch 0 - - - 78 - 

        600ch 0 - - - 77 - 

        960ch 0 - - - 66 - 

      1260ch 0 - - - 55 - 

 

(6) 16QAMと放送事業用 STL回線又は TTL回線との IRF 

第５の１(3)別紙(3)-11及び別紙(3)-13によること。 

 

２．16QAM方式 

(1) 16QAM相互間のＩＲＦ 

希 望 波 妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

   周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 16QAM 384ch 0 - 27 - 59 - 

      480ch - 3 - 36 - 76 

      576ch - 2 - 34 - 72 

      768ch - 1 - 30 - 65 

  480ch   384ch - 2 - 39 - 80 

      480ch 0 - - - 73 - 

      576ch 0 - - - 64 - 

      768ch 0 - - - 53 - 

  576ch   384ch - 1 - 39 - 80 

      480ch 0 - - - 64 - 

      576ch 0 - - - 57 - 

      768ch 0 - - - 43 - 

  768ch   384ch - 0 - 38 - 80 

      480ch 0 - - - 36 - 

      576ch 0 - - - 31 - 

      768ch 0 - - - 23 - 

          
(2) 16QAMと 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 4PSK   96ch 0 7 28 43 65 80 

      192ch 0 4 27 39 59 80 

      288ch - 2 - 34 - 73 

  480ch     96ch 0 3 21 56 78 80 

      192ch 0 2 21 38 69 80 

      288ch 0 - - - 60 - 

  576ch     96ch 0 1 13 41 65 80 

      192ch 0 1 13 38 57 80 
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      288ch 0 - - - 52 - 
  768ch     96ch 0 1 5 13 49 80 

      192ch 0 0 6 38 41 80 

      288ch 0 - - - 32 - 
          
 

(3) 16QAMと 64QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 
384ch 

(26Mbps) 
64QAM 

2016ch 

(156Mbps) 
4 5 6 10 19 41 

  
480ch 

(32Mbps) 
   3 3 5 8 16 33 

  
576ch 

(39Mbps) 
   2 3 4 7 14 27 

 
768ch 

(52Mbps) 
  1 2 3 6 10 20 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

46 52 57 63 70 

44 50 56 61 68 

43 48 55 60 67 

39 44 50 55 61 

 

 

 

(4) 16QAMと 128QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 128QAM   758ch 0 - 28 - 74 - 

      1536ch - 0 - 29 - 63 

  480ch     758ch - 2 - 38 - 80 

      1536ch 0 - - - 43 - 

  576ch     758ch - 1 - 38 - 80 

      1536ch 0 - - - 44 - 

  768ch     758ch - 0 - 37 - 80 

      1536ch 0 - - - 43 - 

 

(5) 16QAMと FMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 
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16QAM 384ch FM     24ch - 0 - 40 - 80 

          60ch - 0 - 40 - 80 

        120ch - 0 - 40 - 80 

        180ch - 0 - 40 - 80 

        240ch - 0 - 40 - 80 

        300ch - 0 - 40 - 80 

        480ch - 0 - 40 - 80 

        600ch - 0 - 40 - 80 

        960ch - 0 - 40 - 80 

      1260ch - 0 - 40 - 80 

  480ch       24ch 0 - - - 80 - 

          60ch 0 - - - 80 - 

        120ch 0 - - - 80 - 

        180ch 0 - - - 80 - 

        240ch 0 - - - 80 - 

        300ch 0 - - - 80 - 

        480ch 0 - - - 80 - 

        600ch 0 - - - 80 - 

        960ch 0 - - - 73 - 

      1260ch 0 - - - 59 - 

  576ch       24ch 0 - - - 80 - 

          60ch 0 - - - 78 - 

        120ch 0 - - - 78 - 

        180ch 0 - - - 78 - 

        240ch 0 - - - 78 - 

        300ch 0 - - - 78 - 

        480ch 0 - - - 76 - 

        600ch 0 - - - 76 - 

        960ch 0 - - - 62 - 

      1260ch 0 - - - 51 - 

  768ch       24ch 0 - - - 57 - 

          60ch 0 - - - 55 - 

        120ch 0 - - - 55 - 

        180ch 0 - - - 57 - 

        240ch 0 - - - 57 - 

        300ch 0 - - - 53 - 

        480ch 0 - - - 54 - 

        600ch 0 - - - 48 - 

        960ch 0 - - - 41 - 

      1260ch 0 - - - 37 - 

 

(6) 16QAMと放送事業用 STL回線又は TTL回線との IRF 

第５の１(3)別紙(3)-11及び別紙(3)-13によること。 
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３．64QAM方式 

(1) 64QAMと 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

 周波数差 0MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

64QAM 
2016ch 

(156Mbps) 
4PSK 

96ch 

(6Mbps) 
0 0 0 1 10 39 

   
192ch 

(13Mbps) 
0 0 0 1 8 28 

   
288ch 

(19Mbps) 
0 0 0 1 7 20 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

40 46 53 59 66 

35 44 52 59 65 

30 37 50 58 64 

 

(2) 64QAMと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

 周波数差 0MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

64QAM 
2016ch 

(156Mbps) 
16QAM 

384ch 

(26Mbps) 
0 0 0 1 8 32 

   
480ch 

(32Mbps) 
0 0 0 1 7 25 

   
576ch 

(39Mbps) 
0 0 0 1 7 20 

   
768ch 

(52Mbps) 
0 0 0 1 6 15 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

38 45 52 59 65 

36 42 51 58 65 

34 40 51 58 64 

33 39 49 56 63 
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(3) 64QAMと 128QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

 周波数差 0MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

64QAM 
2016ch 

(156Mbps) 
128QAM 

768ch 

(52Mbps) 
0 0 0 1 8 29 

   
1536ch 

(104Mbps) 
0 0 0 2 5 13 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

36 43 52 58 65 

34 39 48 56 62 

 

(4) 64QAMと放送事業用 STL回線又は TTL回線との IRF 

第５の１(3)別紙(3)-11及び別紙(3)-13によること。 

 

４．128QAM方式 

(1) 128QAM相互間のＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 128QAM   768ch 0 - 29 - 74 - 

      1536ch - 0 - 31 - 80 

  1536ch     768ch - 0 - 31 - 68 

      1536ch 0 - - - 36 - 

          

(2) 128QAMと 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 4PSK   96ch 0 4 30 56 80 80 

      192ch 0 3 29 47 75 80 

      288ch - 2 - 38 - 80 

  1536ch     96ch 0 0 8 33 54 73 

      192ch 0 0 4 31 48 69 

      288ch 0 - - - 42 - 

 

(3)128QAMと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 16QAM 384ch 0 - 29 - 75 - 

      480ch - 3 - 41 - 80 

      576ch - 2 - 38 - 80 

      768ch - 1 - 33 - 80 
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  1536ch   384ch - 0 - 31 - 69 

     480ch 0 - - - 45 - 

     576ch 0 - - - 42 - 

      768ch 0 - - - 37 - 

 

(4)  16QAMと 64QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

 周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 
768ch 

(52Mbps) 
64QAM 

2016ch 

(156Mbps) 
4 4 5 9 17 40 

 
1536ch 

(104Mbps) 
  1 1 3 5 10 19 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

45 52 56 62 69 

40 44 50 54 60 

 

(5) 128QAMと FMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch FM     24ch - 5 - 56 - 80 

          60ch - 5 - 56 - 80 

        120ch - 5 - 56 - 80 

        180ch - 5 - 56 - 80 

        240ch - 5 - 56 - 80 

        300ch - 5 - 56 - 80 

        480ch - 5 - 56 - 80 

        600ch - 5 - 56 - 80 

        960ch - 5 - 56 - 80 

      1260ch - 5 - 56 - 80 

  1536ch       24ch 0 - - - 50 - 

          60ch 0 - - - 50 - 

        120ch 0 - - - 50 - 

        180ch 0 - - - 50 - 

        240ch 0 - - - 50 - 

        300ch 0 - - - 50 - 

        480ch 0 - - - 50 - 

        600ch 0 - - - 50 - 

        960ch 0 - - - 50 - 

      1260ch 0 - - - 50 - 

 

(6) 128QAMと放送事業用 STL回線又は TTL回線との IRF 
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第５の１(3)別紙(3)-11及び別紙(3)-13によること。 
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５．FM方式 

(1) FMと 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM   24ch 4PSK   96ch 31 61 80 80 80 80 

      192ch 34 15 - 50 80 80 

      288ch 36 - - - 80 - 

    60ch     96ch 21 56 80 80 80 80 

      192ch 24 15 - 50 80 80 

      288ch 25 - - - 80 - 

  120ch     96ch 16 50 79 80 80 80 

      192ch 19 15 - 50 80 80 

      288ch 21 - - - 80 - 

  180ch     96ch 19 40 71 80 80 80 

      192ch 21 15 - 50 80 80 

      288ch 22 - - - 80 - 

  240ch     96ch 19 40 71 80 80 80 

      192ch 21 15 - 50 80 80 

      288ch 22 - - - 80 - 

  300ch     96ch 19 40 71 80 80 80 

      192ch 21 15 - 50 80 80 

      288ch 22 - - - 80 - 

  480ch     96ch 20 20 55 75 80 80 

      192ch 15 15 - 50 80 80 

      288ch 16 - - - 80 - 

  600ch     96ch 20 20 55 75 80 80 

      192ch 15 15 - 50 80 80 

      288ch 16 - - - 80 - 

  960ch     96ch 21 12 32 56 80 80 

      192ch 19 15 - 50 76 80 

      288ch 14 - - - 69 - 

  1260ch     96ch 20 10 22 42 63 80 

      192ch 21 15 - 50 59 80 

      288ch 17 - - - 52 - 

 

(2) FMと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM   24ch 

  

  
  

16QAM 384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 35 - - - 80 - 

    576ch 35 - - - 80 - 

    768ch 38 - - - 80 - 

    60ch 

  
  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 24 - - - 80 - 

    576ch 26 - - - 80 - 
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      768ch 27 - - - 80 - 

  120ch 

  

  
  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 25 - - - 80 - 

    576ch 26 - - - 80 - 

    768ch 22 - - - 80 - 

  180ch 

  
  

  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 20 - - - 80 - 

    576ch 20 - - - 80 - 

    768ch 22 - - - 80 - 

  240ch 

  
  

  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 20 - - - 80 - 

    576ch 20 - - - 80 - 

    768ch 22 - - - 80 - 

  300ch 
  

  

  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 20 - - - 80 - 

    576ch 20 - - - 80 - 

    768ch 23 - - - 73 - 

  480ch 
  

  
  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 16 - - - 80 - 

    576ch 16 - - - 80 - 

    768ch 18 - - - 72 - 

  600ch 

  

  
  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 16 - - - 80 - 

    576ch 17 - - - 80 - 

    768ch 18 - - - 72 - 

  960ch 

  
  

  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 16 - - - 76 - 

    576ch 16 - - - 72 - 

    768ch 15 - - - 62 - 

  1260ch 

  
  

  

  384ch - 15 - 50 - 80 

    480ch 20 - - - 56 - 

    576ch 19 - - - 53 - 

    768ch 13 - - - 48 - 

 

(3)  FMと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM 24ch 64QAM 

  
  

2016ch  - 20 - - - 

  60ch 2016ch  - 16 - - - 

  120ch 2016ch  - 18 - - - 

 180ch 2016ch  - 17 - - - 

 240ch 2016ch  - 16 - - - 

 300ch 2016ch  - 15 - - - 

 480ch 2016ch  - 13 - - - 

 600ch 2016ch  - 12 - - - 

 960ch 2016ch  - 11 - - - 



 

 

48 

 

 1260ch 2016ch  - 10 - - - 

 

ＩＲＦ（ｄＢ） 

30.0 MHz 35.0MHz 40.0MHz 45.0MHz 50.0MHz 

92 - - - 105 

89 - - - 101 

91 - - - 104 

89 - - - 102 

88 - - - 101 

86 - - - 97 

83 - - - 97 

81 - - - 95 

66 - - - 92 

43 - - - 88 

 

(4) FMと 128QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM   24ch 
  

128QAM 768ch - 15 - 50 - 80 

  

  

1536ch 13 - - - 50 - 

    60ch 
  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  120ch 
  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  180ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  240ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  300ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  480ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  600ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  960ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 

  1260ch 

  

768ch - 15 - 50 - 80 

  1536ch 13 - - - 50 - 
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６． 7.5GHz 帯小容量方式 

 (1) 小容量方式と多値変調方式とのＩＲＦ 

希望波 妨害波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周 波 数 差
（MHz） 

0 1.25 2.5 3.75 5 6.25 7.5 8.75 10 11.25 12.5 13.75 15 16.25 17.5 18.75 20 

4PSK 24ch 4PSK 24ch 
(1.5Mbps) 

0 - 37 - 55 - 63 - 69 - 78 - 80 - 80 - 80 

      48ch 
(3Mbps) 

0 - 29 - 50 - 59 - 69 - 78 - 80 - 80 - 80 

      96ch 
(6Mbps) 

- 5 - 24 - 42 - 56 - 72 - 78 - 80 - 80 - 

      192ch 
(13Mbps) 

- 7 - 13 - 32 - 36 - 48 - 67 - 72 - 80 - 

      288ch 
(19Mbps) 

- 9 - 9 - 19 - 35 - 44 - 50 - 60 - 76 - 

    16QAM 384ch 
(26Mbps) 

- 0 - 7 - 20 - 25 - 31 - 40 - 50 - 61 - 

      480ch 
(32Mbps) 

- 9 - 10 - 27 - 42 - 51 - 60 - 60 - 61 - 

      576ch 
(39Mbps) 

- 9 - 10 - 17 - 41 - 47 - 55 - 60 - 61 - 

      768ch 
(52Mbps) 

- 10 - 11 - 12 - 20 - 41 - 43 - 50 - 56 - 

  64QAM 2016ch 
(156Mbps) 

- 13 - 13 - 13 - 14 - 15 - 17 - 21 - 27 - 

    128QAM 768ch 
(52Mbps) 

- 0 - 5 - 18 - 27 - 38 - 52 - 65 - 78 - 

      1536ch 
(104Mbps) 

- 0 - 0 - 0 - 7 - 22 - 32 - 40 - 51 - 

4PSK 48ch 4PSK 24ch 
(1.5Mbps) 

0 - 29 - 56 - 61 - 67 - 75 - 80 - 80 - 80 

      48ch 
(3Mbps) 

0 - 19 - 46 - 55 - 67 - 75 - 80 - 80 - 80 

      96ch 
(6Mbps) 

- 3 - 20 - 35 - 54 - 68 - 75 - 80 - 80 - 

      192ch 
(13Mbps) 

- 4 - 9 - 27 - 35 - 44 - 61 - 72 - 80 - 
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      288ch 
(19Mbps) 

- 5 - 6 - 14 - 33 - 44 - 50 - 59 - 76 - 

    16QAM 384ch 
(26Mbps) 

- 0 - 5 - 18 - 27 - 32 - 40 - 50 - 62 - 

      480ch 
(32Mbps) 

- 5 - 6 - 20 - 42 - 51 - 60 - 60 - 61 - 

      576ch 
(39Mbps) 

- 6 - 6 - 11 - 24 - 47 - 55 - 60 - 60 - 

      768ch 
(52Mbps) 

- 7 - 7 - 10 - 17 - 41 - 44 - 50 - 56 - 

  64QAM 2016ch 
(156Mbps) 

- 10 - 10 - 10 - 8 - 12 - 14 - 18 - 24 - 

    128QAM 768ch 
(52Mbps) 

- 0 - 5 - 15 - 27 - 36 - 51 - 65 - 78 - 

      1536ch 
(104Mbps) 

- 0 - 0 - 0 - 5 - 20 - 31 - 40 - 50 - 

 

(2) 多値変調方式と小容量方式とのＩＲＦ 

希望波 

妨害波 ＩＲＦ（ｄＢ）  

  
周波数差
(MHz) 

0 1.25 2.5 3.75 5 6.25 7.5 8.75 10 11.25 12.5 13.75 15 16.25 17.5 18.75 20 

4PSK 96ch 4PSK 24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 19 - 48 - 61 - 68 - 74 - 80 - 80 - 

      48ch 

(3Mbps) 

- 0 - 14 - 41 - 55 - 64 - 74 - 80 - 80 - 

  192ch   24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 3 - 13 - 34 - 58 - 69 - 77 - 80 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 2 - 11 - 30 - 52 - 66 - 74 - 80 - 

  288ch   24ch 

(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 4 - 10 - 26 - 42 - 56 - 68 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 0 - 3 - 10 - 25 - 41 - 54 - 67 - 

16QAM 384ch 4PSK 24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 7 - 35 - 54 - 65 - 80 - 80 - 80 - 
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      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 6 - 25 - 44 - 55 - 70 - 80 - 80 - 

  480ch   24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 5 - 17 - 37 - 52 - 68 - 78 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 0 - 5 - 16 - 36 - 51 - 66 - 77 - 

  576ch   24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 2 - 9 - 22 - 38 - 52 - 64 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 0 - 2 - 9 - 21 - 37 - 51 - 63 - 

  768ch   24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 1 - 2 - 8 - 18 - 29 - 40 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 0 - 1 - 3 - 8 - 17 - 29 - 40 - 

64QAM 2016ch 4PSK 24ch 
(1.5Mbps) 
(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 2 - 6 - 

   48ch 
(3Mbps) 

(3Mbps) 

- 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 2 - 6 - 

128QAM 768ch 4PSK 24ch 

(1.5Mbps) 

- 0 - 5 - 30 - 53 - 63 - 78 - 80 - 80 - 

      48ch 
(3Mbps) 

- 0 - 4 - 22 - 43 - 53 - 65 - 80 - 80 - 

  1536ch   24ch 
(1.5Mbps) 

- 0 - 0 - 3 - 15 - 42 - 65 - 80 - 80 - 

      48ch 

(3Mbps) 

- 0 - 0 - 0 - 8 - 30 - 51 - 71 - 80 - 
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 (3) 4PSK（小容量方式）と FMとのＩＲＦ 

希望波 

妨害波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差
(MHz) 

0 1.25 2.5 3.75 5 6.25 7.5 8.75 10 11.25 12.5 13.75 15 16.25 17.5 18.75 20 

4PSK 24ch FM 24ch - 40 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

      60ch - 21 - 64 - 65 - 68 - 76 - 80 - 80 - 80 - 

      120ch - 14 - 63 - 65 - 68 - 76 - 80 - 80 - 80 - 

      180ch - 9 - 38 - 65 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      240ch - 9 - 38 - 65 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      300ch - 9 - 38 - 65 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      480ch - 11 - 20 - 44 - 56 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      600ch - 11 - 20 - 44 - 56 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      960ch - 11 - 17 - 32 - 47 - 59 - 75 - 80 - 80 - 

      1260ch - 12 - 18 - 28 - 37 - 48 - 58 - 72 - 77 - 

4PSK 48ch FM 24ch - 10 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

      60ch - 5 - 64 - 65 - 68 - 76 - 80 - 80 - 80 - 

      120ch - 5 - 62 - 65 - 68 - 76 - 80 - 80 - 80 - 

      180ch - 5 - 29 - 62 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      240ch - 5 - 29 - 62 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      300ch - 5 - 29 - 62 - 68 - 75 - 80 - 80 - 80 - 

      480ch - 5 - 17 - 38 - 58 - 74 - 80 - 80 - 80 - 

      600ch - 5 - 17 - 38 - 58 - 74 - 80 - 80 - 80 - 

      960ch - 5 - 15 - 29 - 41 - 55 - 71 - 80 - 80 - 

      1260ch - 5 - 15 - 23 - 34 - 44 - 55 - 66 - 74 - 
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（4） ＦＭと 4ＰＳＫ（小容量方式）とＩＲＦ 

希望波 

妨害波 １RF（ｄB） 

 
周波数 
(MHz) 

0 1.25 2.5 3.75 5 6.25 7.5 8.75 10 11.25 12.5 13.75 15 16.25 17.5 18.75 20 

FM 24ch 4PSK 24ch - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 65 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  60ch   24ch - 47 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 27 - 65 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  120ch   24ch - 21 - 72 - 75 - 77 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 17 - 51 - 74 - 80 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  180ch   24ch - 9 - 32 - 65 - 72 - 78 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 12 - 28 - 58 - 75 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  240ch   24ch - 9 - 32 - 65 - 72 - 78 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 12 - 28 - 58 - 75 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  300ch   24ch - 9 - 32 - 65 - 72 - 78 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 12 - 28 - 58 - 75 - 80 - 80 - 80 - 80 - 

  480ch   24ch - 20 - 21 - 33 - 53 - 72 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 19 - 18 - 33 - 51 - 71 - 80 - 80 - 80 - 

  600ch   24ch - 20 - 21 - 33 - 53 - 72 - 80 - 80 - 80 - 

      48ch - 19 - 18 - 33 - 51 - 71 - 80 - 80 - 80 - 

  960ch   24ch - 20 - 9 - 20 - 32 - 43 - 56 - 73 - 80 - 

      48ch - 21 - 10 - 20 - 29 - 41 - 57 - 72 - 80 - 

  1260ch   24ch - 20 - 16 - 12 - 20 - 27 - 39 - 47 - 61 - 

      48ch - 21 - 17 - 7 - 21 - 25 - 38 - 47 - 60 - 
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(5) 小容量方式と放送事業用 STL 回線又は TTL回線との IRF 

第５の１(3)別紙(3)-11及び別紙(3)-13 によること。 
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 (5) 12GHz 帯（12.2GHzから 12.5GHzまで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固

定局 

ア 基本的事項 

(ｱ) 適用 

本審査基準は、12GHz 帯の固定局であって、設備規則第５８条の２の９の規定に合

致する無線設備を使用するものに適用する。なお、本基準によるほかその他特別の

定めのある場合にはそれによる。 

(ｲ) 通信方式 

１対１の対向方式であって、デジタル通信による送受対称の複信方式であること。 

(ｳ) 中継方式 

Ａ 回線の中継方式は、検波再生中継方式であること。 

Ｂ 無給電中継方式については、回線設計及び回線品質を満足する範囲において使

用することができる。ただし、他の無線局の運用に支障が生じることが想定され

る場合には、この限りでない。 

(ｴ) その他 

割当てに当たっては、12GHz 帯の衛星補助放送の放送番組中継用の周波数と共用し

ていることに留意すること。 

イ 指定事項 

(ｱ) 指定する周波数は、希望する周波数の範囲から別紙(5)-3により、通信の相手方の

局との組み合わせの周波数であるものを指定する。なお、１パルス再生区間におけ

る周波数の使用は、原則として同一周波数帯によるものとすること。 

(ｲ) 指定する電力は希望する空中線電力の範囲であって 0.3W 以下であり、エの受信入

力及び伝送の質に基づく適正な値であること。 

(ｳ) 電波の型式は、次のいずれかであること。 

Ｄ７Ｗ、Ｇ７Ｗ  

(ｴ) 占有周波数帯幅の許容値は、次のいずれかであること。 

2.5MHz、５MHz、9.5MHz、19MHz、28.5MHz 

ウ 無線設備の工事設計 

(ｱ) 送信装置 

Ａ 発射可能な周波数の範囲は、無線局事項書に記載された周波数等の事項を包含

するものであること。 

Ｂ 定格出力は 0.3W 以下であり、無線局事項書に記載された希望する電力を包含す

るものであること。 

Ｃ 変調方式は、表１のいずれかの方式又はこれらの方式を自動若しくは手動で切

り替えるものであること。また、クロック周波数は、いずれも表 1 の値以下であ

って当該値の 50%を超えるものであること。 

表 1  伝送方式 

伝送方式 
周波数

間隔 

標準クロック 

周波数 

占有周波数帯幅

の 

許容値 
変調方

式 
電波型式 伝送容量 

4PSK G7W 

3Mbps 

10MHz 

1.8MHz 2.5MHz 

6Mbps 4.5MHz 5.0MHz 

13Mbps 

9.0MHz 9.5MHz 16QAM 

D7W 

26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

104Mbps 
注 

20MHz 注 18.0MHz 19.0MHz 

156Mbps 30MHz 注 26.0MHz 28.5MHz 

注 コチャネル方式（垂直偏波、水平偏波を併用する方法）を使用して伝送

容量を２倍とできる。 

別紙２－７ 
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Ｄ 変調方式の切替を行う場合、表２に掲載されたところにより同一の占有周波数

帯幅の許容値のものであること。この場合において切替を予定しているすべての

変調方式を工事設計書に記載することとし、エの回線品質の判定を行うこととす

る変調方式として表１の伝送方式のいずれかに該当するものが明記されているこ

と。 

  表 2  変調方式と周波数間隔及び標準伝送速度の組み合わせ 

変調方式 

占有 

周波数帯 

幅の許容値 

4PSK 16QAM 32QAM 64QAM 128QAM 

5MHz 6Mbps 13Mbps - - - 

9.5MHz 13Mbps 26Mbps 32Mbps 39Mbps 52Mbps 

19MHz 26Mbps 52Mbps 64Mbps 78Mbps 104Mbps 

28.5MHz 39Mbps 78Mbps 104Mbps 117Mbps 156Mbps 

Ｅ 送信電波の電力スペクトルは、占有周波数帯幅の許容値ごとに別紙(5)－1 に示

す側帯波分布を超えないものであること。 

Ｆ なるべく予備の送信機を有すること。 

(ｲ) 受信装置 

Ａ 受信する周波数は別紙(5)-3に従い、送信する周波数と対となっているものであ

ること。 

Ｂ 等価雑音帯域幅、及び雑音指数は、いずれも表 3 の値以下のものであること。 

表 3 等価雑音帯域幅、及び雑音指数 

占有周波数帯

幅の許容値 

伝送方式 等価雑音

帯域幅 
雑音指数 

変調方式 伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 2.5MHz 5dB 

5.0MHz 6Mbps 5.0MHz 5dB 

9.5MHz 

13Mbps 

9.5MHz 5dB 16QAM 26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

19.0MHz 104Mbps 19.0MHz 5dB 

28.5MHz 156Mbps 28.5MHz 5dB 

Ｃ 受信装置に関するその他の機能については、特に考慮の必要がある場合を除き、

エの回線品質等の検討に当たって下記の性能を前提として行う。 

(A) 受信機において使用するろ波器は、別紙(5)－2 に示す特性を有する。 

(B) 復調方式は、同期検波方式である。 

(C) 補助信号は、時分割により主信号に内挿して伝送又は主信号により変調され

た信号に周波数変調若しくは振幅変調で複合変調をかけることにより伝送す

るものである。 

(D) 16ＱＡＭ又は 128ＱＡＭを用いた方式にあっては、原則として、自動等化器

による波形歪補償を行うものである。 

(E) コチャネル配置を行う場合、送受信装置には交差偏波干渉補償器（以下「Ｘ

ＰＩＣ」という。）を用いることとする。なお、ＸＰＩＣによる改善効果は 18dB

以上とする。 

(F) 128ＱＡＭを用いた方式については、誤り訂正を行うものである。 

Ｄ なるべく予備の受信機を有すること。 

(ｳ) 空中線 
Ａ 送受信共通 

(A) 偏波は直線偏波（原則として垂直偏波）であること。なお、水平偏波を用い

ることにより周波数の有効利用を図ることができる場合は、水平偏波を選定す
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ることができる。 

(B) コチャネル配置を適用する場合の空中線における交差偏波識別度（ＸＰＤ）

は、35dB 以上となるものであること。 

Ｂ 送信空中線 

正対方向以外への等価等方輻射電力（１キャリア当たり）は表４に示す制限値

を満足すること。 

表 4 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限値 

正対方向からの放射角度（θ） 等価等方輻射電力の制限値(dBm) 

2.5° ≦ θ ＜ 48° 58-22.5logθ 

48° ≦ θ ＜ 90° 20 

90° ≦ θ ＜ 110° 78.5-0.65θ 

110° ≦ θ  7 

Ｃ 受信空中線 

(A) 希望波方向の絶対利得 

希望波方向の絶対利得は、原則として 34dBi 以上であること。なお 34dBiに

満たない場合には、回線品質の審査に当たって 34dBi とすることとし、これを

承知している旨が工事設計書に記載されていること。 

(B) 希望波方向以外の絶対利得 

希望波方向以外の方向の絶対利得の値は、原則として表５に示す値以下のも

のであること。なお、被干渉の審査に当たり使用する妨害波方向の絶対利得は、

使用する空中線の実際の値（製品ごとの規格値等）又は表５に示す標準空中線

特性のいずれか小さい値とすることとし、実際の値の一部又は全部が表５の値

を超える場合にはこれを承知している旨が工事設計書に記載されていること。 

   表 5  標準受信空中線特性 

空中線の放射角度（θ） 受信空中線特性(dBi) 

0° ≦ θ ＜ 2.5° 53.3-3.89θ

2.5° 

2 

≦ θ ＜ 48° 38-22.5logθ 

48° ≦ θ ＜ 90° 0 

90° ≦ θ ＜ 110° 58.5-0.65θ 

110° ≦ θ  -13 

注 128ＱＡＭを用いる場合にあっては、110°≦ θ ≦ 170°において

は、希望波方向の絶対利得－65dB の値とする。 

エ 回線品質 

回線品質は、占有周波数帯幅の許容値ごとに表 1 に記載された伝送方式を前提とし、

希望する空中線電力等を基に算出した受信入力電力及び伝送の質により審査する。 

この場合において、受信空中線は通信の相手方となる無線局の工事設計に基づくほか、

特に機能等が明らかでない場合にはウ(ｳ)Ｃの特性を持つものとして審査する。 

また、変調方式を自動又は手動で切り替える場合には、ウ(ｱ)Ｄにより回線品質の判

定を行う変調方式として明記された方式を前提として審査する。 

(ｱ) 受信入力電力 

伝送方式ごとの標準受信入力電力及び最大受信入力電力は、表 6のとおりとする。 

なお、受信入力電力（設計値）は、希望する空中線電力及び通信の相手方となる

無線局の工事設計により算出し、原則として、表 6に示す標準受信入力の±３dB の

範囲内とする。ただし、(ｲ)の伝送品質を確保するためにやむをえない場合は、最大

受信入力の範囲までとすることができる。この場合において、受信入力電力は、１

キャリア当たりの値とする。 

                表 6 電波の型式及び受信入力電力 

占有周波数帯

幅の許容値 

伝送方式 電波の

型式 

標準受信入力 最大受信

入力 注 1 変調方式 伝送容量 
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2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 

G7W 
-59.0+Zr/2 

-27.0 

5.0MHz 6Mbps 

9.5MHz 

13Mbps -56.0+Zr/2 

16QAM 26Mbps 

D7W 

-54.0+Zr/2 

128QAM 

52Mbps 

-50.0+Zr/2 

注 2 

19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 

注 2 

156Mbps 

注１ Ｚｒは、目標回線不稼働率に対応する所要降雨減衰量で、次式により

年間目標回線不稼働率Ｐｉｒを算出し、Ｐｉｒ・ｄから別紙１別図第 35

号の２により求めたＺｐをＺｒとする。ただし、Ｚｐは必要に応じて別

紙１別図第 35 号により求めることができる。 

注 2 

Pir＝1／4×5×10－5×α／D 

D：全伝送区間の距離 (km) 

α：１    （D≦250） 

２    （250＜D≦1000） 

３    （D＞1000） 

d；実伝送距離(km) 

注２ コチャネル配置による大容量方式を含む。 

(ｲ) 伝送の質 

Ａ 回線不稼働率規格 

伝送の質は、いかなる月においても表 7 に示す回線不稼働率規格（ｙ０

  表 7 回線不稼働率規格 

）を満足

するものであること。 ただし、次のＢに定める簡易判定の条件を満たす場合に

は、当該規格を満たすものとみなす。 

占有周波数帯

幅の許容値 

伝送方式 回線不稼働率規格

（yo）変調方式 注 伝送容量 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 

最強雨期 3 か月に

おいて、 

4×10－7 ／km 以下 

5.0MHz 6Mbps 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 

128QAM 

52Mbps 

19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 

注 符号誤り率が 10－4を超える時間率。ただし、電力系統保護用信号を含む

場合には、符号誤り率が 10－7を超える時間率。 

Ｂ 伝送の質の判定法 

伝送の質の判定は、次の(A)に示す地球局との判定法を満足しなければならない。 

また、(B)の簡易判定法によること。ただし、回線構成上及び無線局置局上等か

ら(B)によることが困難な場合であって、特にその必要性が認められ、かつ、将来

的な電波利用計画を勘案した上で特段支障がないと認められるときには、(C)の詳

細判定法によることができる。 

(A) 地球局との判定法 

ａ 最大電力束密度 

被干渉地球局の受信帯域中において、干渉波の最大電力束密度は次式を満

足すること。 

Puf≦Pufo-Mn 

Puf：受信機入力における干渉波の最大電力束密度 (dBm/MHz) 

Puf＝Pu-DRAs-10 log fcl 
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Pu ：受信機入力における平常時干渉波受信入力 (dBm) 

DRAs：当該衛星回線と干渉経路との降雨減衰差(dB)。干渉源と当

該地球局間の距離が 10km以上の場合は 3dBとし、10km未満

の場合は 0dBとする。 

fcl：クロック周波数の上限値(MHz)。表 1 により求める。 

Pufo：被干渉地球局における許容干渉電力密度 (dBm/MHz) 

下図により求めるものとする。 

 
Mn：複数局からの干渉を考慮したマージンで 5dB とする。 

 

ｂ 干渉雑音 

地球局に与える干渉雑音の計算に当たっては、次の点を考慮すること。 

(a) 干渉を受ける地球局の空中線の指向特性は次式のとおりとする。 

G(φ）＝29－25 logφ （  1°＜φ≦25°） 

＝－10     （ 25°＜φ） 

G（φ）：等方性空中線に対する利得 (dBi) 

φ：空中線の主ビームからの離角 (°) 

ただし、必要に応じ、これより良好な特性の空中線を使用することが

できるものとする。 

(b) 地球局において、空中線設置場所の周辺に施設した遮へい壁、建造物

等により干渉波電力の軽減が見込める場合で、適切な計算方法がある場

合又は実測等により確認されている場合は、この遮蔽効果を空中線特性

に加えることができる。 

(c) その他の干渉軽減対策が施されている場合等で、他の適切な計算方法

が存在する場合は、この計算方法によることができる。この場合は、申

請者から技術的根拠を示す資料の提出を求め審査するものとする。 

(d) 宇宙無線通信の業務を行う受信設備に与える干渉を計算する場合は、

地球局に準じた方法によることとする。 

(B) 簡易判定法 

次の a 及び bの条件を満足すること。 

ａ 搬送波電力対熱雑音電力比 

降雨時における一区間の搬送波電力対熱雑音電力比Ｃ／Ｎｔｈｉが、表 8

に示すＣ／Ｎｔｈｏ（回線不稼働率規格を満足するための所要Ｃ／Ｎ比）の

値以上であること。 

降雨時のＣ／Ｎｔｈｉは、次式により求める。 

C/Nthi＝－10 log（10－C/Nth’／10＋10－C/Nxpd’／10＋10－C/Ncr／10）＞C/Ntho 

C/Nth’：熱雑音に対する C／N値 

表 8 に示す C／Nth’の値以上とする。 

C/Nth’＝Pr－Prni（KTBF）－Zs (dB) 

Pr：平常時受信入力(dBm) 

Pr＝Pt－（Lft＋Lfr）－（Lcct＋Lccr）＋（Gat＋Gar）－Lp 

Pt：送信出力(dBm) 

許容干渉電力 
(dBm/MHz) 

－107 

－119 

48 60 (dBi) 

地球局空中線利得 
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Lft、Lfr：送信フィーダ損失 (dB)、受信フィーダ損失 

(dB) 

Lcct、Lccr：送信共用回路損失 (dB)、受信共用回路損失 

(dB) 

Gat、Gar：送信アンテナ利得 (dB)、受信アンテナ利得 

(dB) 

Lp：自由空間伝搬損失 (dB) 

Lp＝20 log（4000・π・d/λ） 

d ：実伝送距離 (km) 

λ：波長 

λ＝c/f  (m) 

c：電波の速度（3×108(m/s)） 

f：周波数 

Prni（KTBF）：受信機の熱雑音電力 (dBm) 

Prni＝10 logB＋F－144 

B：受信機の等価雑音帯域幅(kHz) 

F：受信機の雑音指数 (dB) 

Zs：回線不稼働率規格を満足するための所要降雨マージンで、次

式により年間回線不稼働率規格（Pis）を算出し、Pis・d から

別紙１別図第 35号の２により求めた Zpを Zsとする。ただし、

Zpは必要に応じて別紙１別図第 35号により求めることができ

る。 

Pis＝1/4・yo 

yo：回線不稼働率規格 表 7 

C/Nxpd’：交差偏波識別度（XPD）に対する C/N値 (dB) 

[通常の場合] 

10－C/Nxpd’/10＝0 

[コチャネル配置の場合] 

C/Nxpd’＝C/Nrain＋XPIC0 

C/Nrain：降雨時の XPD (dB) 

C/Nrain＝－20 log｛tan（tan－110－A/20＋0.866°）｝ 

A＝－0.513・exp（－10.28・Δh/d）・Zr 

＋26.7・exp（0.113・d） 

Δh ：２地点間における伝搬路高差(km) 

d ：実伝送距離 (km) 

Zｒ：目標回線不稼働率に対応する所要降雨減衰量

で表 6 の注１による。 

XPIC0 ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量

で 18dB とする。 

C/Ncr：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比 (dB) 

[通常の場合] 

10－C/Ncr/10＝0 

[同一偏波に 2 つのキャリアを平行して伝送する場合] 

C/Ncr＝37.5 (dB) 

ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

             表 8 熱雑音に対する所要Ｃ／Ｎ比（別紙(5)－4「雑音配分」参照） 

占有周

波数帯

幅の許

伝送方式 熱雑音に対

する所要

C/Ntho 注１ 

XPD、隣接キャリアに

対する配分を除いた

熱雑音に対する所要
変調方式 伝送容量 
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容値 C/Nth’(dB) 注１ 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 
20.0 

(22.9) 
20.0(22.9) 5.0MHz 6Mbps 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 
25.3 

(29.8) 
25.3(29.8) 

128QAM 

52Mbps 
29.3 

(31.8) 

29.3(31.8) 

33.3(35.8)注 2 
19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 

注１ かっこ内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

注２ コチャネル配置により２つのキャリアを伝送する場合は下段の値

とする。   

ｂ 混信計算 

(a) 地上波に対する干渉 

表 9 の左欄に掲げる変調方式に対し、地上波から受ける干渉として、

同表の右欄に掲げる混信保護の許容値（１波当たりの干渉波電力又は全

干渉波電力の総和に対する値のいずれか）を満足すること。 

全干渉波電力の総和に対する［Ｃ／Ｉ］aは、次式により求める。 

［C/I］a＝－10 log∑
n

ｉ＝１

10－C/Ii/10 

n ：妨害波の数 

C/Ii：i番目の干渉波による搬送波電力対干渉波受信電力比(dB) 

C/Ii=D／ Ui+IRFi－DRAdi 

D/Ui：i 番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信

電力比(dB)。なお、妨害波の回折損失が見込める場

合には、別紙１別図第 23号及び別紙１別図第 24 号

により求め加算する。 

IRFi：希望波と i番目の妨害波間の干渉軽減係数(dB)。別

紙(5)－5 により求める。 

DRAdi：希望波と i 番目の妨害波間の降雨減衰差(dB)。希

望波と妨害波が同一経路の場合は 0dB とし、異経路

の場合は 10dB とする。 

                 表 9 混信保護値 

占有周波数

帯幅の許容

値 

伝送方式 混信保護値(dB)

変調方式 

注１、注２ 

伝送容量 
干渉波一波 

当たりの値 

全干渉波の総和 

に対する値 

2.5MHz 

4PSK 

3Mbps 

23.0（25.9） 18.0（20.9） 5.0MHz 6Mbps 

9.5MHz 

13Mbps 

16QAM 26Mbps 29.0（34.0） 24.0（29.0） 

128QAM 

52Mbps 

39.3（41.8） 34.3（36.8） 19.0MHz 104Mbps 

28.5MHz 156Mbps 
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注 1 時分割変調方式については搬送波電力対干渉波受信電力比（Ｃ

／Ｉ）の値であり、被干渉、与干渉ともに表中の値を超えないこ

と。 

ここで、 

  DRAdIRFUDIC −+= //  

とする。 

Ｄ/Ｕ : 希望波受信電力対妨害波受信電力比 (dB) 
ＩＲＦ: 干渉軽減係数 (dB) 

DRAd：時分割変調方式における希望波と妨害波間の降雨減衰

差。希望波と妨害波が同一経路の場合は0dBとし、異経

路の場合は10dBとする。 

注２ 括弧内は、電力系統保護用信号を含む回線に対する混信保護値

を示す。 

(b) 静止衛星軌道との離角 

静止衛星軌道方向と受信空中線の正対方向との離角が３度以上確保で

きるものであること。これを満足しない場合には、(C)の詳細判定法によ

る。 

 (C) 詳細判定法 

１パルス再生区間の年間回線不稼働率（Ｐｉ）が年間回線不稼働率規格（Ｐ

ｉｓ）を満足すること。 

Pi ＜ Pis・d 

Pis＝1/4・yo 

d：実伝送距離 (km) 

yo：回線不稼働率規格 

回線不稼働率規格は搬送波電力対雑音電力比（C/N）を求め、

次式により Zp を算出し、別紙１別図第 35 号の２により年間回

線不稼働率（Pi）を算出する。ただし、Pi は必要に応じて別紙

１別図第 35 号により求めることができる。 

Zp＝C/N1－C/N2 (dB) 

C/N1＝－10 log（10－C/Nth/10＋10－C/Nxpd/10） 

C/N2＝－10 log（10－C/No/10－10－[C/I]a/10－10－C/Nconst/10 

－10－C/Ncr/10） 

C/Nth：平常時における搬送波電力対熱雑音電力比 

C/Nth＝Pr－Prni (dB) 

Pr：平常時受信入力 (dBm) 

Prni：受信機の熱雑音電力 (dBm) 

C/Nxpd：平常時における交差偏波識別度（XPD）に対す

る C/N 値 (dB) 

[通常の場合] 

10－C/Nxpd/10＝0 

[コチャネル配置の場合] 

C/Nxpd＝XPDo＋XPIC0 

XPDo：アンテナの XPD で平常時は 38dB

とする。 

XPIC0：装置の交差偏波干渉補償器による

改善量で 18dB とする。 

C/Ncr：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比 (dB) 

[通常の場合] 

10－C/Nxpd/10＝0 

[同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する
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場合] 

C/Ncr＝37.5 (dB) 

ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、

40dB とする。 

C/Nconst：搬送波電力対歪雑音電力比 (dB)。表 10に

よる。 

C／No：符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場

合は 10－7）を確保するために必要な総合の搬送

波電力対雑音電力比 (dB) 

      表 10 搬送波電力対歪雑音電力比 

変調方式 

搬送波電力対 

歪雑音電力比 

（C/Nconst）(dB) 注 

総合の搬送波電力対 

雑音電力比 

（C/No）(dB) 注 

4PSK 32.8（32.8） 15.8（18.6） 

16QAM 38.5（43.3） 21.5（26.3） 

128QAM 45.0（47.5） 28.0（30.5） 

注 括弧内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

オ 他の回線に対する混信の防止 

他の回線に対する与干渉については、当該被干渉回線において占有周波数帯幅の許容

値ごとに表 1に記載された伝送方式を前提とし、被干渉回線の伝送の質をエ(ｲ)に基づ

き算出した結果において伝送の質が定められた規格を満たす範囲のものであること。た

だし、現に開設されている被干渉回線の伝送の質等の審査が上記の方法以外の方法によ

るものである場合にはその方法により判定を行い、支障のないものであること。 
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別紙(5)－1 送信電力スペクトル側帯波分布 
 

送信スペクトルマスクは下記のとおりとする。 

  各基準点の値は下記の表を参照のこと。 

 

 
 

スペクトルマスク基準値 

マスク 

 基準 

点 

占有 

周波数 

帯幅の 

許容値 

周波数偏差(MHz) ・ 減衰量(dB) 注 

f1 

MHz 

a1 

dB 

f2 

MHz 

a2 

dB 

f3 

MHz 

a3 

dB 

f4 

MHz 

a4 

dB 

f5 

MHz 

a5 

dB 

f6 

MHz 

a6 

dB 

f7 

MHz 

a7 

dB 

2.5MHz 1.25 0 1.25 -6 1.9 -27 2.5 -27 4.25 -45 6.25 -45 20 -50 

5MHz 2.5 0 2.5 -6 3.75 -27 5.1 -27 8.5 -45 12.5 -45 20 -50 

9.5MHz 5 0 5 -6 7.5 -33 12.3 -33 20.5 -48 25 -48 60 -50 

19MHz 10 0 10 -6 15 -33 24.6 -33 41 -48 50 -48 60 -50 

28.5MHz 15 0 15 -6 22.5 -33 36.9 -33 61.5 -48 75 -48 90 -50 

注 減衰量は、送信ろ波器特性を含めることも可とする 

周波数偏差(MHz)

a2
a1

a5, a6

a3, a4

a7

-f7 -f6 -f5 -f4
-f2

-f3 -f1 fc f1 f3
f2

f4 f5 f6 f7

相
対
電
力

(dB)
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別紙(5)-2 受信ろ波器特性 
 
 使用するろ波器は、次の値以上減衰するものとする。 
 

等価受信ろ波器特性 
周波数偏差 

占有 

周波数帯幅 

5  

MHz 

10  

MHz 

20  

MHz 

30  

MHz 

60  

MHz 

80  

MHz 

2.5MHz 20 - 65 - - - 

5MHz 20 - 65 - - - 

9.5MHz - 25 - - 80 - 

19MHz - - 25 - 80 - 

28.5MHz - - - 25 - 80 

注 等価ろ波特性とは、高周波ろ波器の特性に、中間周波数帯（デジタル部を

含む）のろ波特性を加えたもの。 
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別紙(5)－3   周波数配置 

 

 (1) 小容量方式及び中容量方式  ３，６，13，26，52Mbps 注 

CH 番号 
周波数 

低  群 高  群 

31 12.205GHz 12.325GHz 

32 12.215GHz 12.335GHz 

33 12.225GHz 12.345GHz 

34 12.235GHz 12.355GHz 

35 12.245GHz 12.365GHz 

36 12.255GHz 12.375GHz 

37 12.265GHz 12.385GHz 

38 12.275GHz 12.395GHz 

39 12.285GHz 12.405GHz 

40 12.295GHz 12.415GHz 

41 12.305GHz 12.425GHz 

42 12.315GHz 12.435GHz 

  注  コチャネル配置により、伝送容量 104Mbps の場合を含む。 

 

(2) 大容量方式  104Mbps 注１ 

CH 番号 
周波数 

低  群 高  群 

1 12.21GHz 12.33GHz 

2 12.23GHz 12.35GHz 

3 12.25GHz 12.37GHz 

4 12.27GHz 12.39GHz 

5 12.29GHz 12.41GHz 

6 12.31GHz 12.43GHz 

7 - 12.45GHz 注 2 

8 - 12.47GHz 注 2 

9 - 12.49GHz 注 2 

   注１  コチャネル配置により、伝送容量 208Mbpsの場合を含む。 

   注２  単向通信方式のみとする。 

 

（3）大容量方式 156Mbps 注 

CH 番号 
周波数 

低 群 高 群 

61 12.215GHz 12.335GHz 

62 12.245GHz 12.365GHz 

63 12.275GHz 12.395GHz 

64 12.305GHz 12.425GHz 

注  コチャネル配置により、伝送容量 312Mbpsの場合を含む。 
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別紙(5)－4    雑音配分 

 

１  小中容量方式（４ＰＳＫ: 13Mbps 以下） 

   (1) ＢＥＲ＝10－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    11.8dB      15.8dB               熱 雑 音     20.0dB  

                        歪 雑 音     32.8dB 

      固定劣化 4dB           干渉雑音 18.0dB（23dB×3 波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    14.6dB      18.6dB               熱 雑 音     22.9dB  

                        歪 雑 音     32.8dB 

      固定劣化 4dB           干渉雑音 20.9dB（25.9dB×3波） 

                         

 

 

２  中容量方式（16ＱＡＭ：26Mbps） 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    18.5dB      21.5dB               熱 雑 音     25.3dB  

                        歪 雑 音     38.5dB 

      固定劣化 3dB           干渉雑音 24.0dB（29.0dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    21.3dB      26.3dB               熱 雑 音     29.8dB  

                        歪 雑 音     43.3dB 

      固定劣化 5dB           干渉雑音 29.0dB（34.0dB×3波） 
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３  中大容量方式（128ＱＡＭ［片偏波のみ使用］：52，104，156Mbps） 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 29.3dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  － 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB（39.3dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 31.8dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  － 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB（41.8dB×3波） 

                            

 

 

４  大容量方式（128ＱＡＭ［コチャネル配置］：104，208，312Mbps） 

 (1) ＢＥＲ＝10－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 33.3dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  31.5dB 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB（39.3dB×3波） 

 (2) ＢＥＲ＝10－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 35.8dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB（41.8dB×3波） 
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別紙(5)-5 等価ＩＲＦ 

 

等価ＩＲＦの値は次の表のとおりとする。 

なお、次の事項を以下の表に適用する。 

①  ＩＲＦの設定は１キャリア当たりの数値とする。 

②  妨害波がコチャネルの場合、異偏波分については考慮しない。 

③  希望波がコチャネルの場合には、妨害波との組合せで最悪となる１キャリアで選定する。 

④ 妨害波について他にＩＲＦの値が定められている組合せのある場合にはそれによる。 

 

１．ＩＲＦの値 

 

(1) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 2.5MHz の場合 

妨害波の

占有周波

数帯幅 

IRF(dB） 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 

2.5MHz 0 - 47 - 70 - 80 - - - 

5MHz 2 - 50 - 70 - 80 - - - 

9.5MHz 0 - 34 - 60 - 80 - - - 

19MHz - 0 - 47 - 62 - 70 - - 

28.5MHz 0 - 0 - 44 - 54 - 64 - 

 

 

 

 

 

(2) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が５MHz の場合 

妨害波の

占有周波

数帯幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 

2.5MHz 0 - 33 - 80 - - - - - 

5MHz 0 - 32 - 68 - 80 - - - 

9.5MHz 0 - 23 - 57 - 80 - - - 

19MHz - 0 - 33 - 61 - 70 - - 

28.5MHz 0 - 0 - 42 - 52 - 62 - 

 

 

(3) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 9.5MHz の場合 

妨 害 波 
IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 

2.5MHz 0 - 15 - 47 - 62 - - - 

5MHz 0 - 15 - 46 - 70 - - - 

9.5MHz 0 - 15 - 41 - 65 - - - 

19MHz - 0 - 25 - 43 - 55 - - 

28.5MHz 0 - 0 - 42 - 50 - 60 - 
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(4) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 19MHzの場合 

妨害波の

占有周波

数帯幅 

IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 

2.5MHz - 0 - 27 - 47 - 67 - - 

5MHz - 0 - 27 - 47 - 55 - - 

9.5MHz - 0 - 27 - 45 - 55 - - 

19MHz 0 - - - 31 - - - 60 - 

28.5MHz - 0 - 2 - 38 - 52 - 60 

 

 

 

 

(5) 希望波の占有周波数帯幅の許容値が 28.5MHz の場合 

妨 害 波 
IRF(dB) 

0MHz 5MHz 10MHz 15MHz 20MHz 25MHz 30MHz 35MHz 40MHz 45MHz 

2.5MHz 0 - 0 - 34 - 47 - 70 - 

5MHz 0 - 0 - 32 - 48 - 60 - 

9.5MHz 0 - 0 - 32 - 48 - 60 - 

19MHz - 0 - 1 - 32 - 52 - 64 

28.5MHz 0 - - - - - 38 - - - 
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(5)  12GHz帯（12.2GHzから 12.5GHzまで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局 

 

 ア 無線設備の工事設計 

(ｱ) 送受信装置等 

  Ａ  伝送方式は、原則として、表１のとおりであること。ただし、表１によることができない

場合は、表２の伝送方式（「旧伝送方式」という。以下同じ。）を用いることができる。 

表１ 伝送方式 

周波数帯 方  式 
主信号の伝送容量 

（キャリア数） 
変調方式 

周波数間

隔 

12GHz帯 

小容量方式 
3Mb／s 

4PSK 

10MHz 

6Mb／s 

中容量方式 

13Mb／s 

26Mb／s 16QAM 

52Mb／s 

128QAM 
大容量方式 

104Mb／s 20MHz 

104Mb／s(52Mb／s×2) 10MHz 

156Mb／s(52Mb／s×4)注 

20MHz 208Mb／s(52Mb／s×4) 

208Mb／s(52Mb／s×2) 

        注 キャリアのひとつを、他のキャリアの予備として使用できる。 

 

表２  旧伝送方式 

周波数帯 方  式 キャリア単位の伝送容量 変調方式 周波数間隔 

12GHz帯 

小容量方式 
3Mb／s 

4PSK 

20MHz 

6Mb／s 

中容量方式 

13Mb／s 

19Mb／s 

32Mb／s 

16QAM 39Mb／s 

52Mb／s 

 

    Ｂ クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数は表３及び表４に示す値以下であること。 

 

表３ クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数 

周波数帯 方  式 
キャリア単位 

の伝送容量 
変調方式 

クロック 

周波数 

等価雑音 

帯域幅 

雑音

指数 

12GHz帯 

小容量

方 式 

3Mb／s 

4PSK 

1.8MHz 2.5MHz 

5dB 

6Mb／s 3.4MHz 4.5MHz 

中容量

方 式 

13Mb／s 6.8MHz 8.5MHz 

26Mb／s 16QAM 6.8MHz 8.5MHz 

52Mb／s 

128QAM 
8.2MHz 9.5MHz 

大容量

方 式 

52Mb／s 注 

104Mb／s 16.4MHz 19.0MHz 

    注  コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 

 

別紙２－８ 
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表４  クロック周波数、等価雑音帯域幅及び雑音指数（旧伝送方式に限る。） 

周波数帯 方  式 
キャリア単位の

伝送容量 
変調方式 

クロック 

周波数 

等価雑音 

帯域幅 

雑音

指数 

12GHz帯 

小容量

方 式 

3Mb／s 

4PSK 

1.8MHz 2.5MHz 

7dB 
6Mb／s 3.4MHz 4.5MHz 

中容量

方 式 

13Mb／s 6.8MHz 8.5MHz 

19Mb／s 10.2MHz 12.5MHz 

32Mb／s 

16QAM 

8.9MHz 11.0MHz 

5dB 39Mb／s 10.7MHz 13.0MHz 

52Mb／s 14.3MHz 17.5MHz 

 

   Ｃ 送信出力の電力スペクトルは、別図(5)－1に示す側帯波分布を超えないものであること。 

  Ｄ 送受信機において使用するろ波器は、別図(5)－2に示す特性を有するものであること。 

  Ｅ 送受信装置の総合の伝送特性は、ロールオフ係数は 0.5以下とする。ただし、128QAM方式

を使用する場合は、0.25以下とする。 

  Ｆ 復調方式は、同期検波方式であること。 

  Ｇ 補助信号は、時分割により主信号に内挿して伝送又は主信号により変調された信号に周波

数変調若しくは振幅変調で複合変調をかけることにより伝送するものであること。 

  Ｈ なるべく予備の送受信機を有するものであること。 

  Ｉ 16QAM 又は 128QAM を用いた方式にあっては、原則として、自動等化器による波形歪補償を

行うものであること。 

  Ｊ コチャネル配置を行う場合、送受信装置には交差偏波干渉補償器（以下「XPIC」という。）

を用いることとする。なお、XPICによる改善効果は 18dB以上とする。 

  Ｋ 128QAMを用いた方式については、誤り訂正を行うものであること。 

  (ｲ) 中継方式等 

   Ａ 回線の中継方式は、検波再生中継方式であること。 

 Ｂ 無給電中継方式については、回線設計及び回線品質を満足する範囲において使 用すること

ができる。ただし、他の無線局の運用に支障が生じることが想定される場合には、この限り

でない。 

   (ｳ) 受信空中線特性 

   Ａ 受信空中線特性 

     受信空中線については、表５に示す特性を満足するものであること。 

      

表５ 標準受信空中線特性 

周波数帯 空中線の放射角度（θ） 受信空中線特性［dBi］ 

12GHz帯 

 0° ≦ θ ＜ 2.5° 

 2.5° ≦ θ ＜ 48° 

 48° ≦ θ ＜ 90° 

 90° ≦ θ ＜ 110° 

 110° ≦ θ 

53.3－3.89θ2 

38－22.5 logθ 

0 

58.5－0.65θ 

－13 

 

           また、128QAM を用いた方式については、表５に加え、110°≦θ（絶対値）≦170°の F

／B特性（空中線の主ビームに対する背面の指向減衰比）を 65dB以上とする。 

    Ｂ 交差偏波識別度 
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      コチャネル配置を適用する場合の空中線における交差偏波識別度（XPD）は、35dB以上と

する。 

 

 イ 周波数等 

  (ｱ) １パルス再生区間における周波数の使用は、同一周波数帯によるものとし、割当周波数の配

置は別表１に定める周波数により、別図(5)－3のとおりとする。 

         偏波は直線偏波（原則として垂直偏波）であること。なお、水平偏波を用いることにより周

波数の有効利用を図ることができる場合は、同偏波を選定することができる。 

(ｲ) 割当てに当たっては、12GHz 帯 の衛星補助放送の放送番組中継用の周波数と共用している

ことに留意すること。 

  (ｳ) 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式及び受信電力は、表６のとおりとする。 

         受信入力（設計値）は、原則として、表６に示す標準受信入力の±3dB の範囲内とする。受

信入力は１キャリアあたりとする。 

 

表６ 占有周波数帯幅の許容値、電波の型式及び受信電力 

周波

数帯 
方式 

キャリア単

位の 

伝送容量 

［Mb／s］ 

電波

型式 

占有周波数帯

幅の許容値 

［MHz］ 

最 大 

空中線

電 力 

［W］ 

受信入力［dBm］ 

標準受信入力 

     注１ 

最大受 

信入力 

12GHz

帯 

小容量

方 式 

3 

G7W 

2.5 

0.3 

－59.0+Zr／2 

－27.0 

6 5.0 

中容量

方 式 

13 9.0 －56.0+Zr／2 

19 13.5 
－54.0+Zr／2 

26 

D7W 

9.0 

32 11.5 －52.0+Zr／2 

39 14.0 －51.0+Zr／2 

52 18.5 

－50.0+Zr／2 

52 

9.5 

大容量

方 式 

52 注２ 

104 19.0 

     注１ Zr は、目標回線不稼働率に対応する所要降雨減衰量で、次式により年間目標回線不稼

働率 Pirを算出し、別紙(5)により求めた Zpを Zrとする。 

      Pir＝1／4×5×10－5×α／D 

      D：全伝送区間の距離［km］ 

      α：1 （D≦250） 

        2 （250＜D≦1000） 

        3 （D＞1000） 

       注２  コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 

 

 ウ 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限 

   表７に示す正対方向以外への等価等方輻射電力（１キャリア当たり）の制限値を満足すること。 

表７ 正対方向以外への等価等方輻射電力の制限値 
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周波数帯 正対方向からの放射角度（θ） 
等価等方輻射電力の制限値

［dBm］ 

12GHz帯 

 2.5° ≦ θ ＜  48° 58－22.5 logθ 

 48° ≦ θ ＜  90° 20 

 90° ≦ θ ＜ 110° 78.5－0.65θ 

 110° ≦ θ 7 

 

 エ 伝送の質 

   表８に示す回線不稼働率規格（yo）を満足すること。 

 

表８ 回線不稼動率規格 

周波数帯 方  式 伝送容量 回線不稼働率規格（yo）注 

12GHz帯 

小容量方式 3,6Mb／s 
最強雨期３か月において、      

4×10－7／km以下 中容量方式 13,19,26,32,39,52Mb／s 

大容量方式 104,156,208Mb／s 

   注 符号誤り率が 10－4を超える降雨断の時間率。ただし、電力系統保護用信号を含む場合には、

符号誤り率が 10－7を超える時間率。 

 

 オ 回線不稼働率規格の判定法 

   回線不稼働率の判定は、次の(ｱ)に示す衛星地球局との判定法を満足しなければならない。 

      また、(ｲ)の簡易判定法によること。ただし、回線構成上及び無線局置局上等から(ｲ)によるこ

とが困難な場合であって、特にその必要性が認められ、かつ、将来的な電波利用計画を勘案した

上で特段支障がないと認められるときには、(ｳ)の詳細判定法によることができる。 

 

    (ｱ) 衛星地球局との判定法 

   Ａ 最大電力束密度 

     被干渉地球局の受信帯域中において、干渉波の最大電力束密度は次式を満足すること。 

     Puf≦Pufo－Mn 

    ここで、 

     Puf   ：受信機入力における干渉波の最大電力束密度［dBm／MHz］ 

      Puf＝Pu－DRAs－10 log fcl 

       Pu ：受信機入力における平常時干渉波受信入力［dBm］ 

       DRAs ：当該衛星回線と干渉経路との降雨減衰差［dB］。干渉源と当該地球局間の距

離が 10km以上の場合は 3dBとし、10km 未満の場合は 0dBとする。 

       fcl ：クロック周波数の上限値［MHz］。表３及び表４により求める。 

      Pufo  ：被干渉地球局における許容干渉電力密度［dBm／MHz］ 

         下図により求めるものとする。 

         

         許容干渉電力 

          ［dBm／MHz］ 

             －107  

 

             －119 
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                       48            60 ［dBi］  

                         地球局空中線利得       

 

     Mn   ：複数局からの干渉を考慮したマージンで５dBとする。 

   Ｂ 干渉雑音 

     地球局に与える干渉雑音の計算に当たっては、次の点を考慮すること。 

    (A) 干渉を受ける地球局の空中線の指向特性は次式のとおりとする。 

       G(φ)＝29－25 logφ （ 1°＜φ≦25°） 

         ＝－10 （25°＜φ） 

            G(φ)：等方性空中線に対する利得［dBi］ 

            φ  ：空中線の主ビームからの離角［゜］ 

       ただし、必要に応じ、これより良好な特性の空中線を使用することができるものとする。 

    (B) 地球局において、空中線設置場所の周辺に施設した遮へい壁、建造物等により干渉波電

力の軽減が見込める場合で、適切な計算方法がある場合又は実測等により確認されてい

る場合は、この遮蔽効果を空中線特性に加えることができる。 

    (C) その他の干渉軽減対策が施されている場合等で、他の適切な計算方法が存在する場合は、

この計算方法によることができる。この場合は、申請者から技術的根拠を示す資料の提

出を求め審査するものとする。 

    (D) 宇宙無線通信の業務を行う受信設備に与える干渉を計算する場合は、地球局に準じた方

法によることとする。 

 

  (ｲ) 簡易判定法 

     次のＡ及びＢの条件を満足すること。 

   Ａ 搬送波電力対熱雑音電力比 

     降雨時における一区間の搬送波電力対熱雑音電力比 C／Nthi が、表９に示す C／Ntho（回

線不稼働率規格を満足するための所要 C／N比）の値以上であること。 

     降雨時の C／Nthiは、次式により求める。 

      C／Nthi＝－10 log（10－C／Nth’／10＋10－C／Nxpd’／10＋10－C／Ncr／10）＞C／Ntho 

          C／Nth’：熱雑音に対する C／N値 

        表９に示す C／Nth’の値以上とする。 

        C／Nth’＝Pr－Prni(KTBF)－Zs ［dB］ 

            Pr         ：平常時受信入力［dBm］ 

             Pr＝Pt－（Lft＋Lfr）－（Lcct＋Lccr）＋（Gat+Gar）－ Lp 

             Pt    ：送信出力［dBm］ 

             Lft、Lfr ：送信フィーダ損失［dB］、受信フィーダ損失［dB］ 

             Lcct、Lccr：送信共用回路損失［dB］、受信共用回路損失［dB］ 

             Gat、Gar ：送信アンテナ利得［dB］、受信アンテナ利得［dB］ 

             Lp    ：自由空間伝搬損失［dB］ 

               Lp＝20 log（4000･π･d／λ） 

                 d ：実伝送距離［km］ 

                 λ：波長 



 
 

6 
 

                  λ＝c／f ［m］ 

                    c：電波の速度（3×108 ［m／s］） 

                    f：周波数 

                      12GHz帯：12.33×109 ［Hz］ 

            Prni(KTBF)：受信機の熱雑音電力［dBm］ 

             Prni＝10 logB＋F－144 

              B：受信機の等価雑音帯域幅［kHz］ 

              F：受信機の雑音指数［dB］ 

            Zs         ：回線不稼働率規格を満足するための所要降雨マージンで、次式によ

り年間回線不稼働率規格（Pis）を算出し、別紙(5)により求めた Zp

を Zsとする。 

            Pis＝1／4・yo 

             yo：回線不稼働率規格 

         C／Nxpd'   ：交差偏波識別度（XPD）に対する C／N値［dB］ 

          ［通常の場合］ 

            10－C／Nxpd’／10＝0 

          ［コチャネル配置の場合］ 

            C／Nxpd'＝C／Nrain＋XPIC0 

            C／Nrain：降雨時の XPD［dB］ 

            C／Nrain＝－20log｛tan（tan-110－A／20＋0.866゜）｝ 

             A＝－0.513・exp（－10.28・Δh／d）・Zp＋26.7・exp（0.113・d） 

               Δh ：２地点間における伝搬路高差［km］ 

               d    ：実伝送距離［km］ 

                 Zp   ：年間回線不稼働率 p%に対応した所要降雨マージン ［dB］ 

              XPIC0     ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。  

               C／Ncr  ：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比［dB］ 

               ［通常の場合］ 

                 10－C／Ncr／10＝0 

               ［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

                 C／Ncr＝37.5［dB］ 

                       ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

 

 

 

 

 

 

 

表９ 熱雑音に対する所要 C／N比（別図(5)－4「雑音配分」参照） 

周波数帯 方  式 

主信号の 

伝送容量 

（キャリア数） 

変調方式 

熱雑音に対

する所要 

C／Ntho［dB］

注 

XPD、隣接キャリアに

対する配分を除いた

熱雑音に対する所要

C／Nth’［dB］注 
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12GHz帯 

小容量方式 3,6Mb／s 
4PSK 

20.0 

（22.9） 
20.0（22.9） 

中容量方式 

13,19Mb／s 

26Mb／s 

16QAM 

25.3 

（29.8） 
25.3（29.8） 

32,39,52Mb／s 
25.5 

（30.3） 
25.5（30.3） 

52Mb／s 

128QAM 
29.3 

（31.8） 

29.3（31.8） 

大容量方式 

104Mb／s 

104Mb／s 

(52Mb／s×2) 
33.3（35.8） 

156,208Mb／s 

(52Mb／s×4) 
35.4（37.9） 

208Mb／s 

(104Mb／s×2) 
33.3（35.8） 

    注 かっこ内は、電力系統保護用信号を含む場合の値 

 

   Ｂ 混信計算 

    (A) 地上波に対する干渉 

       表１０の左欄に掲げる伝送方式に対し、同表の右欄に掲げる混信保護の許容値（１波当

たりの干渉波電力又は全干渉波電力の総和に対する値のいずれか）を満足すること。 

       全干渉波の総和に対する［C／I］a は次式により求める。 

      ［C／I］a＝－10 log∑
n

ｉ＝１

10－C／Ii／10 

        ここで、 

          n ：妨害波の数 

           C／Ii ：i番目の干渉波による搬送波電力対干渉波受信電力比［dB］ 

          C／Ii＝D／Ui＋IRFi－DRAdi 

            D／Ui ：i 番目の妨害波による希望波受信電力対妨害波受信電力比［dB］。な

お、妨害波の回折損失が見込める場合には、別図第 23 号及び第 24

号により求め加算する。 

            IRFi   ：希望波と i 番目の妨害波間の干渉軽減係数［dB］。別図(5)－5 によ

り求める。 

            DRAdi   ：希望波と i番目の妨害波間の降雨減衰差［dB］。希望波と妨害波が同

一経路の場合は 0dBとし、異経路の場合は 10dBとする。 

 

 

 

 

 

表１０ 混信保護値 

周波数帯 

 混信保護値［dB］ 注１，注２ 

被干渉局側の伝送方式 干渉波一波 

当たりの値 

全干渉波の総和 

に対する値 
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12GHz帯 

周波数変調方式 注３ 58 － 

小容量方式 
4PSK 

3,6Mb／s 
23.0（25.9） 18.0（20.9） 

中容量方式 

4PSK 

13,19Mb／s 

16QAM 

26Mb／s 
29.0（34.0） 24.0（29.0） 

16QAM 

32,39,52Mb／s 

128QAM 

52Mb／s 
39.3（41.8） 34.3（36.8） 

大容量方 

式 

128QAM 

52,104Mb／s 

    注１ 周波数変調方式においては復調後の信号電力対干渉波受信電力比（S／I）、時分割変調

方式については搬送波電力対干渉波受信電力比（C／I）の値であり、被干渉、与干渉と

もに表中の値を超えないこと。 

     ここで、 

      S／I＝D／U＋IRF－DRAa 

      C／I＝D／U＋IRF－DRAd 

    とする。 

     D／U ：希望波受信電力対妨害波受信電力比［dB］ 

     IRF ：干渉軽減係数［dB］ 

     DRAa ：周波数変調方式における希望波と妨害波間の降雨減衰差。希望波と妨害波が同

一経路の場合は 0dBとし、異経路の場合は 2dBとする。 

     DRAd ：時分割変調方式における希望波と妨害波間の降雨減衰差。希望波と妨害波が同

一経路の場合は 0dBとし、異経路の場合は、10dB とする。 

    注２ かっこ内は電力系統保護用信号を含む回線に対する混信保護値を示す。 

  注３ 被干渉局の伝送方式が周波数変調方式の場合にあっては、当該被干渉局における一波あた

りの干渉波の受信電力がスケルチレベルから 3dBを減じた値以下であることとする。 

   

  (ｳ) 詳細判定法 

    １パルス再生区間の年間回線不稼働率（Pi）が年間回線不稼働率規格（Pis）を満足すること。 

     Pi ＜ Pis・d 

         Pis＝1／4・yo 

           d ：実伝送距離［km］ 

           yo：回線不稼働率規格 

    回線不稼働率規格は搬送波電力対雑音電力比（C／N）を求め、次式により Zp を算出し、別紙

(5)により年間回線不稼働率（Pi）を算出する。 

    Zp＝C／N１－C／N２ ［dB］ 

          ここで、 

       C／N１＝－10 log（10－C／Nth／10＋10－C／Nxpd／10） 

       C／N２＝－10 log（10－C／No／10－10－[C／I]a／10－10－C／Nconst／10－10－C／Ncr／10） 

       C／Nth  ：平常時における搬送波電力対熱雑音電力比 

         C／Nth = Pr－Prni［dB］ 
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           Pr ：平常時受信入力［dBm］ 

           Prni ：受信機の熱雑音電力［dBm］ 

       C／Nxpd  ：平常時における交差偏波識別度（XPD）に対する C／N 値［dB］ 

        ［通常の場合］ 

          10－C／Nxpd／10＝０ 

        ［コチャネル配置の場合］ 

          C／Nxpd＝XPDo＋XPIC0 

           XPDo：アンテナの XPDで平常時は 38dBとする。 

           XPIC0 ：装置の交差偏波干渉補償器による改善量で 18dBとする。 

        C／Ncr   ：搬送波電力対隣接チャネル漏えい電力比［dB］ 

        ［通常の場合］ 

          10－C／Nxpd／10＝０ 

        ［同一偏波に２つのキャリアを平行して伝送する場合］ 

          C／Ncr＝37.5［dB］ 

                 ただし、電力系統保護用信号を含む場合は、40dBとする。 

              C／Ｎconst：搬送波電力対歪雑音電力比［dB］。次表による。 

              C／No     ：符号誤り率 10－4（電力系統保護用信号を含む場合は 10－7）を確保するた

めに必要な総合の搬送波電力対雑音電力比［dB］ 

 

周波数帯 方  式 
キャリア単位

の伝送容量 
変調方式 

搬送波電力対歪

雑音電力比 

（C／Nconst）

［dB］注２ 

総合の搬送波電

力対雑音電力比

（C／No）［dB］注

2 

12GHz帯 

小容量方式 3,6Mb／s 
4PSK 32.8（32.8） 15.8（18.6） 

中容量方式 

13,19Mb／s 

26Mb／s 
16QAM 

38.5（43.3） 
21.5（26.3） 

32,39,52Mb／s 35.5（38.5） 

52Mb／s 

128QAM 45.0（47.5） 28.0（30.5） 
大容量方式 

52Mb／s 注１ 

104Mb／s 

    注１ コチャネル配置による大容量方式の場合に限る。 

    注２ かっこ内は、電力系統保護用信号を含む場合の値とする。 

   



 
 

10 
 

別紙(5)    降雨減衰量分布の p%値 Zpの算出方法 

 

 降雨減衰量分布の p％値 Zp（年間回線不稼働率 p％に対応した所要降雨マージン）は次式により求

めるものとする。 

また、既知の降雨マージン Zpに対応した年間回線不稼働率については、同式の逆関数により算出す

るものとする。 

  Zp＝（γ・R0.0075％
ｎ）・d・Tp・Kp・Cp ［dB］ 

 ここで、 

  R0.0075％  ：各地点における 1分間雨量累積分布の 0.0075％値 ［mm／min］ 

        別図第３５号により求める。 

  γ，ｎ  ：降雨減衰係数（γ・R0.0075％
ｎ）を求めるパラメータ 

   γ＝－170.3971＋584.2627ｔ－742.788ｔ2＋412.6263ｔ3－82.0161ｔ4 

   ｎ＝12.47145－31.28249ｔ＋32.49227ｔ2－14.97753ｔ3＋2.542102ｔ4 

    ｔ＝logｆ 

      ｆ：中心周波数；12.33 ［GHz］ 

  d ：伝搬路の実距離 ［km］ 

  Tp：ガンマ分布の p％値を 0.0075％値で正規化した値 

   Tp＝7.102406×10－3－3.8465364×10－1ｓ＋4.5883133×10－2ｓ2 

                                        ＋3.2882329×10－3ｓ3 

    ｓ＝log ｐ（0.00001％≦ｐ≦0.1％） 

     ｐ：当該区間の年間回線不稼働率 ［％］ 

  Kp：瞬間的にみた雨量が伝搬路上で一様でないための補正係数 

   Kp＝exp（－ａ・ｄｂ）       （ 0km≦d≦30km，0.001％≦ｐ≦0.1％） 

    ａ＝3.54789×10－2×100.280409／logｐ （  0km≦d≦15km） 

     ＝4.92856×10－2×100.315439／logｐ （ 15km≦d≦30km） 

    ｂ＝0.93974－3.1846×10－2／logｐ （  0km≦d≦15km） 

     ＝0.81364－6.2562×10－2／logｐ （ 15km≦d≦30km） 

  Cp：計算値の分布と実際の分布が一致しないための補正係数 

   Cp＝exp（－β・d）      （ 0km≦d≦30km， 0.00001％≦ｐ≦0.1％） 

    β＝－0.0126－7.8632×10－3ｓ          （ 0.00001％≦ｐ≦0.001％） 

     ＝－4.245×10－3－8.74×10－4ｓ＋1.3884×10－3ｓ2 ( 0.001％≦ｐ≦0.1％) 

     ｓ＝log ｐ（ 0.00001％≦ｐ≦0.1％)
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別図(5)－1 
送信電力スペクトル側帯波分布 

 
 送信電力スペクトルの側帯波分布は次の値以下とする。 
 

１  4PSK 方式 
基準化周波数 Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －27dB －45dB 
               

  ２  16QAM 方式及び 128QAM 方式 
基準化周波数 Δf／fc=1.5 Δf／fc=2.5 

電力スペクトルレベル －33dB －48dB 
             
 
              凡例 Δf／fc ：基準化周波数 
                 Δf ：周波数差 
                  fc ：クロック周波数 
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別図(5)－2 

送受信ろ波器特性 

 使用するろ波器は、次の値以上減衰するものとする。 

１  4PSK方式 

  (1)  伝送容量 6Mb／s以下（旧伝送方式を含む。） 

周波数間隔    5MHz 20MHz 

等価送信ろ波特性 30dB 35dB 

等価受信ろ波特性 20dB 65dB 

                

(2)  伝送容量 13Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 － 5dB 30dB 

等価受信ろ波特性 25dB － 80dB 

            

    (3)  伝送容量 13Mb／s及び 19Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 5dB 30dB 

等価受信ろ波特性 50dB 80dB 

 

  ２  16QAM方式 

    (1)  伝送容量 26Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 － 5dB 30dB 

等価受信ろ波特性 25dB － 80dB 

          

    (2)  伝送容量 32，39，52Mb／s （旧伝送方式に限る。） 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 5dB 30dB 

等価受信ろ波特性 35dB 80dB 

   ３  128QAM 方式 

    (1)  伝送容量 52Mb／s 

周波数間隔 10MHz 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 － 5dB 30dB 

等価受信ろ波特性 25dB － 80dB 

          

(2)  伝送容量 104Mb／s 

周波数間隔 20MHz 60MHz 

送信ろ波特性 15dB 30dB 

等価受信ろ波特性 25dB 80dB 

      注  等価ろ波特性とは、高周波ろ波器の特性に、中間周波数帯（デジタル部を含む）のろ波器

特性を加えたものである。 
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別図(5)－3   周波数配置 
 
 (1) 小容量方式及び中容量方式  3，6，13，26，52Mb／s 注 

CH 番号 周波数 
低  群 高  群 

３１ 12.205GHz 12.325GHz 
３２ 12.215GHz 12.335GHz 
３３ 12.225GHz 12.345GHz 
３４ 12.235GHz 12.355GHz 
３５ 12.245GHz 12.365GHz 
３６ 12.255GHz 12.375GHz 
３７ 12.265GHz 12.385GHz 
３８ 12.275GHz 12.395GHz 
３９ 12.285GHz 12.405GHz 
４０ 12.295GHz 12.415GHz 
４１ 12.305GHz 12.425GHz 
４２ 12.315GHz 12.435GHz 

  注  コチャネル配置により、伝送容量 104Mb／s の場合を含む。 
 
(2) 大容量方式  104Mb／s 注１，注２ 

CH 番号 周波数 
低  群 高  群 

１ 12.21GHz 12.33GHz 
２ 12.23GHz 12.35GHz 
３ 12.25GHz 12.37GHz 
４ 12.27GHz 12.39GHz 
５ 12.29GHz 12.41GHz 
６ 12.31GHz 12.43GHz 
７  12.45GHz 注 3 
８  12.47GHz 注 3 
９  12.49GHz 注 3 

   注１  コチャネル配置により、伝送容量 208Mb／s の場合を含む。 
   注２  旧伝送方式（3，6，13，19，32，39，52Mb／s）を含む。 
   注３  単向通信方式のみとする。 
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別図(5)－4    雑音配分 

 

１  小中容量方式（4PSK：19Mb／s以下） 

   (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    11.8dB      15.8dB               熱 雑 音     20.0dB  

                        歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB           干渉雑音 18.0dB（23dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    14.6dB      18.6dB               熱 雑 音     22.9dB  

                        歪 雑 音     32.8dB 

       固定劣化 4dB           干渉雑音 20.9dB（25.9dB×3波） 

                         

 

２  中容量方式（16QAM：26Mb／s） 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    18.5dB      21.5dB               熱 雑 音     25.3dB  

                        歪 雑 音     38.5dB 

       固定劣化 3dB           干渉雑音 24.0dB（29.0dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    21.3dB      26.3dB               熱 雑 音     29.8dB  

                        歪 雑 音     43.3dB 

       固定劣化 5dB           干渉雑音 29.0dB（34.0dB×3波） 

                          

３ 中容量方式（16QAM：32，39，52Mb／s） 

 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

        理論 C／N   所要 C／N  

    18.5dB      21.5dB               熱 雑 音     25.5dB  

                        歪 雑 音     35.5dB 

       固定劣化 3dB           干渉雑音 24.0dB（29.0dB×3波） 

 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

        理論 C／N   所要 C／N  

    21.3dB      26.3dB               熱 雑 音     30.3dB  

                        歪 雑 音     38.5dB 

       固定劣化 5dB           干渉雑音 29.0dB（34.0dB×3波） 
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４  中大容量方式（128QAM［片偏波のみ使用］：52，104Mb／s） 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 29.3dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  － 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB（39.3dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 31.8dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  － 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB（41.8dB×3波） 
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５  大容量方式（128QAM［コチャネル配置］：104，208Mb／s） 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 33.3dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  31.5dB 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB（39.3dB×3波） 

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 35.8dB 

                           隣接キャリア間 － 

                           XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                        干渉雑音 36.8dB（41.8dB×3波） 

                            

６  大容量方式（128QAM［４キャリア配置］：156，208Mb／s） 

 (1) ＢＥＲ＝１０－４  

    理論 C／N   所要 C／N  

    28.0dB      28.0dB        熱 雑 音     29.3dB 

                           熱雑音 35.4dB 

                           隣接キャリア間 37.5dB 

                           XPD 31.5dB 

                        歪 雑 音     45.0dB 

                        干渉雑音 34.3dB（39.3dB×3波） 

                            

 (2) ＢＥＲ＝１０－７ （電力系統保護用信号を含む場合） 

    理論 C／N   所要 C／N  

    30.5dB      30.5dB        熱 雑 音     31.8dB 

                           熱雑音 37.9dB 

                           隣接キャリア間 40.0dB 

                           XPD  34.0dB 

                        歪 雑 音     47.5dB 

                          干渉雑音   36.8dB（41.8dB×3波） 

 

別図(5)－5  4PSK／16QAM／128QAM方式  

等価ＩＲＦ次の事項を以下に適用する。 

① ＩＲＦの設定は１キャリア当たりの数値とする。 

②  妨害波がコチャネルの場合、異偏波分については考慮しない。 

③ 希望波がコチャネルの場合には、妨害波との組合せで最悪となる１キャリアで選定する。 

④  同一周波数帯域に 128QAM52Mb／s×４キャリアで構成する伝送方式が妨害波となる場合において、
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ＩＲＦは、妨害波 128QAM52Mb／s に対し、周波数差 5MHzの値を 3dB 劣化させた値を用いる。 

 

4PSK方式 

(1) 4PSK相互間のＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 48ch 4PSK   48ch 0 33 47 77 70 80 

        96ch 2 29 50 80 70 80 

      192ch 5 12 34 68 60 80 

      288ch 7 2 - 59 60 80 

  96ch     48ch 0 25 35 70 68 80 

        96ch 0 25 32 73 68 80 

      192ch 0 8 23 62 57 80 

      288ch 3 2 - 49 57 80 

  192ch     48ch 0 10 15 30 65 64 

        96ch 0 7 15 30 65 63 

      192ch 0 4 15 29 53 60 

      288ch 1 2 - 28 53 54 

  288ch     48ch 0 0 - 30 63 64 

        96ch 0 1 - 30 58 63 

      192ch 0 2 - 30 47 60 

      288ch 0 - - - 40 - 

 

(2) 4PSKと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 48ch 
16QA

M 
384ch 0 12 46 73 80 80 

      480ch 6 4 - 48 64 77 

      576ch 7 2 - 46 64 74 

      768ch 8 0 - 53 52 72 

  96ch   384ch 0 8 33 63 80 80 

      480ch 4 4 - 46 62 75 

      576ch 4 2 - 43 51 74 

      768ch 5 0 - 36 40 71 

  192ch   384ch 0 4 25 29 42 60 

      480ch 0 3 - 28 52 56 

      576ch 1 2 - 27 46 53 

      768ch 2 1 - 26 45 45 

  288ch   384ch - 2 - 30 - 60 

      480ch 0 - - - 47 - 

      576ch 0 - - - 42 - 

      768ch 0 - - - 37 - 

 

 

 (3) 4PSKと 128QAMとのＩＲＦ 
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希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 48ch 128QAM   768ch 0 8 48 69 80 80 

      1536ch 0 0 - 47 54 62 

  96ch     768ch 0 5 31 60 80 80 

      1536ch 0 0 - 33 54 61 

  192ch     768ch 0 3 25 29 41 59 

      1536ch 0 0 - 25 30 43 

  288ch     768ch - 2 - 29 - 59 

      1536ch 0 - - - 32 - 

 

 

 (4) 4PSKと FMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

4PSK 48ch FM 120ch 0 15 - 50 73 80 

      300ch 0 15 - 50 72 80 

      600ch 0 15 - 50 72 80 

      960ch 0 15 - 50 72 80 

  96ch   120ch 0 15 - 50 73 80 

      300ch 0 15 - 50 72 80 

      600ch 0 15 - 50 72 80 

      960ch 0 15 - 50 72 80 

  192ch   120ch 0 15 - 50 73 80 

      300ch 0 15 - 50 73 80 

      600ch 0 15 - 50 73 80 

      960ch 0 15 - 50 72 80 

  288ch   120ch 0 - - - 72 - 

      300ch 0 - - - 71 - 

      600ch 0 - - - 69 - 

      960ch 0 - - - 59 - 
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２．16QAM方式 

(1) 16QAM相互間のＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 16QAM 384ch 0 - 25 - 42 - 

      480ch - 3 - 28 - 56 

      576ch - 2 - 27 - 53 

      768ch - 1 - 26 - 45 

  480ch   384ch - 2 - 38 - 69 

      480ch 0 - - - 50 - 

      576ch 0 - - - 47 - 

      768ch 0 - - - 44 - 

  576ch   384ch - 1 - 38 - 69 

      480ch 0 - - - 46 - 

      576ch 0 - - - 43 - 

      768ch 0 - - - 36 - 

  768ch   384ch - 0 - 28 - 51 

      480ch 0 - - - 32 - 

      576ch 0 - - - 28 - 

      768ch 0 - - - 20 - 

 

 

 (2) 16QAM と 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差  5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 4PSK   48ch 0 10 25 30 47 64 

        96ch 0 7 25 30 46 63 

      192ch 0 4 25 29 42 60 

      288ch - 2 - 28 - 54 

  480ch     48ch 0 2 - 42 64 72 

        96ch 0 2 - 41 64 72 

      192ch 0 2 - 38 50 69 

      288ch 0 - - - 42 - 

  576ch     48ch 0 0 - 42 63 72 

        96ch 0 0 - 41 56 72 

      192ch 0 1 - 38 43 69 

      288ch 0 - - - 34 - 

  768ch     48ch 0 0 - 28 45 55 

        96ch 0 0 - 28 42 54 

      192ch 0 0 - 28 35 51 

      288ch 0 - - - 29 - 
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(3) 16QAMと 128QAMとのＩＲＦ 
希 望 波 妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

   周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch 128QAM   758ch 0 - 25 - 41 - 

      1536ch - 0 - 25 - 43 

  480ch     758ch - 2 - 37 - 68 

      1536ch 0 - - - 41 - 

  576ch     758ch - 1 - 37 - 68 

      1536ch 0 - - - 41 - 

  768ch     758ch - 0 - 28 - 50 

      1536ch 0 - - - 31 - 

 
 
(4) 16QAMと FMとのＩＲＦ 

希望波 
妨害波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

 周波数差 0MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

16QAM 384ch FM 120ch - 0 - 40 - 80 

      300ch - 0 - 40 - 80 

      600ch - 0 - 40 - 80 

      960ch - 0 - 40 - 80 

  480ch   120ch 0 - - - 80 - 

      300ch 0 - - - 80 - 

      600ch 0 - - - 80 - 

      960ch 0 - - - 68 - 

  576ch   120ch 0 - - - 75 - 

      300ch 0 - - - 73 - 

      600ch 0 - - - 67 - 

      960ch 0 - - - 56 - 

  768ch   120ch 0 - - - 46 - 

      300ch 0 - - - 44 - 

      600ch 0 - - - 42 - 

      960ch 0 - - - 38 - 
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３．128QAM方式 

(1) 128QAM相互間のＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 128QAM   768ch 0 - 28 - 58 - 

      1536ch - 0 - 29 - 57 

  1536ch     768ch - 0 - 28 - 45 

      1536ch 0 - - - 31 - 

 

(2) 128QAM と 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 4PSK   48ch 0 7 28 45 64 80 

       96ch 0 4 28 43 63 80 

     192ch 0 3 28 39 59 77 

     288ch - 2 - 35 - 72 

  1536ch     48ch 0 0 - 27 37 47 

        96ch 0 0 - 27 37 47 

      192ch 0 0 - 27 35 46 

      288ch 0 - - - 34 - 

 

(3) 128QAM と 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch 16QAM 384ch 0 - 28 - 59 - 

      480ch - 3 - 36 - 69 

      576ch - 2 - 34 - 69 

      768ch - 1 - 30 - 61 

  1536ch   384ch - 0 - 27 - 46 

     480ch 0 - - - 34 - 

     576ch 0 - - - 33 - 

      768ch 0 - - - 32 - 

 

(4) 128QAM と FMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

128QAM 768ch FM 120ch - 5 - 56 - 80 

      300ch - 5 - 56 - 80 

      600ch - 5 - 56 - 80 

      960ch - 5 - 56 - 80 

  1536ch   120ch 0 - - - 50 - 

      300ch 0 - - - 50 - 

      600ch 0 - - - 50 - 

      960ch 0 - - - 50 - 
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４．FM方式  

(1) FMと 4PSKとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0 MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM 120ch 4PSK   48ch 18 68 - 80 80 80 

        96ch 16 50 - 80 80 80 

      192ch 19 36 - 76 78 80 

      288ch 21 - - - 78 - 

  300ch     48ch 19 47 - 80 80 80 

        96ch 18 40 - 80 80 80 

      192ch 20 29 - 70 72 80 

      288ch 22 - - - 72 - 

  600ch     48ch 21 28 - 80 80 80 

        96ch 20 20 - 80 80 80 

      192ch 15 19 - 70 72 80 

      288ch 16 - - - 67 - 

  960ch     48ch 20 17 - 67 70 80 

        96ch 20 12 - 56 79 80 

      192ch 19 15 - 50 65 80 

      288ch 14 - - - 56 - 

 

(2) FMと 16QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM 120ch 16QAM 384ch - 15 - 50 - 80 

      480ch 21 - - - 79 - 

      576ch 21 - - - 79 - 

      768ch 23 - - - 66 - 

  300ch   384ch - 15 - 50 - 80 

      480ch 15 - - - 74 - 

      576ch 16 - - - 71 - 

      768ch 17 - - - 61 - 

  600ch   384ch - 15 - 50 - 80 

      480ch 16 - - - 74 - 

      576ch 17 - - - 66 - 

      768ch 18 - - - 61 - 

  960ch   384ch - 15 - 50 - 80 

      480ch 15 - - - 64 - 

      576ch 15 - - - 57 - 

      768ch 15 - - - 56 - 
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(3) FMと 128QAMとのＩＲＦ 

希 望 波 
妨 害 波 ＩＲＦ（ｄＢ） 

  周波数差 0  MHz 5.0MHz 10.0MHz 15.0MHz 20.0MHz 25.0MHz 

FM 120ch 128QAM 768ch - 15 - 50 - 80 

      1536ch 13 - - - 50 - 

  300ch   768ch - 15 - 50 - 80 

      1536ch 13 - - - 50 - 

  600ch   768ch - 15 - 50 - 80 

      1536ch 13 - - - 50 - 

  960ch   768ch - 15 - 50 - 80 

      1536ch 13 - - - 50 - 
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(12)  アナログ方式を使用する固定局 

アナログ方式（電信によるもの及びアナログとデジタルの組合せによる多重方式を含

む。）を使用するものは、別紙１の局種別審査基準に定める基準によるほか、次の基準に

より行う。 

ア 基本的事項 

(ｱ) 通信方式及び通話路数 

Ａ 60MHz帯（54MHzを超え 68MHz以下）、150MHz 帯（142MHz を超え 144MHz以下及

び 146MHz を超え 170MHz 以下）及び 400MHz 帯（335.4MHz を超え 470MHz 以下）

の周波数でＦ３Ｅ電波を使用する単一通信路において、複信方式を認める場合は、

当該業務の局に必要とする周波数が当該地域において、別表 1に定める範囲内で

指定できる場合に限るものとし、その審査は、次の(A)及び(B)により行う。 

(A) 伝送する情報が特に重要であり、かつ、緊急性が要求されるため、正確か

つ迅速にその情報内容を反復、確認する必要が認められるものであること。 

(B)  複信方式の設備又は交換機を介して有線電話回線に接続する必要が認めら

れるものであること。 

Ｂ 29.7MHz を超え 300MHz 以下の電波を使用する無線設備の通信路数（電話通信

路に換算した路数）は、６回線以下であること。ただし、放送事業用の場合は次

の基準によること。 

(A)  放送番組中継（番組素材の中継を含む。）用のもの（放送番組に放送番組以

外のものを重畳して使用するものを含む。以下同じ。） 

音声番組の通信路のみ又は音声番組の通信路のほか１回線 

(B) (A)以外のもの 

１回線 

Ｃ  1,000MHz 以上の電波を使用する放送事業用固定局の無線設備の通信方式は単

向通信方式とし、その通信路数は次に掲げる区分に従い、それぞれに掲げる数以

下であること。 

(A)  音声放送番組中継用のもの 音声番組の通信路数のほかに３回線を加

えたもの 

(B) テレビジョン放送番組中継回

線用のもの 

映像用１回線又は２回線及び音声用１回

線又は２回線のほかに１回線を加えたも

の 

イ 指定事項 

(ｱ) 周波数 

変調方式がＳＳ―ＳＳのものの指定周波数は、次の計算方法により計算する。 

fI = fA ± �fC − �
fa + fb

2
�� 

別紙２－９ 
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fI:指定周波数 

fA:別表１に定める周波数 

fc:全実装の場合のベースバンドの中心周波数 

fa:ベースバンドの最低周波数 

fb:ベースバンドの最高周波数 

注 プラス（＋）は、中心周波数が fAより高くなる場合、マイナス（－）

は、中心周波数が fA より低くなる場合である。 

(ｲ) 電波の型式 

放送事業用固定局の電波の型式の選定は、次によること。 

Ａ  29.7MHz を超え 1,000MHz 以下の電波については、Ｆ２Ｂ、Ｆ２Ｄ、Ｆ３Ｅ、

Ｆ８Ｅ又はＦ９Ｗであること。 

Ｂ  1,000MHz 以上の電波については、次に掲げる区分に従い、それぞれに掲げる

とおりであること。 

(A)  音声放送番組中継用のもの F3E、F8E 又は F9W 

(B)  テレビジョン放送番組中継用のものであっ

て、変調方式が振幅変調であるもの 

J8W 又は J9W 

(C)  テレビジョン放送番組中継用のものであっ

て、変調方式が周波数変調又はＳＳ―ＦＭである

もの 

F3F、F8W 又は F9W 

(D)  監視用又は制御用のもの F2B、F2D、F3E又は F9W 

(ｳ) 占有周波数帯幅 

Ａ 占有周波数帯幅の許容値は、次の計算方法により計算すること。ただし、特に

定めのある場合を除く。 

(A) 29.7MHz を超え 470MHz以下の電波を使用する場合 

ａ 周波数変調の電波であって単一通信路の場合 

fB=2fm  (m＜1 のとき) 

fB=2fd+2fm  (1≦m＜10のとき) 

fB=2fd+4fm  (10≦m のとき) 

fB:占有周波数帯幅(kHz)。以下 (12)において同じ。 

fm:最高変調周波数、最高映像周波数又はパルスに含まれるビデオの

最高周波数(kHz)。以下 (12)において同じ。 

m:変調指数(fd/fm)。以下 (12)において同じ。 

fd:最大周波数偏移(kHz)。以下 (12)において同じ。 

ｂ 周波数変調又は位相変調の電波であって多重通信路の場合 mの大きさに

従い、a の計算式のうちいずれかの式を選定し、fd及び fmを代入して求め

る。この場合において、fdは、次の式により求めるものとする。 
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(a) ＳＳ－ＦＭの場合 

fd=LC・fd0 

fd0:試験音レベルによって生ずる周波数偏移の実効値(kHz)。以

下 (12)において同じ。 

LC:通話路数に相当する最大負荷係数。以下 (12)において同じ。

（別紙１別図第２号により求める値を使用するものとする。） 

(b) ＳＳ―ＰＭの場合 

fd=LC(fx・m0)LC(fx・m0) 

fx:別紙１別図３号により求める周波数（kHz）。以下(12)におい

て同じ。 

注 別紙１別図３号によりもとめられない場合は、次の式によ

り算出する。 

fx = �fa
2 + fafb + fb

2

3
 

fa:ベースバンドの最低周波数(kHz)。ただし、音声帯

域でそのまま変調をかけている打合せ通信路を有

する場合は 0とする。 

fb:ベースバンドの最高周波数(kHz) 

m0:試験音レベルによって生ずる位相偏移の実効値（ラ

ジアン）。以下(12)において同じ。 

ｃ ＳＳ―ＳＳの場合 

実装されるベースバンドの最高周波数と最低周波数の差。ただし、別表

１に定める周波数が指定されている無線局の占有周波数帯幅の許容値を変

更する場合は、通話路収容量が 36回線のものについては 170kHz以下、24

回線のものについては 120kHz以下、12回線のものについては 70kHz 以下、

５回線又は６回線のものについては 24kHz 以下とすること。 

(B) 890MHz を超える電波を使用する場合 

ａ ＳＳ―ＦＭの場合 

(a) 通信路数が 120 回線以下の場合 

fB=2fd+2fm 

注１ fdは、次の式により求める（Lcは別紙１別図第５号によ

り求める値を使用するものとする。この場合においては電

圧の dB 値を倍数に換算するものとする。） 

     fd=Lc・fd0 

注２ ベースバンドの最高周波数 fbが 552kHzを超える場合は、

最高変調周波数 fmは、552kHz とする。 
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(b) 通話路数が 120 回線を超える場合 

① fB=20fd0+1104   {γ≦1/2.6((552/fd0)+10)のとき} 

② fB=2×(2.6γ・fd0)  {γ＞1/2.6((552/fd0)+10)のとき} 

γ:通話路数に相当する等価音量（別紙１別図第５号により求める

値を使用するものとする。この場合においては、電圧の dB 値

を倍数に換算するものとする。） 

(c) プレエンファシス回路を有する場合 

fd0を次により補正し、(b)①及び②により計算して求める。 

f nd0 = fd0�
1
N
� fdi

2
N

i=1

 

N:実装通話路数。 

fdi:試験音レベルによって生ずる周波数偏移の実効値を 0dB とし

て、その値を基準とした各チャネルの周波数偏移の実効値の

相対値。 

注 国際無線通信諮問委員会勧告（No275、ロスアンゼルス 

1959）による 8dB エンファシス曲線の特性を有するものであ

って、全実装の場合は、fd0は補正を要しない。 

(d) 通話路数には、漏えいする通話路数を含むものとする。 

(e) 別表 1 に定める周波数を指定されている無線局（航空関係のものを除

く。）の占有周波数帯幅の許容値を変更する場合は、同表の値を超えな

い値を選定すること。 

ｂ ＳＳ―ＰＭの場合 

ａの式により算出する。この場合において、fd0は次の式により求めるも

のとする。 

fd0=fx・m0 

ｃ ＳＳ―ＳＳの場合 

(A)ｃにより算出する。 

ｄ ＡＭ－ＦＭの場合 

ａの式により算出する。この場合において、fdは次の式により求めるも

のとする。 

fd = 2�Ni・f′d0 

f’d0:無変調時の１通話路当たりの周波数偏移の実効値(kHz)。  

ｅ ＰＡＭ―ＦＭの場合 

(A)ａの式により算出する。この場合において、fm はパルスに含まれる
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ビデオの最高周波数を kHzで表したものとし、次によるものとする。 

(a) 低域ろ波器を使用する場合は、その遮断周波数とする。 

(b) 低域ろ波器を使用しない場合は、次の式によるものとする。 

fm=4Npfp 

Np:繰返し１周期に含まれるパルスの数。 

fp:パルスの繰返し周波数(kHz)。以下(12)において同じ。 

ｆ ＰＰＭ―ＦＭの場合 

fB=2nfm  fm=1/t 

n:変調指数 mの値に従い、次の値とする。 

n=2m（m≦0.5 のとき） 

n=(2m+3)/2（0.5＜m≦4のとき） 

n=(2m+5)/2（4＜m≦20 のとき） 

t:パルス幅（ミリ秒）。以下(12)において同じ。 

ｇ ＰＰＭ―ＡＭの場合 

fB=2k’/t 

k’:原則として 2とする。 

ｈ ＰＣＭ―ＰＭの場合 

(a) ベースバンド帯域において、コサインロールオフろ波器により通過帯

域幅を制限するもの 

fB=2k”fp 

k”:ろ波器のロールオフ係数 L（変調器等の非直線性によるスペ

クトラムの拡がりを考慮した値とする。）から別紙１別図第

４号により求める。 

(b) (a)以外の場合 

fB=2kfp 

k:ろ波器の占有周波数帯係数（ろ波器の特性を考慮し、0.6 以

上 1.9 以下の値とする。） 

ｉ ＩＴＶ(産業用テレビジョン)の場合 

(a) ＳＳＢの場合 

fB=fm 

最高映像周波数は次の式で計算する。以下(12)において同じ。 

fm =
l2np

2
× 10−3 

l:走査線数 

np:毎秒画数 

ただし、低域通過ろ波器を使用しているものは 20dB 低下
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した点の値とする。 

(b) ＶＳＢの場合 

fB=m+fv 

fv:残留側波帯の幅(1,250kHz以上 1,500kHz とする。)(kHz)。 

(c) ＤＳＢの場合 

fB=2fm 

(d) 電波の型式がＦ３Ｆの場合 

fB=2fd+2fm 

Ｂ Ａにより計算した値は、特に必要ある場合を除き、端数を繰り上げ、Ａ(A)の

場合は 10kHz（ただし、変調方式がＳＳ－ＳＳの場合であって通信路容量が５回

線又は６回線のものにあっては１kHz、多方向多重の無線局の親局のうち別表１

に定める周波数以外の周波数が指定されているもの及び同表に基づく周波数が

指定されており、かつ、50kHz の整数倍に整理した値がＡ(A)ｃのただし書きに

定める値以内となるものにあっては 50kHz）、Ａ(B)の場合は 500kHzの整数倍に

整理する。 

Ｃ Ａの計算方法は、設備規則別表第２号第１により占有周波数帯幅の許容値が定

められているものの占有周波数帯幅が許容値に合うかどうかを審査する場合に

適用する。 

Ｄ 放送事業用固定局の占有周波数帯幅の審査は、Ｂ及びＣによるほか、次の基準

により行う。 

(A) 29.7MHz を超え 470MHz以下の電波を使用する場合であって、変調の方式が

周波数変調であり、かつ、単一通信路によるときは、Ａ(A)の基準に準じて行

うこと。 

(B) 1,000MHz以上の電波を使用する場合については、次に掲げる区分に従い、

それぞれに掲げる計算方法とする。 

ａ 音声放送番組中継用（超短波放送のものを除く。）、監視用又は制御用の

もの 

fB=2fd+2fm  (1≦m＜10 のとき) 

ｂ 超短波放送の音声放送番組中継用のもの 

ａの計算方法。ただし、計算値が(E)の表に掲げる許容値を超える場合に

はｄに掲げる計算方法によるものとし、変調信号が超短波放送に関する送

信の標準方式（昭和 43 年郵政省令第 26 号）に規定するものであって、最

大周波数偏移が±150kHz（主チャネル信号及び副チャネル信号はそれぞれ、

45%変調、パイロット信号は 10%変調の 100%変調のものとする。）以下であ

る場合は 400kHz とする。 

ｃ テレビジョン放送番組中継用のもの（変調方式が振幅変調であるものに
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限る。） 

fB=fm 

fm:6,000kHz 

ｄ テレビジョン放送番組中継用のもの（変調の方式が周波数変調又はＳＳ

－ＦＭであるものに限る。） 

(a) 周波数変調波のスペクトルは、次式によって表される。 

IFM = I0 sin�2πf0t +
ΔF1
f1

sin2πf1t +
ΔF2

f2
sin2πf2t +

ΔF3
f3

sin2πf3t + ⋯� 

                                                 ････････(1) 

ΔF1:映像信号による周波数偏移 

ΔF2:音声信号による周波数偏移 

ΔF3:制御信号等による周波数偏移 

f0:主搬送周波数 

f1:映像信号周波数(4.25MHz) 

f2:音声信号用副搬送波周波数 

f3:制御信号等用副搬送波周波数 

(b) 混合比を考慮した f1、f2、f3･･･の周波数偏移ΔFを求める。 

ΔF1 = f′1
f′1+f′2+f′3+

× fd⋯  

ΔF2 = f′2
f′1+f′2+f′3+

× fd ⋯          ･･･････････････････････････(2) 

ΔF3 = f′3
f′1+f′2+f′3+

× fd ⋯  

fd:最大周波数偏移 

f’:f1、f2、f3･･･の混合比 

(c) f1、f2、f3･･････の変調指数の mを求める。 

m1 = ΔF1
f1

、m2 = ΔF2
f2

、m3 = ΔF3
f3
 ････････････････････････････(3) 

(d) (1)式は次のように級数展開される。 

IFM = I0 �
∞

k=−∞

�
∞

l=−∞

�
∞

m=−∞

⋯ Jk(m1)Jl(m2 )Jm (m3)⋯ 

× sin2π(f0 + kf1 + lf2 + mf3 + ⋯ )t ･･････(4) 

ただし、k、l、m は整数 

Jk、Jl、Jm:k 次、l 次、m 次のベッセル関数 
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(e) ベッセル関数値は、近似的に次により求める。 

J0(m) ≒ 1 − m2

4
+ m4

64
− m6

2304
  

J1(m) ≒ m
2
− m2

4
+ m4

384
            ･･･････････････････････････(5) 

J2(m) ≒ m2

8
− m4

96
+ m6

3072
  

(f) (4)式から f=kf1+lf2+mf3･･･が 0 から順に大きくなる k、l、m･･･の組

合せを求め、その各々の k、l、m について(5)の式の値を Jk(m1)、Jl(m2)、

Jm(m3)･･･に代入してそれぞれの値を求め、電力の和が施行規則第２条

第１項第６１号に定める範囲にある周波数の最大周波数を求める。 

(g) 占有周波数帯幅は、(f)で求めた最大周波数の値の２倍の値とする。 

(C) 音声放送番組に当該放送番組以外のものを重畳しようとする場合の占有周

波数帯幅の許容値の計算方法は、Ａ(A)の基準に準じて行うこと。 

(D) 29.7MHz を超え 470MHz以下の電波を使用するものについて、(A)、(B)又は

(C)により算出した値は、放送番組中継用のものにあっては 100kHz 以下、そ

の他のものにあっては 16kHz 以下であること。 

(E) 1,000MHz以上の電波を使用する場合は、次表により占有周波数帯幅の許容

値を選定すること。この場合において、(B)による計算方法に準じて計算した

値が許容値内にあること。 

電波の

型式 

占有周波数帯幅

の許容値(kHz) 
備考 

F3E 

F8E 

F9W 

400 

音声放送番組中継用のもの 

J8W 

J9W 
6,000 

テレビジョン放送番組中継用のものであって、

変調方式が振幅変調であるもの 

F3E 

F8W 

F9W 

10,000 

3,456MHz を超え 3,600MHz 以下の電波を使用

するテレビジョン放送番組中継用のものであ

って、変調方式が周波数変調又は SS-FM であ

るもの 

F3F 

F8W 

F9W 

17,000 

5,850MHzを超える電波を使用するテレビジョ

ン放送番組中継用のものであって、変調方式

が周波数変調又は SS-FM であるもの 

F2B 

F2D 
100 

監視用又は制御用のもの 
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F3E 

F9W 

 

(ｴ) 空中線電力 

Ａ 300MHzを超え 470MHz 以下の電波を使用する多重通信路の無線設備であって、

その変調方式がＳＳ―ＳＳの無線局の空中線電力の換算比及び基準尖頭電力は

次のとおりとする。 

(A) 空中線電力の換算比は次のとおりとする。 

ａ 多方向の場合 

(a) 親局の場合（将来多方向となるが現在対向の場合の親局を含む。） 

通信路容量 打合せ回線数 倍数 

24 
0 又は 1 37 

2 38 

36 
0 40 

1 又は 2 41 

(b) 子局の場合 

通話路数 倍数 

2 以下 17 

2 を超え 5以下 26 

5 を超え 7以下 28 

7 を超え 10以下 31 

10 を超え 12 以下 32 

12 を超え 15 以下 33 

15 を超え 17 以下 34 

17 を超え 20 以下 35 

20 を超え 22 以下 36 

22 を超え 25 以下 37 

25 を超え 27 以下 38 

27 を超え 30 以下 39 

30 を超えるもの 40 

注１ 尖頭電力の換算式は、次のとおりである。 

Pp=Po+Lc-3-CL 

Pp:尖頭電力(dB) 

Po:1 通話当たりの基準尖頭電力(dB) 

Lc:最大負荷係数(dB)（電力デシベルとして倍数に換算するこ

と。） 
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CL:ピーククリッピングの量。 

注２ 通話路数には打合せ回線を含む。 

ｂ 対向の場合 

ａ(b)に準ずる。 

(B) 別表１に定める周波数を使用する無線局の空中線電力の指定に当たっては、

１通話路当たりの基準尖頭電力は、原則として 0.2W以下とすること。 

Ｂ 1,000MHz 以上の周波数を使用する放送事業用固定局の空中線電力の選定は、

別紙１第１の２（４）の基準並びに次の基準により行うこと。 

3,456MHz から 3,600MHzまで、5,850MHzから 5,925MHz まで、

6,425MHz から 6,580MHz まで、6,870MHz から 7,125MHz まで

又は 10.55GHz から 10.6GHz までの電波を使用するもの 

15W 以下 

3,400MHz から 3,455MHz まで、10.25GHz から 10.45GHz まで

又は 12.95GHz から 13.25GHz までの電波を使用するもの 

10W 以下 

10.6GHz から 10.68GHz までの電波を使用するもの  0.5W 以下 

ウ 無線設備 

(ｱ) 送信装置 

Ａ 変調の方式及び最大変調度 

(A) 1,000MHz 以上の電波を使用する放送事業用固定局の送信装置の変調の方式

は、振幅変調(標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信

の標準方式（平成３年郵政省令第 36 号）に定める 信号を伝送する無線局の

場合に限る。)、周波数変調又はＳＳ―ＦＭであり、最大周波数偏移は、原則

として、次に掲げる区分に従い、それぞれに掲げるとおりであること。 

音声放送番組中継用のもの (±)150kHz以下 

テレビジョン放送番組中継用

のものであって、3,600MHz以

下の電波を使用するもの 

7MHz(P-P)以下。ただし、8dB エンファシス

の前置歪回路を使用した場合の映像信号

周波数及び音声等の副搬送波周波数のそ

れぞれの周波数偏移の値の和とする。 

テレビジョン放送番組中継用

のものであって、5,850MHzを

超える一の電波を使用するも

の 

10MHz(P-P)以下。ただし、8dB エンファシ

スの前置歪回路を使用した場合の映像信

号周波数及び音声等の副搬送波周波数の

それぞれの周波数偏移の値の和とする。 

監視用又は制御用のもの (±)30kHz以下 

(B) 電波の型式がＡ２Ａ、Ａ２Ｂ、Ａ２Ｄ又はＡ３Ｅである場合は、変調入力

の設定値及び過変調防止装置の特性等からみて、最大変調度が 100％を超え

ないものであり、又は単一通信路の無線設備であって電波の型式が、Ｒ３Ｅ、

Ｈ３Ｅ又はＪ３Ｅである場合は、平均変調度を向上する回路を有するもので
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あること。  

(C) 単一通信路の無線設備であって希望する電波の型式がＲ３Ｅ、Ｈ３Ｅ又は

Ｊ３Ｅである場合は、側帯波が局部発振周波数等からみて上側帯波であり、

搬送波又は下側帯波が搬送波除去変調器及び濾波器の特性からみて規定値内

に抑圧されているものであること。 

(D) 単一通信路の無線設備であって電波の型式がＪ３Ｅである場合は、飽和レ

ベルの変調入力を加えたときの出力が希望する空中線電力を 20％以上超えな

いものであること。 

Ｂ 最高変調周波数 

(A) 電波の型式がＡ１Ａ、Ａ１Ｂ又はＡ１Ｄである場合の通信速度は、100 ボ

ー以下であり、単一通信路の無線設備であって電波の型式がＡ３Ｅ、Ｒ３Ｅ、

Ｈ３Ｅ又はＪ３Ｅである場合の最高変調周波数は、2,700kHz以下であること。 

(B) 29.7MHzを超え 470MHz 以下の電波を使用する多重通信路の送信装置であっ

て、変調の方式がＳＳ－ＦＭである場合の最高変調周波数は、108kHz 以下で

あること。  

(C) 1,000MHz 以上の電波を使用する放送事業用固定局の送信装置の最高変調周

波数は、次に掲げる区分に従い、それぞれに掲げるとおりであること。 

音声放送番組中継用のもの 75kHz 以下 

テレビジョン放送番組中継用のものであって変調の方式が

周波数変調又はＳＳ－ＦＭであるもの  

8.5MHz以下 

テレビジョン放送番組中継用のものであって、変調の方式

が振幅変調であるもの 

6MHz 以下 

監視用又は制御用のもの 20kHz 以下 

(ｲ) 受信装置 

Ａ 1,000MHz 以下の電波を使用する多重通信路のスケルチの動作レベルは、スレ

ッショルドレベルに対して(＋)５dBを超えないものであること。ただし、干渉

妨害等からみて特に必要がある場合は、この限りでない。 

Ｂ 29.7MHz を超え 470MHz 以下の電波を使用する単一通信路の周波数変調のもの

は、動作レベルの変化できる範囲がなるべく 20dB 以上であるスケルチを付して

いるものであること。 

Ｃ 放送事業用の受信装置の審査は、次の基準によるほか、別紙１第１の３(2)の

基準に準じて行う。 

(A)  1,000MHz 以上の周波数の電波を使用するものの中間周波増幅部の通過帯域

特性は、別図第 1号のとおりであること。 

(B) 雑音指数は、1,000MHz 以上の電波を使用するものにあってはできる限り６

dB 以下であり、10GHzを超える周波数の電波を使用するものにあってはでき
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る限り８dB以下であること。 

(C) 放送局又は他の放送事業用固定局の発射する電波を良好に受信できるもの

であること。 

(ｳ) 周波数分割多重端局装置 

両側波帯振幅変調方式を使用しないものであること。ただし、放送事業者が開設

する無線局（デジタル変調方式のものを除く。）のもので放送番組を中継する場合

及び 12.44GHz を超え 12.7GHz以下の電波を使用するもので通信路数が４回線以下

の場合は、この限りでない。 

エ 伝送の質 

(ｱ) 一区間当たりの通話路の標準状態におけるＳ／Ｎ 

できる限り次の標準値に適合するものであること。この場合において、29.7MHz

以下の電波を使用する通話路のものにあって、受信機入力における値とする。 

周波数 通信内容等の種別 一区間当たりの S/N(無評価値)(dB) 

電波の

型式 

標準値 電 波 の

型式 

標準値 

29.7MHz

以下 

単一通信路 A1A 

A1B 

A1D 

5-15 R3E 

H3E 

J3E 

18-31 

A2A 

A2B 

A2D 

3-11 F1B 

F1D 

7-18 

A3E 9-18 F1C 

F2C 

F3C 

17-25 

29.7MHz

を 超 え

300MHz 以

下 

放送事業用 放 送 番 組

中継用 

55 注 1 注 3 

その他 30 注１ 

1,000MHz

を超える

もの 

放送事業用 放 送 番 組

中 継 用 で

あって、変

調 方 式 が

周 波 数 変

調 又 は

SS-FM であ

るもの 

55 注 1 注 2 注 3 
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テ レ ビ ジ

ョ ン 放 送

番 組 中 継

用 の も の

であって、

変 調 方 式

が 振 幅 変

調 で あ る

もの 

50 注 1 注 2 注 3 

監 視 用 又

は 制 御 用

のもの 

40 注 1 注 2 注 3 

注１  必要がある場合は、回線の使用目的、使用条件等に応じて補正するも

のとする。 

注２  この場合の雑音は、熱雑音である。 

なお、歪雑音及び干渉雑音を考慮した総合Ｓ／Ｎの標準値は、歪雑音

及び干渉雑音が熱雑音と同等以下であることを標準とするので、この表

に示す値より更に約５dB 低い値を標準値とする。 

注３  Ｓ／Ｎは、周波数偏移が最大周波数偏移の 30％のときの値とする。 

(ｲ)  一区間当たりの年間の回線信頼度 

            できる限り次の標準に適合するものであること。 

Ａ  29.7MHzを超え 300MHz以下の電波を使用する放送事業用固定局であって放送番

組中継用のものその他特に必要と認められるものについての一区間当たりの年

間回線信頼度は、99.9％以上であること。 

Ｂ  300MHzを超え 10GHz以下の電波を使用する場合であって、フェージングによる

ものは、放送番組中継用のもの、その他特に必要と認められるものについては

99.9％以上、その他のものについては 99.5％以上であること。ただし、単一通信

路の電話の場合は、95％以上とする。 

(ｳ) 1,000MHz以上の電波を使用する放送事業用固定局に係る標準状態における受信

入力 

原則として、次に掲げる区分に従い、それぞれに掲げるとおりであること。 

音声放送番組中継用のもの -45dBm 

テレビジョン放送番組中継用のものであって、10GHz 以下の電波を

使用するもの 

-40dBm 

テレビジョン放送番組中継用のものであって、10GHz を超える電波

を使用するもの 

-30dBm 
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監視用又は制御用のもの -60dBm 

(ｴ) 一区間当たりのＳ／Ｎの計算方法 

  別紙１第１の４(5)によること。なお、Ｓ／Ｎ改善係数は、次表に掲げる式により

求めた値とする。 

変 調 の

方式 

S/N 改善係数(dB) 計算例 備考 

FM 中波放送用（短波放送用を

含む。以下この表において

同じ。）の番組伝送の場合 

10log �
3fd

2 ∙ B
2fm

3 � 

 

fm:15kHz 

fd：(±)150kHz×0.3 

B：500kHzの場合 

  I＝24.5dB 

 

 超短波放送用の番組伝送の

場合のステレオ受信 

10log �
fd
2 ∙ B

4fsc
2 ∙ fe ∙ tan−1 fs fe⁄

� 

fs：15kHz 

fd：(±)150kHz×0.3 

B：600kHz 

τ：50μs 

fsc：38 kHz 

I＝17dB 

τ：エンファシス時定数 

 fe = 1

2πτ
 

fs:音声の最高周波数 

 以下この表において

同じ。 

fsc：副搬送波周波数 

 テレビジョン放送用の番組

伝送の場合 

10log �
3fd ′2 ∙ B

fm′3
� 

fm´:４MHz 

fd´：５MHz()－Ｐ）(映

像部分のみの周

波数偏移) 

混合比８：１：１ 

B：26MHzの場合 

   Ｉ＝14.8dB 

fd´：白レベルとペデス

タルレベルとの差で示

される絵信号レベルに

対応する周波数偏移の

値であって(Ｐ－Ｐ)で

表わす。 

  (fd´ = 0.625 × fd) 

fd：映像部分の最高変調

周波数 

fm´：映像信号がテレビ

ジョン放送に関する

送信の標準方式で定

めるものであるとき

は 4MHzとする。 

 放送事業用の監視用又は制

御用の場合 

10log �
3fd

2 ∙ B
2fm

3 � 

fm：15kHz 

fd：(±)30kHz 

B ：200kHzの場合 

   I＝19dB 
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 上記以外の場合 

10log �
3fd

2 ∙ B
2fm

3 � 

fm：3kHz 

fd：(±)5kHz 

B：16kHzの場合 

   I＝13dB 

 

SS-FM 
10log �

fd0
2 ∙ B

fv
2 ∙ fs

� 
(1) 通話路数 24回線、

fd0:(±)140kHz、

fv:108kHz、fs:3kHz、

B:3MHzの場合 I=32dB 

(2) 通話路数 240回

線、fd0:(±)200kHz、

fv:1,052kHz、fs:3kHz、

B:15MHzの場合 

I=22dB 

fv:チャネルのビデオ周

波数。以下この(12)

において同じ(別紙

１別図第 32号参照)。 

 

FM負帰還方式又は負帰

還位相検波方式による

場合は、fd0は負帰還量

を補正した値を、また、

Bは負帰還状態におけ

る雑音等価帯域幅をそ

れぞれ使用すること。 

SS-PM 
10log �

m0
2 ∙B
fs

� 
通話路数 12回線、

fs:3kHz、m0:0.4、

B:460kHzの場合 

I=14dB 

 

AM-FM 
10log �

K"2 ∙ fd0
2 ∙ B

4fv
2 ∙ fs

� 
通話路数 11回線、

K”:0.7、fd0:100kHz、

B:6kHz、fv:405kHz、

fs:3kHzの場合 

I=11dB 

K”:AMの変調度 

PPM-AM 
10log �

tm2 ∙ B2 ∙ fp
fs

� 
通話路数 23回線、

tm:(±)1μs、B:8MHz、

fp:8kHz、fs:3kHzの場合 

I=22dB 

tm:パルスの偏移。以下こ

の(12)において同

じ。 

PAM-FM 
10log �

fd
2 ∙ B ∙ fp
fm

3 ∙ fs
� 

通話路数 12回線、

fd:2MHz、B:6MHz、

fp:8kHz、fm:700kHz、

fs:3kHzの場合 

I=22dB 

 

PPM-FM 
10log �

3tm2 ∙ B2 ∙ fd
2 ∙ fp

fm
2 ∙ fs

� 
通話路数 23回線、

tm:(±)0.7μs、B:8MHz、
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fd:2MHz、fp:8kHz、

fm:2MHz、fs:3kHzの場合 

I=24dB 

(ｵ)  回線信頼度の計算方法 

放送事業用のものにあっては、次によること。 

  Pt > 𝐴 

      A(dBm) = �Lp + Lf + LF� − (GAt + GAr ) + Pth 

Pt：空中線電力(dBm) 

Lp：伝搬損失(dB) 

Lf：給電線損失(dB) 

LF：フェージング損失(dB)(99.5%の信頼度の場合の値は 1km 当たり 0.2

ないし 0.3dB、信頼度 99.9%の場合の値は 99.5%の場合の値に 6dB を

加えたものとする。) 

GAt：送信空中線の絶対利得(dB) 

GAr：受信空中線の絶対利得(dB) 

Pth：限界レベル(dBm)（別紙 1 第１の４(6)アに同じ。） 

(ｶ)  混信保護 

Ａ 29.7MHz 以下の電波を使用する場合 

(A) 当該無線局から発射する電波が既設の無線局に与える妨害（与干渉）の程

度は、当該既設の無線局の受信機の感度及び選択度が設備規則に規定する値、

次表又は資料（ＩＴＵ―Ｒ勧告を含む。）により求めた値を満足するものとし

て、当該既設の無線局におけるＳ／Ｉ（受信機出力における希望信号と干渉

信号との比を dB 値で表わしたもの。）がエ(ｱ)の標準値を満足するものである

こと。 

電波の型式 通過帯幅 減衰傾度 

A1A、A1B、A1D 0.5kHz 

30dB/oct A2A、A2B、A2D 3kHz 

A3E、A1C、A2C、A3C 6kHz 

F1B、F1D 0.5kHz 45dB/30kHz 

注 特に占有周波数帯幅を指定するものについては、この基準を適用し

ない。 

(B) 既設の無線局から発射される電波によって当該無線局が受ける妨害（被干

渉）については、受信機の特性が設備規則に規定する値、(A)に掲げる表又は

資料（ＩＴＵ―Ｒ勧告を含む。）により求めた値を満足するものとして、当

該無線局におけるＳ／Ｉがエ(ｱ)の標準値を満足するものであること。 

Ｂ  60MHz 帯（54MHz を超え 68MHz 以下）、150MHz 帯（142MHz を超え 144MHz 以下
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及び 146MHz を超え 170MHz以下）及び 400MHz帯（335.4MHzを超え 470MHz 以下）

の周波数であってＦ３Ｅ電波を使用する単一通信路の場合 

(A) 感度抑圧妨害は、別紙１別図第 37 号（放送番組の中継を主とするものにつ

いては、１信号選択度特性又は２信号選択度特性を示す資料、妨害波が狭帯

域デジタル通信方式等によるものについては、別紙１別図第 37号の 2）によ

り、妨害波と希望波の周波数差、希望波の入力電圧、妨害波入力電圧及び空

中線系（ろ波器等を含む。）の選択特性等の関連において審査し、伝送の質

を維持するために必要なＤ／Ｕ（受信機入力における希望波強度と妨害波強

度との比）を満足するものであること。この場合において、近接周波数を送

受信する空中線系が至近距離にある場合は、特に空中線の取付位置、濾波器

の挿入、偏波面の変更等について十分考慮され、かつ、必要な措置が講ぜら

れているものであること。 

(B) 相互変調については、次によること。 

ａ  相互変調を生ずる周波数の関係を十分考慮し、現に相互変調妨害を生ずる

ことなく、かつ、将来にわたって相互変調の関係による周波数変更等の必要

ができる限り少ないものであること。 

ｂ 相互変調妨害のうち、特に問題となる場合の多い妨害波２波の組合せによ

る３次の相互変調について別紙１別図第 38 号（放送番組の中継を主とする

ものについては、１信号選択度特性又は２信号選択度特性を示す資料）を参

照して妨害波の入力電圧、妨害波と希望波の周波数差、空中線系統の関連に

おいて審査し、伝送の質を維持するために必要なＤ／Ｕを満足するものであ

り、かつ、送信空中線系が至近距離にある場合は、送信系相互間における相

互変調を生ずるおそれがないものであること。 

(C) 同一周波数の場合（高低調波等のスプリアス通過帯域内にある場合を含む。）

の受信機入力における所要Ｄ／Ｕは、10dB 以上（放送事業者の開設する放送

番祖の中継を主として行うものにおいては、30dB 以上）を標準とする。ただ

し、スケルチリレーによる自動中継方式の局の場合においては、混信波強度

はスケルチの応動範囲等との関連において、その局の誤動作を防止するため

に必要なレベル以下であること。この場合において、業務種別、通信方式、

最低所要入力等を考慮するものとし、必要のある場合は、標準値を補正する

こと。
 

(D) 希望波及び妨害波が共に著しく強い場合（希望波入力電圧 60dBμ以上、妨

害波入力電圧 120dBμ以上程度）には、混変調妨害についても慎重に審査す

ること。 

(E) 受信機のスプリアス・レスポンスと近接局の周波数関係等から、スプリア

ス・レスポンスによる混信のおそれがある場合は、特に慎重に審査すること。 
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(F) (A)及び(B)に示す希望波及び妨害波の入力電圧Ｖr(dBμ)は、次式により求

める。 

       Vr = E + he + 10log Ri
Rr
 

E:希望波（又は妨害波）の受信地点における電界強度(dBμV/m) 

he:受信空中線の実効長(dB) 

Rr:受信空中線の輻射抵抗(Ω) 

Ri: 受信機の入力インピーダンス(Ω) 

Ｃ 29.7MHz を超え 1,000MHz 以下の電波であって、Ｂの電波の型式及び周波数以

外の単一通信路の場合は、受信機の１信号選択特性及び２信号選択特性並びに空

中線系の特性により、Ｂに準じて審査すること。 

オ 他のシステムへの混信妨害 

混信を受ける他のシステムの伝送の質の維持に支障を与えないものであること。 
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 (13) 狭帯域デジタル方式を使用する固定局 

ア 基本的事項 

54MHz を超え 470MHz 以下の周波数の電波を使用するものであって、設備規則第５７

条の２の２、第５７条の３の２及び第５８条の２の１２に規定する無線設備のうち次に

掲げる通信方式（以下「狭帯域デジタル通信方式等」という。）を使用する固定局は、

別紙１第 1 に定める基準によるほか、次の基準により行う。 

(ｱ) 実数零点単側波帯変調方式のもの（単側波帯のものに限る。以下「ＲＺ ＳＳＢ」

という。） 

(ｲ) 四分のπシフト四相位相変調方式であって、チャネル間隔が 6.25kHz であり、か

つ、１の搬送波当たりのチャネル数が１のもの（以下「π／４ＱＰＳＫ（ＳＣＰＣ）」

という。） 

(ｳ) 四分のπシフト四相位相変調方式であって、チャネル間隔が 25kHz であり、かつ、

時分割多重方式による１の搬送波当たりに多重する数が４のもの又は時分割多元接

続方式による１の搬送波当たりのチャネル数が４のもの（以下「π／４ＱＰＳＫ（Ｔ

ＤＭＡ）」という。） 

(ｴ) 四値周波数偏位変調方式であって、チャネル間隔が 6.25kHz であり、かつ、一の

搬送波当たりのチャネル数が一のもの（以下「４ＦＳＫ（ＳＣＰＣ）」という。） 

(ｵ) 四値周波数偏位変調方式であって、チャネル間隔が 12.5kHz であり、かつ、時分

割多重方式による一の搬送波当たりに多重する数が二のもの又は時分割多元接続方

式による一の搬送波当たりのチャネル数が一のもの（以下「４ＦＳＫ（ＴＤＭＡ）」

という。） 

(ｶ) 市町村デジタル防災無線通信を行うもの（以下「16ＱＡＭ（防災）」という。） 

イ 指定事項 

(ｱ) 空中線電力 

空中線電力の選定は、次に示す計算式により行う。 

  Pt = C/N + Prn + Lp + Lf − Gant 

Pt  ：標準の空中線電力(dBm) 

C/N：所要信号対雑音比(dB)（基準 C/N と機器マージン 6dB（固定劣化を含む)

の和） 

Prn ：総合雑音電力(dBm)  Prniと Prneの電力和 

              Prn = 10log  (10
Prni
10 + 10

Prne
10 ) 

Prni:熱雑音電力 

    Prni = 10 log(kTB) + NF + 30(dBm) 

k:ボルツマン定数 1.38×10-23(J/K) 

T:絶対温度 300(K) 

B:等価雑音帯域幅  (kHz) 

別紙２－１０ 
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NF:雑音指数 8(dB) 

Prne:外来雑音電力 (dBm) 

Lp：伝搬損失(dB) 

Lf：給電線損失(dB)。（分波器、ろ波器（高調波除去装置を除く。)、共用回

路等の損失を含み、工事設計書に記載された値によるものとする。ただ

し、1,000MHz 以下の電波を使用する場合であって、別紙１別図第９号に

よる標準値と著しく相違するときは、資料等により適正と認められる値

を使用するものとする。） 

Gant：対向する無線局送信空中線の絶対利得と受信空中線の絶対利得の和(dB) 

注１ 計算式に使用する所要信号対雑音比(C/N)はエ(ｱ)Ａに定め

る値を、等価雑音帯域幅(B)は、次表に定める値を標準とする。 

変調方式 等価雑音帯域幅(B) 

RZ SSB 3.4kHz 

π/4QPSK(SCPC) 4.8kHz 

π/4QPSK(TDMA) 16kHz 

16QAM(防災) 11.25kHz 

注２ 外来雑音電力は、次表に定める値を標準とする。なお、外来

雑音電力を実測した場合は、その実測値を用いる。 

周波数帯 RZ SSB 
π/4QPSK 

（SCPC） 

π/4QPSK 

（TDMA） 

16QAM 

（防災） 

60MHz 帯 － － － -113dBm 

150MHz帯 -125.4dBm -123.9dBm -118.7dBm － 

260MHz帯 -127.8dBm -126.3dBm -121.1dBm － 

400MHz帯 -129.7dBm -128.2dBm -123.0dBm － 

 

ウ 無線設備 

設備規則第５７条の２の２、第５７条の３の２及び第５８条の２の１２に規定する値

を満足するものであること。 

エ 伝送の質 

(ｱ) 一区間当たりの通信路の標準状態におけるＣ／Ｎ及び所要受信機入力電圧は、で

きる限り次の標準値に適合するものであること。 

Ａ 一区間当たりの所要Ｃ／Ｎ（基準Ｃ／Ｎと機器マージン６dB（固定劣化を含む。）

の和） 

変調方式等 一区間当たりの所要 C/N(dB) 

RZ SSB 36.0dB(S/N=30dB 相当、基準 C/N=30dB） 

π/4QPSK(SCPC） 18.1dB(BER=1×10-３相当、基準 C/N=12.1dB) 
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π/4QPSK(TDMA) 18.1dB(BER=1×10-３相当、基準 C/N=12.1dB) 

16QAM(防災） 

21.9dB(16kbps 高効率音声符号化方式を使用する場合 

BER=2×10-３相当、基準 C/N=15.9dB) 

24.2dB(BER=1×10-４相当、基準 C/N=18.2dB) 

Ｂ 所要受信機入力電圧 

変調方式等 
所要受信機入力電圧(dBμV) 

60MHz 帯 150MHz帯 260MHz帯 400MHz帯 

RZ SSB － 27.8 － 24.9 

π/4QPSK(SCPC） － 11.4 9.7 8.5 

π/4QPSK(TDMA) － 16.6 14.9 13.7 

16QAM(防災） 
25.1(注１) 

27.4(注２) 
－ － － 

注１：16kbps 高効率音声符号化方式を使用するもの 

         注２：注１以外のもの 

(ｲ) 一区間当たりの年間の回線信頼度は 95%以上とし、受信機入力電圧Ｐｒが次式の

範囲内にあること。ただし、所要Ｃ／Ｎを満足する場合は、この限りでない。 

Ａ ＲＺ ＳＳＢの場合 

(A) 300MHz 以下の場合 

Vth+Lpf+M>Pr>Vth+Lpf 

(B)  300MHz を超える場合 

Pr>Vth+Lpf 

Ｂ π／４ＱＰＳＫ（ＳＣＰＣ及びＴＤＭＡ）及び 16ＱＡＭ（防災）の場合 

Vth+Lpf+M>Pr>Vth+Lpf 

Pr：受信機入力電圧(dBμV) 

Pr=Pt-(Lp+Lf)+(GAt+GAr) 

      Pt：空中線電力(dBμV)(0dBm=113dBμV) 

Vth:所要受信機入力電圧(dBμV) 

Lpf:フェ－ジング損失(dB)（1km 当たり 0.1dB とする。）  

M：通常 10dBとする。特に受信入力レベルの選定上必要のある場合は、20dB

とする。 

(ｳ) 多区間にわたる回線の伝送品質は、次式により全区間を一区間と考えたときの受

信機入力電圧を算出し、この値が(ｱ)の所要受信機入力電圧より大きい値であること。 

     1/Pr  = Pr1 +  ∑ 1/Prnn
i=2  

Pr:全区間を一区間と考えたときの受信機入力電圧 

Prn:n 番目の区間の受信機入力電圧 

注  Prnは dB 値を絶対値に変換するものとする。 
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また、上述の式を C/Nで表すと次式により算出される。 

  1/(C/N) = ∑ 1/(Cn/Nn)n
i=1  

C/N:全区間の信号対雑音比 

Cｎ/Nｎ:n 番目の区間の信号対雑音比 

注１  Cｎ/Nｎは dB 値を絶対値に変換するものとする。 

注２  ここでの C/Nは、(ｱ)に定める C/N と干渉マージン 3dB の和である。 

(ｴ) 混信保護 

Ａ  感度抑圧妨害は、別紙１別図第 37 号（妨害波が狭帯域デジタル通信方式等によ

るものについては、別紙１別図第 37 の 2）により、妨害波と希望波の周波数差、

希望波の入力電圧、妨害波入力電圧及び空中線系（ろ波器等を含む。）の選択特性

等の関連において審査し、伝送の質を維持するために必要なＤ／Ｕ（受信機入力

における希望波強度と妨害波強度との比）を満足するものであること。この場合

において、近接周波数を送受信する空中線系が至近距離にある場合は、特に空中

線の取付位置、濾波器の挿入、偏波面の変更等について十分考慮され、かつ、必

要な措置が講ぜられているものであること。 

Ｂ  相互変調については、次によること。 

(A)  相互変調を生ずる周波数の関係を十分考慮し、現に相互変調妨害を生ずるこ

となく、かつ、将来にわたって相互変調の関係による周波数変更等の必要が現

時点ではないと考えられるものであること。 

(B) 相互変調妨害のうち、特に問題となる場合の多い妨害波２波の組合せによる

3次の相互変調について別紙１別図第 38号の 2を参照して妨害波の入力電圧、

妨害波と希望波の周波数差、空中線系統の関連において審査し、伝送の質を維

持するために必要なＤ／Ｕを満足するものであり、かつ、送信空中線系が至近

距離にある場合は、送信系相互間における相互変調を生ずるおそれがないもの

であること。 

Ｃ 同一周波数の場合（高低調波等の不要発射等が受信機通過帯域内にある場合を

含む。）の受信機入力における所要Ｄ／Ｕは次表を標準とする。 

変調方式等 D/U(dB) 

RZ SSB 36.0dB(S/N=30dB 相当） 

π/4QPSK(SCPC) 18.1dB(BER=1×10-3相当) 

π/4QPSK(TDMA) 18.1dB(BER=1×10-3相当) 

16QAM(防災) 

21.9dB(16kbps 高効率音声符号化方式を使用

する場合 BER=2×10-3相当) 

24.2dB(BER=1×10-4相当） 

Ｄ 希望波及び妨害波が共に著しく強い場合（希望波入力電圧 60dBμV 以上、妨害

波入力電圧 120dBμV 以上程度）には、混変調妨害についても慎重に審査すること。 
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Ｅ 受信機のスプリアス・レスポンスと近接局の周波数関係等から、スプリアス・

レスポンスによる混信のおそれがある場合は、特に慎重に審査すること。 

オ 他のシステムへの混信妨害 

混信を受ける他のシステムの伝送の質の維持に支障を与えないものであること。 



  

 

表 4 各変調方式との干渉軽減係数(ＩＲＦ) 

 

希望波 妨害波 

IRF(dB) 

周波数差(MHz) 

10.375 15.375 20.375 25.375 30.625 

音声回線 

(64QAM) 

4PSK 

3Mbps 80 － － － － 

13Mbps － 80 － － － 

19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 

52Mbps － － 80 － － 

128QAM 

52Mbps － 80 － － － 

104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － － 65 

 

希望波 妨害波 

IRF(dB) 

周波数差(MHz) 

10.375 15.375 20.375 25.375 30.625 

音声回線 

(4PSK) 

4PSK 

3Mbps 80 － － － － 

13Mbps － 80 － － － 

19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 

52Mbps － － 80 － － 

128QAM 

52Mbps － 80 － － － 

104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － － 70 

 

希望波 妨害波 

IRF(dB) 

周波数差(MHz) 

10.375 15.25 20.25 25.25 30.5 

監視・制御 

4PSK 

3Mbps 80 － － － － 

13Mbps － 80 － － － 

19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 

52Mbps － － 80 － － 

128QAM 

52Mbps － 80 － － － 

104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － － 68 
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表 4 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 

希望波 妨害波 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 

10.375 15.375 20.375 30.625 

音声回線 

(64QAM) 

4PSK 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 

19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 

52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 

104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 65 

 

希望波 妨害波 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 

10.375 15.375 20.375 30.625 

音声回線 

(4PSK) 

4PSK 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 

19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 

52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 

104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 70 

 

希望波 妨害波 

IRF[dB] 

周波数差[MHz] 

10.375 15.25 20.25 30.5 

監視・制御 

4PSK 

3Mbps 80 － － － 

13Mbps － 80 － － 

19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 

52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 

104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 68 
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表7 各変調方式との干渉軽減係数(ＩＲＦ) 

 
希望波 妨害波 

IRF(dB) 
周波数差(MHz) 

10.375 15.375 20.375 25.375 30.625 

4PSK 
3Mbps 

音声回線 
(64QAM) 

80 － － － － 
13Mbps － 80 － － － 
19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 
52Mbps － － 80 － － 

128QAM 

52Mbps － 80 － － － 
104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － － 50 

 

希望波 妨害波 
IRF(dB) 

周波数差(MHz) 
10.375 15.375 20.375 25.375 30.625 

4PSK 
3Mbps 

音声回線 
(4PSK) 

80 － － － － 
13Mbps － 80 － － － 
19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 
52Mbps － － 80 － － 

128QAM 

52Mbps － 80 － － － 
104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － － 50 

 

希望波 妨害波 
IRF(dB) 

周波数差(MHz) 
10.375 15.25 20.25 25.25 30.5 

4PSK 
3Mbps 

監視・制御 

80 － － － － 
13Mbps － 80 － － － 
19Mbps － － 80 － － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － － 
52Mbps － － 80 － － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － － 
104Mbps － － 80 － － 

156Mbps － － － 80 － 
64QAM 156Mbps － － － － 50 
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表7 各変調方式との干渉軽減係数(IRF) 

 
希望波 妨害波 

IRF[dB] 
周波数差[MHz] 

10.375 15.375 20.375 30.625 

4PSK 
3Mbps 

音声回線 
(64QAM) 

80 － － － 
13Mbps － 80 － － 
19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 
52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 
104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 50 

 

希望波 妨害波 
IRF[dB] 

周波数差[MHz] 
10.375 15.375 20.375 30.625 

4PSK 
3Mbps 

音声回線 
(4PSK) 

80 － － － 
13Mbps － 80 － － 
19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 
52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 
104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 50 

 

希望波 妨害波 
IRF[dB] 

周波数差[MHz] 
10.375 15.25 20.25 30.5 

4PSK 
3Mbps 

監視・制御 

80 － － － 
13Mbps － 80 － － 
19Mbps － － 80 － 

16QAM 
26Mbps － 80 － － 
52Mbps － － 80 － 

128QAM 
52Mbps － 80 － － 
104Mbps － － 80 － 

64QAM 156Mbps － － － 50 
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表３ Ｍ、Ｎバンド及びチャネル番号Ｃ―８、Ｄ―１※を使用する場合のＩＲＦ 

（デジタル変調方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

希望波 干渉波 

干渉軽減係数 IRF (dB) 

周波数差(MHz) 

0 1.25 3.75 5 6.25 8.75 9.5 10 11.25 12.5 13.75 14.5 15 16.25 17.5 18.5 18.75 19.5 20 21.5 22.5 23.5 25 

4PSK 
1.5Mb/s 
3Mb/s 

TS伝送 

- 0 5 - 15 27 - - 36 - 51 - - 65 - - 78 - - - - - - 

4PSK 

6Mb/s 0 - - 5 - - - 51 - 65 - - 76 - 78 - - - 80 80 80 - 80 

13Mb/s 0 - - 3 - - 36 37 - - - 44 45 - - 55 - 57 58 - - 80 80 

19Mb/s - - - 2 - - - - - - - 44 

 
45 - - - - - - - - 80 80 

16QAM 

26Mb/s 0 - - - - - 37 38 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

32Mb/s - - - 2 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

39Mb/s - - - 1 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

52Mb/s - - - 0 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

128QAM 

52Mb/s 0 - - - - - 38 39 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

104Mb/s - - - 0 - - - - - - - 36 37 - - - - - - - - 68 68 

156Mb/s 注 2 
0 - - - - - - 0 - - - - - - - - - 31 32 - - - - 

FM 24ch ～
1260ch 

- - - 15 - - - - - - - - 50 - - - - - - - - - 80 

TS 伝送 

4PSK 
1.5Mb/s 
3Mb/s 

- 0 4 - 22 43 - - 53 - 65 - - 80 - - 80 - - - - - - 

4PSK 

6Mb/s 0 - - 4 - - - 30 - 43 - - 56 - 68 - - - 80 80 80 - 80 

13Mb/s 0 - - 3 - - 28 29 - - - 46 47 - - 71 - 74 75 - - 80 80 

19Mb/s - - - 2 - - - - - - - 40 41 - - - - - - - - 80 80 

16QAM 

26Mb/s 0 - - - - - 28 29 - - - - - - - 71 - 74 75 - - - - 

32Mb/s - - - 3 - - - - - - - 43 44 - - - - - - - - 80 80 

39Mb/s - - - 2 - - - - - - - 40 41 - - - - - - - - 80 80 

52Mb/s - - - 1 - - - - - - - 35 36 - - - - - - - - 80 80 

128QA

M 

52Mb/s 0 - - - - - 28 29 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

104Mb/s - - - 0 - - - - - - - 33 34 - - - - - - - - 68 68 

156Mb/s 注 3 
0 - - - - - - 0 - - - - - - - - - 39 40 - - - - 

FM 
24ch ～

1260ch 
- - - 5 - - - - - - 56 - 56 - - - - - - - - - 80 

TS 伝

 

 0 - - - - - 42 43 - - - - - - - 80 - 80 80 - - - - 
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※(9)放送事業用の固定業務及び移動業務に対するＳＨＦ帯周波数の割当て方針に規定するチャネル番号とする。また、チャネル番号

に含まれる数字の直後にＣ又はＤが付くチャネルを含む。以下別紙(3)-11 において同じ。 
（注１）4PSK、16QAM、128QAM 及び FM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）及び 7.5GHz 帯（7.425GHz から 7.75GHz まで）の周

波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）の変調方式を示す。以下別紙(3)-11 において同じ。 

（注２）28.5MHz において 50、30MHz において 52、40MHz において 70、42.5MHz において 74、49.5MHz において 80 とする。 

（注３）28.5MHz において 56、30MHz において 58、40MHz において 75、42.5MHz において 76、49.5MHz において 80 とする。 

 



  

 

 

表３ M、N バンド及びチャネル番号 C-８、D-１※を使用する場合の IRF 

（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

※(9)放送事業用の固定業務及び移動業務に対する SHF 帯周波数の割当て方針に規定するチャネル番号とする。また、チャネル番号に

含まれる数字の直後に C 又は D が付くチャネルを含む。以下別紙(3)-11 において同じ。 

希望波 干渉波 

干渉軽減係数 IRF [dB] 

周波数差[MHz] 

0 1.25 3.75 5 6.25 8.75 9.5 10 11.25 12.5 13.75 14.5 15 16.25 17.5 18.5 18.75 19.5 20 21.5 22.5 23.5 25 

4PSK 
1.5Mb/s 
3Mb/s 

TS伝送 

- 0 5 - 15 27 - - 36 - 51 - - 65 - - 78 - - - - - - 

4PSK 

6Mb/s 0 - - 5 - - - 51 - 65 - - 76 - 78 - - - 80 80 80 - 80 

13Mb/s 0 - - 3 - - 36 37 - - - 44 45 - - 55 - 57 58 - - 80 80 

19Mb/s - - - 2 - - - - - - - 44 

 
45 - - - - - - - - 80 80 

16QAM 

26Mb/s 0 - - - - - 37 38 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

32Mb/s - - - 2 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

39Mb/s - - - 1 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

52Mb/s - - - 0 - - - - - - - 44 45 - - - - - - - - 80 80 

128QAM 
52Mb/s 0 - - - - - 38 39 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

104Mb/s - - - 0 - - - - - - - 36 37 - - - - - - - - 68 68 

FM 
24ch ～
1260ch 

- - - 15 - - - - - - - - 50 - - - - - - - - - 80 

TS 伝送 

4PSK 
1.5Mb/s 
3Mb/s 

- 0 4 - 22 43 - - 53 - 65 - - 80 - - 80 - - - - - - 

4PSK 

6Mb/s 0 - - 4 - - - 30 - 43 - - 56 - 68 - - - 80 80 80 - 80 

13Mb/s 0 - - 3 - - 28 29 - - - 46 47 - - 71 - 74 75 - - 80 80 

19Mb/s - - - 2 - - - - - - - 40 41 - - - - - - - - 80 80 

16QAM 

26Mb/s 0 - - - - - 28 29 - - - - - - - 71 - 74 75 - - - - 

32Mb/s - - - 3 - - - - - - - 43 44 - - - - - - - - 80 80 

39Mb/s - - - 2 - - - - - - - 40 41 - - - - - - - - 80 80 

52Mb/s - - - 1 - - - - - - - 35 36 - - - - - - - - 80 80 

128QAM 
52Mb/s 0 - - - - - 28 29 - - - - - - - 70 - 73 74 - - - - 

104Mb/s - - - 0 - - - - - - - 33 34 - - - - - - - - 68 68 

FM 
24ch ～

1260ch 
- - - 5 - - - - - - 56 - 56 - - - - - - - - - 80 

TS伝送  0 - - - - - 42 43 - - - - - - - 80 - 80 80 - - - - 
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（注）4PSK、16QAM、128QAM 及び FM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）及び 7.5GHz 帯（7.425GHz から 7.75GHz まで）の周波

数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）の変調方式を示す。以下別紙(3)-11 において同じ。 



  

 

別紙２－１７ 

表４ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の M バンド各方式との IRF 

（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備しない場合） 

希望波 妨害波 

干渉軽減係数 IRF [dB] 

周波数差[MHz] 

0 5 9.5 10 12.5 14.5 15 17.5 18.5 19.5 20 21.5 22.5 23.5 25 

4PSK 

6Mb/s 

TS伝送 

0 5 - 51 53 - 58 60 - - 60 60 60 - 60 

13Mb/s 0 3 36 37 - 43 44 - 55 57 58 - - 60 60 

19Mb/s - 2 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

16QAM 

26Mb/s 0 - 37 38 - - - - 60 60 60 - - - - 

32Mb/s - 2 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

39Mb/s - 1 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

52Mb/s - 0 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

128QAM 

52Mb/s 0 - 38 30 - - - - 60 60 60 - - - - 

104Mb/s - 0 - - - 36 37 - - - - - - 60 60 

156Mb/s 注１  0 - - 0 - - - - - 31 32 - - - - 

TS伝送 

4PSK 

6Mb/s 0 4 - 30 43 - 54 58 - - 60 60 60 - 60 

13Mb/s 0 3 28 29 - 45 46 - 60 60 60 - - 60 60 

19Mb/s - 2 - - - 39 40 - - - - - - 60 60 

16QAM 

26Mb/s 0 - 28 29 - - - - 60 60 60 - - - - 

32Mb/s - 3 - - - 42 43 - - - - - - 60 60 

39Mb/s - 2 - - - 39 40 - - - - - - 60 60 

52Mb/s - 1 - - - 35 36 - - - - -  60 60 

128QAM 

52Mb/s 0 - 28 29 - - - - 60 60 60 - - - - 

104Mb/s 0 0 - - - 33 34 - - - - - - 60 60 

156Mb/s 注２ 0 - - 0 - - - - - 39 40 - - - - 

TS伝送 0 - 42 43 - - - - 60 60 60 - - - - 

（注１）28.5MHz において 50、30MHz において 52、40MHz において 60 とする。 

（注２）28.5MHz において 56、30MHz において 58、40MHz において 60 とする。 

 



  

 

表４ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の M バンド各方式との IRF 

（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備しない場合） 

希望波 妨害波 

干渉軽減係数 IRF [dB] 

周波数差[MHz] 

0 5 9.5 10 12.5 14.5 15 17.5 18.5 19.5 20 21.5 22.5 23.5 25 

4PSK 

6Mb/s 

TS伝送 

0 5 - 51 53 - 58 60 - - 60 60 60 - 60 

13Mb/s 0 3 36 37 - 43 44 - 55 57 58 - - 60 60 

19Mb/s - 2 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

16QAM 

26Mb/s 0 - 37 38 - - - - 60 60 60 - - - - 

32Mb/s - 2 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

39Mb/s - 1 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

52Mb/s - 0 - - - 43 44 - - - - - - 60 60 

128QAM 
52Mb/s 0 - 38 30 - - - - 60 60 60 - - - - 

104Mb/s - 0 - - - 36 37 - - - - - - 60 60 

TS伝送 

4PSK 

6Mb/s 0 4 - 30 43 - 54 58 - - 60 60 60 - 60 

13Mb/s 0 3 28 29 - 45 46 - 60 60 60 - - 60 60 

19Mb/s - 2 - - - 39 40 - - - - - - 60 60 

16QAM 

26Mb/s 0 - 28 29 - - - - 60 60 60 - - - - 

32Mb/s - 3 - - - 42 43 - - - - - - 60 60 

39Mb/s - 2 - - - 39 40 - - - - - - 60 60 

52Mb/s - 1 - - - 35 36 - - - - -  60 60 

128QAM 
52Mb/s 0 - 28 29 - - - - 60 60 60 - - - - 

104Mb/s 0 0 - - - 33 34 - - - - - - 60 60 

TS伝送 0 - 42 43 - - - - 60 60 60 - - - - 

 

別紙２－１８ 



  

 

別紙２－１９ 

表３ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の M バンド各方式との IRF 

（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備する場合）干渉軽減係数 IRF [dB] 周波数差[MHz] 

希望波 妨害波 
 干渉軽減係数ＩＲＦ［dB］ 

周波数差[MHz] 

  8 9.5 11 12.5 13 14 14.5 16 17 17.5 18 18.5 19 19.5 20 21 21.5 22 22.5 23 23.5 24 25 26 26.5 27 27.5 28 28.5 29 29.5 30 

ＩＦ伝送 

独立同期 

TS伝送 32 - - - - 45 - - - - 53- - - - 58 - - - - - - 66 - 71 - - - 75 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 30 - - - - 46 49 - - - - - - 68 - 70 - 74 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 17 - - - 34 36 - - - - 50 - 54 - 59 - - - - - - 78 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s -    26        52          73          

16QAM 

26Mb/s 18 - - - - 41 - - - - 53 - - - 59 - - - - - - 68 - 72 - - - 76 - - - 80 

32Mb/s - - - - 27- - - - - - - - 49 - - - - - - - - - 72 - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - 27 - - - - - - - 49 - - - - - - - - - 72 - - - - - - - -  

52Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 47 - - - - - - - - - 65 - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s 22 - - - - 42 - - - - 64 - - - 74 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

104Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 46 - - - - - - - - - 63 - - - - - - - - - 

156Mb/s 注２ - - - - - - - - - - 20 - - - - - - - - - - 45 - - - - - - - - - 60 

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

TS伝送 - 35 - - - - - - - - - 55 - 57 - - - - - - - - - - - - 74 - 76 - 79 - 

4PSK 

6Mb/s - - - 33 - - - - - 50 - - - - - - 69 - 73 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 18 - - - - 37 - - - - 57 - - - - - - - - 73 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 67 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 19 - - - -      53  57 - - - - - - - -     80  80  80 - 

32Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 23 - - - - - - - - - - - - - 57 - - - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s - 26 - - - -      70  73 - - - - - - - - - - - - 80  80  80 - 

104Mb/s - - - - - - 23 - - - - - - - - - - - - - 55 - - - - - - - - - - - 

156Mb/s注３ - - - - - - - - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - - 56 - - - 



  

 

ＩＦ伝送 

従属同期低雑音 

TS伝送 - 26 - - - - - - - - - 49  52  - - - - - - - - - -  71  73  76 - 

4PSK 

6Mb/s - -  28 - - - - - 45 - - - - - - 65  68 - - - - - 77       - 

13Mb/s - 3 - - - - 31     48  52 - - - - -  70 - - - - - 78  79  80 - 

19Mb/s - - - - - - 27 - - - - -   - - - - -  62 - - - - - - - - - - - 

16QAM 
26Mb/s - 3 - - - - - - - - - 48  52 - - - - - - - - - - - - 70  72  74 - 

32Mb/s - - - - - - 27 - - - - - - - - - - - - - 61 - - - - - - - - - - - 

 

 
39Mb/s - - - - - - 27 - - - - - - - - - - - - - 61 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 4 - - - - - - - - - - - - - 49 - - - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s - 4 - - - - - - - - - 64  68 - - - - - - - - - - - - 74  74  75  

104Mb/s - - - - - - 3 - - - - - - - - - - - - - 49 - - - - - - - - - - - 

156Mb/s注４ - - - - - - - - - - - - - 10 - - - - - - - - - - - - - - 50 - - - 

TS伝送 

ＩＦ伝送 

独立同期 

45 - - - - 62 - - - - 75 - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 52 - - - - 80 80 - - - - - - 80 - 80 - 80 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 26 - - - 46 47 - - - - 54 - 56 - 59 - - - - - - 75 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s - - - - 38 - - - - - - - 62 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s 32 - - - - 47 - - - - 55 - - - 59 - - - - - - 67 - 72 - - - 76 - - - 80 

32Mb/s - - - - 36 - - - - - - - 55 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - 36 - - - - - - - 55 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - 34 - - - - - - - 56 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s 32 - - - - 59 - - - - 70 - - - 75 - - - - - - 80  80 - - - 80 - - - 80 

104Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 46 - - - - - - - - - 69 - - - - - - - - - 

156Mb/s 注５ - - - - - - - - - - 25 - - - - - - - - - - 40 - - - - - - - - - 50 

TS伝送 

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

- 44 - - - - - - - - - 77 - 79 - - - - - - - - - - - - 80  80  80 - 

4PSK 

6Mb/s - - - 65 - - - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 39 - - - - 47 - - - - 55 - 58 - - - - - - 78 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 47 - - - - - - - - - - - - - 78 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 38 - - - - - - - - - 57 - 58 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

32Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 



  

 

52Mb/s - - - - - - 36 - - - - - - - - - - - - - 73 - - - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s - 32 - - - - - - - - - 72 - 74 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

104Mb/s - - - - - - 28 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

156Mb/s 注６ - - - - - - - - - - - - - 30 - - - - - - - - - - - - - - 50 - - - 

TS伝送 

ＩＦ伝送 

従属同期低雑音 

- 44 - - - - - - - - - 77 - 79 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

4PSK 

6Mb/s - - - 65 - - - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 39 - - - - 47 - - - - 55 - 58 - - - - - - 78 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 47 - - - - - - - - - - - - - 78 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 38 - - - - - - - - - 57 - 58 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

32Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 36 - - - - - - - - - - - - - 73 - - - - - - - - - - - 

128QAM 

52Mb/s - 32 - - - - - - - - - 72 - 74 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

104Mb/s - - - - - - 28 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

156Mb/s 注７ - - - - - - - - - - - - - 30 - - - - - - - - - - - - - - 50 - - - 

（注１）4PSK、16QAM 及び 128QAM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）の

変調方式を示す。以下別紙(3)-13 において同じ。 

（注２）41MHz において 76、47MHz において 80 とする。 

（注３）42.5MHz において 78、49.5MHz において 80 とする。 

（注４）42.5MHz において 76、49.5MHz において 80 とする。 

（注５）41MHz において 70、47MHz において 80 とする。 

（注６）42.5MHz において 74、49.5MHz において 80 とする。 

（注７）42.5MHz において 74、49.5MHz において 80 とする。 

 



  

 

 

表３ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の M バンド各方式との IRF 

（デジタル変調方式のＳＴＬ回線又はＴＴＬ回線の送信機にろ波器を装備する場合）干渉軽減係数 IRF [dB] 周波数差[MHz] 

希望波 妨害波 

 干渉軽減係数ＩＲＦ[dB] 

周波数差[MHz] 

8 9.5 11 12.5 13 14 14.5 16 17 17.5 18 18.5 19 19.5 20 21 21.5 22 22.5 23 23.5 24 25 26 26.5 27 27.5 28 28.5 29 29.5 30 

ＩＦ伝送 

独立同期 

TS伝送 32 - - - - 45 - - - - 53- - - - 58 - - - - - - 66 - 71 - - - 75 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 30 - - - - 46 49 - - - - - - 68 - 70 - 74 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 17 - - - 34 36 - - - - 50 - 54 - 59 - - - - - - 78 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s -    26        52          73          

16QAM 

26Mb/s 18 - - - - 41 - - - - 53 - - - 59 - - - - - - 68 - 72 - - - 76 - - - 80 

32Mb/s - - - - 27- - - - - - - - 49 - - - - - - - - - 72 - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - 27 - - - - - - - 49 - - - - - - - - - 72 - - - - - - - -  

52Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 47 - - - - - - - - - 65 - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s 22 - - - - 42 - - - - 64 - - - 74 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

104Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 46 - - - - - - - - - 63 - - - - - - - - - 

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

TS伝送 - 35 - - - - - - - - - 55 - 57 - - - - - - - - - - - - 74 - 76 - 79 - 

4PSK 

6Mb/s - - - 33 - - - - - 50 - - - - - - 69 - 73 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 18 - - - - 37 - - - - 57 - - - - - - - - 73 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 67 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 19 - - - -      53  57 - - - - - - - -     80  80  80 - 

32Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 32 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 23 - - - - - - - - - - - - - 57 - - - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s - 26 - - - -      70  73 - - - - - - - - - - - - 80  80  80 - 

104Mb/s - - - - - - 23 - - - - - - - - - - - - - 55 - - - - - - - - - - - 

ＩＦ伝送 

従属同期低雑音 

TS伝送 - 26 - - - - - - - - - 49  52  - - - - - - - - - -  71  73  76 - 

4PSK 6Mb/s - -  28 - - - - - 45 - - - - - - 65  68 - - - - - 77       - 
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13Mb/s - 3 - - - - 31     48  52 - - - - -  70 - - - - - 78  79  80 - 

19Mb/s - - - - - - 27 - - - - -   - - - - -  62 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 3 - - - - - - - - - 48  52 - - - - - - - - - - - - 70  72  74 - 

32Mb/s - - - - - - 27 - - - - - - - - - - - - - 61 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 27 - - - - - - - - - - - - - 61 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 4 - - - - - - - - - - - - - 49 - - - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s - 4 - - - - - - - - - 64  68 - - - - - - - - - - - - 74  74  75  

104Mb/s - - - - - - 3 - - - - - - - - - - - - - 49 - - - - - - - - - - - 

TS 伝送 

ＩＦ伝送 

独立同期 

45 - - - - 62 - - - - 75 - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 52 - - - - 80 80 - - - - - - 80 - 80 - 80 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 26 - - - 46 47 - - - - 54 - 56 - 59 - - - - - - 75 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s - - - - 38 - - - - - - - 62 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s 32 - - - - 47 - - - - 55 - - - 59 - - - - - - 67 - 72 - - - 76 - - - 80 

32Mb/s - - - - 36 - - - - - - - 55 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - 36 - - - - - - - 55 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - 34 - - - - - - - 56 - - - - - - - - - 80 - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s 32 - - - - 59 - - - - 70 - - - 75 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

104Mb/s - - - - 21 - - - - - - - 46 - - - - - - - - - 69 - - - - - - - - - 

TS 伝送 

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

- 44 - - - - - - - - - 77 - 79 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

4PSK 

6Mb/s - - - 65 - - - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 39 - - - - 47 - - - - 55 - 58 - - - - - - 78 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 47 - - - - - - - - - - - - - 78 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 38 - - - - - - - - - 57 - 58 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

32Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 36 - - - - - - - - - - - - - 73 - - - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s - 32 - - - - - - - - - 72 - 74 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

104Mb/s - - - - - - 28 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

TS 伝送 ＩＦ伝送 - 44 - - - - - - - - - 77 - 79 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 



  

 

4PSK 

6Mb/s 従属同期低雑

音 
- - - 65 - - - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - - - 80 - - - - - - - 

13Mb/s - 39 - - - - 47 - - - - 55 - 58 - - - - - - 78 - - - - - 80 - 80 - 80 - 

19Mb/s - - - - - - 47 - - - - - - - - - - - - - 78 - - - - - - - - - - - 

16QAM 

26Mb/s - 38 - - - - - - - - - 57 - 58 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

32Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

39Mb/s - - - - - - 37 - - - - - - - - - - - - - 74 - - - - - - - - - - - 

52Mb/s - - - - - - 36 - - - - - - - - - - - - - 73 - - - - - - - - - - - 

128QAM 
52Mb/s - 32 - - - - - - - - - 72 - 74 - - - - - - - - - - - - 80 - 80 - 80 - 

104Mb/s - - - - - - 28 - - - - - - - - - - - - - 66 - - - - - - - - - - - 

（注）4PSK、16QAM 及び 128QAM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）

の変調方式を示す。以下別紙(3)-13 において同じ。 

 



  

 

別紙２－２１ 

表７ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の IRF（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備し、表 5 を満足する場合） 

表３に代えて次表を適用する。 

希望波 妨害波 

干渉軽減係数ＩＲＦ［dB］ 

周波数差 [MHz] 

8 9.5 11 12.5 13 14 14.5 16 17 17.5 18 18.5 19 19.5 20 21 21.5 22 22.5 23 23.5 24 25 26 26.5 27 27.5 28 28.5 29 29.5 30 

ＩＦ伝送 

独立同期 

TS伝送 42 - - - - 52 - - - - 78- - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 50 - - - - 64 72 - - - - - - 80 - 80 - 80 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 28 - - - 40 50 - - - - 74 - 78 - 80 - - - - - - 80 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s -    38        65          80          

16QAM 

26Mb/s 30     55     74    80       80  80    80    80 

32Mb/s -    45        75          80          

39Mb/s -    42        65          80          

52Mb/s -    30        58          75          

128QAM 

52Mb/s 30     52     75    78       80  80    80    80 

104Mb/s -    30        50          70          

156Mb/s 注２ - - - - - - - - - - 30 - - - - - - - - - - 50 - - - - - - - - - 65 

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

TS伝送 - 43          76  79             80  80  80  

4PSK 

6Mb/s -   51      72       80  80      80        

13Mb/s - 30     43     72  74       80      80  80  80  

19Mb/s -      39              80            

16QAM 

26Mb/s - 34          72  74             80  80  80  

32Mb/s -      41              79            

39Mb/s -                    79            

52Mb/s -                    70            

128QAM 

52Mb/s - 35          71  73             80  80  80  

104Mb/s -                    69            

156Mb/s 注３ - - - - - - - - - - - - - 40 - - - - - - - - - - - - - - 60 - - - 

ＩＦ伝送 

従属同期低雑音 

TS伝送 - 41          76  79             80  80  80  

4PSK 
6Mb/s -   44      72       80  80      80        

13Mb/s - 29          72  74       80      80  80  80  



  

 

19Mb/s -                    80            

16QAM 

26Mb/s - 29          72  74             80  80  80  

32Mb/s -                    79            

39Mb/s -                    79            

52Mb/s -                    70            

128QAM 

52Mb/s - 29          71  73             80  80  80  

104Mb/s -                    69            

156Mb/s 注４ - - - - - - - - - - - - - 40 - - - - - - - - - - - - - - 60 - - - 

（注１）干渉波が IF 伝送の IRF については、表３（干渉波が IF 伝送）と同一とする。 

（注２）41MHz において 80 とする。 

（注３）42.5MHz において 78、49.5MHz において 80 とする。 

（注４）42.5MHz において 78、49.5MHz において 80 とする。 

 



  

 

表７ チャネル番号 C-８、D-１を使用する場合の IRF（デジタル変調方式の STL 回線又は TTL 回線の送信機にろ波器を装備し、表 5 を満足する場合） 

表３に代えて次表を適用する。 

希望波 妨害波 

干渉軽減係数ＩＲＦ［dB］ 

周波数差 [MHz] 

8 9.5 11 12.5 13 14 14.5 16 17 17.5 18 18.5 19 19.5 20 21 21.5 22 22.5 23 23.5 24 25 26 26.5 27 27.5 28 28.5 29 29.5 30 

ＩＦ伝送 

独立同期 

TS伝送 42 - - - - 52 - - - - 78- - - - 80 - - - - - - 80 - 80 - - - 80 - - - 80 

4PSK 

6Mb/s - - 50 - - - - 64 72 - - - - - - 80 - 80 - 80 - - - - - 80 - 80 - 80 - - 

13Mb/s 28 - - - 40 50 - - - - 74 - 78 - 80 - - - - - - 80 80 80 - - - 80 - - - 80 

19Mb/s -    38        65          80          

16QAM 

26Mb/s 30     55     74    80       80  80    80    80 

32Mb/s -    45        75          80          

39Mb/s -    42        65          80          

52Mb/s -    30        58          75          

128QAM 
52Mb/s 30     52     75    78       80  80    80    80 

104Mb/s -    30        50          70          

ＩＦ伝送 

従属同期標準 

TS伝送 - 43          76  79             80  80  80  

4PSK 

6Mb/s -   51      72       80  80      80        

13Mb/s - 30     43     72  74       80      80  80  80  

19Mb/s -      39              80            

16QAM 

26Mb/s - 34          72  74             80  80  80  

32Mb/s -      41              79            

39Mb/s -                    79            

52Mb/s -                    70            

128QAM 
52Mb/s - 35          71  73             80  80  80  

104Mb/s -                    69            

ＩＦ伝送 

従属同期 

低雑音 

TS伝送 - 41          76  79             80  80  80  

4PSK 

6Mb/s -   44      72       80  80      80        

13Mb/s - 29          72  74       80      80  80  80  

19Mb/s -                    80            

16QAM 

26Mb/s - 29          72  74             80  80  80  

32Mb/s -                    79            

39Mb/s -                    79            
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52Mb/s -                    70            

128QAM 
52Mb/s - 29          71  73             80  80  80  

104Mb/s -                    69            

（注）干渉波が IF 伝送の IRF については、表３（干渉波が IF 伝送）と同一とする。 
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表４ チャネル番号 C-8、D-1 を使用する場合の IRF 

（デジタル変調方式の TSL 回線の送信機にろ波器を装備する場合） 

希望波 干渉波 干渉軽減係数IRF〔dB〕 

周波数差〔 MHz〕  

14 17 19 22 24 27 34 37 39 

TS伝送 デジタルＴＳＬ 30 - - - 49 - 70 70 - 

4PSK 

6Mb/s - 45 - 60 - 65 - - - 

13Mb/s 30 - 40 - 60 - 75 80 80 

19Mb/s - - 40 - - - - - 80 

16QAM 
26Mb/s 30 - - - 60 - 75 80 - 

32Mb/s - - 40 - - - - - 80 

 39Mb/s  - - 40 - - - - - 80 

52Mb/s - - 40 - - - - - 80 

128QAM 
52Mb/s 30 - - - 60 - 75 80 - 

104Mb/s - - 40 - - - - - 65 

156Mb/s 注２  - - - - 30 - - - - 

デジタルＴＳＬ TS伝送 32 - - - 48 - 72 72 - 

4PSK 6Mb/s - 42 - 55 - 60 - - - 

13Mb/s 20 - 40 - 56 - 65 80 80 

19Mb/s - - 40 - - - - - 80 

16QAM 26Mb/s 20 - - - 56 - 65

 

80 - 

32Mb/s - - 40 - - - - - 80 

39Mb/s - - 40 - - - - - 80 

52Mb/s - - 40 - - - - - 80 

128QAM 52Mb/s 20 - - - 56 - 65 80 - 

104Mb/s - - 40 - - - - - 80 

  156Mb/s 注３ - - - - 30 - - - - 

（注１）4PSK、16QAM 及び 128QAM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）の周波数の

電波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）の変調方式

を示す。 

（注２）47MHz において 72 とする。 

（注３）47MHz において 80 とする。 

 



  

 

表４ チャネル番号C-8、D-1を使用する場合のIRF 

（デジタル変調方式の TSL 回線の送信機にろ波器を装備する場合） 
  希望波  干渉波 干渉軽減係数IRF〔dB〕 

周波数差〔 MHz〕  

14 17 19 22 24 27 34 37 39 

TS伝送 デジタルＴＳＬ 30 - - - 49 - 70 70 - 

4PSK 
6Mb/s - 45 - 60 - 65 - - - 

13Mb/s 30 - 40 - 60 - 75 80 80 

19Mb/s - - 40 - - - - - 80 

16QAM 
26Mb/s 30 - - - 60 - 75 80 - 

32Mb/s - - 40 - - - - - 80 

 
39Mb/s - - 40 - - - - - 80 

52Mb/s - - 40 - - - - - 80 

128QAM 52Mb/s 30 - - - 60 - 75 80 - 

104Mb/s - - 40 - - - - - 65 

デジタルＴＳＬ TS伝送 32 - - - 48 - 72 72 - 

4PSK 6Mb/s - 42 - 55 - 60 - - - 

13Mb/s 20 - 40 - 56 - 65 80 80 

19Mb/s - - 40 - - - - - 80 

16QAM 26Mb/s 20 - - - 56 - 65

 

80 - 

32Mb/s - - 40 - - - - - 80 

39Mb/s - - 40 - - - - - 80 

52Mb/s - - 40 - - - - - 80 

128QAM 52Mb/s 20 - - - 56 - 65 80 - 

104Mb/s - - 40 - - - - - 80 

（注）4PSK、16QAM 及び 128QAM は、6.5GHz 帯（6.57GHz から 6.87GHz まで）の周波数の電

波を使用して通信系を構成する固定局（放送事業用固定局を除く。）の変調方式を示す。 
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表６ Ｍバンド及びＮバンドにおけるＩＲＦ(2/3) 
希望波 

 

妨害波 

 

IRF(dB) 

周波数差(MHz) 

0 5 10 14.5 15 18 19 20 23.5 25 30 32.5 34.5 35 36 37 37.5 40 41.5 43.5 45 

デ ジ タ ル

TSL 

デ ジ タ ル

TSL 

 

0 - - - - 45 50 51 - - - - - - 80 80 - 80 - - - 

TS伝送 STL

／TTL 

- 0 - 30 31 - - - 52 55 - 39 70 70 - - 72 - 75 77 80 

4PSK 

 

13M 

b/s 

- 1 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80 

19M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

16 

QAM 

 

26M 

b/s 

- 0 - - 30 - - - - 58 - - - 73 - - - - - - 80 

32M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

39M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

52M 

b/s 

0 - - - - - - 42 - - - - - - - - - 80 - - - 

128 

QAM 

 

52M 

b/s 

- 0 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80 

104M 

b/s 

0 - - - - - - 43 - - - - - - - - - 65 - - - 

156M 

b/s 

- 0 - - 0 - - - - 35 - - - 55 - - - - - - 70 

デ ジ タ ル

TSL 

 

TS伝送 STL

／TTL 

- 0 - 43 45 - - - 62 64 - - 72 73 - - 75 - 80 80 80 

4PSK 

 

13M 

b/s 

- -1 - - 25 - - - - 55 - - - 66 - - - - - - 80 

19M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

16 

QAM 

 

26M 

b/s 

- 0 - - 20 - - - - 56 - - - 65 - - - - - - 80 

32M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

39M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

52M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

128 

QAM 

 

52M 

b/s 

- 0 - - 22 - - - - 58 - - - 70 - - - - - - 80 

104M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

156M 

b/s 

- 0 - - 0 - - - - 40 - - - 60 - - - - - - 80 

 

 

別紙２－２５ 



  

 

表６ Ｍバンド及びＮバンドにおけるIRF(2/3) 
希望波 

 

妨害波 

 

IRF［dB］ 

周波数差［MHz］ 

0 5 10 14.5 15 18 19 20 23.5 25 30 32.5 34.5 35 36 37 37.5 40 41.5 43.5 45 

デ ジ タ ル

TSL 

デ ジ タ ル

TSL 

 

0 - - - - 45 50 51 - - - - - - 80 80 - 80 - - - 

TS伝送 STL

／TTL 

- 0 - 30 31 - - - 52 55 - 39 70 70 - - 72 - 75 77 80 

4PSK 

 

13M 

b/s 

- 1 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80 

19M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

16 

QAM 

 

26M 

b/s 

- 0 - - 30 - - - - 58 - - - 73 - - - - - - 80 

32M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

39M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

52M 

b/s 

0 - - - - - - 42 - - - - - - - - - 80 - - - 

128 

QAM 

 

52M 

b/s 

- 0 - - 30 - - - - 60 - - - 80 - - - - - - 80 

104M 

b/s 

0 - - - - - - 43 - - - - - - - - - 65 - - - 

デ ジ タ ル

TSL 

 

TS伝送 STL

／TTL 

- 0 - 43 45 - - - 62 64 - - 72 73 - - 75 - 80 80 80 

4PSK 

 

13M 

b/s 

- -1 - - 25 - - - - 55 - - - 66 - - - - - - 80 

19M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

16 

QAM 

 

26M 

b/s 

- 0 - - 20 - - - - 56 - - - 65 - - - - - - 80 

32M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

39M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

52M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 

128 

QAM 

 

52M 

b/s 

- 0 - - 22 - - - - 58 - - - 70 - - - - - - 80 

104M 

b/s 

0 - - - - - - 40 - - - - - - - - - 80 - - - 
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	注：　通常フェージングとは、伝搬路上の大気条件の変動等により発生する受信レベルの変動（レーレーフェージング）のうち、以下の減衰性フェージング以外のものをいう。
	２　キャリア切替効果による断時間率改善係数　KFD
	ただし、複合キャリア方式の場合は、次式により算出するものとする。
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	とする。
	別紙(6)-5　　広帯域受信電力フェード量減少係数ηの算出方法
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	本方式では、４､５､６GHz帯単一キャリア16QAM方式よりも固定劣化が約0.5dB改善されるため、所要C/N 21.5dBの中にC/Nconstを含める。
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	【別紙２－５】目的別審査基準6.5_7.5G（改正案）v2_3ha
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	（ｱ）４ＰＳＫ方式の場合
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	Fmr＝
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